
備 考

【基礎となる学
部等】

　２３条第１項」とすること。

・経営学部第１
部経営学科

・経営学研究科
経営学専攻修士
課程

別記様式第２号（その１の２）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ オオサカケイザイダイガクダイガクイン

大 学 の 名 称 大阪経済大学大学院（Graduate School, Osaka University of Economics）

大 学 本 部 の 位 置 　大阪府大阪市東淀川区大隅二丁目２番８号

計 画 の 区 分 　研究科の専攻に係る課程の変更

フ リ ガ ナ 　ガッコウホウジンオオサカケイザイダイガク

設 置 者 　学校法人大阪経済大学

大 学 の 目 的
大阪経済大学大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、文化の進展に寄
与することを目的とする。

新 設研 究科 等の 目的

新
設
研
究
科
等
の
概
要

新設研究科等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位 学位の分野

－ 106

博士後期課程では、課題・問題の所在を明らかにし、その解決策を策定するためにイノベーショ
ン理論、マーケティング・リサーチ、ファイナンス、組織行動等の高度な理論と実践的な方法論
を習得させ、フィールドワークやアンケート調査等の手法をもって、実際の行政、企業組織等を
対象とした事例分析を行い、その分析に基づいた課題設定と課題解決ができる自立した研究能力
と問題解決能力をもった人材の養成を目的とする。

　年　月
第　年次

令和9年4
月

第1年次

開設時期及
び開設年次

所在地

経済学関係

令和9年4
月

第1年次

年 人 年次
人

人

大阪府大阪市東
淀川区大隅二丁

目２番８号経営学研究科
（Graduate School,
Osaka University of
Economics）

　経営学専攻
　　（博士後期課程）
（Doctoral Degree
Program in Business
Administration）

3 2 － 6

計 52

経営学研究科
（Graduate School of
Business
Administration）

　経営学専攻
　　（博士前期課程）
（Master's Degree
Program in Business
Administration）

2 50 － 100

修士
（経営学）
（Master of
Business

Administratio
n）

博士
（経営学）
（Doctor of
Business

Administratio
n）

経済学関係

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

教育
課程

新設研究科等の名称
開設する授業科目の総数

修了要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

経営学研究科経営学専
攻（博士後期課程）

9科目 6科目 －科目 15科目 16単位

［課程の変更］
経営学研究科経営学専攻（修士課程）　→　経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

経営学研究科経営学専
攻（博士前期課程）

81科目 4科目 1科目 86科目 32単位

－基本計画書－1－



研　究　科　等　の　名　称

専任教員

助手
専任教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

人 人 人 人 人 人 人

計

8 4 1 0 13 0 0

（8） （4） （1） （0） （13） （0） （0）

20 4 0 45 0 29

（21） （20） （4） （0） （45） （0） （29）

0 10

（28） （16） （3） （0） （47） （0） （10）

28 16 3 0

（0） （33）

（4）

計
54 38 5 0 97 0 32

（54）

人間科学研究科人間共生専攻（修士課程）
0 16 0 4

（11） （4） （1） （0） （16） （0）

11

合 計
74 59 10 0 142

（38） （5） （0） （97）

既

設

分

経済学研究科経済学専攻（博士前期課程）

4 1

47

経済学研究科経済学専攻（博士後期課程）
28 16 3 0

経営情報研究科経営情報専攻（修士課程）
12 13 0

0 61

（74） （59） （10） （0） （142） （0） （62）

職 種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
人 人 人

（105） （56）
114 59 173

図 書 館 職 員
1 2 3

（1） （2） （3）

（161）

技 術 職 員
0 0 0

（0） （0） （0）

　－　㎡ 117,575.04㎡

校

地

等

区 分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

そ の 他 の 職 員
0 0 0

（0） （0） （0）

指 導 補 助 者
0 0 0

（0） （0） （0）

計
115 61 176

（106） （58） （164）

計

1,014.71 ㎡

大学全体59,035.61㎡

合 計 117,575.04㎡  －　㎡

　　大学全体
【借地】
摂津:2,414㎡
(期間H31.3～30
年間)

※運動場用地
別地

校 舎 敷 地 116,560.33 ㎡  －　㎡ 　－　㎡ 116,560.33 ㎡

そ の 他 1,014.71 ㎡  －　㎡ 　－　㎡

－　㎡ －　㎡ 59,035.61㎡

（ －　㎡） （　59,035.61㎡）

校 舎

専　　用

大学全体
104室 9室 31室 13室

共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

（　59,035.61㎡）（ －　㎡）

大学全体

7

冊 〔うち外国書〕 種 〔うち外国書〕 点 点

講義室等・新設研究科等
の 専 任 教 員 研 究 室

講義室 実験・実習室 演習室
新設研究科等の
専任教員研究室

図
書
・
設
備

新設研究科等の名称

図書 学術雑誌 機械・器具 標本

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

7

（648,703〔175,424〕） （1,664〔213〕） （9,190〔5,200〕） （2,773〔2,712〕） （  30,799  ） （ 7 ）

経営学研究科経営学
専攻（博士後期課
程）

605,887〔174,536〕 1,664〔213〕 9,190〔5,200〕 2,773〔2,712〕 30,799

（648,703〔175,424〕） （1,664〔213〕） （9,190〔5,200〕） （2,773〔2,712〕） （  30,799  ） （ 7 ）
計

605,887〔174,536〕 1,664〔213〕 9,190〔5,200〕 2,773〔2,712〕 30,799

0 25 0 9

（12） （13） （0） （0） （25） （0） （9）

47 0 0

（28） （16） （3） （0） （47） （0） （1）

人間科学研究科臨床心理学専攻（修士課程）
3 5 1 0 9 0 9

（3） （5） （1） （0） （9） （0） （9）

新

設

分

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

人 人 人 人 人 人 人

21 20 4 0 45 0 29

（21） （20） （4） （0） （45） （0） （29）

21

－基本計画書－2－



　該当なし

1.07
≪1.05≫

1.08
≪1.04≫

1.20
≪1.08≫

1.08
≪1.05≫

1.10
≪1.08≫

1.05

0.54

1.11

0.35

大学全体

図書購入費には
電子ジャーナ

ル・データベー
スの整備費(運
用コストを含
む)を含む。

－千円

－千円

平成17年度

平成15年度

大阪市東淀川区
大隅二丁目2番8号

昭和24年度

昭和39年度

平成16年度

昭和39年度

平成24年度

昭和41年度

昭和43年度

平成14年度

学士
（経済学）

学士
（経営学）

学士
（経営学）

学士
（経営学）

学士
（情報社会学）

学士
（人間科学）

学士
（国際共創）

1.07
≪1.05≫

1.09
≪1.05≫

1.07
≪1.03≫

1.20
≪1.08≫

1.08
≪1.05≫

1.10
≪1.08≫

1.05

－

－

－

－

－

－

－

2,720

1,720

800

200

1,200

800

360

4

4

4

680

430

200

50

300

200

120

4

4

4

4

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図書購入費 122,384千円 122,384千円 122,384千円

共同研究費等 34,550千円 34,550千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等

－千円

第３年次 第４年次 第５年次

122,384千円 －千円 －千円

設備購入費

経済学部

　経済学科

経営学部第1部

　経営学科

　ビジネス法学科

経営学部第2部

　経営学科

情報社会学部

　臨床心理学専攻
　（修士課程）

　情報社会学科

人間科学部

　人間科学科

国際共創学部

　国際共創学科

経済学研究科

　経済学専攻
　（博士前期課程）

　経済学専攻
　（博士後期課程）

経営学研究科

　経営学専攻
　（修士課程）

経営情報研究科

　経営情報専攻
　（修士課程）

73,251千円 73,251千円 73,251千円 73,251千円 －千円 －千円

教員１人当り研究費等 570千円 570千円 570千円 －千円

34,550千円 －千円

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 大阪経済大学

年 人 年次
人

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

871千円 671千円 671千円 －千円

2 10 －

人 倍

20

令和6年度

平成18年度

　人間共生専攻
　（修士課程）

2 10 － 20
0.90

平成18年度

100

40

2 10

3 5

2 50

修士
（経済学）

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収 容 定 員
充 足 率

開設
年度

所　在　地

人間科学研究科

2 20 －

－

－

－ 20

15

附属施設の概要

博士
（経済学）

修士
（経営学）

修士
（経営情報）

修士
（臨床心理学）

修士
（人間共生）

0.70

0.33

1.11

0.35

0.70

0.80

871千円 671千円 －千円 －千円 －千円
学生１人当り

納付金
博士前期課程

博士後期課程

－基本計画書－3－



必

修

選

択

自

由

講

義

演

習

実
験
・
実
習

教

授

准
教
授

講

師

助

教

助

手

1前 2 ○ 3 1 オムニバス

論文英語 1前 2 ○ 1 1 オムニバス

研究倫理 1前 2 ○ 1

－ 2 4 0 3 3 1 0 0 兼0 －

1後 2 ○ 1 1 オムニバス

組織行動心理学後期特論 1後 2 ○ 2 オムニバス

会計・ファイナンス後期特論 1後 2 ○ 1 1 オムニバス

ベンチャービジネス後期特論 1後 2 ○ 1

コーポレートガバナンス後期特論 1後 2 ○ 1

組織再編・事業承継税務後期特論 1後 2 ○ 1

－ 0 12 0 7 2 0 0 0 兼0 －

1前 2 ○ 7 2

1後 2 ○ 7 2

2前 2 ○ 7 2

2後 2 ○ 7 2

3前 2 ○ 7 2

3後 2 ○ 7 2

－ 12 0 0 7 2 0 0 0 兼0 －

－ 14 16 0 8 4 1 0 0 兼0 －

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

修了要件は、博士後期課程に原則として3年以上在学し、授業科目につ
いては、基盤科目のうち「研究倫理」を必修として2単位、専門科目からい
ずれかの科目を選択必修として2単位、研究指導科目は全科目必修として
12単位、合計16単位以上の単位を修得するとともに、博士論文の最終審
査に合格することとする。

1学年の学期区分 2学期

1学期の授業期間 15週

1時限の授業時間 90分

　経済学関係

研
究
指
導
科
目 後期研究指導Ⅵ

後期研究指導Ⅰ

小計（6科目）

後期研究指導Ⅴ

後期研究指導Ⅱ

後期研究指導Ⅲ

後期研究指導Ⅳ

－

合計（15科目） －

学位又は称号 　博士（経営学） 学位又は学科の分野

基
盤
科
目

配当年次

単位数

専
門
科
目

－

流通・マーケティング後期特論

小計（6科目）

研究方法後期特論

－

小計（3科目）

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称

－基本計画書－4－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

研究指導Ⅰ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅱ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅲ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅳ 2 ○ 14 14 2 兼5

リサーチ方法特論 1後 2 ○ 兼1

経営統計特論 2 ○

ビジネス英語 1前 2 ○ 1

専門日本語表現 1前 2 ○ 1

問題発見・問題解決技法 1前 2 ○

経営情報特論 1前 2 ○ 1

インターンシップ 2前 2 ○ 1

経営特殊講義 2 ○

ビジネス法特殊講義 2 ○

－ 8 18 0 15 14 3 0 0 兼6 －

1前後 2 ○ 1 1

イノベーション特論 2 ○

経営戦略特論Ⅰ 1後 2 ○ 1

経営戦略特論Ⅱ 2前 2 ○ 1

競争戦略特論 1前 2 ○ 1

コンサルティング特論 1後 2 ○ 1

ビジネス・コーチング特論 1前 2 ○

ソーシャル・ビジネス特論 1後 2 ○ 1

サービスマネジメント特論 1前 2 ○ 1

経営史特論 1後 2 ○ 1

経営学概論 1前後 2 ○ 2

経営組織特論 1後 2 ○

経営管理特論 1前 2 ○ 1

人的資源管理特論 1前 2 ○ 1

企業分析特論 1前 2 ○ 1

組織間関係特論 1後 2 ○ 1

中小企業経営特論 1前 2 ○ 1

リーダーシップ特論 1前 2 ○ 1

組織行動心理学特論 1前 2 ○ 1

中小企業診断特論 1前 2 ○ 兼1

中小企業政策特論 1後 2 ○ 兼1

企業診断実習Ⅰ 2前 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅱ 2前 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅲ 2後 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅳ 2後 1 ○

企業診断実習Ⅴ 2後 1 ○ 兼2

企業診断実習Ⅵ 2後 1 ○ 兼1

コーポレートガバナンス 1後 2 ○ 兼1

生産管理特論 1後 2 ○ 1

組織デザイン特論 1前 2 ○ 1

商学概論 1前 2 ○ 兼1

マーケティングリサーチ特論 1後 2 ○ 1

マーケティング特論 1後 2 ○ 1

マーケティング概論 1前 2 ○ 兼1

流通特論 1前 2 ○ 1

研
究
指
導

リ
テ
ラ
シ
ー

そ
の
他

経
営
戦
略

組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

小計（13科目） －

研
究
科
共
通
科
目

経
営

マ
ー

ケ
テ
ィ

ン
グ

経営倫理

－基本計画書－5－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

会計学概論 1後 2 ○ 兼1

財務会計特論 1前 2 ○ 1

管理会計特論 1前 2 ○ 1

原価計算特論 1後 2 ○ 1

国際会計特論 1後 2 ○ 兼1

内部統制特論 1後 2 ○

監査特論 1前 2 ○ 1

公会計特論 1前 2 ○ 1

経済学概論 1前 2 ○ 1

金融証券特論 1前 2 ○ 1

行動ファイナンス特論 1前 2 ○ 1

事業承継特論 1後 2 ○ 兼1

資産運用特論 1前 2 ○ 兼1

ＩＰＯ特論 2前 2 ○ 兼4

コーポレートファイナンス特論 1前 2 ○ 1

－ 0 94 0 13 15 3 0 0 兼16 －

1前 2 ○ 1

民法Ⅰ 1前 2 ○ 1

民法Ⅱ 1前 2 ○ 1

民法Ⅲ 1後 2 ○ 1

民法Ⅳ 1前 2 ○ 1

民法Ⅴ 1前 2 ○ 兼1

会社法 1前 2 ○ 1

民事手続法 1後 2 ○ 兼1

登記法 1前 2 ○ 兼1

信託法 1後 2 ○ 兼1

所得税法 1前 2 ○ 1

法人税法 1前 2 ○ 1

消費税法 1前 2 ○ 1

相続税法 1後 2 ○ 兼1

国際租税法 1後 2 ○ 兼1

資産・事業承継税務 1前 2 ○ 兼1

公
共
法

刑事法 1前 2 ○ 1

独占禁止法・競争政策 1後 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

－ 0 46 0 5 6 0 0 0 兼11 －

－ 8 158 0 19 21 4 0 0 兼26 －

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

修了要件は、本研究科に2 年以上在学し、授業科目については研究指導
科目群8 単位並びに研究科共通科目群、経営科目群または法科目群から
24単位によって構成される合計32 単位以上を修得し、かつ修士学位論文
の審査および最終試験に合格すること。

1学年の学期区分 2学期

1学期の授業期間 15週

1時限の授業時間 90分

学位又は称号 　修士（経営学） 学位又は学科の分野 　経済学関係

合計（86科目） －

小計（50科目） －

－

ビジネス法

雇用関係法

不動産鑑定理論

不動産開発特論

小計（23科目）

知的財産法

不動産証券化法務

経
営

ビ
ジ
ネ
ス
法

税
法

新
領
域
法

社
会
法

法

会
計

フ
ァ

イ
ナ
ン
ス

－基本計画書－6－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

英語Ⅰａ[R&W] 1前 1 ○ 1 兼11

英語Ⅰｂ[L&S] 1前 1 ○ 1 兼13

英語Ⅱａ[R&W] 1後 1 ○ 1 1 兼11

英語Ⅱｂ[L&S] 1後 1 ○ 1 兼13

英語Ⅲａ[R&W] 2前 1 ○ 兼22

英語Ⅲｂ[L&S] 2前 1 ○ 兼22

英語Ⅳａ[R&W] 2後 1 ○ 兼22

英語Ⅳｂ[L&S] 2後 1 ○ 兼22

フランス語Ⅰａ[講読] 1前 1 ○ 兼4

フランス語Ⅰｂ[文法] 1前 1 ○ 兼3

フランス語Ⅱａ[講読] 1後 1 ○ 兼4

フランス語Ⅱｂ[文法] 1後 1 ○ 兼4

フランス語Ⅲａ[講読] 2前 1 ○ 兼2

フランス語Ⅲｂ[文法] 2前 1 ○ 兼2

フランス語Ⅳａ[講読] 2後 1 ○ 兼2

フランス語Ⅳｂ[文法] 2後 1 ○ 兼2

ドイツ語Ⅰａ[講読] 1前 1 ○ 1 兼2

ドイツ語Ⅰｂ[文法] 1前 1 ○ 兼4

ドイツ語Ⅱａ[講読] 1後 1 ○ 1 兼2

ドイツ語Ⅱｂ[文法] 1後 1 ○ 兼4

ドイツ語Ⅲａ[講読] 2前 1 ○ 1 兼1

ドイツ語Ⅲｂ[文法] 2前 1 ○ 兼2

ドイツ語Ⅳａ[講読] 2後 1 ○ 1 兼1

ドイツ語Ⅳｂ[文法] 2後 1 ○ 兼2

スペイン語Ⅰａ[講読] 1前 1 ○ 兼6

スペイン語Ⅰｂ[文法] 1前 1 ○ 兼5

スペイン語Ⅱａ[講読] 1後 1 ○ 兼6

スペイン語Ⅱｂ[文法] 1後 1 ○ 兼5

スペイン語Ⅲａ[講読] 2前 1 ○ 兼2

スペイン語Ⅲｂ[文法] 2前 1 ○ 兼2

スペイン語Ⅳａ[講読] 2後 1 ○ 兼1

スペイン語Ⅳｂ[文法] 2後 1 ○ 兼2

中国語Ⅰａ 1前 1 ○ 兼9

中国語Ⅰｂ 1前 1 ○ 兼10

中国語Ⅱａ 1後 1 ○ 兼9

中国語Ⅱｂ 1後 1 ○ 兼9

中国語Ⅲａ 2前 1 ○ 兼2

中国語Ⅲｂ 2前 1 ○ 兼3

中国語Ⅳａ 2後 1 ○ 兼2

中国語Ⅳｂ 2後 1 ○ 兼3

朝鮮語Ⅰａ 1前 1 ○ 兼7

朝鮮語Ⅰｂ 1前 1 ○ 兼9

朝鮮語Ⅱａ 1後 1 ○ 兼7

朝鮮語Ⅱｂ 1後 1 ○ 兼9

朝鮮語Ⅲａ 2前 1 ○ 兼3

朝鮮語Ⅲｂ 2前 1 ○ 兼3

朝鮮語Ⅳａ 2後 1 ○ 兼3

朝鮮語Ⅳｂ 2後 1 ○ 兼3

日本語Ⅰａ 1前 1 ○ 兼1

日本語Ⅰｂ 1前 1 ○ 兼2

日本語Ⅱａ 1後 1 ○ 兼1

日本語Ⅱｂ 1後 1 ○ 兼1

日本語Ⅲａ 2前 1 ○ 兼1

全
学
共
通
科
目

別記様式第２号（その２の１）

教 育 課 程 等 の 概 要

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（経営学部第１部経営学科）

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

外
国
語
科
目

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称 配当年次

日本語Ⅲｂ 2前 1 ○ 兼1

日本語Ⅳａ 2後 1 ○ 兼1

日本語Ⅳｂ 2後 1 ○ 兼1

日本語Ⅴａ 3前 1 ○ 兼1

日本語Ⅴｂ 3前 1 ○ 兼1

日本語Ⅵａ 3後 1 ○ 兼1

日本語Ⅵｂ 3後 1 ○ 兼1

ＴＯＥＩＣ Ⅰ 1・2・3・4前 2 ○ 兼4

ＴＯＥＩＣ Ⅱ 1・2・3・4後 2 ○ 兼4

ＴＯＥＩＣ Ⅲ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

英語コミュニケーションⅠ 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼2

英語コミュニケーションⅡ 1・2・3・4後 2 ○ 兼2

ビジネス英語Ⅰ 1・2・3・4前 2 ○ 兼2

ビジネス英語Ⅱ 1・2・3・4後 2 ○ 兼2

フランス語演習 2・3・4後 2 ○ 1 兼1

ドイツ語演習 2・3・4後 2 ○ 1

中国語演習 2・3・4前後 2 ○ 兼1

スペイン語演習 2・3・4後 2 ○ 兼1

朝鮮語演習 2・3・4後 2 ○ 兼1

語学研修 1・2・3・4後 2 ○ 3 1 1 集中

外国語特殊講義 1・2・3・4前後 2 ○ 2 兼1

資格英語Ⅰ 1・2・3・4前後 2 ○ 1

資格英語Ⅱ 1・2・3・4前後 2 ○ 1

－ 0 92 0 5 5 2 0 0 兼107 －

哲学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

現代と哲学 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼1

心理学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼4

現代の心理学 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼3

倫理学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

現代の倫理 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼1

現代と宗教 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

人文地理学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

教育学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1

現代と教育 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

芸術学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

美術史 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

日本文化論 1・2・3・4前後 2 ○ 2

日本語表現 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

文学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

日本の文学 1・2・3・4後 2 ○ 兼2

中国の文学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

欧米の文学 1・2・3・4後 2 ○ 1

歴史学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 1 兼1

日本の歴史 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼1

アジアの歴史 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

ヨーロッパの歴史 1・2・3・4後 2 ○ 1

政治学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

現代の政治 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼1

法学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

現代の法 1・2・3・4後 2 ○ 1

日本の憲法 1・2・3・4前 2 ○ 1

経済学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

現代の日本経済 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

経営学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1

現代のビジネス 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

社会学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼2

現代社会論 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

考古学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

広
域
科
目

外
国
語
科
目

全
学
共
通
科
目

小計（76科目） －

－基本計画書－8－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称 配当年次

民俗学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

大阪の経済と文化 1・2・3・4後 2 ○ 1

大阪経済大学の歴史 1・2・3・4前 2 ○

スポーツの理論 1・2・3・4前後 2 ○ 2 兼2

レクリエーションの理論 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

健康増進の理論 1・2・3・4前後 2 ○ 兼6

スポーツ方法学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼12

レクリエーション方法学 1・2・3・4前後 2 ○ 2 1 兼3

地理学入門 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

地誌 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

自然科学概論 1・2・3・4前後 2 ○

科学史 1・2・3・4前後 2 ○

数学入門 1・2・3・4前 2 ○ 1 兼1

現代の数学 1・2・3・4後 2 ○ 1 兼1

物理学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

現代と物理学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

化学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

現代と化学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

宇宙の科学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

地球の科学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

自然地理学 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

生物学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

データサイエンス概論 1・2・3・4前後 2 ○ 1 1 兼2

統計学入門 1・2・3・4前 2 ○ 兼2

現代と統計 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン 1・2前後 2 ○ 2 兼1

インターンシップ 2・3前 2 ○

プレゼンテーション入門 2・3前後 2 ○ 1 兼1

論理的思考入門 2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

日本語表現演習（書き方） 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼2

日本語表現演習（話し方） 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

社会人基礎学力Ⅰ 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

社会人基礎学力Ⅱ 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

共通特殊講義 1・2・3・4前後 2 ○ 3 1 兼4

－ 0 136 0 14 10 5 0 0 兼69

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4前 2 ○ 兼1

2・3・4前 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 1

2・3・4後 2 ○ 1 　

2・3・4前 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4後 2 ○ 兼1

2・3・4前 2 ○ 兼1

－ 0 24 0 2 0 0 0 0 兼10

全
学
共
通
科
目

広
域
科
目

小計（68科目） －

小計（12科目） －

American Society and Culture

Contemporary Chinese Economy

International Communication

Japan-China Relations

Japanese Politics

Economics & the Global Economy

International Commercial Law

Introduction to Japanese Business

Financial Accounting

Accounting History

Comparative Civilizations

Global History

グ
ロ
ー

バ
ル
科
目

－基本計画書－9－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称 配当年次

1前 2 ○ 5 3 兼1

1後 2 ○ 5 3 兼1

1前 2 ○ 3 2 1 兼2

1後 2 ○ 3 2 1 兼2

1前 2 ○ 4 2

1前 2 ○ 1 兼1

1前 2 ○ 1 兼3

1後 2 ○ 1 兼3

2前 2 ○ 兼2

2後 2 ○ 兼2

－ 4 16 0 11 7 0 兼12

2前 2 ○ 1 1

2後 2 ○ 1 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1 兼1

2後 2 ○ 1 兼1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3通 4 ○ 1

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

選
択
科
目

学
科
専
攻
科
目

ビジネスエシックス

経営史

経営統計Ⅰ

企業分析基礎Ⅱ

基礎金融論

経営統計Ⅱ

経済学Ⅰ

ビジネスエコノミクスⅠ

ビジネスエコノミクスⅡ

サプライチェーンマネジメント論Ⅰ

サプライチェーンマネジメント論Ⅱ

管理会計論Ⅱ

企業論Ⅱ

国際経営論Ⅰ

国際経営論Ⅱ

リーダーシップ論

中小企業論Ⅰ

イノベーション論Ⅱ

国際会計論Ⅰ

国際会計論Ⅱ

原価計算論Ⅰ

経営管理論Ⅰ

経営管理論Ⅱ

経営組織論Ⅰ

経営組織論Ⅱ

原価計算論Ⅱ

管理会計論Ⅰ

競争戦略論Ⅱ

財務会計論Ⅰ

財務会計論Ⅱ

－

経営学Ⅰ

小計（10科目）

経営学Ⅱ

情報実習Ⅰ

情報実習Ⅱ

ビジネス法

アカデミックスキル

会計学（中級）Ⅰ

会計学（初級）Ⅰ

会計学（初級）Ⅱ

会計学（中級）Ⅱ

企業分析基礎Ⅰ

競争戦略論Ⅰ

学
部
基
礎
科
目

中小企業論Ⅱ

生産管理論

企業論Ⅰ

人的資源管理論Ⅰ

人的資源管理論Ⅱ

マーケティング論Ⅰ

マーケティング論Ⅱ

経営戦略論Ⅰ

経営戦略論Ⅱ

起業論

イノベーション論Ⅰ

流通論Ⅰ

流通論Ⅱ

組織間関係論Ⅰ

組織間関係論Ⅱ

－基本計画書－10－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称 配当年次

2後 2 ○ 1

2通 4 ○ 1

3前 4 ○

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○

3前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

2通 4 ○

2前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

3通 4 ○ 1

3通 4 ○

3通 4 ○

3通 4 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3前 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○

3前 2 ○ 1

2前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

3通 4 ○

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2・3後 2 ○ 1

2・3後 2 ◯ 1

3通 4 ○ 1

2前 2 ○ 1 2

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○

2前 2 ○ 1

2後 4 ○ 1

2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

選
択
科
目

学
科
専
攻
科
目

実践ヒューマンスキル

実践マーケティングⅠ

実践マーケティングⅡ

ビジネスプランニングⅠ

ビジネスプランニングⅡ

行動科学実験法

会社法

中小企業法

地域企業連携実習

簿記リテラシーⅠ(３級：商業簿記)

企業取引法

行動計量学

販売管理特論初級

販売管理特論中級Ⅰ

販売管理特論中級Ⅱ

マネジメントゲーム

企業分析Ⅰ

ビジネス法実務

民法Ⅴ（契約法）

経営情報実習Ⅰ

経営情報実習Ⅱ

組織調査演習

監査論

連結財務諸表論

社会関連会計論

公会計論

コーチング＆メンタリング

企業分析Ⅱ

ビジネスプレゼンテーションⅠ

ビジネスプレゼンテーションⅡ

グローバルビジネスの最前線

民法Ⅰ（総則）

民法Ⅱ（物権）

民法Ⅲ（担保物権）

民法Ⅳ（債権総論）

有価証券法

会計学（上級）Ⅱ

簿記アドバンスⅠ

簿記アドバンスⅡ

企業分析の事例研究

財務諸表分析

コンピュータ会計

税務会計論入門

国際税務会計論

内部統制監査論

金融ビジネス論Ⅰ

金融ビジネス論Ⅱ

会計学（上級）Ⅰ

経済学Ⅱ

統計学概論

産業・組織心理学Ⅰ

産業・組織心理学Ⅱ

国際経営史

投資戦略論（株式編）

投資戦略論（派生商品編）

リスクマネジメント

マーケティングリサーチ

公益企業論

－基本計画書－11－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
科目
区分

授業科目の名称 配当年次

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

3前 4 ○ 1 1

2・3前後 2 ○ 2 1 兼1

2・3前後 2 ○ 1

3前 2 ○

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3通 4 ○ 兼1

－ 0 268 0 19 22 4 0 0 兼22

2後 2 ○ 19 22 6

2後 2 ○ 6 6 1

3前 2 ○ 19 22 6

3後 2 ○ 19 22 6

4通 4 ○ 19 22 6

小計（　5科目） － 0 12 0 19 22 6 0 0

－ 4 548 0 22 26 6 0 0 兼204

経済学関係

学
科
専
攻
科
目

選
択
科
目

演
習
科
目

簿記リテラシーⅡ(２級：商業簿記)

法学特殊講義

金融商品取引法

国際取引法

コーポレートガバナンス

憲法Ⅰ

簿記リテラシーⅢ(２級：工業簿記)

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

　卒業に必要な単位数は、全学共通科目の外国語科目・広域科目を24単位以上、
および学科専攻科目から100単位以上、合計124単位以上とする。
　全学共通科目の外国語科目（「英語Ⅰａ[R&W]」～「日本語Ⅵｂ」）は８単位
（２カ国語あるいは１カ国語）を修得。広域科目から16単位以上を修得。なお、
「日本語Ⅰa～日本語Ⅵｂ」は、学部国際留学生を対象とする。また、外国語科
目（「ＴＯＥＩＣ Ⅰ」～「資格英語Ⅱ」）で修得した単位は広域科目の単位に
含めることができる。
　学科専攻科目は、学部基礎科目のうち、必修科目から４単位、選択科目から８
単位以上を修得。学科専門科目のうち、選択科目から78単位以上、演習科目から
10単位を修得し、合計100単位以上を修得。なお、演習科目を履修しない場合
は、選択科目（経営管理論Ⅰ～租税法）から修得した単位を含めることができ
る。
　履修科目の登録の上限は、１年次44単位、２年次以上は48単位。

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

合計（292科目）

小計（121科目） －

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野

演習Ⅲ

憲法Ⅱ

租税法
経営学特殊講義

演習Ⅰ

特別演習

演習Ⅱ

－

－

法学概説

職業指導

International Commercial Law

Introduction to Japanese Business

卒業研究

外国書講読Ⅱ（経営学）

外国書講読Ⅰ（経営学）

－基本計画書－12－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

経済理論Ⅰ 1～3通 4 ○ 1

経済理論Ⅱ 1～3通 4 ○ 1

ミクロ経済学 1～3通 4 ○ 1

マクロ経済学 1～3通 4 ○ 1

経済学史 1～3通 4 ○ 1

マクロ経済動学 1～3通 4 ○ 1

ゲーム理論 1～3通 4 ○ 1

現代経済理論 1～3通 4 ○ 1

－ 0 32 0 6 1 0 0 0 0 －

日本史 1～3通 4 ○ 1

日本経済史 1～3通 4 ○ 1

西洋史 1～3通 4 ○ 1

西洋経済史 1～3通 4 ○ 1

東洋経済史 1～3通 4 ○ 1

日中交流史 1～3通 4 ○ 1

－ 0 24 0 6 0 0 0 0 0 －

財政学Ⅰ 1～3通 4 ○ 1

財政学Ⅱ 1～3通 4 ○ 1

公共経済学 1～3通 4 ○ 1

金融論 1～3通 4 ○ 1

金融政策論 1～3通 4 ○ 1

金融システム論 1～3通 4 ○ 1

経済政策 1～3通 4 ○ 兼1

日本経済論 1～3通 4 ○ 1

産業組織論 1～3通 4 ○ 1

農業経済論 1～3通 4 ○ 1

社会政策 1～3通 4 ○ 1

社会保障論 1～3通 4 ○ 1

労働経済論 1～3通 4 ○ 1

－ 0 52 0 9 3 0 0 0 兼1 －

経済地理学 1～3通 4 ○ 1

都市政策論 1～3通 4 ○ 1

都市経済論 1～3通 4 ○ 1

－ 0 12 0 3 0 0 0 0 0 －

統計学 1～3通 4 ○ 1

国民経済計算論 1～3通 4 ○ 1

－ 0 8 0 2 0 0 0 0 0 －

ヨーロッパ経済論 1～3通 4 ○ 1

国際経済論 1～3通 4 ○ 兼1

中国経済論 1～3通 4 ○ 1

アジア経済論 1～3通 4 ○ 1

開発経済論 1～3通 4 ○ 1

国際関係論 1～3通 4 ○ 1

国際金融論 1～3通 4 ○ 1

－ 0 28 0 3 2 1 0 0 兼1 －

行政法 1～3通 4 ○ 1

労働法 1～3通 4 ○ 1

－ 0 8 0 2 0 0 0 0 0 －

法
律

小計（2科目） －

統
計

小計（2科目） －

国
際
経
済

小計（7科目） －

政
策

小計（13科目） －

地
域

小計（3科目） －

理
論

小計（8科目） －

歴
史

小計（6科目） －

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経済学研究科経済学専攻（博士後期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

－基本計画書－13－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経済学研究科経済学専攻（博士後期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

外国文献研究 1～3通 4 ○ 1

日本語文献研究 1～3通 4 ○ 1

古文書 1～3通 4 ○ 1

－ 0 12 0 2 1 0 0 0 0 －

演習Ⅰ 1通 4 ○ 33 7

演習Ⅱ 2通 4 ○ 33 7

演習Ⅲ 3通 4 ○ 33 7

－ 12 0 0 33 7 0 0 0 0 －

－ 12 176 0 33 7 1 0 0 兼2 －

演
習

小計（3科目） －

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

修了要件は、3年以上在学し、必要な研究指導を受けた上、授業科目につい
て、講義8単位以上、演習を12単位修得しなければならない。
なお講義8単位のうち、演習を担当する教員が担当する講義（演習と同一の
授業科目）4単位を修得しなければならない。

1学年の学期区分 2学期

1学期の授業期間

博士（経済学） 学位又は学科の分野 経済学関係

15週

1時限の授業時間 90分

文
献
研
究

小計（3科目） －

合計（47科目） －

学位又は称号

－基本計画書－14－



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

研究指導Ⅰ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅱ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅲ 2 ○ 14 14 2 兼5

研究指導Ⅳ 2 ○ 14 14 2 兼5

リサーチ方法特論 1後 2 ○ 兼1

経営統計特論 2 ○

ビジネス英語 1前 2 ○ 1

専門日本語表現 1前 2 ○ 1

問題発見・問題解決技法 1前 2 ○

経営情報特論 1前 2 ○ 1

インターンシップ 2前 2 ○ 1

経営特殊講義 2 ○

ビジネス法特殊講義 2 ○

－ 8 18 0 15 14 3 0 0 兼6 －

1前後 2 ○ 1 1

イノベーション特論 2 ○

経営戦略特論Ⅰ 1後 2 ○ 1

経営戦略特論Ⅱ 2前 2 ○ 1

競争戦略特論 1前 2 ○ 1

コンサルティング特論 1後 2 ○ 1

ビジネス・コーチング特論 1前 2 ○

ソーシャル・ビジネス特論 1後 2 ○ 1

サービスマネジメント特論 1前 2 ○ 1

経営史特論 1後 2 ○ 1

経営学概論 1前後 2 ○ 2

経営組織特論 1後 2 ○

経営管理特論 1前 2 ○ 1

人的資源管理特論 1前 2 ○ 1

企業分析特論 1前 2 ○ 1

組織間関係特論 1後 2 ○ 1

中小企業経営特論 1前 2 ○ 1

リーダーシップ特論 1前 2 ○ 1

組織行動心理学特論 1前 2 ○ 1

中小企業診断特論 1前 2 ○ 兼1

中小企業政策特論 1後 2 ○ 兼1

企業診断実習Ⅰ 2前 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅱ 2前 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅲ 2後 1 ○ 兼1

企業診断実習Ⅳ 2後 1 ○

企業診断実習Ⅴ 2後 1 ○ 兼2

企業診断実習Ⅵ 2後 1 ○ 兼1

コーポレートガバナンス 1後 2 ○ 兼1

生産管理特論 1後 2 ○ 1

組織デザイン特論 1前 2 ○ 1

商学概論 1前 2 ○ 兼1

マーケティングリサーチ特論 1後 2 ○ 1

マーケティング特論 1後 2 ○ 1

マーケティング概論 1前 2 ○ 兼1

流通特論 1前 2 ○ 1

小計（13科目） －

研
究
科
共
通
科
目

経
営

マ
ー

ケ
テ
ィ

ン
グ

経営倫理

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（修士課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

研
究
指
導

リ
テ
ラ
シ
ー

そ
の
他

経
営
戦
略

組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

－基本計画書－15－
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義

演
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・
実
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教
　
授
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教
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講
　
師

助
　
教

助
　
手

（用紙　日本産業規格A4縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（修士課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

会計学概論 1後 2 ○ 兼1

財務会計特論 1前 2 ○ 1

管理会計特論 1前 2 ○ 1

原価計算特論 1後 2 ○ 1

国際会計特論 1後 2 ○ 兼1

内部統制特論 1後 2 ○

監査特論 1前 2 ○ 1

公会計特論 1前 2 ○ 1

経済学概論 1前 2 ○ 1

金融証券特論 1前 2 ○ 1

行動ファイナンス特論 1前 2 ○ 1

事業承継特論 1後 2 ○ 兼1

資産運用特論 1前 2 ○ 兼1

ＩＰＯ特論 2前 2 ○ 兼4

コーポレートファイナンス特論 1前 2 ○ 1

－ 0 94 0 13 15 3 0 0 兼16 －

1前 2 ○ 1

民法Ⅰ 1前 2 ○ 1

民法Ⅱ 1前 2 ○ 1

民法Ⅲ 1後 2 ○ 1

民法Ⅳ 1前 2 ○ 1

民法Ⅴ 1前 2 ○ 兼1

会社法 1前 2 ○ 1

民事手続法 1後 2 ○ 兼1

登記法 1前 2 ○ 兼1

信託法 1後 2 ○ 兼1

所得税法 1前 2 ○ 1

法人税法 1前 2 ○ 1

消費税法 1前 2 ○ 1

相続税法 1後 2 ○ 兼1

国際租税法 1後 2 ○ 兼1

資産・事業承継税務 1前 2 ○ 兼1

公
共
法

刑事法 1前 2 ○ 1

独占禁止法・競争政策 1後 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

－ 0 46 0 5 6 0 0 0 兼11 －

－ 8 158 0 19 21 4 0 0 兼26 －

知的財産法

不動産証券化法務

経
営

ビ
ジ
ネ
ス
法

税
法

新
領
域
法

社
会
法

法

会
計

フ
ァ

イ
ナ
ン
ス

小計（50科目） －

－

ビジネス法

雇用関係法

不動産鑑定理論

不動産開発特論

小計（23科目）

学位又は称号 　修士（経営学） 学位又は学科の分野 　経済学関係

合計（86科目） －

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

修了要件は、本研究科に2 年以上在学し、授業科目については研究指導
科目群8 単位並びに研究科共通科目群、経営科目群または法科目群から
24単位によって構成される合計32 単位以上を修得し、かつ修士学位論文
の審査および最終試験に合格すること。

1学年の学期区分 2学期

1学期の授業期間 15週

1時限の授業時間 90分

－基本計画書－16－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

研究方法後期特論

博士後期課程の研究を進めるにあたっての高度な研究方法を学ぶ。具
体的には量的研究、質的研究、高度な文献検索やAIを用いた情報収
集、プレゼンテーションなどについての方法を習得する。

（オムニバス方式／全15回）

（4 金井猛徳 4回）
ICTを活用した高度な情報収集・情報処理の方法、ならびに研究成果
を他者に伝達するためのプレゼンテーション技術について、実践的な
技術を習得できるよう教授する。

（5 高原龍二 4回）
テキストデータを扱う質的研究、量的研究の事例を解説し、専門のソ
フトウェアなどを用いた分析手法について教授する。

（8 吉野忠男 3回）
企業事例の分析を通じて、経営理念、経営戦略、イノベーション、ビ
ジネスモデル等の分析ポイントから、その課題、問題点を明らかに
し、研究テーマの深耕につながる分析手法を教授する。

（11 芳賀麻誉美 4回）
構造方程式モデリングを応用した量的研究事例を解説し、専門のソフ
トウェアを用いた分析手法について教授する。

オムニバス方式

論文英語

国際的な研究知見を収集し、国際的に情報発信するために、英語論文
を正しく読み書きできる技術を学ぶ。講義では、英語の論理的な面と
慣用的な面に着目しながら、英語論文の基本構造や特徴的な表現を学
ぶ。同時に、それらの知識を駆使し、研究成果を適切な英語で論文化
することを目指す。

（オムニバス方式／全15回）

（12 Marutschke David 7回）
英語で専門的論文を書くための基礎的なスキルを養うことを目的とす
る。論文の基本構成や学術的表現、明確で論理的な文章作成に重点を
置く。各自の今までの研究成果をもとに英語要旨を作成する力を身に
つけ、受講者同士で要旨の相互チェックを行い、レビュー技能も磨
く。

（13 福田圭三 8回）
英語論文の正確な読解に必要な知識として、英語の文体、文法、語
法、バラグラフ構造について、あるいは論文の構成要素にまつわる修
辞表現について解説する。

オムニバス方式

研究倫理

本講義では、経営学研究における研究倫理の意義とその実践的課題を
理解することを目的とする。特に、研究不正の防止、研究対象への配
慮、データ管理のあり方などを中心に、実際の事例を通して議論する
ことで、倫理的に健全な研究を遂行するための基本的な知識と判断力
を養う。

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

基
盤
科
目

－基本計画書－17－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

流通・マーケティング後期
特論

本講義では流通論とマーケティングリサーチの近年の展望について教
授する。流通論では小売イノベーションが進化してきたプロセスを定
性的な観点から考察し、マーケティングリサーチではソーシャルリス
ニングによる定量的把握、ネットのグラフィーによる定性的把握、セ
ンサーデータの活用まで幅広く取り上げ教授する。

（オムニバス方式／全15回）

（7 白寅秀 8回）
流通ビジネスをオフラインとオンラインに分け、歴史、政策、理論、
戦略の観点で概説し、近年の展望について教授する。

（11 芳賀麻誉美 7回）
デジタル化、IT化が進んだ2000年代以降に利用されるようになった新
しいマーケティングリサーチ手法を、それまでに利用されていた手法
と比較しながら教授する。

オムニバス方式

組織行動心理学後期特論

本講義では、組織行動論の近年の展望について教授する。特に、グ
ループ・ダイナミクス、モティベーション理論、職業性ストレス理
論、リーダーシップ理論等の産業・組織心理学分野における最新の研
究知見について、組織行動のマネジメントへの応用可能性に視座を置
いて考察する。

（オムニバス方式／全15回）

（5 高原龍二 7回）
組織行動論の近年の展望について、グループ・ダイナミクス、リー
ダーシップ理論などを中心に教授する。グループ・ダイナミクスにつ
いてはチームのパフォーマンスに関する研究動向などを、リーダー
シップについてはフォロワー中心論などを取り扱う。

（6　田中健吾 8回）
組織行動論の近年の展望について、モティベーション、職業性ストレ
ス理論などを中心に教授する。
モティベーションについては代表的な理論に加えて現代的課題を、職
業性ストレスについては理論的考証の他、産業精神保健に焦点を当て
た実践的課題などを取り扱う。

オムニバス方式

会計・ファイナンス後期特
論

本講義では、ファイナンスおよび会計学の近年の展望について教授す
る。ファイナンスでは財務的課題に関する合理的な意思決定の枠組み
とその展開を示し、会計分野では特に、財務会計、管理会計の主要論
点と概念の体系の理解に視座を置いて考察する。

（オムニバス方式／全15回）

（3 大森孝造 7回）
ファイナンスの主要な論点である将来キャッシュフローの価格付け及
び企業の財務的意思決定方法について、これまでの理論的整理と実証
結果を示した後、近年の展望について教授する。

（10　岡田華奈 8回）
会計学研究に必要な会計の基本的な概念および関連諸科目の体系につ
いて概説し、会計学研究の意義および近年の展望について教授する。

オムニバス方式

ベンチャービジネス後期特
論

本講義では、事業運営における基本要素となる経営理念、顧客、商
品・サービス、経営資源の4要素とその関係性を考察し、新たなイノ
ベーションを創造するベンチャービジネスの実践的な課題を検討す
る。そのために実際の企業事例の調査、分析を通じて成長要因、失敗
要因を析出し、ベンチャービジネスに不可欠な要因を教授する。

コーポレートガバナンス後
期特論

本講義では、古典的経営学 (企業論) 説から最新の経営学 (コーポ
レートガバナンス論) 説までの概要を基本的に網羅する。「働く・働
かせる」という普遍的で社会的な要請を観点として踏まえつつ、現実
として不祥事の絶えない「企業・社会」の今後の動向も展望していき
たい。ガバナンスは、「統治」と同時に「規律」を意味する。
「CSR・倫理・正当性」といった基準の下で、「ラグジュアリー」と
いった新たな理念・価値観を培いつつある欧米のエクセレントカンパ
ニーの諸事例も併せて教授する。

専
門
科
目

－基本計画書－18－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

組織再編・事業承継税務後
期特論

ビジネスのボーダレス化・高度化における企業の組織再編に係るタッ
クスプランニングや深化する高齢化社会における事業・財産の承継に
焦点を当て、ケース事例の分析を通じて、租税コスト・課税リスクを
中心に課税関係や制度適用について教授する。

－基本計画書－19－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果を産出し、学会大会や論文で公開することで、学術界お
よび社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅰでは、主に博士前期課程までの取り組みに基づいて研
究指導計画書を作成し、修了までの計画を作成する。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

研
究
指
導
科
目

後期研究指導Ⅰ

－基本計画書－20－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果をあげ、学会大会や論文で公開することで、学術界およ
び社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅱでは、研究課題に関する先行研究収集、整理、分析、
研究テーマによってはフィールドワーク、アンケート調査等、研究活
動を推進する。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

研
究
指
導
科
目

後期研究指導Ⅱ

－基本計画書－21－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果をあげ、学会大会や論文で公開することで、学術界およ
び社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅲでは、これまでの研究活動を整理し、1年次に作成し
た研究指導計画書を見直し、修了までの計画を作成しつつ、研究課題
に関する先行研究収集、整理、分析、研究テーマによってはフィール
ドワーク、アンケート調査等の研究活動を通じて研究課題や計画を発
展させる。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

後期研究指導Ⅲ

研
究
指
導
科
目

－基本計画書－22－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果をあげ、学会大会や論文で公開することで、学術界およ
び社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅳでは、後期研究指導Ⅲに引き続き成果をまとめ、論文
の作成や投稿、学会発表等の取り組みを推進する。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

後期研究指導Ⅳ

研
究
指
導
科
目
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果をあげ、学会大会や論文で公開することで、学術界およ
び社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅴでは、2年次に作成した研究計画書を見直しつつ、論
文の作成や投稿、学会発表等の取り組みを推進する。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

後期研究指導Ⅴ

研
究
指
導
科
目
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

科目
区分

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学
領域における課題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高
度な研究成果をあげ、学会大会や論文で公開することで、学術界およ
び社会に貢献することを目指す。
後期研究指導Ⅵでは、中間報告会を経て、博士学位論文を完成させ、
最終試問試験に申請し学位を取得する。

（1 古賀敬作）
高度な先端ビジネスや高齢化社会の深淵の事象の中で観察される租税
実体法、租税手続法、租税法制のあり方について、学際性または国際
的比較研究の視点を踏まえた包括的な法政学的研究指導を行う。

（2 井形浩治)
経営学の基礎理論を踏まえ、欧米を中心とする各企業の「ガバナン
ス」と「ブランド力」について探求・分析する。特に、文献資料の解
読のみならず、フィールドワーク・インタビュー調査等の実証研究も
指導する。

（3 大森孝造）
ファイナンスに関する研究領域、特に、金融資産価値評価、資産運
用、ポートフォリオ選択に係る意思決定を対象に理論研究及び実証研
究の指導を行う。

（5 高原龍二）
組織行動論（産業・組織心理学）領域の研究、特にリーダーシップ、
モティベーション、メンタルヘルスについて、主に質問紙調査や実験
を用いた量的研究の指導を行う。

（6 田中健吾）
臨床・社会心理学の研究領域のうち、産業ストレス研究分野に関連す
る内容について、メンタルヘルスや組織風土、ワークライフバラン
ス、ストレスマネジメント等の組織的対応に特化した実証研究の指導
を行う。

（7 白寅秀）
流通論の研究を、イノベーションや組織変革の観点から国際比較と歴
史的分析を交えて進めていく。特に、デジタル技術やAIの進展が小売
企業の進化に与える影響に注目し、指導を行う。

（8 吉野忠男）
企業のスタートアップから成長・発展、そして資金繰り悪化等による
破綻まで、企業の戦略上の課題やイノベーションのポイントを分析的
に明らかにし、ベンチャービジネスの研究や手法の指導を行う。

（9 稲岡大志）
マネジメント思想の歴史、自己啓発書・ビジネス書の歴史、ビジネス
倫理学の指導を行う。

（11 芳賀麻誉美）
マーケティング・リサーチを利用した消費者行動研究、または、マー
ケティング・リサーチ手法の特性研究についての指導を行う。

研
究
指
導
科
目

後期研究指導Ⅵ
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

研究指導Ⅰでは、研究計画の構想を考え、データベース検索による文献
収集調査を行い、先行研究（理論）に関する文献講読をもとに議論し、報
告できるように研究を行う。

（１　古賀　敬作）
租税法の基本原則と判例法理の基礎習得をテーマに研究を行う。

（２　井形　浩治）
エクセレント・カンパニーにおけるガバナンス（規律）とマネジメントについ
て研究を行う。

（３　池島　真策）
会社の開示制度や企業の価値に関する法的問題について研究を行う。

（５　江島　由裕）
中小企業の存続と成長要因、アントレプレナーシップについて研究を行
う。

（６　大森　孝造）
効率的な金融商品の設計やその望ましい利用方法に関する理論的・実証
的研究を行う。

（８　栗城　利明）
主に日米の独占禁止法による垂直的取引制限に対する規制について研
究を行う。

（９　高　瑞紅）
戦略的提携やM&Aなどの企業間関係と、本社と海外子会社との間の役割
分担や知識の移転・共有などの多国籍企業内の拠点間関係に関する研
究を行う。

（１１　高原　龍二）
産業・組織心理学／組織行動論領域の調査・実験研究（モティベーショ
ン、リーダーシップ、ストレス、ヒューマンエラー等）に関する研究を行う。

（１２　田中　健吾）
職業性ストレス研究（心理学的職場適応援助、ストレスマネジメントなど）お
よび人的資源管理（メンタルヘルス対策、ワークライフバランス、ダイバー
シティなど）、パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の防止に関す
る組織的対応等について研究を行う。

（１３　橋谷　聡一）
不動産証券化に関する法（資産の流動化に関する法律、投資信託及び投
資法人に関する法律、不動産特定共同事業法、信託法、金融商品取引
法等）について研究を行う。

（１４　林田　修）
現代の企業がどのような戦略をどのような意図で選択しているのかを理論
的、実証的に研究を行う。

（１７　白　寅秀）
流通ビジネスの革新の変遷を対象として、日本の商業の近代化や流通革
命の担い手の変化、デジタルプラットフォーマーの台頭、オムニチャネル
の今後の進化について研究を行う。

（１８　本間　利通）
専門職の人材マネジメントと役割コンフリクトに関して研究を行う。

（１９　眞島　宏明）
特許や意匠、著作権などの知的財産法に関して研究を行う。

（２０　矢野　良太）
人的資源管理における企業の社会的責任に関する労働CSRについて研
究を行う。

（２１　吉野　忠男）
戦略、イノベーションを基点にベンチャー企業の創造から成長そして再生
について研究を行う。

（２２　伊藤　正之）
証券市場における投資家行動に関する実証研究を行う。

（２３　稲岡　大志）
ヨーロッパ初期近代の哲学、数学の哲学、アニメーションの哲学、スポーツ
の哲学・倫理学、哲学プラクティスなどに関して研究を行う。

（２４　岡田　華奈）
コストマネジメント・管理会計について理論的・経験的研究を行う。

研究指導Ⅰ

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

研
究
科
共
通
科
目

研
究
指
導
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（２５　沖野　光二）
英国企業における会計制度を対象として、非財務情報と財務情報との関
係性を報告する新たな会計報告制度に関する研究を行う。

（２６　越智　幹仁）
修士論文執筆に向けた基礎的準備として、法学概説および民法・契約
法、民事手続法、国際取引法を中心に研究を行う。

（２７　尾身　祐介）
主に日本企業を対象として、取締役会の構成や所有構造などのコーポ
レート・ガバナンス、CSR、インセンティブスキームに関して、これまでに行
われてきた分析の動向と分析手法について研究を行う。

（２９　黒田　尚樹）
民法の基礎理論的な研究、とりわけ契約に関する法理論の研究を行う。

（３２　陳　俊甫）
サービスマネジメント、イノベーションマネジメント、経営戦略論に関連する
修士論文の作成に向けた研究を行う。

（３４　戸田　信聡）
経営管理論、組織行動論に関連する修士論文作成に向けた研究を行う。

（３６　芳賀　麻誉美）
マーケティング・リサーチ手法の特性研究と開発、他者予測と市場予測な
どについて研究を行う。

（３８　Marutschke David）
マーケティング論、消費者行動論またはそれに関連する分野の研究を行
う。

（３９　三木　千穂）
民法、特に不法行為法に関する研究テーマについて、判例の分析・学術
論文等の文献の読解・ディスカッション等を手段とする研究を行う。

（４０　山本　直毅）
租税法の基礎理論および基本問題を対象として、租税法理論の体系的理
解を深め、修士論文へと展開するための基礎となる研究を行う。

（４１　四條　北斗）
現代型犯罪の刑事規制に関して研究を行う。

（４２　中村　信隆）
倫理学、特に人間の尊厳、道徳感情、刑罰、ハラスメントに関して研究を
行う。

（４３　福田　圭三）
異文化理解（文化研究、オリエンタリズム、ジェンダー、脱構築）について
研究を行う。

（４７　石橋　研一）
中小企業診断に関する研究を行う。

（５２　片山　直子）
租税実体法および租税手続法の重要論点を分析し、税法の論理と体系
性に関する研究を行う。

（５９　柴　由花）
租税判例分析を通じて修士論文の礎となる研究を行う。

（６６　濱田　洋）
ケースブックおよび『租税判例百選』の輪読を通じて重要判例を中心に検
討し、法的思考力と租税法の基礎的知見を修得するための研究を行う。

（６７　林　幸一）
租税法に関する研究を行う。

研
究
科
共
通
科
目

研
究
指
導

研究指導Ⅰ
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

研究指導Ⅱでは、引き続きデータベース検索による文献収集調査を行
い、修士論文のテーマ選定や精査を行う。

（１　古賀　敬作）
租税法の諸問題の発見をテーマに研究を行う。

（２　井形　浩治）
エクセレント・カンパニーにおけるガバナンス（規律）とマネジメントについ
て研究を行う。

（３　池島　真策）
会社の開示制度や企業の価値に関する法的問題について研究を行う。

（５　江島　由裕）
中小企業の存続と成長要因、アントレプレナーシップについて研究を行
う。

（６　大森　孝造）
効率的な金融商品の設計やその望ましい利用方法に関する理論的・実証
的研究を行う。

（８　栗城　利明）
主に日米の独占禁止法による垂直的取引制限に対する規制について研
究を行う。

（９　高　瑞紅）
組織間関係の構築とマネジメントに関して明確で適切な問題意識の下で
研究テーマを設定し、先行研究を踏まえた上で、独自の視点で論理的な
考察のある修士論文を完成できるように研究を行う。

（１１　高原　龍二）
産業・組織心理学／組織行動論領域の調査・実験研究（モティベーショ
ン、リーダーシップ、ストレス、ヒューマンエラー等）に関する研究を行う。

（１２　田中　健吾）
職業性ストレス研究（心理学的職場適応援助、ストレスマネジメントなど）お
よび人的資源管理（メンタルヘルス対策、ワークライフバランス、ダイバー
シティなど）、パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の防止に関す
る組織的対応等について研究を行う。

（１３　橋谷　聡一）
不動産証券化に関する法（資産の流動化に関する法律、投資信託及び投
資法人に関する法律、不動産特定共同事業法、信託法、金融商品取引
法等）について研究を行う。

（１４　林田　修）
現代の企業がどのような戦略をどのような意図で選択しているのかを理論
的、実証的に研究を行う。

（１７　白　寅秀）
デジタル技術の進展により変化するビジネス環境を踏まえ、マーケティング
分野における分析ツールや最新の分析手法を見直すとともに、起業家精
神とマネジメントの諸側面およびその相関関係について研究する。

（１８　本間　利通）
専門職の人材マネジメントと役割コンフリクトに関して研究を行う。

（１９　眞島　宏明）
特許や意匠、著作権などの知的財産法に関して研究を行う。

（２０　矢野　良太）
人的資源管理における企業の社会的責任に関する労働CSRについて研
究を行う。

（２１　吉野　忠男）
戦略、イノベーションを基点にベンチャー企業の創造から成長そして再生
について研究を行う。

（２２　伊藤　正之）
証券市場における投資家行動に関する実証研究を行う。

（２３　稲岡　大志）
ヨーロッパ初期近代の哲学、数学の哲学、アニメーションの哲学、スポーツ
の哲学・倫理学、哲学プラクティスなどに関して研究を行う。

（２４　岡田　華奈）
コストマネジメント・管理会計について理論的・経験的研究を行う。

（２５　沖野　光二）
英国企業における会計制度を対象として、非財務情報と財務情報との関
係性を報告する新たな会計報告制度に関する研究を行う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（２６　越智　幹仁）
修士論文執筆に必要な法学の基礎知識と法的思考力を深化させるととも
に、判例調査・分析や学術文献の調査・読解方法を修得し、国際取引法
系分野を中心とした研究を行う。

（２７　尾身　祐介）
データベース等から得られる企業データの構造や特性を理解するととも
に、数量データおよびアンケートや聞き取り調査を含む質的データに対す
る適切な分析手法について研究を行う。

（２９　黒田　尚樹）
民法の基礎理論的な研究、とりわけ契約に関する法理論の研究を行う。

（３２　陳　俊甫）
経営学、とりわけサービスマネジメント、イノベーションマネジメント、経営戦
略論に関連する修士論文の作成に向けた研究を行う。

（３４　戸田　信聡）
経営管理論、組織行動論に関連する修士論文作成に向けた研究を行う。

（３６　芳賀　麻誉美）
マーケティング・リサーチ手法の特性研究と開発、他者予測と市場予測な
どについて研究を行う。

（３８　Marutschke David）
マーケティング論、消費者行動論またはそれに関連する分野の研究を行
う。

（３９　三木　千穂）
民法、特に不法行為法に関する研究テーマについて、判例の分析・学術
論文等の文献の読解・ディスカッション等を手段とする研究を行う。

（４０　山本　直毅）
租税法の基礎理論および基本問題を対象として、租税法理論の体系的理
解を深め、修士論文へと展開するための基礎となる研究を行う。

（４１　四條　北斗）
現代型犯罪の刑事規制に関して研究を行う。

（４２　中村　信隆）
倫理学、特に人間の尊厳、道徳感情、刑罰、ハラスメントに関して研究を
行う。

（４３　福田　圭三）
異文化理解（文化研究、オリエンタリズム、ジェンダー、脱構築）について
研究を行う。

（４７　石橋　研一）
中小企業診断に関する研究を行う。

（５２　片山　直子）
租税実体法および租税手続法の重要論点を分析し、税法の論理と体系
性に関する研究を行う。

（５９　柴　由花）
所得課税・資産課税・消費課税の理論研究を行う。

（６６　濱田　洋）
租税法の基本原則および判例研究を基礎として、先行研究や判決の調査
を通じて研究テーマを探索し、研究計画書の作成を行いながら、段階的に
研究を行う。

（６７　林　幸一）
租税法に関する研究を行う。

研究指導Ⅲでは、調査データ・フィールドワークの整理や、論文構成の理
論的つながりを検証し、指導とディスカッションを行う。また、研究成果につ
いて学会発表等の外部発表を行い、そこでのフィードバックに基づいて研
究をさらに発展させる。

（１　古賀　敬作）
租税法の諸問題に係る理論構築への道筋を立て、発展した研究を行う。

（２　井形　浩治）
エクセレント・カンパニーにおけるガバナンス（規律）とマネジメントについ
て研究を行う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（３　池島　真策）
会社の開示制度や企業の価値に関する法的問題について研究を行う。

（５　江島　由裕）
昨年度の文献調査結果、事例調査結果、理論研究の成果を総合的に理
解し、全体の論理構成を考え、修士論文あるいは課題研究論文の中間的
まとめに向けた研究を行う。

（６　大森　孝造）
効率的な金融商品の設計やその望ましい利用方法に関する理論的・実証
的研究を行う。

（８　栗城　利明）
主に日米の独占禁止法による垂直的取引制限に対する規制について研
究を行う。

（９　高　瑞紅）
組織間関係の構築とマネジメントに関して明確で適切な問題意識の下で
研究テーマを設定し、先行研究を踏まえた上で、独自の視点で論理的な
考察のある修士論文を完成できるように研究を行う。

（１１　高原　龍二）
アクション・リサーチ（組織における心理学的問題解決のための調査・実験
の活用）、リーダーシップ研究を行う。

（１２　田中　健吾）
職業性ストレス研究（心理学的職場適応援助、ストレスマネジメントなど）お
よび人的資源管理（メンタルヘルス対策、ワークライフバランス、ダイバー
シティなど）、パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の防止に関す
る組織的対応等について研究を行う。

（１３　橋谷　聡一）
不動産証券化に関する法（資産の流動化に関する法律、投資信託及び投
資法人に関する法律、不動産特定共同事業法、信託法、金融商品取引
法等）について研究を行う。

（１４　林田　修）
現代の企業がどのような戦略をどのような意図で選択しているのかを理論
的、実証的に研究を行う。

（１７　白　寅秀）
流通企業のデジタル・トランスフォーメーションに関して研究を行う。

（１８　本間　利通）
専門職の人材マネジメントと役割コンフリクトに関して研究を行う。

（１９　眞島　宏明）
特許や意匠、著作権などの知的財産法に関して研究を行う。

（２０　矢野　良太）
人的資源管理における企業の社会的責任に関する労働CSRについて研
究を行う。

（２１　吉野　忠男）
戦略、イノベーションを基点にベンチャー企業の創造から成長そして再生
について研究を行う。

（２２　伊藤　正之）
証券市場における投資家行動に関する実証研究を行う。

（２３　稲岡　大志）
ヨーロッパ初期近代の哲学、数学の哲学、アニメーションの哲学、スポーツ
の哲学・倫理学、哲学プラクティスなどに関して研究を行う。

（２４　岡田　華奈）
コストマネジメント・管理会計について理論的・経験的研究を行う。

（２５　沖野　光二）
英国企業における会計制度を対象として、非財務情報と財務情報との関
係性を報告する新たな会計報告制度に関する研究を行う。

（２６　越智　幹仁）
国際商事仲裁・訴訟とレークス・メルカトーリアの形成、フランス法、EU法に
関して研究を行う。

（２７　尾身　祐介）
企業統治や企業の社会的責任（CSR）を対象にした計量的実証研究を行
う。

（２９　黒田　尚樹）
契約法の諸問題について研究を行う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（３２　陳　俊甫）
経営学、とりわけサービスマネジメント、イノベーションマネジメント、経営戦
略論に関連する修士論文の作成に向けた研究を行う。

（３４　戸田　信聡）
経営管理論、組織行動論に関連する修士論文作成に向けた研究を行う。

（３６　芳賀　麻誉美）
マーケティング・リサーチ手法の特性研究と開発、他者予測と市場予測な
どについて研究を行う。

（３８　Marutschke David）
マーケティング論、消費者行動論またはそれに関連する分野の研究を行
う。

（３９　三木　千穂）
民法、特に不法行為法に関する研究テーマについて、判例の分析・学術
論文等の文献の読解・ディスカッション等を手段とする研究を行う。

（４０　山本　直毅）
先行研究論文や判例の分析を通じて問題意識を深化させ、憲法を基礎と
する租税法理論の体系的理解を図り、修士論文の完成に向けた研究を行
う。

（４１　四條　北斗）
現代型犯罪の刑事規制に関して研究を行う。

（４２　中村　信隆）
倫理学、特に人間の尊厳、道徳感情、刑罰、ハラスメントに関して研究を
行う。

（４３　福田　圭三）
異文化理解（文化研究、オリエンタリズム、ジェンダー、脱構築）について
研究を行う。

（４７　石橋　研一）
中小企業診断に関する研究を行う。

（５２　片山　直子）
租税実体法および租税手続法の重要論点を分析し、税法の論理と体系
性に関する研究を行う。

（５９　柴　由花）
租税法の研究を深化させるとともに、関連する法分野も含めて検討しなが
ら、修士論文の執筆に向けた研究を行う。

（６６　濱田　洋）
履修者の研究関心に基づいて論文テーマを確定し、研究の進捗や成果
を発表・討議するとともに、6月に実施する他大学を交えた中間報告に向
けて研究を行う。

（６７　林　幸一）
修士論文の骨子構築を目的として、問題の所在と結論を明確にした上で、
結論に至る論証の組み立てを行う。

研究指導Ⅳでは、論文作成上の形式や文献の整合性を再度、確認し、修
士論文の完成を目指す。

（１　古賀　敬作）
論点再整理・議論の整合性を再確認し、修士論文を完成させる。

（２　井形　浩治）
エクセレント・カンパニーにおけるガバナンス（規律）とマネジメントについ
て研究を行い、修士論文を完成させる。

（３　池島　真策）
会社の開示制度や企業の価値に関する法的問題について研究を行い、
修士論文を完成させる。

（５　江島　由裕）
修士論文あるいは課題研究の執筆と最終諮問に向けた総合的な研究の
理解に関する整理と準備を行い、修士論文を完成させる。

研究指導Ⅳ
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（６　大森　孝造）
効率的な金融商品の設計やその望ましい利用方法に関する理論的・実証
的研究を行い、修士論文を完成させる。

（８　栗城　利明）
主に日米の独占禁止法による垂直的取引制限に対する規制について研
究を行い、修士論文を完成させる。

（９　高　瑞紅）
組織間関係の構築とマネジメントに関して明確で適切な問題意識の下で
研究テーマを設定し、先行研究を踏まえた上で、独自の視点で論理的な
考察のある修士論文を完成させる。

（１１　高原　龍二）
アクション・リサーチ（組織における心理学的問題解決のための調査・実験
の活用）、リーダーシップ研究を行い、修士論文を完成させる。

（１２　田中　健吾）
職業性ストレス研究（心理学的職場適応援助、ストレスマネジメントなど）お
よび人的資源管理（メンタルヘルス対策、ワークライフバランス、ダイバー
シティなど）、パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の防止に関す
る組織的対応等について研究を行い、修士論文を完成させる。

（１３　橋谷　聡一）
不動産証券化に関する法（資産の流動化に関する法律、投資信託及び投
資法人に関する法律、不動産特定共同事業法、信託法、金融商品取引
法等）について研究を行い、修士論文を完成させる。

（１４　林田　修）
現代の企業がどのような戦略をどのような意図で選択しているのかを理論
的、実証的に研究を行い、修士論文を完成させる。

（１７　白　寅秀）
流通企業のデジタル・トランスフォーメーションに関して研究を行い、修士
論文を完成させる。

（１８　本間　利通）
専門職の人材マネジメントと役割コンフリクトに関して研究を行い、修士論
文を完成させる。

（１９　眞島　宏明）
特許や意匠、著作権などの知的財産法に関して研究を行い、修士論文を
完成させる。

（２０　矢野　良太）
人的資源管理における企業の社会的責任に関する労働CSRについて研
究を行い、修士論文を完成させる。。

（２１　吉野　忠男）
戦略、イノベーションを基点にベンチャー企業の創造から成長そして再生
について研究を行い、修士論文を完成させる。。

（２２　伊藤　正之）
証券市場における投資家行動に関する実証研究を行い、修士論文を完
成させる。

（２３　稲岡　大志）
ヨーロッパ初期近代の哲学、数学の哲学、アニメーションの哲学、スポーツ
の哲学・倫理学、哲学プラクティスなどに関して研究を行い、修士論文を
完成させる。

（２４　岡田　華奈）
コストマネジメント・管理会計について理論的・経験的研究を行う。

（２５　沖野　光二）
英国企業における会計制度を対象として、非財務情報と財務情報との関
係性を報告する新たな会計報告制度に関する研究を行い、修士論文を完
成させる。

（２６　越智　幹仁）
国際商事仲裁・訴訟とレークス・メルカトーリアの形成、フランス法、EU法に
関する研究を行い、修士論文を完成させる。

（２７　尾身　祐介）
企業統治や企業の社会的責任（CSR）を対象にした計量的実証研究を行
い、修士論文を完成させる。

（２９　黒田　尚樹）
契約法の諸問題について研究を行い、修士論文を完成させる。

（３２　陳　俊甫）
経営学、とりわけサービスマネジメント、イノベーションマネジメント、経営戦
略論に関連する修士論文の作成に向けた研究を行い、修士論文を完成さ
せる。

研
究
指
導

研究指導Ⅳ

研
究
科
共
通
科
目

－基本計画書－32－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

（３４　戸田　信聡）
経営管理論、組織行動論に関連する研究を行い、修士論文を完成させ
る。

（３６　芳賀　麻誉美）
マーケティング・リサーチ手法の特性研究と開発、他者予測と市場予測な
どについて研究を行い、修士論文を完成させる。

（３８　Marutschke David）
マーケティング論、消費者行動論またはそれに関連する分野の研究を行
い、修士論文を完成させる。

（３９　三木　千穂）
民法、特に不法行為法に関する研究テーマについて、判例の分析・学術
論文等の文献の読解・ディスカッション等を手段とする研究を行い、修士
論文を完成させる。

（４０　山本　直毅）
先行研究論文や判例の分析を通じて問題意識を深化させ、憲法を基礎と
する租税法理論の体系的理解を図り、修士論文を完成させる。

（４１　四條　北斗）
現代型犯罪の刑事規制に関する研究を行い、修士論文を完成させる。

（４２　中村　信隆）
倫理学、特に人間の尊厳、道徳感情、刑罰、ハラスメントに関する研究を
行い、修士論文を完成させる。

（４３　福田　圭三）
異文化理解（文化研究、オリエンタリズム、ジェンダー、脱構築）について
研究を行い、修士論文を完成させる。

（４７　石橋　研一）
中小企業診断に関する研究を行い、修士論文を完成させる。

（５２　片山　直子）
論点の再整理や議論の整合性、全体構成の妥当性について検討を行
い、アカデミックな修士論文を完成させる。

（５９　柴　由花）
租税法の研究を深化させるとともに、関連する法分野も含めて検討しなが
ら、修士論文を完成させる。

（６６　濱田　洋）
他大学を交えた中間報告会での指摘を踏まえ、各自の研究テーマ・論点
について研究進捗や成果を発表・討議し、論理性を高めながら研究を深
化させ、修士論文を完成させる。

（６７　林　幸一）
独自の知見（オリジナリティ）を重視して論考を進め、論理の整合性や矛盾
の有無を確認しながら研究を行い、修士論文を完成させる。

リサーチ方法特論

本講義では、研究論文を作成するうえで不可欠となる先行研究サーベイ、
研究テーマの独自性確保、仮説検証の方法を体系的に学ぶ。研究プロセ
スを円滑に進めるための手順と考え方を実践的に習得し、独創的な論文
作成に必要な分析力や問題解決能力の向上を目指す。ケース分析や
SPSSを用いた回帰分析の基礎も取り上げ、研究に応用できる実践的スキ
ルを養う。

経営統計特論

本講義では、修士論文や研究レポート作成に必要な統計手法を理論と実
践の両面から学ぶ。推測統計では推定と検定、とくに平均の差の検定など
基本的推論手法を扱い、回帰分析では重回帰およびその拡張モデルを
用いた要因分析や予測方法を学修する。エクセルで実行可能な計算を前
提に、回帰分析の使い方、注意点、トラブル発生時の対処方法にも踏み
込み、実務的な活用に耐える理解を目指す。需要予測、人事管理、品質
管理、マーケティング分析など多様な応用例も紹介する。

ビジネス英語

本講義では、ビジネス場面で必要とされる英語コミュニケーション能力の基
礎を養成する。新聞・雑誌などの英文記事や会議・交渉の実例を教材と
し、ビジネス分野で頻繁に用いられる語彙や背景知識を学ぶ。さらに、英
文の構成、語法、表現にも注意を向け、将来的に専門分野の英文資料を
自力で読み、内容について英語でコメントできる力の習得を目指す。読解
力に加え、基礎的なライティング力の向上も図る。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

専門日本語表現

本講義は、日本語でアカデミックな文章を書けるようになることを目的とし、
正確な日本語表現と論文作成の基本ルールを学ぶ。ペアワークやグルー
プワークを通じて文章表現を実践的に練習し、毎回の音読課題を通じて
語彙理解と読解力を補強する。日本語非母語話者を主対象としつつ、日
本語母語話者にとっても学術的文章力を体系的に身につける機会とな
る。確認テストも行い、論理的で明瞭な文章表現力の向上を図る。

問題発見・問題解決技法

本講義では、経営コンサルティングの実務で用いられる問題発見・解決の
方法論を学ぶ。講師のコンサルタントとしての経験をもとに、現場で求めら
れる着眼点や思考プロセスを解説し、実践的に使える問題解決能力の習
得を目指す。クリティカルシンキング、ロジカルシンキング、ピラミッドストラク
チャー、WBSなどの代表的手法を取り上げ、ケーススタディを通じて具体
的な活用方法を学修する。

経営情報特論

本講義では、現代の企業活動において不可欠となっている情報の管理と
活用を踏まえ、経営情報を支える情報システムやICTに関する基本的理解
を深めることを目的とする。企業活動の高度化・複雑化に伴い重要性を増
す先端技術を用いた情報システムについて、その役割や仕組みを理論と
事例から学ぶとともに、研究活動に必須となる情報処理スキルの習得を重
視し、データ活用や分析の基礎力を実践的に身につける。これらを通じ
て、情報システムの理解と研究遂行に必要な情報リテラシーを総合的に高
める。

インターンシップ

本講義では、国内外の企業や自治体での職業体験を通じ、大学院で学ん
だ専門知識を実務の現場で応用し、理解を深めることを目的とする。現場
での体験は研究テーマの検討や修士論文執筆にも有益であり、専門性の
強化にも寄与する。

経営特殊講義

本講義は、経営学の先端的・実務的課題を理論・制度・事例の三層から総
合的に学ぶ特別科目である。MOT、中小企業の会計・政策・診断、国際
金融戦略、実践経営など多様な領域を扱い、技術革新や制度環境、国際
金融情勢など変化の大きい要因を踏まえて企業行動を理解する力を培
う。
ケース分析や討議を通じて、現場の課題を理論に基づき構造化し、実践
的な解決策へと落とし込む能力を養成する。取り扱うテーマや方法は、最
新の経営環境や受講者の関心に応じて柔軟に更新する。

ビジネス法特殊講義

本講義は、企業活動を取り巻く多様な法的課題を実務と理論の両面から
横断的に学ぶ特別科目である。不動産鑑定評価、国際ビジネス法務（国
際地仲裁、中国ビジネス法等）、知的財産マネジメント、消費税・金融課
税・租税救済法・米国税法などのトピックを扱い、企業の意思決定に不可
欠な法制度の理解と実務対応力を養う。法令・学説・判例を踏まえつつ、
事例分析や討議を通じてリスク把握、課題構造化、実務的な解決策の構
築能力を高める。取り扱う内容は最新の制度改正や国際的動向に応じて
柔軟に更新する。

経営倫理

本講義では、企業の社会的責任やハラスメント問題、マーケティングをめぐ
る倫理的課題など、現代企業が直面する多様な倫理問題を取り上げる。
経営理念や社訓に関する研究を講読し、企業理念が従業員の働き方に与
える影響を理解することから出発し、CSRや組織文化の観点から企業の望
ましい行動を考える。明確な「正解」が存在しない倫理問題について、議
論を通じて矛盾の除去や一貫した見解形成を目指し、良識あるビジネス
パーソンとしての判断力を養う。

イノベーション特論

本講義では、企業が顧客のニーズを理解し価値を提供するためのマーケ
ティングと、新しい価値を創造するイノベーションの全体像を学ぶ。企業が
継続的に顧客を創造するためには、既存顧客への価値提供だけでなく、
新しい価値の創造が不可欠であるとの視点から、イノベーション・マネジメ
ントの歴史、プロセス、パターン、企業間競争、研究開発、事業化活動など
を体系的に理解することを目的とする。

経営戦略特論Ⅰ

本講義では現代企業の経営戦略を多角的に理解することを目的とする。
前半では戦略計画学派、創発戦略学派、ポジショニング・ビュー、リソー
ス・ベースト・ビュー、ゲーム論的アプローチという主要5学派を取り上げ、
それぞれの特徴と理論構造を体系的に学ぶ。後半ではマーケティング・
ミックス、市場細分化、製品ライフサイクル、市場地位別競争戦略、多角
化、全社戦略といった基本概念を標準的教科書に基づき解説する。最新
トピックスも適宜紹介し、企業戦略の基礎と応用を総合的に習得する。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

経営戦略特論Ⅱ

本講義では、曖昧なまま使われがちな「経営戦略」という概念を原点に立
ち返って厳密に捉え直すことを目標とする。実務社会では曖昧な用語が
規範として流通すると議論が深化せず結果も曖昧になるため、大学院教
育では用語の厳密な理解が不可欠である。講義では「経営戦略とは何か」
を中心課題とし、先行研究の分析を通して論点を展開し、論文構成の習
熟を図る。学会誌論文の精読、レポート作成、発表、議論を通じて戦略研
究の基礎的素養を身につける。

競争戦略特論

本講義では、「企業はなぜ成功・失敗するのか」という問いに対して、競争
戦略の理論と分析手法から理解を深める。市場環境が急速に変化する現
代では普遍的な解答は容易でないが、競争戦略の基本概念と代表的フ
レームワークを学ぶことで複雑な環境を体系的に捉える力を養う。講義で
は理論的解説に加えてケーススタディを豊富に用い、実際の成功・失敗事
例を通して分析力と提案力の向上を図る。企業事例に応用できる思考方
法を習得し、競争戦略の理解を深化させる。

コンサルティング特論

本講義では、企業コンサルティングに必要な知識・経験・分析力を実践的
に学ぶ。経営資源であるヒト・モノ・カネの関係性や特性を理解し、それら
を総合的に活用して成果を高めるコンサルティングの基本視点を扱う。クラ
イアントとの信頼関係の構築は成果に直結する重要要素であり、講義では
受講者の問題意識や関心を重視しながら、実務で成果を上げるための着
眼点、留意点、思考方法を身につける。発言や意見形成も求められる能
動的な学習形式で進められる。

ビジネス・コーチング特論

本講義では、ビジネス・コーチングの理論と実践的スキルを体系的に学
ぶ。とくに、コーチおよびクライアントの自我状態を理解するための交流分
析（TA）の基礎を取り上げ、職場でのコミュニケーション改善や支援的関係
構築に役立つ視点を習得する。講師の実務経験をもとに、ビジネスシーン
で活用できるコーチング技術やファシリテーション能力を磨くことを目的と
する。ケースや演習を通じて実践的理解を深め、現場で応用できるコーチ
ング力の向上を図る。

ソーシャル・ビジネス特論

本講義では、近年注目される社会課題解決型の組織がどのように誕生し、
発展し、各国で異なる形で受け止められてきたのかを学ぶ。ソーシャル・ア
ントレプレナーシップやソーシャル・エンタープライズの概念を扱い、社会
的価値と経済的価値を両立させる取り組みを理解する。各国の事例を比
較しながら、社会課題解決に向けたマネジメントの特徴や、組織運営に求
められる視点を習得することを目的とする。

サービスマネジメント特論

本講義では、現代の経済発展を支えるサービス産業の役割や、製造業を
含む多様な分野へのサービス概念の広がりについて学ぶ。サービスマネ
ジメントに関する包括的な理解を深め、基本概念、分析手法、最新トピック
スを体系的に整理する。事例を交えた学習を通じて、サービスの提供価値
やサービス設計の考え方を理解し、サービス産業のみならず幅広い業種
で応用可能なマネジメント力を養うことを目的とする。

経営史特論

本講義では、企業経営が歴史的背景によりどのように形成されてきたのか
を学ぶ。企業組織は長い歴史の中で特徴的な形を築いており、その変遷
を理解することは現代の経営理解に不可欠である。さらに、企業は社会の
一構成要素であるため、経営の変化が働く人々や社会へどのような影響を
与えてきたのかも考察する。19世紀から20世紀前半のテキスト輪読を通じ
て、企業戦略、組織、雇用慣行の歴史的変容を理解し、経営学の基礎的
視座を築く。

経営学概論

本講義では、現代企業の構造と行動に関する主要理論を体系的に学ぶ。
経営管理、組織、戦略、分析、リーダーシップ、イノベーション、ガバナンス
など、多様な領域を横断的に扱い、戦略策定のプロセスに沿って理解を
深める。土曜日開講科目として社会人受講者も多いことから、実務との接
続を重視し、PPM、製品ライフサイクル、ポーターの戦略論、企業家論など
の代表的フレームワークも扱う。実務に有用な視点を獲得し、経営学の体
系的理解を目的とする。

経営組織特論

本講義では、組織の仕組みや働きを理解するための基礎的視点を学ぶ。
ミクロ組織論からマクロ組織論まで幅広く扱い、組織構造、組織文化、モチ
ベーション、リーダーシップなど、組織行動に関わる多様な理論を俯瞰す
る。古典的議論と新しいトピックスを取り上げ、組織を多面的に分析する力
を養う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

経営管理特論

本講義は、専門性の高い実務家の育成を目的として、経営管理論と組織
論の主要テーマを体系的に学ぶ。戦略やイノベーションといった経営管理
の重要領域を紹介した上で、とくに組織論に焦点を当て、リーダーシップ、
キャリア、モチベーションなどの人間行動に関する理論を扱う。また、組織
概念、組織構造、その基本形態や新しい組織モデルを学び、さらに組織
文化や組織変革のアプローチについて事例を通じて理解を深める。総合
的な分析力と実務への応用力の強化を目指す。

人的資源管理特論

本講義では、企業が経営資源の中でも最も重要な「人」をどのように管理し
活かすのかについて学ぶ。序盤では人的資源管理の基礎原理を扱い、そ
の後、採用・配置・評価・報酬など、人的資源管理の主要機能を体系的に
取り上げる。終盤では現代的な課題を扱い、労務管理・HRM・PM といった
重要概念を踏まえながら、人材マネジメントの実践的理解を深めることを目
的とする。

企業分析特論

本講義の目的は、実際の企業データを用いて多様な計量分析を自ら実施
できる力を養うことである。分析対象は株主構成、ガバナンス構造、従業員
待遇、CSR など多岐にわたり、受講者の関心に合わせて取り扱う領域が調
整される。これらの要素が企業行動や業績にどのような影響を与えるかを、
先行研究に基づく分析手法を用いて検証する。演習を通じて、修士論文
で計量分析を行うための実践的スキルの習得を目指す。

組織間関係特論

国際競争が激化する中、企業は同業他社だけでなく異業種とも協力し合
い、相互補完的な組織間関係を構築している。本講義では、経営戦略論
や組織論の基礎概念をもとに、組織間関係の形成要因、企業間パート
ナーシップ、企業間取引、連携・調整の仕組み、組織間変動、地域社会と
の関係などを理解する。企業がどのように資源を補完し合い、競争と協調
を両立させるのかを学び、変化する環境下での組織のあり方について考
察することを目的とする。

中小企業経営特論

本講義では、成長する中小企業と停滞・衰退する中小企業の違いを理解
することを目的とし、文献講読、ディスカッション、リサーチなどを通じてマ
ネジメント要因を多面的に学ぶ。また、成長企業にみられる戦略・組織・ア
ントレプレナーシップの特徴を捉え、実践的な視点から中小企業経営の理
解を深める。

リーダーシップ特論

本講義では、組織運営において重要なリーダーシップ理論を幅広く学ぶ。
心理学を中心に発展してきた多様な理論は時に矛盾を含むが、それらを
比較検討し基本的知見を整理する。さらに、近年の国際比較研究プロジェ
クト（GLOBE など）の成果も取り上げ、文化差がリーダーシップの発揮にど
う影響するかを議論する。受講者は多様なアプローチを理解し、状況に応
じた適切なリーダーシップのあり方を考察する力を身につけることを目指
す。

組織行動心理学特論

本講義では、組織における人間行動を理解するために、行動心理学、モ
チベーション理論、メンタルヘルス、健康経営、労働安全衛生、消費者行
動などの幅広い領域を扱う。職場でのストレス、従業員の健康と生産性の
関係、動機づけの仕組みなど、実務にも直結するテーマを取り上げ、組織
行動の基礎的理解を深める。

中小企業診断特論

本講義は、中小企業診断士業務や企業経営者・幹部候補生を対象に、中
小企業診断の重要ポイントを体系的に学ぶ内容である。企業の実態を踏
まえた経営分析、課題把握、改善提案など、実務で求められる視点を解説
し、診断に必要な基礎的知識・考え方を身につける。就職活動や企業内
での戦略立案にも役立つ応用力を養成することを目的とする。

中小企業政策特論

本講義では、中小企業政策の立案・運用を担う行政側と、政策を利用する
中小企業側の両視点から実務を理解する。実務において中小企業政策
の立案・運用を担当する講師が、政策の実施者（行政）と利用者（中小企
業）の両者の視点から解説する。政策が企業行動にどのように影響するの
か、また中小企業が直面する経営課題に対してどのような施策が設計され
ているかを学び、実務的理解の深化を目指す。

組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

経
営

－基本計画書－36－



授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

企業診断実習Ⅰ

本実習では、中小企業１社を対象として実地調査を行い、企業の問題点
を診断し、課題を抽出したうえで改善策を提言する。企業の歴史・概要調
査、内部環境分析、外部環境分析、SWOT分析を通じて現状を把握し、経
営ビジョンや戦略策定へとつなげる実践的プロセスを学ぶ。実務に近い形
で分析・提案を行うことで、診断スキルと経営課題発見力の向上を目指
す。

企業診断実習Ⅱ

本実習では、製造業やサービス業などの企業を訪問し、現状分析から経
営課題の抽出、改善策の提示までを行う。分析結果は診断報告書としてま
とめ、企業に提出することを必須とする。SWOT分析、人事・組織、販売戦
略、生産・調達、財務分析、経営戦略など多面的観点から企業を捉え、課
題の本質を抽出する力を養う。

企業診断実習Ⅲ

本実習では、製造業・流通業・サービス業など多様な企業を対象に、企業
診断に必要な実務を学ぶ。企業の沿革、内部・外部環境の調査、SWOT
分析、経営課題抽出、戦略策定、改善策提案など一連の診断プロセスを
実践的に身につける。

企業診断実習Ⅳ

本実習では、実習に適した企業を選定し、事前準備から企業訪問、問題
点分析、改善方向性の検討、報告書原案の作成、意見交換、最終報告書
の作成、プレゼンテーションまでの一連のプロセスを実践する。ヒアリング
や現地視察を通じて課題を具体的に把握し、改善策を論理的に示す技法
を習得する。実務さながらの体験を通じて、診断力・分析力・提案力を総
合的に強化することを狙いとする。

企業診断実習Ⅴ

本実習では、製造業・流通業・サービス業などを対象とした企業診断実習
を行い、企業の沿革調査、内部環境・外部環境分析、SWOT分析、経営
課題抽出、戦略策定、改善策提案など、診断業務の基本プロセスを学
ぶ。実務的観点から、企業訪問による現状把握から改善提案までの流れ
を体系的に体験し、実践的分析力を養う。

企業診断実習Ⅵ

本実習では、製造業・サービス業など実習に適した企業を訪問し、ヒアリン
グや現地視察を通じて現状を把握し、経営課題を抽出したうえで改善策を
検討する実践的な学習を行う。分析ではSWOTを用いた現状分析を中心
に、人事・組織、マーケティング・販売戦略、生産・調達、財務分析、経営
戦略など多面的に検討する。得られた結果は診断報告書としてまとめ先方
企業へ提出し、最終訪問でプレゼンテーションを実施する。中小企業の経
営診断能力を総合的に養うことを目的とする。

コーポレートガバナンス

本講義では、企業統治を意味するコーポレートガバナンスについて、その
基盤となる企業観や企業理論を確認した上で、各国における統治構造の
相違を比較しながら理解を深める。近年、多くの企業不祥事や事業不振
がガバナンス上の問題に起因するケースが増えており、その背景や問題
点、改革の方向性について具体的な事例を交えて検討する点が特徴であ
る。また、急成長するスポーツ産業を題材に、ガバナンスの在り方が産業
振興にどのように影響するかも考察する。最終的には、コーポレートガバナ
ンス論を通じて、企業を社会的存在として捉える視点を養い、より健全で持
続的な企業運営の理解を深めることを目指す。

生産管理特論

本講義では、製造業を中心とした工場運営に必要な多様な管理技術につ
いて体系的に学ぶ。品質管理、原価管理、利益管理、納期や生産量の管
理に加え、環境管理や安全管理、労務管理、設備管理、情報管理など幅
広い領域を対象とする。TQCやTQM、QC七つ道具といった基礎的手法
に加え、原価差異分析、損益分岐点、PERTやMRPなどの計画手法、流動
数曲線や発注方式などの実務的知識も扱う。また、かんばん方式やJIT、
ERP、BOM、PLM、APS、MESといった生産システムの理解を深め、第四次
産業革命やDXの潮流を踏まえた最新の生産管理の考え方にも触れ、総
合的なマネジメント能力の向上を目指す。

組織デザイン特論

本講義では、企業の戦略を実現するために不可欠となる「組織デザイン」
を中心に学ぶ。組織デザインとは、企業の重要な資源である人材をどのよ
うに配置し、どのような役割を与え、個々の働きが最も機能的に発揮される
ように調整する仕組みを構築することである。組織論の基礎を踏まえつ
つ、多様な人材の活用方法や人的資源管理との関係を議論し、組織構造
や制度設計が企業の成果にどのように影響するかを多面的に考察する。
実践的な事例も取り上げながら、戦略と組織の適合をどのように実現する
かについて理解を深めることを目指す。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

商学概論

本講義では、商業論および流通システム論を体系的に理解するための基
礎理論を学び、現代の商業や流通分野で生じている多様な現象を理論的
に説明できる力を養う。商業の役割や機能が流通の中でどのように位置づ
けられているかを確認しつつ、インターネットの普及やマーケティングとの
関係性など、今日的な課題にも触れる。さらに、事例を取り上げながら理
論を応用する演習を行い、受講者自身がテーマを設定して発表や議論を
重ねることで、商業の働きに対する理解を深める。商業とマーケティングの
対立構造や、デジタル環境下での商業の変化についても考察する。

マーケティングリサーチ特論

本講義では、新しいマーケティングリサーチの体系を学び、実務で活用で
きる分析力の習得を目指す。消費者行動、マーケティングサイエンス、多
変量データ解析、自然言語処理といった多様な分析アプローチを取り上
げ、マーケティング領域における情報収集・分析・解釈の方法を理解す
る。実際のデータやケースを通じて、理論と実践を結びつける応用力の強
化を図る。

マーケティング特論

本講義では、急速に変化するビジネス環境に適応できるマーケティング戦
略と実践を学ぶ。前半ではマーケティング戦略・戦術の基礎理論を扱い、
企業が環境変化を察知し、顧客価値を創出するための考え方を学修す
る。後半では受講生が実際の企業事例を分析し、ケーススタディを通じて
自ら戦略提案を行う実践的な学習形態を採用する。企業分析、情報収
集、環境適応、戦略立案などのスキルを総合的に高めることを目的とす
る。

マーケティング概論

本講義では、初学者を対象にマーケティングの基礎理論を体系的に学
ぶ。基礎理論の習得に加え、企業ケースを扱った簡易ディスカッションを
通して実践的理解を深める。さらに、アジア圏を中心とした海外の日系企
業の現地マーケティングにも触れ、理論を実例と結びつけて学べる構成と
なっている。企業家やコンサルタントを招く予定もあり、実務視点からの理
解促進を図る。

流通特論

本講義では、流通ビジネスの変革がどのように進展してきたかを体系的に
学ぶ。日本の商業近代化がなぜ円滑に進んだのか、総合量販店から専門
量販店へと主導権が移った要因、デジタルプラットフォーマーが勝者総取
りを実現した背景など、多角的に検討する。また、オンラインとオフラインを
統合したオムニチャネルの今後の進化についても取り上げる。グループ別
にPBL形式の事例研究を実施し、理解の深化と応用力の育成を図る。

会計学概論

本講義では、財務会計を中心に、外部報告や減価償却などの基礎的テー
マを取り上げ、それらの目的、処理方法、問題点を整理する。さらに歴史
的展開と背景を学び、会計制度の成立意義を理解することを目的とする。

財務会計特論

本講義では、財務会計の基本概念と、企業活動に伴う取引を財務諸表へ
適切に反映するための仕組みを学ぶ。財務会計は、資本提供者や債権
者など利害関係者に対し、企業の経営成績（P/L）、財政状態（B/S）、
キャッシュフロー（CF）を説明するための重要な手続である。講義では、益
金・損金の考え方、会計原則、会社法・金融商品取引法・法人税法との関
係なども取り上げ、財務諸表作成者だけでなく利用者にとっても必要とな
る知識を整理する。実務での意思決定に必要な会計情報の読み解き方を
身につけることを目的とする。

管理会計特論

本講義では、経営者の意思決定を支える管理会計の仕組みを学ぶ。財務
会計と異なり、管理会計は企業内部のマネジメントに資する情報提供が目
的である。講義では、管理会計がどのように成立し発展してきたかという歴
史的背景を踏まえ、各時代における代表的手法や技法がどのように生ま
れ普及したのかを理解する。マネジメント・コントロールとの関係も学び、企
業経営に必要な会計的思考の基礎を身につける。

原価計算特論

本講義では、原価計算の基礎を踏まえたうえで、コストマネジメントの視点
から原価情報の活用方法を学ぶ。企業の原価計算は戦略的目的・管理的
目的に分けられ、講義ではこれらの観点を踏まえて原価企画、ライフサイク
ル・コスティング、品質コスト管理、業績評価、在庫管理などの主要テーマ
を取り扱う。さらに各概念や手法がどのように構築され、管理活動にどのよ
うに関与するかを理解し、批判的思考を通じて実務に応用できる力を養
う。

国際会計特論

本講義では、近年新設・改正された日本の会計基準を国際的視点から検
討する。とくに国際会計基準（IFRS）との関連を踏まえ、日本基準の特色や
課題を理解することを目的とする。ヨーロッパの会計基準との比較を行いな
がら、国際化が進む会計領域に対応する知識を養う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考
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授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

内部統制特論

本講義では、内部統制を学術的に理解するのではなく、実務において適
切に内部統制を構築するための基礎的スキルの習得を目指す。企業の財
務報告に係る内部統制制度や、関連するリスクマネジメント、コーポレート
ガバナンスとの関係を理解し、ビジネスプロセスに潜むリスクを発見する力
を養う。講義では、業務プロセスの可視化を通じてリスクに対応するコント
ロール設計を学び、最終的には財務報告リスクへの対処方法を体系的に
習得する。

監査特論

本講義では、新設・改正された監査基準を題材に、会計学の集大成として
の監査論を体系的に学ぶ。監査基準の背景にある理論的根拠や、監査が
果たす社会的役割を理解し、実務で求められる判断基準を身につけること
を目的とする。さらに、サステナビリティ報告など近年拡大する監査対象に
ついても取り上げ、監査人の専門性、独立性、判断プロセスについて考察
する。

公会計特論

本講義は、公会計（政府、公営企業、NPO等を含む非営利組織の会計）
の基礎理論を学び、各組織が抱える課題の分析を通じて改善策を検討す
ることを目的とする。営利企業とは異なる会計目的・制度設計を理解し、な
ぜ公会計が独自の会計処理を必要とするのかを探究する。講義では、公
会計の制度、課題、改革の方向性を事例とともに学び、公共部門特有の
財務情報の読み解き方を習得する。

経済学概論

本講義では、初学者を対象としてミクロ経済学（前半）とマクロ経済学（後
半）の基礎を体系的に講義する。ミクロ分野では消費者行動、企業行動、
市場均衡を扱い、需要・供給の仕組みを理解する。マクロ分野では GDP
や財政政策・金融政策の基礎を学び、経済全体の動きを捉える視点を習
得する。また、経済学の特徴であるモデル分析に慣れるため、実際に計算
や図を描く演習も行う。理論理解と分析スキルの基礎を固めることが目的
である。

金融証券特論

本講義では、企業金融（コーポレートファイナンス）の観点から企業活動を
理解し、資本市場と企業価値創造の関係を学ぶ。企業が経営資源を活用
して価値を生み出すための金融面の仕組みを理解し、「カネ」の流れを分
析する。前半は基礎理論を扱い、後半は実務事例を取り上げて企業経営
と資本市場の関係を考察する。金融理論が実務にどのように応用されてい
るかを学び、企業財務の基礎的理解を深める。

行動ファイナンス特論

本講義では、投資家の心理や行動の偏りが市場にどのような影響を与える
かを扱う行動ファイナンスの基礎を学ぶ。代表的な理論や簡易な実証を踏
まえながら、投資家行動・投資家心理の特徴、非合理性が市場に及ぼす
影響について議論する。

事業承継特論

本講義では、後継者不足が深刻化する中小企業の事業承継について、
現状・課題・支援策を体系的に理解する。事業承継には親族内承継・親
族外承継・M&A など複数の類型があり、それぞれ特有の法的・経営的課
題が存在する。本講義では、類型ごとの論点を整理し、実務における支援
方法を学ぶとともに、承継後の企業が成長するために必要な支援のあり方
も検討する。また、裁判例や実務事例を踏まえ、事業承継を契機としたイノ
ベーションや組織再編の可能性にも触れ、企業成長につながる承継支援
の理解を深める。

資産運用特論

本講義では、「調達」と「運用」という資本市場の二側面から資産運用を理
解する。前半ではファイナンス理論および資産運用理論の基礎を取り扱
い、企業価値の仕組みや評価方法について学ぶ。後半では、受講者が仮
想ポートフォリオを設定し、リスクとリターンの評価、改善方法の検討を行う
実践的演習を通じ、投資判断に必要な分析力を身につける。企業価値理
論・株価評価・ポートフォリオ理論などを体系的に理解し、理論を実務に応
用できる能力の獲得を目指す。

ＩＰＯ特論

本講義では、IPO（新規株式公開）の仕組みと実務を学ぶ。証券取引所へ
の上場プロセス、上場審査の基準、上場後の企業に求められる管理体制
など、IPO をめぐる制度と実務的視点を体系的に理解する。企業の成長段
階に応じた資金調達手段としての IPO の意義についても考察する。

コーポレートファイナンス特論

本講義では、金融取引の基礎となる分析手法と概念を学び、企業財務の
意思決定プロセスを理解する。貨幣の時間価値、裁定取引、社債・株式の
価値計算、ポートフォリオ理論、資本資産価格モデル（CAPM）など、ファイ
ナンスの基礎理論を英語・日本語両方の概念で学修する。講義は詳細な
理論解説と演習を組み合わせた密度の高い内容で、学生とのやりとりも多
く理解促進を図る。さらに、中間テストのフィードバックや時事ニュースの紹
介を通じて、理論の応用力育成を重視する。

経
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

ビジネス法

本講義では、ビジネス実務に不可欠な法的知識を、民法（契約法）および
国際取引法（国際私法・国際民事訴訟法・国際仲裁）を中心に学ぶ。法律
の条文の読み方、基本概念、契約書の解釈・作成など、実務に直結する
内容を扱う。さらに、外国法（特に英米法）の考え方を学び、日本法との比
較を通じて国際ビジネスに必要な法的視点を養う。英文契約書の読解も
扱い、基礎的な英語力を前提に国際契約実務に対応できる力を身につけ
ることを目的とする。

民法Ⅰ

本講義では、民法典第一編総則（1〜169条）を対象とし、意思表示、法律
行為、代理、時効、信義誠実の原則など、民法総則の基礎概念を学ぶ。
初回はガイダンスと総論の概説、以降は受講者によるレジュメ作成と報告
を中心に進行する。民法総則は他の法領域にも深く関わる基本構造を持
つため、法学を初めて学ぶ者にも重要な位置づけを持つ。条文の趣旨や
理論背景を理解し、民法全体の土台を形成することを目的とする。

民法Ⅱ

本講義では、物権法を中心に学修する。物権法は民法だけでなく、都市
計画法や建築基準法など他法令との関係理解が不可欠であり、講義では
教科書講読に加えて、不動産取引の観点から現実の紛争事例を扱う。受
講者は判例報告を行い、法的論点を整理しながら実務との接点を理解す
る。物権変動や公示原則といった重要概念を押さえ、体系的な物権法理
解を構築することを目指す。

民法Ⅲ

本講義は、民法第三編のうち債権総論および契約総論を中心に扱う。契
約の成立・効力・債務不履行責任など、私法関係の基礎となる概念を学ぶ
とともに、必要に応じて契約各論にも触れ、具体的な契約類型との関連づ
けを行う。現代社会の多様な契約実務に対応できるよう、条文理解と判例
分析を通じて理論的枠組みを身につけることを目的とする。

民法Ⅳ

本講義では、不法行為と債務不履行に基づく損害賠償責任を中心に扱
う。私人間の損害賠償に関する多様な論点を検討し、初回のガイダンスで
は院生の関心を確認したうえで講義内容を調整する。判例分析を通じて、
損害の範囲、因果関係、過失、慰謝料などの論点を理解し、現代的紛争
に対する法的思考力を養うことを目的とする。

民法Ⅴ

本講義では、民法第五編（相続）を対象とし、判例・学説の整理を通じて相
続法の全体像と基本的思考方法を学ぶ。法制度の背景にある社会の実
情や人々の意識にも目を向け、遺産分割、相続人の範囲、遺留分など主
要論点を客観的に理解する。現代相続法における課題を把握し、今後の
研究や実務に必要な分析力を身につけることを目的とする。

会社法

本講義では、現行会社法の基礎を踏まえつつ、「経営戦略としての会社
法」を視点として学ぶ。会社法は企業に多くの選択肢を与え、その選択が
戦略に直結するため、制度理解は経営上の重要性を増している。また、多
様な利害関係者を満足させる現代企業においては、ガバナンスや企業価
値を高める観点から会社法を学ぶ必要がある。本講義では、会社法の基
本的知識に加え、近年の会社法改正、コーポレートガバナンス・コード、金
融商品取引法との関係にも触れ、討議を通じて企業統治の実務理解を深
める。

民事手続法

本講義では、民事訴訟手続きを中心に、裁判所制度や紛争解決手続全
般を体系的に理解する。私人間や団体内部、会社間など多様な紛争に対
し、仲裁・調停などと比較しながら民事訴訟制度の特色を学ぶ。とくに、公
平な第三者の前で当事者が主張を尽くす機会を保障する「手続保障」の
理念を重視し、その意義を明らかにする。さらに、判決手続、非訟事件、民
事執行、保全、倒産手続、人事訴訟、行政事件、労働審判手続など幅広
い領域に触れ、紛争処理の基礎的理解を養う。

登記法

本講義では、不動産登記法を中心に、民法総則から債権・担保物権まで
の実体法と登記手続きを横断的に学ぶ。不動産登記法は不動産取引の
安全性を支える制度であり、民法・商法など多くの実体法と関連するため、
体系的理解が重要である。また、企業実務で必要となる登記法の基礎知
識を習得するとともに、商業登記法にも触れ、法人登記の仕組みや意義も
扱う。登記制度の全体像を理解し、実務で役立つ法的知識を身につける
ことを目的とする。

信託法

本講義では、2007年の大幅改正によって再整備された新信託法を基礎
に、信託の仕組みとその民事・商事上の活用を学ぶ。信託は財産管理や
承継の手段として多様な場面で利用されており、講義では条文の構造と趣
旨を丁寧に確認しながら、関連する民法その他の法制度にも触れる。まず
信託の基本概念を理解し、続いて民事信託・商事信託の活用場面や制度
上の論点を学び、実務に応じた信託の使い方を身につけることを目的とす
る。

法
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

所得税法

本講義では、租税法総論および所得税法の基本構造を理解することを目
的とする。所得概念、各種所得区分、課税方法などの法構造を学び、条
文の解釈・適用の基礎を習得する。さらに、所得税法に関する代表的な裁
判例を読み、事実関係整理、論点抽出、既存ロジックの適用といった法的
分析力を鍛える。将来、他の租税領域を研究する際にも応用可能な問題
解決能力を養うことを目指す。

法人税法

本講義では、法人税法における法人所得の意義を入り口として、会社法・
企業会計との関係を踏まえながら法人税に関する基本的枠組みを学ぶ。
納税義務者、益金・損金の概念、法人税法22条の射程など主要論点を整
理し、条文の解釈・適用の方法を身につける。また、リーディングケースを
通じて、事実関係の整理、法的論点の抽出、既存ロジックの適用といった
分析力を養成することを目的とする。

消費税法

本講義では、消費税法の基本構造を理解し、租税法理論との関係を体系
的に整理する。租税法律主義、申告納税制度、租税公平主義といった租
税法総論の基礎に触れつつ、消費税法がどのような理論に基づいて構築
されているかを学ぶ。さらに、判例研究を通じて、学生が今後他の租税分
野を学ぶ際にも応用可能な問題解決能力を涵養することを目的とする。

相続税法

本講義では、相続税法上の基本概念とともに、課税逃れに関連する裁判
例や近年の注目事例を取り上げ、その法的検討を行う。相続税・贈与税の
課税体系や租税回避をめぐる論点、財産評価の基準などを理解し、説得
的な解釈論を展開する能力を養う。裁判例の分析を通して、法的思考力と
応用力の向上を図る。

国際租税法

本講義では、国際取引に対して複数国が課税権を有することから生じる二
重課税問題や、租税回避問題を中心に学ぶ。関連国がどのように課税権
を行使し、租税条約がどのように調整機能を果たすかを理解する。また、
企業の国際取引に対する租税回避該当性を事例研究を通じて検討し、国
際課税制度の基本理念や実務上の課題を習得する。

資産・事業承継税務

本講義では、資産承継・事業承継に関する税制の仕組みと法的問題を学
ぶ。高齢化が進む中で事業承継が困難になるケースが増える一方、承継
を契機に成長する企業も存在する。相続税の小規模宅地等の特例、非上
場株式の納税猶予制度など、事業承継税制の主要論点を取り上げる。さ
らに、判例分析を通じて法的課題を検討するとともに、EU の事業承継税
制との比較にも触れ、今後の制度のあり方を考察する。

公
共
法

刑事法

本講義では、刑法に関する主要判例を素材として刑法解釈学を学ぶ。刑
事責任や構成要件該当性、違法性、責任能力など刑法の基本概念を、具
体的判例を通じて検討する。大学院科目であるため受講者の主体的参加
を前提とし、議論を通じて判例の意義や判断構造を深く理解することを目
指す。

独占禁止法・競争政策

本講義では、市場経済の秩序を規定する「競争法（独占禁止法）」を中心
に学ぶ。企業が競争のルールを適切に理解し遵守することは、実務にお
いて不可欠であり、企業の競争行動や戦略判断にも直結する。経済法の
基礎的枠組み、独禁法の規制内容や違反類型、競争政策の意義などを
扱い、現実の事例を通じて法の適用と企業行動の関係性を理解する。

雇用関係法

本講義では、雇用関係に関わる基本的な法律知識を学ぶ。労働契約、労
働条件、労使関係など、企業における人事管理に必要な法的枠組みを理
解することを目的とする。

知的財産法

本講義では、特許法、実用新案法、意匠法、商標法、著作権法、不正競
争防止法を含む知的財産法の総合的理解を目指す。我が国は技術力や
コンテンツ創造力に優れており、知財の重要性は高い。各法制度の基礎と
保護対象、権利内容、侵害・救済など主要論点を整理し、企業活動にお
ける知的財産の活用とリスク管理の視点を習得する。

不動産証券化法務

本講義では、不動産証券化の仕組みと法的課題を体系的に学ぶ。不動
産証券化とは、特定目的会社（SPC）に不動産を移転し、そのキャッシュフ
ローを裏付けに資金調達を行う手法であり、投資単位の小口化や倒産隔
離などの特徴を持つ。講義では、資産流動化法、投信法、信託法など関
連法令を取り上げ、不動産証券化スキームがどのように構成され、法的リス
クがどこに生じるのかを理解する。法学・税務・不動産の知識を横断的に
習得し、証券化実務への応用力を養う。
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授業科目の名称 主要授業科目 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

科目
区分

不動産鑑定理論

本講義では、不動産の価値がどのように形成されているのかを理論と実践
の両面から学ぶ。不動産鑑定士が拠り所とする不動産鑑定評価の基礎理
論を取り上げ、土地価格が決定される要因や評価のための理論的枠組み
を理解する。また、鑑定の実務において実際にどのようなプロセスで評価
が行われるのか、不動産を見る際に重視すべき観点についても具体的に
学習する。さらに、不動産の証券化によって市場が金融商品としてどのよう
に形成されてきたのか、証券化市場の現状や今後の展望についても考察
する。不動産鑑定評価基準を踏まえながら、不動産の価値判断に必要な
視点を身につけることを目的とする。

不動産開発特論

本講義では、不動産開発に関わる幅広い専門領域を総合的に学ぶ。不
動産マーケットの分析方法や建築企画の基礎、不動産鑑定の考え方に加
え、投資分析や事案レポート作成といった実務的スキルを身につけること
を目的とする。特に、社会経済が大きく変化する現代において、不動産を
取り巻く環境がどのように変容しているのかを理解し、その変化に対応した
不動産開発のビジョンを考察する点に重点を置く。社会経済、不動産開
発、事案分析などのキーワードを踏まえ、今後の実務や研究活動に生か
せる視点を養う。
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令和８年度
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

令和９年度
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

変更の事由

大阪経済大学 大阪経済大学

経済学部 経済学部

　経済学科 680 - 2,720 　経済学科 680 - 2,720
経営学部第1部 経営学部第1部

　経営学科 430 - 1,720 　経営学科 430 - 1,720
　ビジネス法学科 200 - 800 　ビジネス法学科 200 - 800
経営学部第2部 経営学部第2部
　経営学科 50 - 200 　経営学科 50 - 200
情報社会学部 情報社会学部

　情報社会学科 300 - 1,200 　情報社会学科 300 - 1,200
人間科学部 人間科学部

　人間科学科 200 - 800 　人間科学科 200 - 800
国際共創学部 国際共創学部

　国際共創学科 120 - 480 　国際共創学科 120 - 480

計 1,980 - 7,920 計 1,980 - 7,920

大阪経済大学大学院 大阪経済大学大学院

経済学研究科 経済学研究科

　経済学専攻
　（博士前期課程）

10 - 20
　経済学専攻
　（博士前期課程）

10 - 20

　経済学専攻
　（博士後期課程）

5 - 15
　経済学専攻
　（博士後期課程）

5 - 15

経営学研究科 経営学研究科

　経営学専攻
　（修士課程）

50 - 100
　経営学専攻
　（博士前期課程）

50 - 100 課程変更（届出）

　経営学専攻
　（博士後期課程）

2 - 6
課程変更（届出）

経営情報研究科 経営情報研究科

　経営情報専攻
　（修士課程）

20 - 40
　経営情報専攻
　（修士課程）

20 - 40

人間科学研究科 人間科学研究科

　臨床心理学専攻
　（修士課程）

10 - 20
　臨床心理学専攻
　（修士課程）

10 - 20

　人間共生専攻
　（修士課程）

10 - 20
　人間共生専攻
　（修士課程）

10 - 20

計 105 215 計 107 - 221

学校法人大阪経済大学　設置認可等に関わる組織の移行表
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大阪府内における位置関係 

三角形 www.freemap.jp   

大阪経済大学 

大隅キャンパス 

摂津キャンパス 

北浜キャンパス 

茨木校地 

 
－図面－1－



各キャンパスへの交通アクセス 

 
－図面－2－



最寄駅からの距離および各キャンパスの周辺図 

上新庄駅から約 1km、瑞光四丁目駅から約 250m 

北浜駅、淀屋橋駅から直結 

井高野駅から約 450m、井高野南口（バス停）から約 150m 

 
－図面－3－



B館
E館

J館

至 阪急京都線

「上新庄」駅

至 OsakaMetro今里筋線

「瑞光四丁目」駅

大阪シティバス

「大阪経大前」
G館

Ｄ館

西倉庫

守衛室

大阪シティバス

「大阪経大正門前」

学生会館

体育館

F館

C館

Ａ館

西駐輪場

南倉庫

大樟ホール

校舎その他の建物の配置図

瑞光センター

大阪経済大学校地 117,575.04㎡

所在地：大阪府大阪市東淀川区大隅二丁目２番８号 

徒歩約15分

徒歩約2分

保有　校舎
鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造
地下1階付5階建
9,147.43㎡ 

保有　校舎
鉄骨鉄筋コンクリート・
鉄筋コンクリート造
7階建
4,594.95㎡ 

保有　校舎
鉄骨造
8階建
12,192.63㎡ 

保有　校舎
鉄骨鉄筋コンクリート造
8階建
5,048.29㎡ 

保有　校舎
鉄筋コンクリート造
4階建
1,726.60㎡ 

保有　校舎・図書館
鉄骨鉄筋コンクリート・
鉄筋コンクリート造
地下1階付7階建
10,263.44㎡ 

保有　校舎
鉄骨鉄筋コンクリート造
8階建
9,944.77㎡ 

保有　体育館
鉄筋コンクリート造
地下1階付4階建
6,392.28㎡ 

瑞光センター 

大阪市東淀川区大隅2丁目2番8号

大隅キャンパス 

大阪市東淀川区瑞光4丁目8番12号

北浜キャンパス 

大阪市中央区北浜1丁目8番16号（大阪証券取引所3階）

摂津キャンパス 

摂津市別府3丁目15番26号

茨木グラウンド 

茨木市大字福井1500番地の1

Ａ館（70周年記念館） 

大阪市東淀川区大桐2丁目8番11号

保有　学生会館
鉄筋コンクリート造
3階建
1,987.24㎡

保有　校舎
鉄筋コンクリート造
地下1階付5階建
5,276.93㎡ 

保有　南倉庫
鉄骨造
2階建
534.82㎡ 

保有　西倉庫
鉄骨造
2階建
115.70㎡ 

保有　守衛室
鉄筋コンクリート造
平屋建
99.18㎡ 
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第 1 章  総 則 

第 1 条 大阪経済大学大学院（以下、「本学大学院」という。）は、学術の理論及び応用を教授研究し、 

その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする。 

 2． 研究科または専攻ごとの人材養成に関する目的、その他教育研究上の目的については別に定める。 

第 2 条 本学大学院に修士課程及び博士課程を置く。 

  2． 博士課程は、これを前期 2 年の課程（以下「博士前期課程」という ｡）及び後期 3 年の課程 

（以下「博士後期課程」という ｡）に区分し、博士前期課程は、これを修士課程として取り扱うものとする。 

3． 修士課程及び博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究 

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

  4． 博士後期課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度な研究 

 能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

  5． 本学大学院に次の研究科及び専攻を置く。 

① 経済学研究科   経済学専攻 

② 経営学研究科   経営学専攻 

③ 経営情報研究科 経営情報専攻

④ 人間科学研究科 臨床心理学専攻

 人間共生専攻 

 6． 修士課程及び博士前期課程の最長在学年限は 4 年、博士後期課程の最長在学年限は 6 年とする。 

第 3 条  本学大学院の学生定員は次のとおりとする。 

研究科名 専 攻 
修士課程 博士前期課程 博士後期課程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

経済学 

研究科 

経済学 

専攻 
— — 1 0 名 2 0 名 5 名 1 5 名 

経営学 

研究科 

経営学 

専攻 
— — 5 0 名 1 0 0 名 2 名 6 名 

経営情報

研究科 

経営情報

専攻 
2 0 名 4 0 名 — — — — 

人間科学

研究科 

臨床心理

学専攻 
1 0 名 2 0 名 — — — — 

人間共生

専攻 
1 0 名 2 0 名 — — — — 

第 4 条    学年は、4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。 

  2． 1 学年を次の 2 期に分ける。 

① 春学期 4 月 1 日から 9 月 30 日まで

② 秋学期 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで

  3． 学長は、前項の秋学期開始日を変更することができる。なお、秋学期開始日を変更した場合は、 

 その前日をもって春学期の終了とする。 

  4． 第 2 項に規定する各学期は、前半および後半に分けることができる。 

  5． 次に掲げる日を休日並びに休業日とし、授業を行わない。 

① 日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日

② 本大学記念日 9 月 30 日

③ 夏期休業 8 月 1 日から 9 月 30 日まで

④ 冬期休業 12 月 24 日から翌年 1 月 5 日まで

⑤ 春期休業 3 月 21 日から 3 月 31 日まで

6． 必要がある場合は、前項の休業日を臨時に変更し、または休業日を定めることができる ｡ 
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第 2 章  教 員   組   織 

第 5 条 本学大学院における授業及び必要な研究指導は、若干名の本学の教授、准教授、講師および 

 助教がこれを担当する。ただし、必要ある場合は、兼任教員が担当することができる。 

第 3 章  運 営 組 織 

第 6 条  本学大学院の各研究科に研究科委員会を置く。 

2． 各研究科委員会は、当該研究科に所属する専任の教員をもって組織する。 

3． 各研究科委員会は、当該研究科長がこれを招集してその議長となる。 

4． 各研究科委員会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり、当該研究科に関する 

次の事項を審議し意見を述べるものとする。 

（1） 学生の入学、卒業および課程の修了

（2） 学位の授与

（3） 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、各研究科委員会の意見を

聴くことが必要なものとして学長が定めるもの

   5． 各研究科委員会は、前項に規定するもののほか、学長および研究科長等がつかさどる教育研究に関する 

事項について審議し、および学長または研究科長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

   6． 各研究科委員会の学務は、当該研究科長がこれを統括する。 

   7． 各研究科委員会に関する規程は、別にこれを定める。 

第 6 条の 2 削除 

第 4 章  授業科目と単位制 

第 7 条 授業科目の単位数は、１単位あたり 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、 

授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮するものとする。 

  ただし、講義および演習については、15 時間の授業をもって 1 単位とする。また実験および実習について

は、30 時間の授業をもって 1 単位とする。 

   2． 各研究科における授業科目、単位数及び履修方法については、別表⑴においてこれを定める｡ 

   3． 各研究科委員会は教育上有益と認めるときは、当該学生が入学前に大学院において修得した単位（科目 

等履修生として修得した単位を含む｡）を本学大学院において修得したものとして認定することができる。 

   4． 各研究科委員会が教育上有益と認めるときは、本学研究生として受講した科目を本学大学院において修得 

したものとして認定することができる。ただし、2 単位を超えないものとする。 

   5． 第 3 項および第 4 項の単位は、修士課程または博士前期課程において、合わせて 15 単位を超えないもの 

とする。 

   6． 指導教授が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、各研究科における選択科目として、他の研究 

科または他の大学院の授業科目を履修することができる。 

   7． 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、各研究科履修規程の定めにより、各研究 

科の授業科目の履修によって修得したものとすることができる。ただし、修士課程または博士前期課程にお 

いて、第 3 項および第 4 項により修得した単位と合わせて 20 単位を超えないものとする。 
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 第 5 章  課 程 修 了 及 び 称 号 

第 8 条 各研究科において授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対し学期末又は学年末に授業科目の試験 

を行う。 

授業科目の試験の成績は、優（100 点〜 80 点）、良（79 点〜 70 点）、可（69 点〜 60 点）、不可（59 点以 

下）に分け、可以上を合格とする。 

  2． 合格した授業科目については、所定の単位を与える。 

第 9 条 修士課程または博士前期課程に 2 年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた 

上、本学大学院の行う修士論文の審査及び最終試験に合格した者をもって、その課程を修了したものとす 

る。 

  2． 前項の規定にかかわらず、当該修士課程または博士前期課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定 

の課題についての研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる ｡ 

第 10 条 博士課程に 5 年（修士課程または博士前期課程を修了した者にあっては、当該課程における 2 年の在学 

期間をふくむ ｡）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行 

う博士論文の審査及び最終試験に合格した者をもって課程を修了したものとする。ただし、在学期間に関 

しては、優れた研究実績を上げた者については、大学院に 3 年（修士課程または博士前期課程を修了し 

た者にあっては、当該課程における 2 年の在学期間をふくむ ｡）以上在学すれば足りるものとする。 

 2．  前項の規定にかかわらず、標準修業年限を 1 年以上 2 年未満とした修士課程または博士前期課程を修了 

した者及び優れた業績を上げて 1 年以上の在学期間で修士課程または博士前期課程を修了した者につ 

いては、修士課程または博士前期課程における在学期間に 3 年を加えた期間以上在学し、所定の単位を 

修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合格した 

者をもって課程を修了したものとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者について 

は、3 年（標準修業年限を 1 年以上 2 年未満とした修士課程または博士前期課程を修了した者にあって 

は、当該 1 年以上 2 年未満の期間を、他大学院の修士課程または博士前期課程を優れた業績を上げて  

1 年以上の在学期間で修了した者にあっては、当該課程における在学期間（2 年を限度とする。）をふく 

む。）以上在学すれば足りるものとする。 

  3． 第 1 項及び前項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則第 156 条の規定により、修士の学位若しくは 

専門職学位を有する者と同等以上の学力があると本学が認めた者又は専門職学位課程を修了した者につ 

いては、大学院に 3 年（専門職大学院設置基準第 18 条第 1 項の法科大学院の課程を修了した者にあっ 

ては、2 年）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士 

論文の審査及び最終試験に合格した者をもって課程を修了したものとする。ただし、在学期間に関しては、 

優れた研究業績を上げた者については、大学院に 1 年（標準修業年限を 1 年以上 2 年未満とした専門職 

学位課程を修了した者にあっては、3 年から当該 1 年以上 2 年未満の期間を減じた期間）以上在学すれば 

足りるものとする。 

第 11 条   修士の学位は、修士課程または博士前期課程を修了した者に授与する。 

第 12 条   博士の学位は、博士後期課程を修了した者に授与する。 

第 13 条   本学大学院の博士後期課程を経ないで論文を提出し、博士の学位を請求した者については、論文の審査 

及び試験に合格し、かつ、専攻学術に関し博士後期課程を修了した者と同等以上の広い学識と研究能力 

  を有する者と確認された時は、請求された研究科委員会の意見を聴いて博士の学位を学長が授与すること

ができる。 

第 14 条 学位及びその授与については本章のほか、大阪経済大学学位規程においてこれを定める。 
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第 6 章  入学・編入学・休学・退学・再入学・復学 

第 15 条 入学の時期は、学年始め 4 月とする。ただし、研究科が必要とするときは、入学の時期を学期の始めとする 

ことができる。 

第 16 条 修士課程または博士前期課程に入学することができる者は、学校教育法第 102 条第 1 項および第 2 項の 

定めに従い、本学大学院各研究科の意見を聴いて学長が決定する。 

第 17 条  博士後期課程に入学することができる者は、次の各号の一つに該当しなければならない。 

① 修士の学位を有する者

② 外国において修士の学位に相当する学位を授与された者

③ 文部科学大臣の指定した者

④ 本学大学院において、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者

第 18 条 本学大学院に入学を志願する者は、本学大学院所定の手続によって願い出るものとする。 

第 19 条 入学志願者に対しての入学試験は学力・人物について考査する。 

  2．  学力考査は、各大学院研究科が定める方法によって行う。 

第 20 条   他の大学院の学生が所属大学の学長の承認書を添えて本学大学院に編入学を願い出たときは、欠員のあ 

る場合に限り選考の上、これを許可することがある。 

第 21 条 入学を許可された者は、所定の期日までに入学手続きを完了しなければならない。 

  2． 入学を許可された者は、所定の方式に従って宣誓し、かつ、本学の承認する保証人を立てなければならな 

い。 

これを怠るときは、入学許可を取消すことがある。 

第 22 条   病気その他やむを得ない事由によって長期にわたり欠席しようとする者は、その事由を明記し、保証人連署 

の上、休学を願い出ることにより許可を得て、休学することができる。 

  2．  休学は 1 年限りとする。ただし、特別の事情がある場合には引続き 1 年に限り許可することがある。 

  3．   休学期間は、修士課程または博士前期課程においては通算 2 年、博士後期課程においては通算 3 年を 

超えることができない。 

  4．  休学者は各学期始めでなければ復学することができない。 

  5．   休学期間は、在学期間に算入しない。 

第 23 条 病気その他やむを得ない事由によって退学しようとする者は、その事由を明記し、保証人連署で願い出なけ 

ればならない。願い出により退学を許可する。 

第 24 条 正当な事由で退学した者が再入学を願い出たときは、学期始めに限り各研究科委員会の意見を聴いて学長 

が許可することがある。 

第 25 条   博士後期課程に３年以上在学し所定の単位を修得した学生は、在学願（研究指導計画書）を提出し、承認 

を得なければ引き続き在学することはできない。ただし、長期履修制度適用者（長期履修生）は除く。 

  2．   長期履修制度適用者（長期履修生）で許可された修業年限を満了し所定の単位を修得した学生は、在学願

（研究指導計画書）を提出し、承認を得なければ引き続き在学することはできない。 

第 7 章  委託学生・科目等履修生・研修生・ポストドクター研究員・ 

研修員・研究生・聴講生及び外国人学生等 

第 26 条 官公庁、外国政府その他の機関から本学大学院の特定科目について、学修を委託された者があるときは、 

正規の学生の学修に妨げのない限り、各研究科委員会において選考の上、委託学生としてこれを許可す 

ることがある。 

  2． 委託学生は、履修した授業科目について試験を受けなければならない。試験に合格した者には、証明書を 
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交付する。 

第 26 条の 2 各研究科において正規の学生の学修を妨げない限り、科目等履修生として、1 科目または複数の授業

科目の履修を許可することがある。 

  2． 科目等履修生が、その履修した授業科目について試験を受け合格した時は、所定の単位を修得したものと 

認める。 

  3． その他科目等履修生に関することについては、別に定める科目等履修生手続規程による。 

第 27 条 博士後期課程における所定の単位を修得して退学した者が、研究の継続を希望するときは、正規の学生の 

学修の妨げのない限り、選考の上、研修生としてこれを許可する。 

  2． 研修生を志願する者は、学年の始めに研究計画書を付して願い出なければならない。 

第 27 条の 2 博士後期課程において学位を取得した者が、研究の継続を希望するときは、正規の学生の学修の妨げ

のない限り、選考の上、ポストドクター研究員としてこれを採用する。 

  2． ポストドクター研究員に関する規程は、別に定める。 

第 28 条 研修生は、研究上、各研究科委員会によって定められた教員の研究指導のもとに研究施設を利用し、特定 

科目を聴講することができる。 

第 29 条 研修生の研究期間は 1 年とする。 

ただし、必要ありと認められたときは、3 年を限度として、1 年毎に更新することができる。 

第 30 条 研修生は、所定の研修料を納めなければならない。 

研修料は別に定める。 

第 31 条 各研究科における授業科目中、特定科目の研究を志望する者があるときは、正規の学生の学修に妨げの 

ない限り、選考の上、研究生としてこれを許可することがある。 

  2． 研究生に関する規程は、別に定める。 

第 31 条の 2 人間科学研究科臨床心理学専攻を修了した者が、心理臨床センターにおける研修の継続を希望すると 

きは、選考の上、研修員としてこれを許可する。 

  2． 研修員に関する規程は、別に定める。 

第 32 条 各研究科における授業科目中、一科目又は数科目の聴講を希望する者があるときは、正規の学生の学修 

に妨げのない限り、各研究科委員会によって選考の上、聴講を許可することがある ｡ 

  2． 聴講生に関する規程は、別に定める。 

第 33 条 外国人で本学大学院に入学しようとする者は、各研究科委員会によって選考の上、外国人留学生として入 

学を許可することがある。 

  2． 外国人留学生に関する規程は、別に定める。 

第 33 条の 2 本学大学院の学生以外の者を対象とした学校教育法第 105 条に規定する特別の課程を編成すること

ができる。 

  2． 特別の課程に関する規程は、別に定める。 

第 8 章  検定料・入学金・授業料及びその他の納付金 

第 34 条 入学（編入学・再入学を含む）志願者は、入学検定料を納付し、入学を許可された者は、入学金を納付しな 

ければならない。 

  2． 入学検定料及び入学金は、別表⑵に定めるとおりとする。 

  3． いったん納付された入学検定料、入学金は返還しない。 

第 35 条 学生は、学費等納付金を納付しなければならない。 

  2． 授業料その他の学費等納付金は、別表⑵に定めるとおりとする。 

  3． 休学する者は、学費等納付規程および学費等納付金額に関する規程に定める在籍料を納めなければなら 

ない。 
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  4． 学費の納付が困難な者には、審議の上、延納を許可することがある。 

  5． いったん納入された学費等納付金は返還しない。 

ただし、学費等納付規程第２条に定める納付期限までに休学願または退学願を提出し、学長がこれを許可 

した者についてはこの限りではない。 

  6． 所定の期日までに学費等納付金を納付しない者は除籍とする。 

第 9 章  学  生  研  究  室 

第 36 条 本学大学院に学生研究室を設ける。 

  2． 学部及び研究所の施設は、必要に応じ、大学院学生の授業、研究指導及び研究のために用いることができ 

る。 

第 10 章  賞 罰 

第 37 条 人物、学業ともに優秀な者には、授賞することがある。 

第 38 条 学生が本学大学院の学則に違反し、若しくは本学の秩序を乱し、又は学生の本分に反する行為があったと 

きは、その状況によって懲戒を行う。 

  2． 懲戒は、けん責、謹慎、停学及び退学の 4 種とする。 

  3． 懲戒の手続については、別に定める懲戒手続規程による。 

第 39 条 次の各号の一つに該当する者は退学させる。 

① 成業の見込がないと認められる者

② 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

③ 正当な理由なくして学業を怠る者

第 40 条 賞罰は、各研究科委員会の意見を聴いて、学長がこれを行う。 

 第 11 章  教 育 職 員 養 成 課 程 

第 41 条 中学校・高等学校教諭専修免許状授与の所要の資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び同法 

施行規則に定める単位を取得しなければならない。 

  2． 本学大学院において取得できる教育職員免許状は次のとおりとする。 

研 究 科 免 許 状 の 種 類 

経 済 学 研 究 科 

中学校教諭専修免許状 

高等学校教諭専修免許状 

高等学校教諭専修免許状 

高等学校教諭専修免許状 

社  会 

地理歴史

公  民 

商  業 

経 営 学 研 究 科 高等学校教諭専修免許状 商  業 

経営情報研究科 
高等学校教諭専修免許状 

高等学校教諭専修免許状 

商  業 

情  報 

  3． 教育職員免許状を取得するために必要な事項は別に定める。 

第 12 章  付  属  施  設 

第 42 条 本学大学院人間科学研究科に次の付属施設を置く。 

（1）心理臨床センター
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  2． 前項の付属施設の規程は別に定める。 

  第 13 章  改 廃 

第 43 条  本学則の改廃は、研究科委員会の意見を聴いて理事会が行う。 

（附 則） 

第 1 条 本学大学院学則に必要な手続規程は、別にこれを定める。 

第 2 条 本学大学院学則は、昭和 41 年 4 月 1 日から施行する。 

第 3 条 本学大学院学則は、昭和 42 年 8 月に改正した。（博士課程新設のため） 

第 4 条 本学大学院学則は、昭和 43 年 3 月 8 日に改正した。 

第 5 条 改正学則は、昭和 43 年 4 月 1 日から施行する。 

第 6 条 本学大学院学則は、昭和 44 年 3 月 1 日に改正した。 

第 7 条 改正学則は、昭和 44 年 4 月 1 日から施行する。 

第 8 条 本学大学院学則は、昭和 45 年 2 月 1 日に改正した。 

第 9 条 改正学則は、昭和 45 年 4 月 1 日から施行する。 

第 10 条 本学大学院学則は、昭和 46 年 1 月 30 日に改正した。 

第 11 条 改正学則は、昭和 46 年 4 月 1 日から施行する。 

第 12 条 本学大学院学則は、昭和 47 年 6 月 23 日に改正した。 

第 13 条 改正学則は、昭和 48 年 4 月 1 日から施行する。 

第 14 条 本学大学院学則は、昭和 61 年 2 月 14 日に改正した｡  

第 15 条 改正学則は、昭和 61 年 4 月 1 日から施行する。 

第 16 条 本学大学院学則は、昭和 62 年 3 月 24 日に改正した｡  

第 17 条 改正学則は、昭和 62 年 4 月 1 日から施行する。 

第 18 条 本学大学院学則は、昭和 63 年 7 月 18 日に改正し、同日から施行する。 

第 19 条 本学大学院学則は、平成 2 年 2 月 19 日に改正し、改正学則は、 

   平成 2 年 4 月 1 日から施行する。 

第 20 条 本学大学院学則は、平成 2 年 4 月 26 日に改正し、改正学則は、 

   平成 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 第 21 条 本学大学院学則は、平成 2 年 11 月 20 日に改正し、改正学則は、 

平成 3 年 4 月 1 日から施行する。 

第 22 条 本学大学院学則は、平成 4 年 3 月 16 日に改正し、改正学則は、同日から施行する。 

第 23 条 本学大学院学則は、平成 5 年 3 月 23 日に改正し、改正学則は、 

 平成 5 年 4 月 1 日から施行する。 

第 24 条 本学大学院学則は、平成 6 年 3 月 18 日に改正し、改正学則は、 

平成 6 年 4 月 1 日から施行する。 

第 25 条 本学大学院学則は、平成 7 年 3 月 23 日に改正し、改正学則は、 

平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

第 26 条 本学大学院学則は、平成 8 年 7 月 16 日に改正し、改正学則は、 

 平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 

第 27 条 本学大学院学則は、平成 9 年 3 月 18 日に改正し、改正学則は、 

平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 
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第 28 条 本学大学院学則は、平成 12 年 3 月 14 日に改正し、改正学則は、 

平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

第 29 条 本学大学院学則は、平成 13 年 3 月 13 日に改正し、改正学則は、 

平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

第 30 条 本学大学院学則は、平成 14 年 3 月 19 日に改正し、改正学則は、 

平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 

第 31 条 本学大学院学則は、平成 14 年 12 月 19 日に改正し、改正学則は、 

平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

第 32 条 本学大学院学則は、平成 15 年 3 月 18 日に改正し、改正学則は、 

平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

第 33 条 本学大学院学則は、平成 16 年 3 月 23 日に改正し、改正学則は、 

平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

第 34 条 本学大学院学則は、平成 16 年 7 月 20 日に改正し、改正学則は、 

平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

第 35 条 本学大学院学則は、平成 17 年 3 月 15 日に改正し、改正学則は、 

平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

第 36 条 本学大学院学則は、平成 17 年 5 月 16 日に改正し、改正学則は、 

平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

第 37 条 本学大学院学則は、平成 18 年 3 月 14 日に改正し、改正学則は、 

平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

第 38 条 本学大学院学則は、平成 18 年 12 月 12 日に改正し、改正学則は、 

平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

第 39 条 本学大学院学則は、平成 19 年 3 月 13 日に改正し、改正学則は、 

  平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

第 40 条 本学大学院学則は、平成 19 年 10 月 23 日に改正し、改正学則は、 

平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

第 41 条 本学大学院学則は、平成 19 年 12 月 11 日に改正し、改正学則は、 

平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

第 42 条 本学大学院学則は、平成 20 年 3 月 18 日に改正し、改正学則は、 

平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

第 43 条 本学大学院学則は、平成 20 年 5 月 27 日に改正し、改正学則は、 

平成 21 年 4 月 1 日から施行する。改正学則第 35 条は全学生に適用する。 

第 44 条 本学大学院学則は、平成 20 年 12 月 9 日に改正し、改正学則は、  

平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

  ただし第 6 条および第 6 条の 2 については平成 20 年 12 月 9 日から施行する。 

第 45 条 本学大学院学則は、平成 20 年 12 月 9 日に改正し、改正学則は、  

平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

第 46 条 本学大学院学則は、平成 22 年 3 月 16 日に改正し、改正学則は、 

平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

第 47 条 本学大学院学則は、平成 22 年 6 月 23 日に改正し、改正学則は、 

平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

第 48 条 本学大学院学則は、平成 23 年 3 月 22 日に改正し、改正学則は、 

平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
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第 49 条 本学大学院学則は、平成 24 年 3 月 21 日に改正し、改正学則は、 

平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

第 50 条 本学大学院学則は、平成 25 年 3 月 19 日に改正し、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

第 51 条 本学大学院学則は、平成 26 年 3 月 18 日に改正し、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

 第 52 条 本学大学院学則は、平成 27 年 3 月 17 日に改正し、平成 27 年 4 月１日から施行する。 

ただし、第 3 条の規定に関わらず、平成 27 年度の入学定員は次の通りとする。 

研究科名 専 攻 
修士課程 博士前期課程 博士後期課程 

入学定員 入学定員 入学定員 

経済学 

研究科 

経済学 

専攻 
— 2 0 名 1 0 名 

経営学 

研究科 

経営学 

専攻 
3 0 名 — — 

経営情報

研究科 

経営情報

専攻 
2 0 名 — — 

人間科学

研究科 

臨床心理学

専攻 
1 0 名 — — 

人間共生

専攻 
1 0 名 — — 

第 53 条 本学大学院学則は、平成 28 年 3 月 22 日に改正し、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

第 54 条 本学大学院学則は、平成 29 年 3 月 21 日に改正し、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

第 55 条 本学大学院学則は、平成 30 年 3 月 20 日に改正し、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

第 56 条 本学大学院学則は、平成 30 年 5 月 29 日に改正し、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

 第 57 条 本学大学院学則は、平成 31 年 3 月 19 日に改正し、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

第 58 条 本学大学院学則は、令和 2 年 3 月 17 日に改正し、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

第 59 条 本学大学院学則は、令和 2 年 6 月 23 日に改正し、同日から施行する。 

第 60 条 本学大学院学則は、令和 3 年 3 月 16 日に改正し、令和 3 年 4 月１日から施行する。 

第 61 条 本学大学院学則は、令和 4 年 3 月 15 日に改正し、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

ただし、第 10 条第 2 項及び第 3 項のただし書きについては、令和 5 年 4 月 1 日入学生から適用する。 

 第 62 条 本学大学院学則は、令和 5 年 3 月 1 日に改正し、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

第 63 条 本学大学院学則は、令和 6 年 3 月 12 日に改正し、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

第 64 条 本学大学院学則は、令和 7 年 3 月 18 日に改正し、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

第 65 条 本学大学院学則は、令和 8 年 3 月 17 日に改正し、令和 8 年 4 月 1 日から施行する。 

第 66 条 本学大学院学則は、令和 8 年 5 月 26 日に改正し、令和 9 年 4 月 1 日から施行する。 
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別表（1） 

 各研究科における授業科目と単位数は次のとおりである。 

1． 経済学研究科 博士前期課程

（1）授業科目と単位数

経済学研究科経済学専攻博士前期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および専攻課程 部 門 授  業  科  目 単位数 備 考 

経済学研究科 

経済学専攻 

博士前期課程 

基礎科目 
ベーシック A 2 

ベーシック B 4 

理  論 

経済理論Ⅰ 2 

経済理論Ⅱ 2 

経済理論Ⅲ 2 

経済理論Ⅳ 2 

経済理論Ⅴ 2 

経済理論Ⅵ 2 

ミクロ経済学Ⅰ 2 

ミクロ経済学Ⅱ 2 

マクロ経済学Ⅰ 2 

マクロ経済学Ⅱ 2 

経済学史Ⅰ 2 

経済学史Ⅱ 2 

マクロ経済動学Ⅰ 2 

マクロ経済動学Ⅱ 2 

経済学のための数学Ⅰ 2 

経済学のための数学Ⅱ 2 

ゲーム理論Ⅰ 2 

ゲーム理論Ⅱ 2 

現代経済理論Ⅰ 2 

現代経済理論Ⅱ 2 

歴  史 

日本史Ⅰ 2 

日本史Ⅱ 2 

日本経済史Ⅰ 2 

日本経済史Ⅱ 2 

アジア経済史Ⅰ 2 

アジア経済史Ⅱ 2 

西洋史Ⅰ 2 

西洋史Ⅱ 2 

西洋経済史Ⅰ 2 

西洋経済史Ⅱ 2 

日中交流史Ⅰ 2 

日中交流史Ⅱ 2 

社会思想史Ⅰ 2 

社会思想史Ⅱ 2 

政  策 

財政学Ⅰ 2 

財政学Ⅱ 2 

財政学Ⅲ 2 

財政学Ⅳ 2 

公共経済学Ⅰ 2 

公共経済学Ⅱ 2 

環境経済学Ⅰ 2 

環境経済学Ⅱ 2 

金融論Ⅰ 2 

金融論Ⅱ 2 

金融政策論Ⅰ 2 

金融政策論Ⅱ 2 

金融システム論Ⅰ 2 

金融システム論Ⅱ 2 
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経済学研究科 

経済学専攻 

博士前期課程 

政  策 

経済政策Ⅰ 2 

経済政策Ⅱ 2 

日本経済論Ⅰ 2 

日本経済論Ⅱ 2 

産業組織論Ⅰ 2 

産業組織論Ⅱ 2 

農業経済論Ⅰ 2 

農業経済論Ⅱ 2 

社会政策論Ⅰ 2 

社会政策論Ⅱ 2 

社会保障論Ⅰ 2 

社会保障論Ⅱ 2 

労働経済論Ⅰ 2 

労働経済論Ⅱ 2 

流通経済論Ⅰ 2 

流通経済論Ⅱ 2 

地  域 

経済地理学Ⅰ 2 

経済地理学Ⅱ 2 

都市政策論Ⅰ 2 

都市政策論Ⅱ 2 

都市経済論Ⅰ 2 

都市経済論Ⅱ 2 

地方自治論Ⅰ 2 

地方自治論Ⅱ 2 

多文化共生特論Ⅰ 2 

多文化共生特論Ⅱ 2 

統計・計量・ 

情報 

統計学Ⅰ 2 

統計学Ⅱ 2 

計量経済学Ⅰ 2 

計量経済学Ⅱ 2 

行動経済学 2 

実験経済学 2 

数学特論Ⅰ 2 

数学特論Ⅱ 2 

機械学習Ⅰ 2 

機械学習Ⅱ 2 

社会調査法Ⅰ 2 

社会調査法Ⅱ 2 

国際経済 

国際経済論Ⅰ 2 

国際経済論Ⅱ 2 

アメリカ経済論Ⅰ 2 

アメリカ経済論Ⅱ 2 

ヨーロッパ経済論Ⅰ 2 

ヨーロッパ経済論Ⅱ 2 

中国経済論Ⅰ 2 

中国経済論Ⅱ 2 

アジア経済論Ⅰ 2 

アジア経済論Ⅱ 2 

国際金融論Ⅰ 2 

国際金融論Ⅱ 2 

開発経済論Ⅰ 2 

開発経済論Ⅱ 2 

国際関係論Ⅰ 2 

国際関係論Ⅱ 2 

国際教育開発論Ⅰ 2 

国際教育開発論Ⅱ 2 
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経済学研究科 

経済学専攻 

博士前期課程 
法  律 

税法Ⅰ 2 

税法Ⅱ 2 

税法Ⅲ 2 

税法Ⅳ 2 

行政法Ⅰ 2 

行政法Ⅱ 2 

労働法Ⅰ 2 

労働法Ⅱ 2 

調査・実習 

経済調査実習 2 

地域調査実習 2 

インターンシップ 2 

語学・文献研究 

日本語教育Ⅰ 2 

日本語教育Ⅱ 2 

外国文献研究Ⅰ 2 

外国文献研究Ⅱ 2 

ビジネス中国語Ⅰ 2 

ビジネス中国語Ⅱ 2 

特殊講義 
経済学特殊講義Ⅰ 2 

経済学特殊講義Ⅱ 2 

演  習 

演習Ⅰ 2 

演習Ⅱ 2 

演習Ⅲ 2 

演習Ⅳ 2 

演習Ⅴ 2 

演習Ⅵ 2 

演習Ⅶ 2 

演習Ⅷ 2 

特別演習Ⅰ 2 

特別演習Ⅱ 2 

特別演習Ⅲ 2 

特別演習Ⅳ 2 

特別演習Ⅴ 2 

特別演習Ⅵ 2 

特別演習Ⅶ 2 

特別演習Ⅷ 2 

論文指導 2 

（2） 履修方法

① 修士の学位を得ようとする者は、２年以上在学し、必要な研究指導を受けた上、前掲の授業科目につい

て演習８単位以上 、演習を除く授業科目 24 単位 以上、合計 32 単位以上を修得しなければならない。

また、演習科目のうち、演習Ⅰ〜Ⅳは必修科目とする。

② 演習を担当する教授を指導教授とする。学生は、授業科目の選択、論文の作成、研究一般について指

導教授の研究指導に従うものとする。なお、長期履修制度適用者（長期履修生）は指導教授の指示に従

い、修業年限に応じて演習Ⅴ〜Ⅷを履修することとする。
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2． 経済学研究科 博士後期課程 

（1）授業科目と単位数

経済学研究科経済学専攻博士後期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および専攻課程 部 門 授  業  科  目 単位数 備 考 

経済学研究科 

経済学専攻 

博士後期課程 

理  論 

経済理論 4 

ミクロ経済学 4 

マクロ経済学 4 

経済学史 4 

マクロ経済動学 4 

ゲーム理論 4 

現代経済理論 4 

歴  史 

日本史 4 

日本経済史 4 

西洋史 4 

西洋経済史 4 

東洋経済史 4 

日中交流史 4 

政  策 

財政学Ⅰ 4 

財政学Ⅱ 4 

公共経済学 4 

金融論 4 

金融政策論 4 

金融システム論 4 

経済政策 4 

日本経済論 4 

産業組織論 4 

農業経済論 4 

社会政策論 4 

社会保障論 4 

労働経済論 4 

地  域 

経済地理学 4 

都市政策論 4 

都市経済論 4 

統  計 統計学 4 

国際経済 

ヨーロッパ経済論 4 

国際経済論 4 

中国経済論 4 

アジア経済論 4 

開発経済論 4 

国際関係論 4 

国際金融論 4 

法  律 
行政法 4 

労働法 4 

文献研究 外国文献研究 4 

演  習 

演習Ⅰ 4 

演習Ⅱ 4 

演習Ⅲ 4 

演習Ⅳ 4 

演習Ⅴ 4 

演習Ⅵ 4 

特別演習Ⅰ 4 

特別演習Ⅱ 4 

特別演習Ⅲ 4 

特別演習Ⅳ 4 

特別演習Ⅴ 4 

特別演習Ⅵ 4 

論文指導 2 
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（2） 履修方法

① 博士の学位を得ようとする者は、３年以上在学し、必要な研究指導を受けた上、前掲の授業科目について、

演習 12 単位以上、演習を除く講義８単位以上、合計 20 単位以上を修得しなければならない。また、演習

Ⅰ〜Ⅲは必修科目とする。

② 演習を担当する教授を指導教授とし、指導教授の担当する講義４単位を修得しなければならない。この演習

12 単位及び講義４単位をその学生の専修科目とする。学生は専修科目以外の授業科目４単位の選択履修、

論文の作成、研究一般について指導教授の研究指導に従うものとする。なお、長期履修制度適用者（長期

履修生）は指導教授の指示に従い、修業年限に応じて演習Ⅳ〜Ⅵを履修することとする。

3． 経営学研究科 博士前期課程 

（1）授業科目と単位数

経営学研究科経営学専攻博士前期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および

専 攻 課 程 
分野 科目群 授  業  科  目 単位数 備 考 

経営学研究科

経営学専攻 

博士前期課程 
研 

究 

科 

共 

通 

科 

目 

研究指導 

研究指導Ⅰ 2 

研究指導Ⅱ 2 

研究指導Ⅲ 2 

研究指導Ⅳ 2 

論文指導 2 

リテラシー

リサーチ方法特論 2 

経営統計特論 2 

ビジネス英語 2 

専門日本語表現 2 

問題発見・問題解決技法 2 

経営情報特論 2 

その他 

インターンシップ 2 

経営特殊講義 2 

ビジネス法特殊講義 2 

経 

営 

経営戦略 

経営倫理 2 

イノベーション特論 2 

経営戦略特論Ⅰ 2 

経営戦略特論Ⅱ 2 

競争戦略特論 2 

コンサルティング特論 2 

ビジネス・コーチング特論 2 

ソーシャル・ビジネス特論 2 

サービスマネジメント特論 2 

経営史特論 2 

組織 

マネジメント

経営学概論 2 

経営組織特論 2 

経営管理特論 2 

人的資源管理特論 2 

企業分析特論 2 

組織間関係特論 2 

中小企業経営特論 2 

リーダーシップ特論 2 

組織行動心理学特論 2 

中小企業診断特論 2 

中小企業政策特論 2 
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経営学研究科

経営学専攻 

博士前期課程 

経 

営 

  組織 

マネジメント

企業診断実習Ⅰ 1 

企業診断実習Ⅱ 1 

企業診断実習Ⅲ 1 

企業診断実習Ⅳ 1 

企業診断実習Ⅴ 1 

企業診断実習Ⅵ 1 

コーポレートガバナンス 2 

生産管理特論 2 

組織デザイン特論 2 

マーケティング

商学概論 2 

マーケティングリサーチ特論 2 

マーケティング特論 2 

マーケティング概論 2 

流通特論 2 

会  計 

会計学概論 2 

財務会計特論 2 

管理会計特論 2 

原価計算特論 2 

国際会計特論 2 

内部統制特論 2 

監査特論 2 

公会計特論 2 

ファイナンス

経済学概論 2 

金融証券特論 2 

行動ファイナンス特論 2 

事業承継特論 2 

資産運用特論 2 

ＩＰＯ特論 2 

コーポレートファイナンス特論 2 

法 

ビジネス法 

ビジネス法 2 

民法Ⅰ 2 

民法Ⅱ 2 

民法Ⅲ 2 

民法Ⅳ 2 

民法Ⅴ 2 

会社法 2 

民事手続法 2 

登記法 2 

信託法 2 

税  法 

所得税法 2 

法人税法 2 

消費税法 2 

相続税法 2 

国際租税法 2 

資産・事業承継税務 2 

公 共 法 刑事法 2 

社 会 法 
独占禁止法・競争政策 2 

雇用関係法 2 

新領域法 

知的財産法 2 

不動産証券化法務 2 

不動産鑑定理論 2 

不動産開発特論 2 

北浜共通科目 別表（1）− 7. に定める科目 

（2）履修方法

修士の学位を得ようとする者は、2 年以上在学し、前掲の授業科目について研究指導 8 単位を含めて 32 単位

以上を修得しなければならない。 
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4． 経営学研究科 博士後期課程 

（1）授業科目と単位数

経営学研究科経営学専攻博士後期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および 

専  攻  課  程 
科目群 授  業  科  目 単位数 備 考 

経営学研究科 

経営学専攻 

博士後期課程 

基盤科目 

研究方法後期特論 2 

論文英語 2 

研究倫理 2 

専門科目 

流通・マーケティング後期特論 2 

組織行動心理学後期特論 2 

会計・ファイナンス後期特論 2 

ベンチャービジネス後期特論 2 

コーポレートガバナンス後期特論 2 

組織再編・事業承継税務後期特論 2 

研究指導科目 

後期研究指導Ⅰ 2 

後期研究指導Ⅱ 2 

後期研究指導Ⅲ 2 

後期研究指導Ⅳ 2 

後期研究指導Ⅴ 2 

後期研究指導Ⅵ 2 

5. 経営情報研究科 修士課程

（1）授業科目と単位数

経営情報研究科経営情報専攻修士課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および 

専 攻 課 程 
科目群 授 業 科 目 単位数 備 考 

経営情報研究科 

経営情報専攻 

修士課程 基礎科目 

会計基礎特論 2 

会計研究方法論 2 

経営基礎特論 2 

マクロ経済分析 2 

ミクロ経済分析 2 

情報処理特論 2 

データ分析特論 2 

ソーシャルネットワーク特論 2 

日欧比較文化特論 2 

プレゼンテーション・ディベート 2 

専 

門 

科 

目 

ア 

カ 

ウ 

ン 

テ 

ィ 

ン 

グ 

・ 

フ 

ァ 

イ 

ナ 

ン 

ス 

系

財務会計論 2 

管理会計論 2 

コーポレートファイナンス 2 

中小企業経営論 2 

中小企業金融論 2 

財務管理特論 2 

企業経営と会計 2 

国際会計論 2 

会計制度特論 2 

マーケティング戦略論 2 

中小企業戦略論 2 

経済シミュレーション特論 2 

労働経済学特論 2 

情 

報 

社 

会 

系 

アルゴリズム特論 2 

情報システム利用特論 2 

情報システム設計特論 2 

情報ネットワーク特論 2 

企業情報システム特論 2 

ビッグデータ解析特論 2 

空間情報処理特論 2 
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マルチメディア特論 2 

身体情報処理特論 2 

広告ブランディング戦略特論 2 

映像メディア特論 2 

地域社会学特論 2 

コミュニケーション特論 2 

メディア社会学 2 

公共圏の社会学 2 

経営情報研究科 

経営情報専攻 

修士課程 

消費者行動特論 2 

文化社会学特論 2 

家族社会学特論 2 

教育社会学特論 2 

計量社会学特論 2 

産業・労働社会学特論 2 

政治心理学特論 2 

教育方法学特論 2 

特

別

講

義 

経営情報特別講義 2 

インターンシップ 2 

自

主

選

択 

日本語アカデミックライティングⅠ 2 

日本語アカデミックライティングⅡ 2 

指導科目 

研究指導Ⅰ 2 

研究指導Ⅱ 2 

研究指導Ⅲ 2 

研究指導Ⅳ 2 

論文指導 2 

北浜共通

科目 
別表（1）− 7. に定める科目 

（2）履修方法

修士の学位を得ようとする者は、2 年以上在学し、前掲の授業科目について研究指導群から 8 単位を含めて 30

単位以上を修得しなければならない。

情

報

社

会

系
専

門

科

目
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6. 人間科学研究科臨床心理学専攻 修士課程

（1） 授業科目と単位数

人間科学研究科臨床心理学専攻修士課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および 

専  攻  課  程 
科目群 授 業 科 目 単位数 備考 

人間科学研究科 

臨床心理学専攻 

修士課程 

基礎科目 

心理学統計法特論Ⅰ 2 

心理学統計法特論Ⅱ 2 

臨床心理学研究法特論 2 

専門科目 

臨床心理学特論Ⅰ 2 

臨床心理学特論Ⅱ 2 

臨床心理面接特論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践） 2 

臨床心理面接特論Ⅱ 2 

臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践） 2 

臨床心理査定演習Ⅱ 2 

家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会における心理支援に

関する理論と実践） 
2 

精神医学特論（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 2 

神経生理心理学特論 2 

投影法特論 2 

産業・労働分野に関する理論と支援の展開 2 

心理療法特論 2 

学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開） 2 

地域発達相談実習Ⅰ（心理実践実習） 2 

地域発達相談実習Ⅱ（心理実践実習） 2 

集団精神療法特論 2 

臨床心理基礎実習 2 

臨床心理実習Ⅰ a（心理実践実習） 10 

臨床心理実習Ⅰ b（心理実践実習） 10 

臨床心理実習Ⅱ 2 

発達心理検査演習Ⅰ 2 

発達心理検査演習Ⅱ 2 

心の健康教育に関する理論と実践 2 

福祉分野に関する理論と支援の展開 2 

司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開 2 

臨床心理実践特論 2 

研究指導科目 

研究指導Ⅰ 2 

研究指導Ⅱ 2 

研究指導Ⅲ 2 

研究指導Ⅳ 2 

論文指導 2 

（2） 履修方法

修士の学位を得ようとする者は、2 年以上在学し、前掲の授業科目について基礎科目および専門科目から 22

単位以上且つ演習・指導科目 8 単位を含めて 30 単位以上を修得しなければならない。
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７． 人間科学研究科人間共生専攻 修士課程 

（1） 授業科目と単位数

人間科学研究科人間共生専攻修士課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科および 

専  攻  課  程 
科目群 授 業 科 目 単位数 備考 

人間科学研究科 

人間共生専攻 

修士課程 

基礎科目 

インターンシップ 2 

ベーシックいのちを守るまちづくり 2 

ベーシック人間と災害 2 

ベーシック現代社会と食マネジメント論 2 

ベーシック現代社会と住まい 2 

専 

門 

科 

目 

スポーツ運動学特論 2 

スポーツクラブマネジメント特論 2 

身体測定評価学特論 2 

身体情報処理特論 2 

スポーツ心理学特論 2 

スポーツマネジメント特論 2 

コーチング科学特論 2 

スポーツハイパフォーマンス特論 2 

スポーツバイオメカニクス特論 2 

スポーツビジネス特論 2 

健康医学特論 2 

栄養学特論 2 

 

高齢者・障がい者ケア特論 2 

現代家族特論 2 

看護学特論 2 

衛生・公衆衛生学特論 2 

生活環境学特論 2 

ライフスタイル社会学特論 2 

組織リーダーシップ特論 2 

社会心理学特論 2 

演習・指導科目 

専門演習Ⅰ 2 

専門演習Ⅱ 2 

研究指導Ⅰ 2 

研究指導Ⅱ 2 

研究指導Ⅲ 2 

研究指導Ⅳ 2 

論文指導 2 

（2） 履修方法

修士の学位を得ようとする者は、2 年以上在学し、前掲の授業科目について基礎科目および専門科目から 18

単位以上且つ演習・指導科目 12 単位を含めて 30 単位以上を修得しなければならない。

ス
ポ
ー
ツ
健
康
コ
ー
ス 
社
会
ラ
イ
フ
コ
ー
ス 
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 8． 共通科目（経営学研究科・経営情報研究科） 

科 目 群 授  業  科  目 単位数 備考 

基礎科目 

プレゼンテーション・ディベート 2 

ビジネス法 2 

経営学概論 2 

商学概論 2 

別表（２） 

１．経済学研究科・経営学研究科 

  （単位：円） 

入学検定料 
博士前期課程 

博士後期課程 
３５, ０００ 

経済学研究科・経営学研究科 博士前期課程   （単位：円） 

セメスター 合計 入学金 

学費 

授業料 
施設設備 

資金 

標準修了年限２年 
第 1 セメスター 535,000 200,000 265,000 70,000 

第 2 〜 4 セメスター 335,000 265,000 70,000 

修了年限３年 
第 1 セメスター 435,000 200,000 180,000 55,000 

第 2 〜 6 セメスター 221,000 176,000 45,000 

修了年限４年 
第 1 セメスター 371,000 200,000 136,000 35,000 

第 2 〜 8 セメスター 167,000 132,000 35,000 

経済学研究科・経営学研究科 博士後期課程   （単位：円） 

セメスター 合計 入学金 

学費 

授業料 
施設設備 

資金 

標準修了年限３年 
第 1 セメスター 535,000 200,000 265,000 70,000 

第 2 〜 6 セメスター 335,000 265,000 70,000 

修了年限４年 
第 1 セメスター 460,000 200,000 204,000 56,000 

第 2 〜 8 セメスター 250,000 198,000 52,000 

修了年限５年 
第 1 セメスター 401,000 200,000 159,000 42,000 

第 2 〜 10 セメスター 201,000 159,000 42,000 

修了年限６年 
第 1 セメスター 373,000 200,000 138,000 35,000 

第 2 〜 12 セメスター 167,000 132,000 35,000 

注： 本学卒業生、本学大学院修了生および飛び級入試合格者で本学３年次在籍者が入学する場合は、 

入学金を免除する。 

長期履修期間の短縮が認められた場合、「学費等納付金額に関する規程」により再計算した授業料等を 

納めなければならない。 

-21-

－学則－56－



２．経営情報研究科・人間科学研究科 

   （単位：円） 

入学検定料 修士課程 ３５, ０００ 

（単位：円） 

修 士 課 程 

学 費 等 

納 付 金 

入 学 金 200,000 

授 業 料 530,000 

施設設備費 140,000 

入学年度額 870,000 

（注） １. 入学金は入学年度のみ徴収する。 
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変更事項を記載した書類

○変更時期

令和 9年 4月 1日

○新課程に関する改正

・令和 9年度に経営学研究科経営学専攻博士後期課程の設置ならびに経営学研究科経営学専

攻の修士課程から博士前期課程への課程の変更に伴い、学則の条文および別表を変更した。

○変更点

・第 3条の、大学院における学生定員を変更

（入学定員および収容定員を新たな課程区分に対応して記載内容を変更）

・第 13 条の、博士の学位授与に係る審議機関の規定を変更

（論文提出による博士の学位授与に際し、意見を聴く研究科委員会の変更）

・別表（1）の、経営学研究科経営学専攻の課程名称を変更

（「経営学研究科経営学専攻修士課程」を「経営学研究科経営学専攻博士前期課程」に変更）

・別表（1）の、経営学研究科経営学専攻博士後期課程の授業科目および単位数を追加

（「経営学研究科経営学専攻博士後期課程」の科目群、授業科目、単位数を追加）

・別表（1）の、条文番号を変更

（「経営学研究科博士後期課程」を追加し、条文番号を繰り下げる）

・別表（2）の、学費等納付金の適用対象研究科を変更

（学費区分を「経済学研究科・経営学研究科」、「経営情報研究科・人間科学研究科」に整理）

・附則の、改正日および施行日を追加

（令和 8年 5月 26 日改正、令和 9年 4月 1日施行）

以上 
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第 １ 章　　 総則 第 １ 章　　 総則

第　１　条 ～ 第　２　条 （略） 第　１　条 ～ 第　２　条 （略）

第　３　条 本学大学院の学生定員は次のとおりとする。 第　３　条 本学大学院の学生定員は次のとおりとする。

第　４　条 ～ 第　42　条 12 （略） 第　４　条 ～ 第　42　条 12 （略）

第　13　条 本学大学院の博士後期課程を経ないで論文を提出し、博士の学位を請求した者については、 第　13　条 本学大学院の博士後期課程を経ないで論文を提出し、博士の学位を請求した者については、
論文の審査及び試験に合格し、かつ、専攻学術に関し博士後期課程を修了した者と同等以上の 論文の審査及び試験に合格し、かつ、専攻学術に関し博士後期課程を修了した者と同等以上の
広い学識と研究能力を有する者と確認された時は、請求された研究科委員会の意見を聴いて 広い学識と研究能力を有する者と確認された時は、経済学研究科委員会の意見を聴いて
博士の学位を学長が授与することができる。 博士の学位を学長が授与することができる。

第　14　条 ～ 第　12　章 第　42　条 （略） 第　14　条 ～ 第　12　章 第　42　条 （略）

第 13 章　　 改廃 第 13 章　　 改廃

第　43　条 本学則の改廃は、研究科委員会の意見を聴いて理事会が行う。 第　43　条 本学則の改廃は、研究科委員会の意見を聴いて理事会が行う。

（附則） （附則）
第　１　条 ～ 第　65　条 （略） 第　１　条 ～ 第　65　条 （略）
第　66　条 本学大学院学則は、令和8年5月26日に改正し、令和9年4月1日から施行する。 ＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

別表（１） 別表（１）
各研究科における授業科目と単位数は次のとおりである。 各研究科における授業科目と単位数は次のとおりである。

１．経済学研究科　博士前期課程 １．経済学研究科　博士前期課程
（略） （略）

２．経済学研究科　博士後期課程 ２．経済学研究科　博士後期課程
（略） （略）

３．経営学研究科　博士前期課程 ３．経営学研究科　修士課程
（１） 授業科目と単位数 （１） 授業科目と単位数

経営学研究科経営学専攻博士前期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。 経営学研究科経営学専攻修士課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

研究科名 専 攻
修士課程 博士前期課程 博士後期課程

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

経営情報
研究科

経営情報
専攻

20名 40名

大阪経済大学　大学院　2027年度学則改正（案）　新旧対照表

改　正 現　行

研究科名 専 攻
修士課程 博士前期課程 博士後期課程

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員
経済学
研究科

経済学
専攻

— — — —

20名 5名 15名

経営学
研究科

経営学
専攻

50名 100名 — — — —

経済学
研究科

経済学
専攻

— — 10名15名

経営学
研究科

経営学
専攻

— — 50名 100名 2名 6名

— — 10名 20名 5名

— — —

人間科学
研究科

臨床心理学
専攻

10名 20名 — — — —

人間共生 専
攻

10名 20名 —

経営学研究科
経営学専攻
修士課程

研
究
科
共
通
科
目

— —

研究科および
専 攻 課 程

分野 科目群備 考

— — —

税 法

研究指導

マーケティング

研究指導Ⅱ 2
研究指導Ⅲ 2

2
経営統計特論 2
ビジネス英語 2

人間科学
研究科

臨床心理学
専攻

10名 20名 — — — —

人間共生 専
攻

10名 20名 — —

経営情報
研究科

経営情報
専攻

20名 40名 —

サービスマネジメント特論 2

ビジネス・コーチング特論 2

経

営

その他
インターンシップ 2
経営特殊講義 2

問題発見・問題解決技法 2
経営情報特論 2

組織行動心理学特論 2
中小企業診断特論 2

中小企業経営特論 2
リーダーシップ特論 2

企業分析特論 2
組織間関係特論 2

コーポレートガバナンス 2

企業診断実習Ⅳ 1
企業診断実習Ⅴ 1

企業診断実習Ⅱ 1
企業診断実習Ⅲ 1

中小企業政策特論 2

2
財務会計特論 2
管理会計特論 2

2

民法Ⅳ 2

企業診断実習Ⅰ 1

企業診断実習Ⅵ 1

内部統制特論 2
監査特論 2

原価計算特論 2
国際会計特論 2

2
雇用関係法 2

公共法 刑事法 2

相続税法

民法Ⅴ 2

登記法
信託法 2
所得税法 2
法人税法 2
消費税法 2

資産・事業承継税務 2

授 業 科 目 単位数 備 考

研究指導Ⅰ 2
研究指導Ⅱ 2
研究指導Ⅲ 2
研究指導Ⅳ 2
論文指導 2

ビジネス法特殊講義 2

経営戦略

経営倫理 2
イノベーション特論 2
経営戦略特論Ⅰ 2
経営戦略特論Ⅱ 2

ソーシャル・ビジネス特論 2

競争戦略特論 2
コンサルティング特論

2
専門日本語表現 2

リテラシー

リサーチ方法特論 2
経営統計特論 2
ビジネス英語

2

経営史特論 2

組織
マネジメント

経営学概論 2
経営組織特論 2
経営管理特論 2
人的資源管理特論 2

生産管理特論 2
組織デザイン特論 2

ファイナンス

経済学概論

会社法 2
民事手続法

商学概論 2
マーケティングリサーチ特論 2
マーケティング特論 2

資産運用特論 2
ＩＰＯ特論 2

会 計

会計学概論

研究科および
専 攻 課 程

分野 科目群 授 業 科 目 単位数

経営学研究科
経営学専攻
博士前期課程

研
究
科
共
通
科
目

研究指導

研究指導Ⅰ 2

研究指導Ⅳ 2

その他
インターンシップ 2

経

営

経営戦略

社会法
独占禁止法・競争政策

流通特論 2

公会計特論 2

マーケティング概論 2

2

ビジネス法

ビジネス法 2
民法Ⅰ 2
民法Ⅱ 2
民法Ⅲ

2

行動ファイナンス特論 2
事業承継特論 2

2

法

論文指導 2

2
国際租税法 2

コーポレートファイナンス特論

2
金融証券特論 2

ビジネス法特殊講義 2
経営倫理 2

経営戦略特論Ⅱ 2

問題発見・問題解決技法 2
経営情報特論 2

組織行動心理学特論 2

リテラシー

リサーチ方法特論

専門日本語表現 2

競争戦略特論 2
コンサルティング特論 2

イノベーション特論 2
経営戦略特論Ⅰ 2

経営特殊講義 2

ビジネス・コーチング特論 2
ソーシャル・ビジネス特論 2

人的資源管理特論 2

中小企業政策特論 2

企業分析特論 2

サービスマネジメント特論 2
経営史特論 2

中小企業診断特論 2

組織間関係特論 2
中小企業経営特論 2
リーダーシップ特論 2

企業診断実習Ⅴ 1
企業診断実習Ⅵ 1

企業診断実習Ⅲ 1
企業診断実習Ⅳ 1

組織
マネジメント

経営学概論 2
経営組織特論 2
経営管理特論 2

企業診断実習Ⅰ 1
企業診断実習Ⅱ 1

組織デザイン特論 2

コーポレートガバナンス 2
生産管理特論 2

2

マーケティング

商学概論 2
マーケティングリサーチ特論 2
マーケティング特論 2
マーケティング概論 2
流通特論 2

2

会 計

会計学概論 2
財務会計特論 2
管理会計特論 2
原価計算特論 2

監査特論 2
公会計特論 2

国際会計特論 2
内部統制特論

ＩＰＯ特論 2
コーポレートファイナンス特論 2

ファイナンス

経済学概論 2
金融証券特論 2
行動ファイナンス特論 2
事業承継特論 2
資産運用特論 2

民法Ⅲ 2
民法Ⅳ 2

国際租税法 2

信託法 2

民事手続法 2
登記法 2

民法Ⅴ 2
会社法 2

税 法

所得税法 2
法人税法 2
消費税法 2
相続税法 2

資産・事業承継税務 2

法

ビジネス法

ビジネス法 2
民法Ⅰ 2
民法Ⅱ

公共法 刑事法 2

社会法
独占禁止法・競争政策 2
雇用関係法 2
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４．経営学研究科　博士後期課程
（１） 授業科目と単位数

経営学研究科経営学専攻博士後期課程における授業科目および単位数は次のとおりとする。

５．経営情報研究科　修士課程 ４．経営情報研究科　修士課程
（略） （略）

６．人間科学研究科臨床心理学専攻 修士課程 ５．人間科学研究科臨床心理学専攻 修士課程
（略） （略）

７．人間科学研究科人間共生専攻 修士課程 ６．人間科学研究科人間共生専攻 修士課程
（略） （略）

８．共通科目（経営学研究科・経営情報研究科） ７．共通科目（経営学研究科・経営情報研究科）
（略） （略）

別表（２） 別表（２）
１．経済学研究科・経営学研究科 １．経済学研究科＿＿＿＿＿＿＿＿

（単位：円） （単位：円）

経済学研究科・経営学研究科　博士前期課程 （単位：円） 経済学研究科________________　博士前期課程 （単位：円）

経済学研究科・経営学研究科　博士後期課程 （単位：円） 経済学研究科________________　博士後期課程 （単位：円）

注：本学学生、本学大学院修了生および飛び級入試合格者で本学３年次在籍者が入学する 注：本学学生、本学大学院修了生および飛び級入試合格者で本学３年次在籍者が入学する
場合は、入学金を免除する。 場合は、入学金を免除する。
長期履修期間の短縮が認められた場合、「学費等納付金額に関する規程」により際研鑽した 長期履修期間の短縮が認められた場合、「学費等納付金額に関する規程」により際研鑽した
授業料等を納めなければならない。 授業料等を納めなければならない。

２．経営情報研究科・人間科学研究科 ２．経営学研究科・経営情報研究科・人間科学研究科

（単位：円） （単位：円）

（単位：円） （単位：円）

（注） １．入学金は入学年度のみ徴収する。 （注） １．入学金は入学年度のみ徴収する。

修了年限6年
第2セメスター 373,000 200,000 138,000 35,000

第2～12セメスター 167,000 132,000 35,000

修了年限5年
第1セメスター 401,000 200,000 159,000 42,000

第2～10セメスター 201,000 159,000 42,000

修了年限4年
第1セメスター 460,000 200,000 204,000 56,000

第2～8セメスター 250,000 198,000 52,000

セメスター 合計 入学金
学費

授業料
施設設備
資金

標準修業年限3年
第1セメスター 535,000 200,000 265,000 70,000

第2～6セメスター 335,000 265,000 70,000

修了年限4年
第1セメスター 371,000 200,000 136,000 35,000

第2～8セメスター 167,000 132,000 35,000

修了年限3年
第1セメスター 435,000 200,000 180,000 55,000

第2～6セメスター 221,000 176,000 45,000

標準修業年限2年
第1セメスター 535,000 200,000 265,000 70,000

第2～4セメスター 335,000 265,000 70,000

入学検定料
博士前期課程

35,000
博士後期課程

セメスター 合計 入学金
学費

授業料
施設設備
資金

42,000
第2～10セメスター 201,000 159,000 42,000

修了年限6年
第2セメスター 373,000 200,000 138,000 35,000

第2～12セメスター 167,000 132,000 35,000

修了年限5年
第1セメスター 401,000 200,000 159,000

70,000
第2～6セメスター 335,000 265,000 70,000

修了年限4年
第1セメスター 460,000 200,000 204,000 56,000

第2～8セメスター 250,000 198,000 52,000

標準修業年限3年
第1セメスター 535,000 200,000 265,000

35,000
第2～8セメスター 167,000 132,000 35,000

セメスター 合計 入学金
学費

授業料
施設設備

資金

修了年限4年
第1セメスター 371,000 200,000 136,000

70,000
第2～4セメスター 335,000 265,000 70,000

修了年限3年
第1セメスター 435,000 200,000 180,000 55,000

第2～6セメスター 221,000 176,000 45,000

標準修業年限2年
第1セメスター 535,000 200,000 265,000

入学検定料
博士前期課程

35,000
博士後期課程

セメスター 合計 入学金
学費

授業料
施設設備

資金

後期研究指導Ⅵ 2

2

研究指導科目

後期研究指導Ⅰ 2
後期研究指導Ⅱ 2
後期研究指導Ⅲ 2
後期研究指導Ⅳ 2
後期研究指導Ⅴ 2

授 業 科 目 単位数 備 考

基盤科目
研究方法後期特論 2
論文英語 2
研究倫理 2

経営学研究科
経営学専攻
修士課程

新領域法

知的財産法 2

経営学研究科
経営学専攻
博士前期課程

不動産開発特論 2
北浜共通科目 別表（1）−7.に定める科目

不動産証券化法務 2
不動産鑑定理論 2

法

北浜共通科目 別表（1）−7.に定める科目

新領域法

知的財産法 2
不動産証券化法務 2
不動産鑑定理論 2
不動産開発特論 2

法

施 設 設 備 資 金 140,000
入 学 年 度 年 額 870,000

研究科および
専 攻 課 程

経営学研究科
経営学専攻
博士後期課程

専門科目

流通・マーケティング後期特論 2
組織行動心理学後期特論 2
会計・ファイナンス後期特論 2
ベンチャービジネス後期特論 2
コーポレートガバナンス後期特 2
組織再編・事業承継税務後期特

科目群

入学検定料 修士課程 35,000

修士課程

学 費 等
納 付 金

入 学 金 200,000
授 業 料 530,000
施 設 設 備 資 金 140,000
入 学 年 度 年 額 870,000

入学検定料 修士課程 35,000

修士課程

学 費 等
納 付 金

入 学 金 200,000
授 業 料 530,000

－学則－60－



－学則－61－



－学則－62－
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設置の趣旨等を記載した書類 

 

1. 経営学研究科経営学専攻博士後期課程の趣旨および必要性 

1.1 経営学研究科の沿革 

 大阪経済大学は 1932（昭和 7）年に「商都大阪に実業人を養成する学校を」という、経済界の肝

煎りで設置された浪華高等商業学校の開設から始まり、1949(昭和 24)年に、学制改革により現在

の名称である大阪経済大学となった。 

1950 年代以降、経済学部に加え、1964(昭和 39)年に経営学部、1966(昭和 41)年に大学院経済

学研究科修士課程、1968（昭和 43）年に同研究科博士課程を設置し、日本経済史研究所、中小

企業･経営研究所とも相俟って広く学界に寄与し、経済･経営系大学として活発な活動を展開して

いった。教学の充実を図る中、学部再編や情報化の進展に伴い、2003（平成 15）年に経営情報研

究科修士課程を設置し、2005 年（平成 17 年）に経営学研究科修士課程が設置されると同時に、

社会人教育や地域連携、実業界との連携、研究活動の場、実業界との連携で生まれた社会人向

け実践教育の場として北浜キャンパスを開設した。2006 年（平成 18 年）には、人間科学研究科修

士課程を設置した。 

本研究科修士課程は設置後も、社会的要請に対応する新しい教育方法を恒常的に模索し、継

続的に教育課程を見直すことで、おおむね定員充足率を満たしており【資料 01】、これは、本研究

科が産業界の人材需要に応え続けてきたことの表れである。ビジネス社会の変容に伴い、求めら

れる人材も変容する。当然、人材育成に適した教育環境もまた発展させる必要がある。既設の本

研究科修士課程は、①2 フィールド、11 ユニットの科目群と 17 の履修モデルで体系的な学修の促

進、②「理論と実践」の両面に精通した高度職業人として成長、③「コンサル型税理士」の育成によ

る差別化、④大学院生間の交流による研究環境のダイバーシティ推進を特色としてかかげ、研究

科の教育の質保証・質向上を図り、ビジネス社会の変容に対応している。 

このたび、本学は、既設の本研究科修士課程が教育を担ってきた経営学分野を取り巻くビジネ

ス社会の環境の劇的な変化への対応が急務であることから、より高度な教育と人材育成を行うため

に、これまで修士課程のみであった経営学研究科経営学専攻を課程変更し、経営学専攻博士後

期課程を設置し、あわせて修士課程を博士前期課程とする。 

ビジネス社会の環境の劇的な変化とは、Society 5.0（「超スマート社会」）を基盤とするビジネス社

会においては、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望に応えるとともに、価値観に寄り添った

新しい価値やサービスの創出が求められ、このような価値創造のニーズや社会構造の変化に伴い、

市場経済・ビジネス環境も多様化していることを指す。このような変化に対応し新しいビジネスの仕

組みを構想・構築できる人材を育成する。これらによって、本研究科全体として社会的要請に応え

る教育・研究体制を整え、社会の持続的発展に貢献する。 

 

1.2 経営学専攻博士後期課程設置の背景と必要性 

① 経営学の教育研究の高度化の必要性 
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既設の本研究科修士課程は、企業の社会的責任を根底にした革新的経営を追求する企業家

精神の涵養と学術理論を修得し、新しいマネジメント体系を具現化できる「専門性の高い実践的能

力を有する人材」の育成を目指すため、ケーススタディやグループワークなどを通じての実務の理

論的体系化やビジネスパーソンのキャリアアップ・リスキリングといった理論と実践の有機的な融合

を図る教育課程を編成してきた。  

現在、営利・非営利のあらゆる継続的事業体は、その規模に応じて各種の職能を分化させ、経

営企画、総務、組織、人事労務、生産管理、研究開発、マーケティング、会計、財務、知財など、

多様な専門職種を形成している（日本学術会議経営学委員会「わが国の経営学大学院教育のあ

り方について‐高度専門職業人教育を中心にして‐（平成 29 年（2017 年））」【資料 02】）。急激な科

学技術の高度化、社会経済のグローバル化の進展にともなって、研究開発や製品開発が加速化

し、製品ライフサイクルは短期化し、また、競争の規模とスピードが加速している。その結果、終身

雇用・年功序列の雇用制度の中で人材を自社組織の中で育て持続的な発展を目指していくような

いわゆる日本型の成功モデルでは通用しなくなってきているなど、ビジネス環境がめまぐるしく変化

する中、産業の新たな価値の創出や労働生産性を向上させることが喫緊の課題である。そうした中、

イノベーション力やクリエイティビティの強化に根ざす研究力の向上・高度専門職業人養成の一層

の充実や強化が必要となる。すなわち、新しいビジネスの仕組みを構想し実現できる人材が求めら

れる。本研究科修士課程では、このような時代の要請に応えることを趣旨とした教育を実践してき

たが、今まで以上に、社会、特に企業が必要とするイノベーション人材・経営人材の育成に取り組

む必要がある。 

 

② 経営学専攻博士後期課程設置の背景 

②‐１ 経営学を取り巻く市場経済・ビジネス環境の変化 

本研究科に、新たに経営学専攻博士後期課程を設置しようとする背景には、これまで、経営学

専攻博士後期課程の基礎となる本研究科修士課程が教育を担ってきた経営学を取り巻く市場経

済・ビジネス環境の、以下で述べるような変化がある。 

 

②‐１‐１ 付加価値の多様化 

第一に、既存の枠組みにとらわれない市場・ビジネス等の登場による付加価値の多様化が挙げ

られる。Society 5.0 実現を描く政府の「第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年１月 22 日閣議決定）」

【資料 03】では、科学技術の大きな進展、これに加えて、近年、情報通信技術（ＩＣＴ）の急激な進

化により、グローバルな環境において、情報、人、組織、物流、金融など、あらゆる「もの」が瞬時に

結び付き、相互に影響を及ぼし合う新たな状況が生まれてきていると指摘し、既存の産業構造や

技術分野の枠にとらわれることなく、これまでにはない付加価値が生み出されるようになってきてい

ると述べられている。人々の関心が「もの」から「コト」へと変化するなど価値観が多様化し、ユーザ

ーの多様な要望や共感に応える新しい価値やサービスを創出することが求められる。 
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②‐１‐2 進む働き方改革に伴う DX の実現 

第二に、人々の働き方の変化があげられる。政府の「平成 29 年度 年次経済財政報告（平成 29

年 7 月）」【資料 04】では、進展する ICT の活用により働き方もスマート化し、Society 5.0 が実現す

ると、時間や空間に縛られない働き方が増加し得ると指摘している。こうした働き方改革は、長時間

労働の是正によって、肉体的・精神的な負担が軽減されることが業務の効率性を高めるとともに、

能力開発のために割く時間的な余裕をもたらすと考えられる。そうした中、企業においては、デジタ

ル・トランスフォーメーション(DX)が業務効率化等の観点から推進され、加速されている。経済産業

省の「デジタルスキル標準 ver.1.0(2022 年 12 月)」【資料 05】では、データ活用やデジタル技術の

進化により、我が国や諸外国において、データ・デジタル技術を活用した産業構造の変化が起き

つつあり、このような変化の中で企業が競争上の優位性を確立するためには、常に変化する社会

や顧客の課題を捉え、DX を実現することが重要と謳っている。 

 

②‐１‐3 イノベーション・価値創造の要求の高まり 

第三に、グローバルな競争が激化する中でのイノベーション創出力への要求の増大が挙げられ

る。上記の「第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年１月２２日閣議決定）」【資料 03】では、世界的に

オープンイノベーションの取組みが進む中で、国内外の人材、知、資金を活用し、新しい価値の創

出とその社会実装を迅速に進めていくことが、今後の我が国の競争力を左右すると指摘している。

文部科学省の「平成 29 年版科学技術白書」【資料 06】では、このようなオープンイノベーションに

取り組む上では、高度な知の創出と社会実装を推進するために、専門性と多様性を持った研究者

はもちろんのこと、イノベーション全体を見通し戦略を策定する経営人材や、迅速かつ小回りの利く

ベンチャー創出を推進する起業家人材や、研究開発プロジェクトの企画・管理を担うプログラム・マ

ネージャー（ＰＭ）と研究活動全体のマネジメントを主務とするリサーチ・アドミニストレーター（URA：

University Research Administrator）といった技術移転を担うコーディネーター人材が必要であるこ

とを指摘している。つまり、オープンイノベーションを成功させるには、外部との連携を円滑に進め、

組織全体をリードするためのリーダーシップとマネジメント力が不可欠である。 

以上のような、経済・ビジネス環境の変化について、政府の「第 6 期 科学技術・イノベーション

基本計画（令和３年３月 26 日閣議決定）」【資料 07】では、新たな社会を設計し、その社会で新た

な価値創造を進めていくためには、多様な「知」が必要であるとし、Society 5.0 への移行において

は、自然科学のみならず、人文・社会科学も含めた「総合知」を活用できる仕組みの構築が求めら

れている。 

 

②‐2 政府や経済界の動向 

これらの変化に対応するための、政府や経済界の動向について述べる。一般社団法人日本経

済団体連合会の「Society 5.0‐ともに創造する未来‐（2018 年 11 月 13 日）」【資料 08】では Society 

5.0 時代には人の役割が大きく変化し、新しいことに挑戦し、価値を創造できるような人材の育成

が急務であるとし、多様な背景と価値観を持つ人々からなるコミュニティーやビジネス上のチームに
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おいて、リーダーシップを発揮できる人材が重要であると指摘している。「第 6 期 科学技術・イノベ

ーション基本計画（令和 3 年 3 月 26 日閣議決定）」【資料 07】では、Society 5.0 を普遍的でグロー

バルな未来社会像と掲げ、そこにおいては「自然科学のみならず人文・社会科学も含めた多様な

『知』の創造と、『総合知』による現存の社会全体の再設計、さらには、これらを担う人材育成が避け

ては通れない。」と指摘されている。また、一般社団法人日本経済団体連合会による「Society 5.0

の実現に向けた『戦略』と『創発』への転換（2019 年）」【資料 09】では、「Society 5.0 は『創造社会』

であり、『デジタル革新と多様な人々の想像・創造力の融合によって、社会の課題を解決し、価値

を創造する社会』である」としたうえで、「多様な個々人や異分野・異業種の融合を促進して、新た

なアイディアを創出することが重要である」と指摘している。 

こうした、Society 5.0を基盤とするビジネス社会においては、たとえば、経済産業省の「Society5.0

時代のデジタル人材育成に関する検討会報告書：スキルベースの人材育成を目指して 令和 7 年

5 月」【資料 10】では、「DX 推進人材として、創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的思

考などのパーソナルスキルやビジネス・デザインスキル、『問いを立てる力』や『仮説を立てる・検証

する力』、さらには成果物を『評価する・選択する力』」などがスキルとして求められると指摘される。 

内閣府科学技術・イノベーション推進事務局の「博士人材のキャリア（趣旨・概要）2023 年 1 月

19 日」【資料 11】においては、「日本の博士取得者のキャリアの多様化は、産業構造（スタートアッ

プの育成、新市場開拓への取組など）や、雇用慣行（ジョブ型雇用への転換など）、経営戦略（人

的資本の経営など）の変革とも密接に関連する。」とされる。日本経済団体連合会「中央教育審議

会大学分科会大学院部会（第 124 回）博士人材に関する産学協議会合報告書博士人材が活躍

する社会の実現に向けて－目指すべき姿と具体的な取り組み－（2026 年 3 月 23 日）」は、「今後

は、博士人材を高度なイノベーション創出や未知の探究であるインベンションを担う人材として位

置づけ、大学院教育改革を一層推進するとともに、博士課程を通じて培われる高度な専門性と幅

広いトランスファラブルスキル（汎用的能力）を適切に評価し、多様な場で活かすための仕組みを

整備することが重要である」【資料 12】とし、また、内閣府が PEAKS（Forum on Promoting the 

Evolution of Academia for Knowledge Society）のもとに令和 7 年 1 月に新たに設立した「博士人材

の活躍に向けた産学官連携プラットフォーム」【資料 13】では、「我が国が継続的にイノベーション

を創出していくためには、社会課題の解決や新たな価値創造を先導する能力を持った多様な人

材を育成し、産業界とアカデミアを行き来しながら活躍することが不可欠である。博士人材は、①特

定の分野について高度な専門的知見を有するとともに、②汎用的能力を身につけ、自ら課題を発

見し、その解決策までを描くことができると認められた人材であり、社会が複雑化し、産業構造の転

換や分野横断的なグローバル課題の解決が求められる中、博士人材を活用してイノベーションの

創出につなげていくことは世界的な潮流となっている。」と述べられている。 

 

②‐3 経営学分野の研究者、高度専門職業人養成の必要性 

このような背景から、Society 5.0 の実現やイノベーションの創出の理論と実践に関連性を有する

経営学分野を専門とする研究者、高度専門職業人が必要であり、そのような人材育成の必要性は
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【資料 07】から【資料 13】に加え、中央教育審議会による「2040 年に向けた高等教育のグランドデ

ザイン（答申）平成 30 年 11 月 26 日」【資料 14】においても、大学院は「創造性豊かな優れた研究・

開発能力を持つ研究者等の養成」、「高度な専門的知識・能力を持つ高度専門職業人の養成」、

「確かな教育能力と研究能力を兼ね備えた大学教員の養成」及び「知識基盤社会を多様に支える

高度で知的な素養のある人材の養成」という四つの人材養成機能を担っており、高等教育の中で

もとりわけ大学院は知識集約型社会における知の生産、価値創造を先導する高度な人材を育成

する役割を中心的に担うことが期待される存在であると指摘している。また、文部科学省と経済産

業省が作成した「博士人材の民間企業における活躍促進にむけたガイドブック」【資料 15】では、

「イノベーションの源泉は、『人材』です。最先端の科学技術を理解し、社会実装をリードできる人材

が必要です。それは、博士人材にほかなりません。」と指摘されている。内閣府の「地域における産

業界人材育成ニーズの分析 2020 年９月 25 日」【資料 16】では、「事務系職種における専門知識

分野のニーズは、会計・簿記、マーケティング、経営組織・戦略等の経営学や法律、経済の分野に

おいて特に高い傾向が見られる。なお、この傾向は、業種の違いや地域の違いに左右されずに維

持されることが確認された」との報告がなされており、文部科学省中央教育審議会大学分科会「人

文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について（審議まとめ）概要令和 5 年 12 月

22 日」【資料 17】に指摘されている通り、価値発見・価値創造的な視座を提供する社会科学系の人

材育成については、その期待が非常に高まってくると予測される。 

大阪府においては、大阪府商工労働部の「大阪府内の企業の人材育成・リスキリング －製造、

建設、運輸、宿泊･飲食の業種を中心に－ 令和 7 年 3 月」【資料 18】では、大阪府の生産年齢人

口（15 歳～64 歳）が 2020 年からみて 2035 年に 8 割台の水準に減少することが推計され、企業の

人材不足が懸念される。また、働き方の変化から、経営環境や経営課題等に対して、人的資本経

営の取組みの一つに位置付けられるリスキリングの必要性や取組みの促進可能性が指摘されてい

る。また、大阪府の「第 11 次大阪府職業能力開発計画（大阪産業人材育成計画）令和 4 年 3 月」

【資料 19】では、近年、ＡＩ・ＩｏＴやビッグデータ等の進化による「第 4 次産業革命」の急速な進展、

少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少、人生 100 年時代に伴う職業人生の長期化等、雇

用環境を取り巻く社会・経済環境が大きく変化している中で、労働者に求められるスキルが高度化

複雑化しており、ＤＸを推進するためのデジタル技術をはじめ、課題発見力・解決力や情報収集力、

企画提案力等の能力の必要性が指摘されている。 

 

③ 経営学専攻博士後期課程設置の必要性 

i) 経営を取り巻くビジネス環境の変化に対応できる人材像 

②‐１‐１で述べた第一の変化に対応するためには、多様な個々人や異分野・異業種の融合を促

進して、新たなアイディアを創出できる能力をもった人材が必要である。そのためには、市場経済・

ビジネス環境に関わる主な学問分野のイノベーション理論、マーケティング・リサーチ、ファイナンス、

組織行動等の高度な理論と実践的な方法論を修得させ、フィールドワークやアンケート調査等の

手法をもって、実際の行政、企業組織等を対象とした事例分析を行い、その分析に基づいた課題
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を発見し、自立した研究能力と課題解決能力をもった人材を育成することが必要である。第二の変

化に対応するためには、問いを立てる力や仮説を立てる・検証する力、さらには成果物を評価す

る・選択する力といった、ビジネスのデザインを行える人材が必要である。そのためには、高度な専

門知識と先進的な見識を併せ持ち、新しいビジネスの仕組みを構想し実現できる人材を育成する

ことが必要である。そして、第三の変化に対応するためには、リーダーシップを発揮できる人材が

必要である。特に、イノベーションの創出に伴う企業の多国籍化の展開、つまり、多様性を持った

組織集団の展開においては、多様な背景と価値観を持つ人々からなるコミュニティーやビジネス上

のチームにおいて、リーダーシップを発揮できる能力が必要である。すなわち、経営学分野の戦略、

組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性を深め、現代社会の社会的

課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる人材を育成することが必要である。  

 

ii) 経営学分野の教育・人材育成に関する社会的必要性 

②‐１で述べた通り、経営を取り巻く市場経済・ビジネス環境には著しい変化が起きている。まず、

既存の枠組みにとらわれない市場・ビジネス等の登場による付加価値の多様化である。次に、人々

の働き方の変化である。最後に、グローバルな競争が激化する中でのイノベーション創出力への

要求の増大である。このような背景のもと、学術界や大阪府内の企業に対して、経営学分野におい

て i)で述べた能力を備えた人材を供給することは、日本の研究水準の向上や産業発展に貢献す

るとともに、大阪府内ひいては我が国の研究開発能力の強化という社会的要請に十分に応えるも

のである。すなわち、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望や共感に応える新しい価値やサ

ービスを創出することが求められる市場経済・ビジネス環境の変化、社会における時間や空間に縛

られない働き方の増加にみられる DX 実現の推進、企業におけるオープンイノベーションによる競

争力強化、といった変化に伴い、社会課題の解決や新たな価値創造を先導する高度な人材が求

められる。これに対応して、本研究科経営学専攻博士後期課程では、新しいビジネスの仕組みを

構想し実現できる人材の育成を目的とする。本研究科経営学専攻博士後期課程の設置は、課題・

問題の所在を明らかにし、その解決策を策定するためにイノベーション理論、マーケティング・リサ

ーチ、ファイナンス、組織行動等の高度な理論と実践的な方法論を修得させ、フィールドワークや

アンケート調査等の手法をもって、実際の行政、企業組織等を対象とした事例分析を行い、その分

析に基づいた課題を発見し、自立した研究能力と課題解決能力をもった人材を養成することで、

社会に貢献する。 
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【資料 14】 2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）平成 30 年 11 月 26 日 

【資料 15】 博士人材の民間企業における活躍促進にむけたガイドブック 

【資料 16】 地域における産業界人材育成ニーズの分析 2020 年９月 25 日 

【資料 17】 人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について（審議まとめ）概要令 

 和 5 年 12 月 22 日 

【資料 18】 大阪府内の企業の人材育成・リスキリング －製造、建設、運輸、宿泊･飲食の業種を中

心に－  令和 7 年 3 月 

【資料 19】 第１１次大阪府職業能力開発計画（大阪産業人材育成計画）令和 4 年 3 月 

 

1.3 経営学専攻博士後期課程で育成する人材像 

経営学分野の研究者、高度専門職業人に対する社会的要請を踏まえ、また、本研究科修士課

程が「グローバル思考で新しいビジネスの仕組みを構想・実現できる人材の育成を目標としている」

ことを踏まえて、本研究科経営学専攻博士後期課程で育成する人材像を次の通り定める。 

 

経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性を深

め、現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる研究

者、高度専門職業人を育成する。 

 

また、本研究科経営学専攻博士前期課程で育成する人材像は、次の通り定めている。 

経営学研究科博士前期課程では、『経営と法の融合』を学際的に教授することによって、新しい

ビジネスの仕組みを構想し実現できる人材の育成を目的としている。企業の社会的責任を根底

にした革新的経営を追求する企業家精神を涵養し、学術理論の教授とともにケーススタディや

グループワークなどを通じて、経営と法の両面に精通し、新しいマネジメント体系を具現化できる

専門性の高い実践的能力を育成する。 
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なお、課程変更の前後で、本研究科経営学専攻博士前期課程の養成する人材像の変更はな

い。 

 

1.4 経営学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシー 

以上の特色を踏まえて、本研究科経営学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシーを次のように

定める。 

経営学研究科経営学専攻博士後期課程では、Society 5.0 を基盤とするビジネス社会におい

て、価値創造のニーズや社会構造の変化に伴い、新しいビジネスの仕組みを構想し実現できる

人材を育成し、社会の持続的発展に貢献することを目指し、以下の能力を身につけた者に博士

（経営学）の学位を授与します。 

①ケーススタディやグループワークなどを通じて、新しいマネジメント体系を具現化できる専門

性の高い実践的能力。 

②経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性

を深め、現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決でき

る能力。 

③実際の行政、企業組織等を対象とした事例分析を行い、その分析に基づいた課題設定と

課題解決ができる自立した研究能力と問題解決能力。 

 

本研究科経営学専攻博士後期課程では、経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、

租税等の学識を踏まえて、Society 5.0 を基盤とするビジネス社会において新しいビジネスを構想で

きる人材を養成する。生成 AI など、ICT 分野の進化プロセスは高速化・高度化にある中、それに対

応できる能力とそうした状況を正確に把握し解決できる能力が求められている。そこには経営学分

野の基礎的能力は不可欠であり、それをブラッシュアップできるフィールドワークやアンケート調査

等は研究活動の場であり、能力向上の機会として欠かすことができない。本研究科経営学専攻博

士後期課程では、基礎的な能力の習熟状況を踏まえ、フィールドワークを重視し、実践の場で能

力のさらなる向上を目指す。これは企業や自治体の成長発展に資する人材の養成に他ならない。

同時に、企業と自治体における DX 推進人材として、創造性の高い役割を果たすリーダーシップ

や批判的思考などのパーソナルスキルやビジネス・デザインスキル、「問いを立てる力」や「仮説を

立てる・検証する力」、さらには成果物を「評価する・選択する力」の実務能力を収斂することで、大

学等の研究、教育機関で研究の深耕を図ることができる研究者と高度専門職業人の養成に資する。 

 

2. 経営学専攻博士後期課程の名称および学位の名称  

（１）研究科の名称 

経営学研究科 

（英訳名称）Graduate School of Business Administration 
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（２）専攻・課程の名称 

経営学専攻（博士後期課程） 

（英訳名称）Doctoral Degree Program in Business Administration 

なお、博士前期課程については、以下のとおりとする。 

経営学専攻（博士前期課程） 

（英訳名称）Master's Degree Program in Business Administration 

 

（３）学位の名称 

博士（経営学） 

（英訳名称）Doctor of Business Administration 

なお、博士前期課程については、以下のとおりとする。 

修士（経営学） 

（英訳名称）Master of Business Administration 

 

研究科および専攻の名称は、既存の修士課程と同様のものとし、課程および学位の名称は、博

士後期課程に合わせて新たに設定した。 

また、博士後期課程の開設に併せて、既存の修士課程を博士前期課程とし、前期 2 年、後期 3

年に区分した博士課程とする。 

 

3. 教育課程の編成の考え方および特色 

3.1 経営学専攻博士後期課程における科目の編成の考え方と特色 

本研究科経営学専攻博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに示す能力を養成するために、

基盤科目、専門科目、研究指導科目からなる教育課程を編成する。基盤科目では、経営学の研

究を進めるにあたって、必修科目である「研究倫理」に則って、高度で多様な研究方法を身につけ

させる。専門科目では、実際の行政、企業組織等を対象とした事例分析も踏まえつつ、各分野の

高度専門的な知識と理論ならびに実践的な方法論を身につけさせる。研究指導科目では、基盤

科目や専門科目で得た高度な専門知識や理論、そして実践的な方法論をふまえて、社会の課

題・問題の所在を明らかにし、課題解決ができる自立した研究能力と問題解決能力を身につけさ

せる。 

 ディプロマ・ポリシーに示す能力を醸成しているかとの観点から、経営学の高度専門的な知識と

理論ならびに高度で多様な研究方法を併せ持ち、これらを活用して経営学に関する分野の課題を

自立して設定し解決する能力と、課題やその解決法を論理的に表現でき、新しいマネジメント体系

を具現化できる専門性の高い実践的能力と社会の要請を踏まえた新しいビジネスの仕組みを構想

できる能力を中心に評価する。このような評価は、現在の本研究科修士課程の以下の 3 つのディ

プロマ・ポリシーの延長上にある。 

 

－設置等の趣旨（本文）－11－



 

 

3.2 経営学専攻博士後期課程の科目の編成の考え方とカリキュラム・ポリシー 

前節で説明した本研究科経営学専攻博士後期課程の考え方および特色と、現在の本研究科

修士課程のカリキュラム・ポリシーである、「経営環境のグローバル化や情報化が進展しさらに組織

のコンプライアンスやコーポレートガバナンスなどの社会的責任が増大する状況下で、新しいビジ

ネスの仕組みを構想し実現できる人材の育成」を踏まえ、経営学に特化した本研究科経営学専攻

博士後期課程のカリキュラム・ポリシーを次のように定める。 

 

 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーと、後ほど示すアドミッション・ポリシーとの関係図お

よびカリキュラムマップを【資料 20】【資料 21】に示す。 

経営学専攻博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を養成するために、基盤科

目、専門科目、研究指導科目からなる科目を配置し、以下の考えに基づく教育課程を編成し

ます。 

① 基盤科目では、必修科目である研究倫理に則って、経営学の研究を進めるにあたって

の高度で多様な研究方法と研究実践を教育します。 

② 専門科目では、経営学の各分野の高度専門的な知識と理論ならびに実践的な方法論

を学際的に教育します。 

③ 研究指導科目では、社会の課題・問題の所在を明らかにし、課題解決ができる自立し

た研究能力と問題解決能力を育てます。また、課題やその解決法を論理的に表現でき、

新しいマネジメント体系を具現化できる専門性の高い実践的能力と社会の要請を踏まえ

た新しいビジネスの仕組みを構想できる能力を育てます。 

④ 学修成果の評価は、授業科目ごとに定める到達目標および評価基準に応じ、試験やレ

ポートなどを通して達成度に基づき行います。 

 

■DP1（知識・技能） 

経営学と法学の思考基盤を持ち、企業人としてのビジネス実践に求められる必要な専門的知

識を修得している。 

■DP2（思考力・判断力・表現力等の能力） 

経営学・法学の両面からの専門的知識に基づいて、新しいビジネスの仕組みを構想・実現する

ための課題を検討し、論理的に思考することができる。またその思考を社会に向けて情報発信

できる。 

■DP3（主体的な態度） 

企業社会に利する目標に動機づけられた自らの目標を設定し、その解決に向けて、自らが獲

得した経営学・法学の専門知識・技能・思考・態度等を総合的に活用することで、主体的に社会

や他者とつながることができる。 
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【資料 20】 経営学研究科経営学専攻博士後期課程の設置の趣旨や教育上の目的、養成する 

人材像、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーの関係図 

【資料 21】 大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博士後期課程） カリキュラムマップ 

 

3.3 経営学専攻博士後期課程の科目の編成 

① 科目編成 

このカリキュラム・ポリシーに基づいて、具体的には、以下の科目編成を行う。 

本研究科博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに挙げる 3 つの能力を養成するための教育課

程を編成する。括弧内の数字は単位数と開講学年および開講学期である。 

・基盤科目 

研究方法後期特論(2)<1 年・前> 

論文英語(2)<1 年・前> 

研究倫理(2)<1 年・前> 

・専門科目 

流通・マーケティング後期特論(2)<1 年・後> 

組織行動心理学後期特論(2)<1 年・後> 

会計・ファイナンス後期特論(2)<1 年・後> 

ベンチャービジネス後期特論(2)<1 年・後> 

コーポレートガバナンス後期特論(2)<1 年・後> 

組織再編・事業承継税務後期特論(2)<1 年・後> 

・研究指導科目 

後期研究指導Ⅰ(2) <1 年・前> 

後期研究指導Ⅱ(2) <1 年・後> 

後期研究指導Ⅲ(2) <2 年・前> 

後期研究指導Ⅳ(2) <2 年・後> 

後期研究指導Ⅴ(2) <3 年・前> 

後期研究指導Ⅵ(2) <3 年・後> 

 

② 基盤科目 

基盤科目では、博士後期課程での経営学に関する研究を進めるにあたって必要な基盤として、

「研究倫理」を必修として講義し、高度で多様な研究方法も学ばせることで、経営学における高度

で先進的な知識・理論と研究実践を併せ活用できる能力を身につけさせる。 

「研究方法後期特論」では、博士後期課程の研究を進めるにあたっての高度な研究方法を学ぶ。

具体的には量的研究、質的研究、高度な文献検索や AI を用いた情報収集、プレゼンテーション

などについての方法を修得する。 

「論文英語」では、国際的な研究知見を収集し、国際的に情報発信するために、英語論文を正
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しく読み書きできる技術を学ぶ。講義では、英語の論理的な面と慣用的な面に着目しながら、英語

論文の基本構造や特徴的な表現を学ぶ。同時に、それらの知識を駆使し、研究成果を適切な英

語で論文化することを目指す。 

必修科目である「研究倫理」では、経営学研究における研究倫理の意義とその実践的課題を理

解することを目的とする。特に、研究不正の防止、研究対象への配慮、データ管理のあり方などを

中心に、実際の事例を通して議論することで、倫理的に健全な研究を遂行するための基本的な知

識と判断力を養う。 

基盤科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に①の能力を醸成する。 

 

③ 専門科目 

専門科目では、経営学の各分野の高度専門的な知識と理論ならびに実践的な方法論を学際的

に講義することで、これらの分野における課題を自立して設定し解決できる能力を身につけさせる。 

「流通・マーケティング後期特論」（オムニバス方式）では、流通論とマーケティング・リサーチの

近年の展望について教授する。流通論では小売イノベーションが進化してきたプロセスを定性的

な観点から考察し、マーケティング・リサーチではソーシャルリスニングによる定量的把握、ネットノ

グラフィによる定性的把握、センサーデータの活用まで幅広く取り上げ教授する。 

「組織行動心理学後期特論」（オムニバス方式）では、組織行動論の近年の展望について教授

する。特に、グループ・ダイナミクス、モティベーション理論、職業性ストレス理論、リーダーシップ理

論等の産業・組織心理学分野における最新の研究知見について、組織行動のマネジメントへの応

用可能性に視座を置いて考察する。 

「会計・ファイナンス後期特論」（オムニバス方式）では、会計分野では特に、財務会計、管理会

計の主要論点と概念の体系の理解に視座を置いて考察する。また、ファイナンスでは財務的課題

に関する合理的な意思決定の枠組みとその展開を示す。 

「ベンチャービジネス後期特論」では、企業運営における基本要素となる経営理念、顧客、商

品・サービス、経営資源の 4 要素とその関係性を考察し、新たなイノベーションを創造するベンチャ

ービジネスの実践的な課題を検討する。そのために実際の企業事例の調査、分析を通じて成長要

因、失敗要因を析出し、ベンチャービジネスに不可欠な要因を教授する。 

「コーポレートガバナンス後期特論」では、古典的経営学 (企業論) 説から最新の経営学 (コー

ポレートガバナンス論) 説までの概要を基本的に網羅する。「働く・働かせる」という普遍的で社会

的な要請を観点として踏まえつつ、現実として不祥事の絶えない「企業・社会」の今後の動向も展

望する。ガバナンスは、「統治」と同時に「規律」を意味する。「CSR・倫理・正当性」といった基準の

下で、「ラグジュアリー」といった新たな理念・価値観を培いつつある欧米のエクセレントカンパニー

の諸事例も併せて教授する。 

「組織再編・事業承継税務後期特論」では、ビジネスのボーダレス化・高度化における企業の組

織再編に係るタックスプランニングや深化する高齢化社会における事業・財産の承継に焦点を当

て、ケース事例の分析を通じて、租税コスト・課税リスクを中心に課税関係や制度適用について教
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授する。 

専門科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に①と②の能力を醸成する。 

 

④ 研究指導科目 

研究指導科目では、「後期研究指導Ⅰ」から「後期研究指導 VI」までの演習の中で、指導教員

の指導の下、経営学各分野の課題を自ら設定し、問題解決のための研究の手法や研究へのアプ

ローチの仕方の開発に取り組み、博士論文を作成するための研究を行う。経営学領域における課

題について、実践的な示唆をもたらすことと同時に高度な研究成果をあげ、学会や論文で公開す

ることで、学術界および社会に貢献することを目指す。その過程では、まず、各自の研究を進めるう

えで必要な理論と実践手法の整理と共に研究分野に関する既存研究や課題の調査を行う。また、

研究者、教育者及び高度専門職業人としての研究倫理について学ぶ。続いて、指導教員による

指導の下、博士論文として取り組む課題を自ら設定する。設定した課題の解決のために必要な手

法および学際的研究調査について考察するとともに、博士論文作成に向けた研究計画の立案を

行う。実践における課題やその解決策を考察したのちに研究調査の手法を評価、検証を行う。並

行して、指導教員に対して、自身の研究の目的や現状の学的・実践的課題の説明およびそれらに

関する議論を随時行うことで、他の研究者と相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力

を醸成する。 

研究指導科目は、ディプロマ・ポリシーの①～③すべての能力を醸成する。 

 

3.4 経営学専攻博士後期課程に接続する修士課程の科目の編成 

 本研究科修士課程では、「経営と法の融合」を学際的に教授することによって、新しいビジネスの

仕組みを構想し実現できる人材の育成を目標としている。経営環境のグローバル化や情報化が進

展し、さらに組織のコンプライアンスやコーポレートガバナンスなどの社会的責任が増大する状況

下で、経営と法の両面に精通し、新しいマネジメント体系を具現化できる専門性の高い研究者・職

業人そして企業人が求められる。時代の要請に応えるために、本研究科修士課程では、企業の社

会的責任を根底にした革新的経営を追求する企業家精神を涵養し、学術理論の教授とともにケー

ススタディやグループワークなどを通じて、人材養成の目的に即した実践的能力を育成している。 

実社会に通じる専門性を追求するために、経営と法の 2 フィールドに分かれた 11 の科目ユニッ

トを編成し、研究ならびに論文作成に係る「MBA 型教育」を展開している。「経営と法律」を核とした

MBA 型教育で、時代を切り拓く人材を育成するため、開講科目を「経営」と「法」の 2 フィールドと、

さらに細分化された 11 のユニットに整理し、興味ある分野を履修しやすくするだけでなく、履修モ

デルによって分野横断的な学修を促進している。 

「経営科目」は、＜経営戦略＞、＜組織マネジメント＞、＜マーケティング＞、＜会計＞、＜ファ

イナンス＞から構成され、＜経営戦略＞については 10 科目、＜組織マネジメント＞については実

習科目（企業診断実習）を含む 20 科目、＜マーケティング＞については 5 科目、＜会計＞につい

ては 8 科目、そして＜ファイナンス＞については 7 科目、計 50 科目開講し、理論と実践に根ざし
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た豊富な科目を開講し展開することで、理論面だけでなく事例研究や時事演習などによって実践

的に教授している。 

一方、「法科目」については、＜ビジネス法＞、＜税法＞、＜公共法＞、＜社会法＞、＜新領域

法＞から構成され、＜ビジネス法＞ については 10 科目、＜税法＞については 6 科目、＜公共法

＞について 1 科目、＜社会法＞については 2 科目、そして＜新領域法＞については 4 科目、計

23 科目開講し、主にビジネス社会を基礎づけるビジネスパーソンのコンプライアンスや企業や個人

の企業経営の在り方を学ぶことを通じて、高度専門的な知識と理論も基づく実践的能力と題解決

能力を育てている。 

 

4. 教育方法、履修指導、研究指導の方法および修了要件 

4.1 教育方法、履修指導方法、研究指導の方法 

本研究科経営学専攻博士後期課程は、「（3）教育課程の編成の考え方及び特色」でも述べたよ

うに、ディプロマ・ポリシーに定めた学修成果を達成するために、カリキュラム・ポリシーに基づく学

位プログラムを編成し、講義・演習を適切に組み合わせた授業を展開する。 

具体的には、基盤科目・専門科目を講義形式で、研究指導科目を演習形式で実施する。本研

究科経営学専攻博士後期課程は入学定員が 2 名（収容定員 6 名）であることから、必然的に少人

数科目となるため、質の高い教育機会を提供することができる。講義形式をとりながらも、一方的な

知識伝達型ではなく、双方向型で授業を展開する。 

また、研究活動に入るにあたり、研究不正行為や不誠実な研究活動の防止のために 1 年前期

で配置する「研究倫理」は、養成する人材像に示す研究者や高度専門職業人としてだけでなく、

教育者としても強く求められることからも必修科目として設定している。また自身の研究計画に基づ

き、関連する専門科目を履修することで、最終的に博士論文の執筆につなげる教育課程として構

成している。 

 

① 入学から修了までの指導プロセス 

本研究科経営学専攻博士後期課程では、専攻の教育課程の編成の考え方に従い、基盤科目、

専門科目、研究指導科目によって専攻の専門的な内容を教育する。基盤科目では、研究方法とし

て量的研究、質的研究、文献検索や AI を用いた情報収集、プレゼンテーション、研究倫理などに

ついて実践を交えながら専門知識を活用できる能力を身につけさせる。また、論文英語では国際

的な研究知見を収集し、国際的に情報発信するために、英語論文を正しく読み書きできる能力を

修得させる。専門科目では、経営学における専門知識を講義することで、これらの分野における課

題を自立して設定し解決できる能力を身につけさせる。また、高度専門職として研究と実践を両立

させるための幅広い視野を涵養する。 

基盤科目、そして専門科目は主として 1 年生から 2 年生までに受講することが推奨される。研究

指導科目では、1 年次前半では各自の研究を進めるうえで必要な理論と手法の整理と共に研究分

野に関する課題の調査を行う。また、自立して研究を進めることが可能な人材となる基本リテラシー
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として、研究方法を含む研究者の基本について学ぶ。1 年次後半には、指導教員による指導の下、

博士論文として取り組む課題を自ら設定する。2 年次には、設定した課題の解決のために必要な

手法について考察する。さらに、博士論文作成に向けた研究計画も立案し、その課題・解決法を

自らの言葉で説明する。3 年次には、設定した課題解決のための手法の開発に取り組む。実践に

おける課題やその解決策を考察したのちに開発した手法の評価、検証を行う。 

以上のプロセスにより、経営学分野全般の専門知識と先進的な研究手法を併せ持ち、これらを

活用して各専門分野の課題を自立して設定し解決する能力と、課題やその解決法を論理的に表

現でき、他の研究者との相互理解や協働を可能にするコミュニケーション能力を養成し、博士論文

として成果をまとめることで、ディプロマ・ポリシーに示す能力を備えた人材を育成する。 

 

② 履修指導の方法と研究指導の方法 

経営学研究科委員会は、出願時の学生の希望に基づいて、入学後すみやかに指導教員を決

定する。指導教員は、学生が研究を行おうとする研究テーマを踏まえて、適切な科目を選択するよ

う指導し、研究の基盤となる専門的知識や深い学識を身につけさせる。研究指導では、審査基準

【資料 22】を基に博士論文執筆に向けて、学生の研究の進捗状況に対応して、随時個別に助言を

与えながら、先行研究および関連する研究の適切な理解、新たな手法・技術の開発の方法論、論

文構成法、研究発表の方法等を含めて指導する。 

また、投稿する学術論文の執筆や各学会の研究発表などについても適切な助言を与える。 

 

【資料 22】 経営学研究科博士学位論文審査基準に関する内規 

 

③ 指導体制 

研究指導科目においては、学生が決定した研究テーマをもとに博士論文の作成を目指して、指

導教員が研究指導を行う一方で、その他の科目においては、各科目の担当教員が、博士論文の

作成に資するべく、講義を行う。 

 

④ 履修指導・研究指導の具体的な手順・方法（修了までのスケジュール） 

指導教員の指導の下、博士論文を作成するための研究を行う。経営学領域における課題につ

いて、実践的な示唆をもたらすことと同時に高度な研究成果を産出し、学会発表や論文公開をす

ることで、学術界および社会に研究成果を通じて貢献することを目指す【資料 23】。 

 

＜1 年次＞ 

■後期研究指導Ⅰ 

後期研究指導Ⅰでは、主に本学または他大学の博士前期課程までの取り組みに基づいて研究

指導計画書を作成し、修了までの計画を作成する。 

・ 1 年生全員を対象としたオリエンテーションの開催。 
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・ 学生に対し、履修すべき科目を指導する。 

・ 3 年間の研究指導計画を作成し、博士論文執筆に向けて研究指導を開始する。 

各自の研究を進めるうえで必要な理論と手法の整理と共に研究分野に関する既存研究や課題

の調査、研究倫理を含む研究者倫理について指導を行う。主に博士前期課程までの取り組みに

基づいて研究指導計画書を作成し、修了までの計画を作成する。 

 

■後期研究指導Ⅱ 

後期研究指導Ⅱでは、後期研究指導Ⅰの成果をもとに研究課題に関する先行研究収集、整

理、分析、研究テーマによってはフィールドワーク、アンケート調査等、研究活動を推進する。 

 

＜2 年次＞ 

■後期研究指導Ⅲ 

後期研究指導Ⅲでは、これまでの研究活動を整理し、1 年次に作成した研究指導計画書を見

直し、修了までの計画を作成しつつ、研究課題に関する先行研究収集、整理、分析、研究テーマ

によってはフィールドワーク、アンケート調査等の研究活動を通じて研究課題や計画を発展させ

る。 

・ 設定した課題の解決のために必要な手法および論点統合について指導を行う。 

 

■後期研究指導Ⅳ 

後期研究指導Ⅳでは、後期研究指導Ⅲに引き続き成果をまとめ、論文の作成や投稿、学会発

表等の取り組みを推進する。 

・ 研究課題に沿って新たな手法・論点を統合する方法について指導を行う。博士論文作成に向け

た研究計画も立案し、その課題・解決法を自らの言葉で説明できるよう指導する。 

 

＜3 年次＞ 

■後期研究指導Ⅴ 

後期研究指導Ⅴでは、2 年次に作成した研究計画書を見直しつつ、論文の作成や投稿、学会

発表等の取り組みを推進する。 

・ 研究課題に沿った問題解決のための論点の整理や実践における課題、その解決策について指

導する。また、論文全体の構成を検討し、中間報告会に向けて指導を行う。 

・ 学位論文計画書の執筆を指導する。 

・ 指導教員の承認を得て学位論文計画書等（論文の主題とその研究計画書）を提出させる。学位

論文計画書等は研究科委員会の承認を受けなければならない。 

・ 研究科委員会は、博士学位論文の審査および最終試験の審査委員を選出する。 

・ 中間報告会を実施し、主査から学生の研究経過を研究科委員会に報告する。 
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■研究指導Ⅵ 

後期研究指導Ⅵでは、中間報告会を経て、博士学位論文を完成させ、最終試問試験に申請し

学位を取得する。 

・ 開発した課題解決の手法や論点の評価、検証について指導を行う。また、博士論文の完成、最

終審査に向けて、問題意識、論理構成、結論の整合性・妥当性について検討し、指導する。 

・ 博士学位論文提出資格審査願い等の執筆を指導する。 

・ 博士学位論文提出資格審査願いを提出させる。 

・ 博士論文を提出させる。 

・ 審査委員は、博士学位論文の審査結果ならびに最終試験の結果を研究科委員会に報告する。 

 

【資料 23】 博士後期課程における修了までのスケジュール表 

 

4.2 経営学専攻博士後期課程の修了要件 

修了要件は、博士後期課程に原則として 3 年以上在学し、授業科目については、基盤科目のう

ち「研究倫理」を必修として 2 単位、専門科目からいずれかの科目を選択必修として 2 単位、研究

指導科目は全科目必修として 12 単位、合計 16 単位以上の単位を修得するとともに、博士論文の

最終審査に合格することとする。 

 

4.3 学位論文審査体制 

研究科委員会は、修了年度の第 2 クォーターに博士学位論文の審査および最終試験の審査

委員を選出する。審査委員は指導教授を主査とし、当該論文に関連ある授業科目担当の教員 2

名以上を加えるものとする。ただし、必要があれば他の教員を加えることができる【資料 24】。所定

の単位を修得したあるいは習得する見込みがある 3 年次以上の在学生は、後期課程在学中に、

博士論文の内容に関連のある論文報告会(中間報告会)を１回行うことを義務がある【資料 25】。 

最終試験は、学位論文を中心として試問の方法によって行う。審査委員は、博士学位論文の審

査結果並びに最終試験の結果を、研究科委員会に報告しなければならない。研究科委員会は、

審査委員の報告に基づいて博士の学位授与の可否を審議、判定し、学位授与を決定する。判定

は、研究科委員会の委員の 3 分の 2 以上が出席し、出席者の過半数の同意を必要とする。研究

科長は、博士学位論文審査の要旨および最終試験結果の要旨を速やかに学長に報告するものと

する【資料 24】。 

 

【資料 24】 大阪経済大学学位規程 

【資料 25】 大阪経済大学大学院経営学研究科課程修了による博士学位授与申請に関する内規 
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4.4 学位論文に係る評価 

博士学位論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研

究能力およびその基礎となる豊かな学識を証示するに足るものをもって合格とする。 

 

① 博士論文に要求される内容と水準 

 博士論文に要求される内容と水準は以下のとおりである【資料 22】。 

（ア）研究目的が明確で、課題設定が適切になされていること（研究テーマの適切性）。 

（イ）当該テーマに関する先行研究についての十分な知見を有し、立論に必要なテーマや資・史料

の収集が適切に行われていること（情報収集の適切性）。 

（ウ）研究の目的を達成するためにとられた方法が、データ、資・史料などの処理・分析・解釈の仕

方も含めて、適切に行われていること。先行研究に対峙し得る発想や着眼点があり、それらが

一定の説得力を有していること（研究方法の適切性）。 

（エ）全体の構成を含めて論旨の進め方が一貫しており、当初設定した課題に対応した明確かつ

オリジナルな結論が提示されていること（論旨の妥当性）。 

（オ）文章全体が確かな表現力によって支えられており、要旨・目次・章立て・引用・注・図版等に関

して体裁が整っていること（論文作成能力）。 

（カ）上記の基準を満たした上で、当該学問分野における研究を発展させるに足る知見（学術的価

値）が見出せること。また、その点に基づいて申請者が近い将来、自立した研究者として当該

分野の中で活躍していく能力および学識が認められること。 

 

② 博士論文に要求されるその他の要件 

 以下の条件を満たす大学院生は、指導教員の承認を得て博士学位論文を提出できる【資料 25】。 

（ア）後期課程在学中に、博士論文の内容に関連のある論文報告会(中間報告会)を１回行うことを

義務とする。さらに（イ）～（エ）のいずれかの条件を満たさなければならない。 

（イ）前期課程および後期課程在学中に、博士論文の内容に関連し、申請者を主な著者とする査

読論文を１本以上公刊すること。 

（ウ）前期課程および後期課程在学中に、博士論文の内容に関連する学会報告を１回以上行うこ

と。 

（エ）博士論文の内容に関連する公刊論文、Working Paper または Discussion Paper の１本以上の

発表およびその論文の報告会（研究報告会）を 1 回以上行うこと。 

 

4.5 学位論文審査体制、学位論文および学位論文に係る評価の基準の公表方法等について 

学位論文審査体制は、大阪経済大学学位規程【資料 24】として公表している。博士の学位を授与

したときは、授与した日から３カ月以内にその論文の内容の要旨および論文審査の結果の要旨を

インターネットや図書館リポジトリの利用により公表するものとする。博士の学位を授与された者は、

授与された日から１年以内にその論文を公表するものとする。ただし、学位の授与を受ける前に既
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に公表したときはこの限りではない。また、博士の学位を授与された者は、やむをえない事由があ

る場合には、本学の承認を受けて、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表でき

る。この場合は、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。博士学位論文

は、本学図書館に保管する。博士学位論文は大学のホームページや図書館リポジトリに公開され

る。上記 4.4 で示した学位論文に係る評価の基準【資料 22】ほか、申請基準【資料 25】は経営学研

究科委員会にて審議承認されており、本学のホームページおよび履修要項にて公表する。 

 

4.6 研究の倫理審査体制 

学生は入学時にコンプライアンス教育として基盤科目に分類されている必修科目「研究倫理」を

受講する【資料 26】【資料 27】【資料 28】。 

そのうえで、博士論文の倫理的な審査は、本学に設置されている研究倫理審査委員会で行う。

提出されるすべての学位論文は、論文計画書作成段階で全学的組織である研究倫理審査委員

会において、社会通念上の規範に基づき科学的合理性および倫理的妥当性を判定している。研

究倫理審査委員会（人を対象とする研究」の倫理に関する規程第 5 条）は学生が提出した学位論

文計画書に基づき研究倫理審査の要否を判断する。「人を対象とする研究」の場合には倫理審査

が必要となる【資料 29】。倫理審査が必要と判断された場合には、学生は指導教員を通じて倫理

審査申請書を提出する。研究倫理審査委員会はこれに基づいて審査を実施し、研究倫理審査委

員会での承認後、研究調査を実施する。研究倫理審査委員会は、必要に応じて開催している。 

 

【資料 26】 大阪経済大学 研究活動における不正行為への対応等に関する規程 

【資料 27】 研究データの保存等に関するガイドライン 

【資料 28】 大阪経済大学研究活動に関する行動規範 

【資料 29】 大阪経済大学「人を対象とする研究」の倫理に関する規程 

 

5. 基礎となる博士前期課程との関係 

本研究科経営学専攻博士後期課程は、本研究科経営学専攻博士前期課程の「経営フィール

ド」（経営戦略、組織マネジメント、マーケティング、会計、ファイナンス）と「法フィールド」（ビジネス

法、税法、公共法、会社法、新領域法）を基盤としながらも、主に「経営フィールド」をさらに発展さ

せた上位に位置している【資料 30】。本研究科経営学専攻博士前期課程では、両フィールドで開

講する科目を学習することに加え、専門分野の研究に専念する研究指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳと年次、各

期にわたり学習および指導をうけることで、研究の習熟度、問題意識を発展させる教育を行い、連

続性、発展性を重視した関係性を有している【資料 30】。 

これらを踏まえて、本研究科経営学専攻博士後期課程は、経営学分野の新たな研究方法を創

造する能力と研究成果を組み合わせて実問題に広く展開できる問題解決力を涵養する教育を行う。

本研究科は、政府による「Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～「公正

に個別最適化された学び」 （文部科学省 2018 年）【資料 31】を実現する多様な学習の機会と場の
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提供を実現するための取り組みとして具体化している。 

 

【資料 30】 経営学研究科博士前期課程と経営学研究科博士後期課程との関係図 

【資料 31】 Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～「公正に個別最適化さ

れた学び」 （文部科学省 2018 年） 

 

6. 「大学院設置基準」第 2 条の 2 又は第 14 条による教育方法の実施 

6.1 必要とされる分野であること 

Society 5.0 を基盤とするビジネス社会においては、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望

に応えるとともに、価値観に寄り添った新しい価値やサービスの創出が求められている。学術界や

大阪府内の企業に対して、経営学分野において多様な個々人や異分野・異業種の融合を促進し

て、新たなアイディアを創出できる能力を備えた人材を供給することは、日本の研究水準の向上や

産業発展に貢献するとともに、大阪府内ひいては我が国の研究開発能力の強化という社会的要請

に十分に応えるものである。 

本研究科経営学専攻博士後期課程では、これまでの既設の本研究科修士課程での社会人教

育を続け、時間や空間に縛られない多様な働き方が進む中で社会人に就学の機会を引き続き与

えることで、学術界や産業界の要請に応える。特に、本研究科経営学専攻博士後期課程が重視

する経営学の各分野の高度専門的な知識と理論ならびに実践的な方法論を学際的に学ばせるこ

とで、現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる能力や

分析に基づいた課題設定と課題解決ができる自立した研究能力と問題解決能力を涵養し、新しい

ビジネスの仕組みを構想・実現できる人材を育成し、社会の持続的発展に貢献する。 

先に述べたように、大阪府においては、大阪府商工労働部の「大阪府内の企業の人材育成・リ

スキリング－製造、建設、運輸、宿泊･飲食の業種を中心に－令和 7 年 3 月」【資料 18】において、

大阪府の生産年齢人口（15 歳～64 歳）が 2020 年からみて 2035 年に 8 割台の水準に減少するこ

とが推計され、企業の人材不足が懸念される。また、働き方の変化から、経営環境や経営課題等

に対して、人的資本経営の取り組みの一つに位置付けられるリスキリングの必要性や取り組みの促

進可能性が指摘されていることから、社会人学生にとって必要とされる分野であると言える。 

以上の通り、産業界からの要請に応え、職業を有する社会人学生の履修上の便宜を図るため大

学院設置基準第 14 条に規定する教育方法の特例の規程を適用する。 

 

6.2 標準修業年限 

本研究科経営学専攻博士後期課程の標準修業年限は 3 年以上を原則とするが、社会人など定

職を有する等の理由から、または、家事、育児、長期介護等の理由から年間に取得できる単位数

や研究活動、学修活動の時間が限られる学生については、長期履修制度を適用する【資料 32】。 

また、博士論文の内容に関連し、申請者を主な著者とする査読付学術論文（全国レベルの査読

付学会誌ないし査読付国際学術雑誌に掲載済みまたは掲載を認められた論文を 1 本以上有する
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者など特に優れた業績を上げた学生については、１年以上在学すれば足りるものとする）【資料

33】。 

 

【資料 32】 大阪経済大学大学院経営学研究科長期履修制度に関する規程 

【資料 33】 大阪経済大学大学院経営学研究科博士後期課程早期修了に関する規則 

 

6.3 履修指導および研究指導の方法 

経営学の専門知識と先進的な研究手法を併せ持ち、これらを活用して経営学に関する分野の

課題を自立して設定し解決する能力を涵養するために、きめ細かい科目履修ガイダンスおよび研

究指導を 1 年次から所属する研究室の指導教員を中心に実施する。また、社会人学生の就業状

況に応じて Microsoft Teams を使用した、リアルタイムでの対面授業とオンライン授業を組み合わ

せる遠隔授業のためのインターネットシステムを補完的に活用し、社会人学生とのコミュニケーショ

ンを密にし、学生からの履修上の相談にきめ細かく対応する。 

 

6.4 授業の実施方法 

社会人を含む多様な学生に対応して授業を実施する。社会人学生の場合、就業状況によって

は日中に授業を受講することが困難な者がいることも予想されることから、既設の本研究科修士課

程と同様に、主に平日夜間（18:30～21:30）と土曜日（9:00～12:00、13:00～16:00）に授業を一部

開講し、引き続き社会人学生が受講する授業の一部を必要に応じて夜間や週末に履修できるよう

にする。また、Microsoft Teams やハイブリッド講義のような遠隔授業（双方向型リアルタイム授業）

を行う場合がある。 

年度ごとに学生の履修要望に対応できるようカリキュラムを柔軟に設定するとともに、研究指導の

開講時間については、学生と調整を図って決定する。なお、必要に応じて夏季、冬季、春季の休

業中に集中講義を行うこともある。 

 

6.5 教員の負担の程度 

社会人学生の場合、授業科目の開講は平日の 6・7 時限目と土曜日である。入学定員が 2 名と

少人数であるため、基盤科目は学生の希望を調整して昼間または夜間のどちらかの時間帯に開

講するため、大きな負担増はない。また、研究指導は平日の昼間、夜間または土曜日に個別に設

定する等の調整も十分に可能であるため、過度の負担にはならない。また、学生と教員間で相互

に日程調整を図ることで、教員の研究時間確保も可能である。 

 

6.6 図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置 

図書館・窓口事務については、月曜日～土曜日は午前 8 時 45 分～午後 9 時 30 分まで開館

し、貸出・返却手続き等含め事務取次ぎを行っているため、社会人学生も十分に利用することがで

き、また、第 2・第 4 日曜日は、午前 9 時から午後 5 時まで開館し、社会人学生の教育研究に支障
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がないよう配慮している。また、院生研究室でも大学院生がパソコンを利用することができることから

時間帯に関係なく、図書館の蔵書検索、本学で利用可能なデータベースや電子ジャーナルの閲

覧が可能となっており、社会人学生の教育研究活動に支障はない。 

情報システムの利用申請は Web 申請が可能で、カウンター窓口は、平日は午前 9 時～午後 5

時に加え、講義期間中は土曜日も対応している。情報機器の利用は BYOD を方針としており、学

内全域で学内無線 LAN を利用でき、また、一部の教室ではネットワークプリント等の利用環境を整

え、パソコンの貸出も行い、利用者サービスの向上を図っている。また、図書館に併設されているラ

ーニング・コモンズは、図書館と同じく、月曜日～土曜日は午前 8 時 45 分～午後 9 時 30 分、第

2・第 4 日曜日は、午前 9 時から午後 5 時まで利用が可能で、社会人学生も利用することができる。 

 

7. 入学者選抜の概要 

7.1 経営学専攻博士後期課程のアドミッション・ポリシー 

＜経営学専攻博士後期課程のアドミッション・ポリシー＞ 

経営学専攻では、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を修めるための十分な学力を有し、

専攻の目的達成に強い意欲を持つ人を受け入れます。また、入学後にディプロマ・ポリシーで

示す能力を身につけることができる人を求めます。 

①修士課程程度の経営学分野の知識・理解と基礎的研究能力を備えている人。 

②自らの専門性を深め、現代社会や企業等の組織内の課題・問題を認識し解決する意欲と、

創造的な探究心を持つ人。 

③本課程を通して、研究者、教育者及び高度専門職業人として、多様な価値観を尊重しつ

つ社会に貢献する姿勢を有している人。 

 

7.2 出願資格 

（１）一般入試 

  次の各項のいずれかに該当する者。 

①修士の学位や専門職学位を授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込

みの者 

②外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または入学前

年度 3 月までに授与される見込みの者 

③外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当す

る学位を授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込みの者 

④我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指

定外国大学（大学院相当）日本校）を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を

授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込みの者 

⑤国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または入学

前年度 3 月までに授与される見込みの者 

⑥大学等を卒業し、大学、研究所等において 2 年以上研究に従事した者で、本学大学院に

おいて、個別入学資格審査により認めた者 

⑦本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者 
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（２）社会人入試 

一般入試出願資格を有し、大学院入学時点で社会人（有職者）としての実務経験が 2 年以上あ

る者であり、次の各項のいずれかに該当する者【資料 34】。 

①修士の学位や専門職学位を授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込

みの者 

②外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または入学前

年度 3 月までに授与される見込みの者 

③外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当す

る学位を授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込みの者 

④我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指

定外国大学（大学院相当）日本校）を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を

授与された者、または入学前年度 3 月までに授与される見込みの者 

⑤国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または入学

前年度 3 月までに授与される見込みの者 

⑥大学等を卒業し、大学、研究所等において 2 年以上研究に従事した者で、本学大学院に

おいて、個別入学資格審査により認めた者 

⑦本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者 

 

【資料 34】 2027 年度 4 月入学 大学院入学試験 経営学研究科経営学専攻 博士後期課程 

 募集要項（案） 

 

（３）外国人留学生入試 

「出入国管理及び難民認定法」による「留学」の在留資格を取得または更新でき、次の各項のい

ずれかに該当する者。 

   ①外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または入学前

年度 3 月までに授与される見込みの者 

②外国人留学生として日本の大学院において、修士の学位や専門職学位を授与された者、

または入学前年度 3 月までに授与される見込みの者 

③本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者 

 

7.3 入学試験・審査形態および入学試験科目 

入学者の選抜においては、経営学分野の高度な知識と研究能力を有し、専門性を深めつつ課

題解決と地域・社会への貢献を志向する意欲のある学生を受け入れる。そのために以下のような

入学者選抜を、年間を通じて秋季 1 回（9 月）と春季 1 回（2 月）の計 2 回実施する。 
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入試種別一覧 

種別 試験の内容 募集人員 

一般入試 外国語、口頭試問 

2 名 社会人入試 口頭試問 

外国人留学生入試 口頭試問 

本研究科経営学専攻博士後期課程の各入試種別では、以下のように測定し、評価する。 

 

■一般入試 

・外国語(英語) 

志望する指導教員の研究指導可能なテーマや分野を記載した「入試ガイドライン」に基づく内容

を出題する。修士課程程度の各専門科目の分野（流通・マーケティング分野、組織行動心理学分

野、会計・ファイナンス分野、ベンチャービジネス分野、コーポレートガバナンス分野、税務分野）の

知識・理解と基礎的研究能力を備えているかを確認する。 

 

・口頭試問 

専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき口頭試問を行う。経営学分野の高度な知識

と研究能力を有し、専門性を深めつつ課題解決と地域・社会への貢献を志向する意欲を総合的に

判断する。外国語では、アドミッション・ポリシーの①を確認し、口頭試問では①、②、③の全てを確

認する。 

 

■社会人入試 

・口頭試問 

専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき口頭試問を行う。経営学分野の高度な知識

と研究能力を有し、専門性を深めつつ課題解決と地域・社会への貢献を志向する意欲を総合的に

判断する。口頭試問ではアドミッション・ポリシーの①、②、③の全てを確認する。 

 

■外国人留学生入試 

・口頭試問 

専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき口頭試問を行う。経営学分野の高度な知識

と研究能力を有し、専門性を深めつつ課題解決と地域・社会への貢献を志向する意欲を総合的に

判断する。口頭試問ではアドミッション・ポリシーの①、②、③の全てを確認する。 

 

8. 教育研究実施組織の編制の考え方および特色 

8.1 教育研究実施組織の編制の考え方 

本研究科経営学専攻博士後期課程の教育研究上の目的を実現するため、本研究科経営学専

攻博士後期課程の教育研究の基本となる経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租
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税等を専門とする専任教員が中心となり、研究指導を含む授業を担当する。また、基盤科目や一

部の専門科目も、すべて本研究科に所属する専任教員が担当するため、オフィスアワーなどの時

間も活用しながら、常に身近に相談できる体制を敷いており、学生に対して充実した研究指導の

環境を整備している。また、教務・国際部内に大学院事務を担当する専任職員を配置しており、教

員と職員とが一体となって学生を支援できる体制を構築している。 

なお、本研究科経営学専攻博士後期課程では、入学定員 2 名（収容定員６名）に対して、専任

教員は 13 名（うち教授 8 名）で構成する。そのうち研究指導教員は９名おり、学生の研究領域に応

じて指導する体制を整えている。 

 

8.2 教員の年齢構成 

本研究科経営学専攻博士後期課程の完成年度末の専任教員の年齢構成は、次のとおりとなっ

ている。 

 

区分 40 歳代 50 歳代 60 歳代 合計 

教授 1 2 5 8 

准教授 2 1 1 4 

講師 - - 1 1 

合計 3 3 7 13 

 

本学の専任教員の定年は、「学校法人大阪経済大学就業規則」【資料 35】に基づき満 67 歳とな

っている。なお、「特任教員任用規程」【資料 36】に基づき、定年退職した専任教員を、「教育、研

究水準の向上のために特に必要があると認められるとき」に、任期 3 年（満 70 歳まで）の特任教員

として任用することができるようになっている。 

本研究科経営学専攻博士後期課程では、完成年度までに定年である満 67 歳を超える専任教

員は 2 名おり、特任教員となることで完成年度までは教育研究実施組織の継続性は担保される。

また、当該教員らの特任教員の任期満了に伴う退職後については、退職する教員と同系統の専

門分野の専任教員を遅滞なく補充するよう、採用計画を早期に立てていく。 

 

【資料 35】 学校法人大阪経済大学就業規則 

【資料 36】 特任教員任用規程 

 

8.3 博士前期課程の教育研究実施組織について 

本研究科経営学専攻博士前期課程では、入学定員 50 名（収容定員 100 名）に対して、専任教

員は 45 名（うち教授 21 名）で構成する。そのうち研究指導教員は 16 名おり、学生の研究領域に

応じて指導する体制を整えている。 

なお、課程変更の前後で、本研究科経営学専攻博士前期課程の教育研究実施組織の編制に
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変更はない。 

 

9. 研究の実施についての考え方、体制、取り組み 

9.1 研究の実施についての考え方 

本学大学院は、建学の精神である「自由と融和」に則り、学術の理論及び応用を教授研究し、そ

の深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的として掲げている。また、日本学術会議声明

「科学者の行動規範」（平成 18 年 10 月 3 日制定、平成 25 年 1 月 25 日改訂）に準拠し、本学に

おいて研究活動を行うすべての者、およびこれを支援するすべての者が遵守すべき行動規範を

『大阪経済大学研究活動に関する行動規範』に定めている【資料 28】。 

とりわけ、本学の 100 周年ビジョンである「DAIKEI 2032」に掲げる「研究ビジョン」においては、

「知の“結接点”となる」ことを目標としたうえで、「分野や産学官民を問わず、国内外の多彩な知を

集積し、それぞれをつなげる場を形成することで、新たな価値を創出」していくことを明示している。

この「研究ビジョン」を実現するため、「多彩な研究者が集い、交わる場の形成」および「研究成果・

資料の積極的な発信」に取り組むこととし、これらに基づく具体的な施策を 5 ヵ年の「中期計画」に

掲げ、毎年度の事業に取り組んでいる。 

 

9.2 研究活動の支援体制 

研究活動をサポートする体制としては、学内に URA に相当する職は置いていないものの、過去

に複数の大学で、外部の研究資金の調達・管理等のマネジメント、特に科学研究費の執行手続き

から獲得支援まで幅広い知識と業務経験をもつ専任職員を、令和 3 年度より教育・研究支援・社

会連携部研究支援課に配置している（令和 7 年度の事務組織改編により教学・研究推進部研究

推進課となった。以下「研究推進課」とする）。業務として、科学研究費の適正な使用に関する説明

会の開催、科学研究費獲得を目的とした勉強会の企画・運営および「研究計画調書」の添削を含

む個別相談などを実施しており、科学研究費のほか、学外助成金等の募集に関して教員へ周知し、

外部研究費の獲得を働きかけるなど、本学の研究活動支援の充実を図っている。 

また、研究推進課では、専任職員のこれまでのキャリアを生かし、他大学との情報交換、人物交

流においても令和 4 年度研究倫理研修講師の依頼につなげるなど、その後も現在に至るまで研

究活動支援のみならず、研究倫理・研究コンプライアンス教育を含め、本学の研究関連業務全般

に支援している。 

その他、研究推進課では、学内研究費の管理・執行、海外出張者・国内留学者の学内手続き事

務、学内での学会・研究会の開催補助、研究成果発表の媒体である紀要（『大阪経大論集』）の発

行等を行っている。 

科学研究費申請支援については、平成 30 年度より専任教員を対象に「科研費 研究計画調書

作成勉強会」を開催している。そこでは、書き方の注意点等の説明、複数回採択経験のある教員

による作成のポイントを含む経験談等、研究計画調書の作成において、有益な情報を共有できる

場を用意している。当日に参加ができなかった教員のために、後日、録画を e-Learning に掲載し、
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視聴できるように配慮している。このほか、関連図書の貸し出し、個別の相談、過去に採択された

研究計画調書の閲覧を可とする等の支援に取り組んでいる。 

なお、科学研究費応募者は、採択結果に基づき後述する学内研究費の交付対象となる。これら

の学内研究費は、次回以降の科学研究費の獲得支援を目的として、外部資金獲得へのさらなる

動機付けを狙いにしている。 

企業および自治体等との受託研究および産官学共同研究については、「受託研究取扱規程」

および「産官学連携共同研究費規程」に基づき、当該研究費の受入、執行を中心に活動を支援し

ている。また、令和 4 年 3 月 11 日には、産官学連携活動の推進を目的として「大阪経済大学 産

官学連携活動における利益相反マネジメント・ポリシー」および「大阪経済大学 産官学連携活動

における利益相反マネジメント規程」を制定し、各教員の研究活動において産官学共同研究への

支援体制を強化した。 

 

9.3 研究費の適切な支給 

専任教員は、「普通研究費等の支給に関する規程」に基づき、一律、普通研究費が１人につき

年間 570,000 円支給されている。 

このほか、科学研究費の獲得支援を目的とし、科学研究費不採択評価に基づき、交付対象とな

る「特別研究費」および「共同研究費」、科学研究費獲得者の研究活動を支援するために交付され

る「研究奨励費」、本学の教育の改革を進めることを目的とする「教育改革支援研究費」の研究費

支給制度がある。また、「共同研究費」制度および、「教育改革支援研究費」制度では、学部を超え

た教員同士の共同研究を認めており、学内共同研究の推進を図っている。こうした研究費は、「普

通研究費支出に関する内規」に定められたルールに則り執行されている。 

これらの学内研究費の令和 6 年度の採択件数は以下のとおりとなっている。 

 申請件数 採択件数 支給総額（円） 

特別研究費 8* 4 920,000 

共同研究費 2 1 282,000 

研究奨励費 41 41 5,033,072 

教育改革支援研究費 5** 5 3,702,800 

  *  特別研究費の申請のうち、2 件は科学研究費において採択されたため除外。 

  ** 教育改革支援研究費の申請の内訳は、新規は 3 件、継続は 2 件。 

 

また、専任教員と学生から構成される「大阪経大学会」からの出版助成制度や、学会、研究会を

本学で開催した場合の開催補助制度を設けている。 

大学院生への研究補助については、「大阪経済大学大学院ゼミナール学外研修の付添いおよ

び援助金支給に関する申し合わせ」に基づき、１人につき年間 5,000 円の援助費を設けるとともに、

「大阪経済大学大学院ゼミナール（演習・研究指導）教材補助費支給に関する申し合わせ」に基づ

き、博士前期・修士課程在籍者には 1 人につき各学期 5,000 円、博士後期課程在籍者には 1 人
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につき年間 20,000 円の教材補助費を設けている。さらに、「大阪経済大学大学院学生学会参加

援助費規程」に基づき、博士後期課程在籍者等に対する学会援助費として、１人につき年間

30,000 円を設けている。 

 

9.4 研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

研究室については、専任教員 1 名につき 1 つの個人研究室を設けていることに加えて、共同研

究スペースとして、共同研究室を複数設置しており、教員が自由に利用できるようにしている。なお、

大学院生についても、大学院学則 36 条に基づき、共同の研究室を設けている。なお、本研究科

経営学専攻博士後期課程に在籍する大学院生については、その学生たちのみが使用できる専用

の研究室を 1 部屋設置している【資料 37】。 

また、教員の研究時間を確保するため、「専任教員の担当コマ数についての申し合わせ」にお

いて、「標準担当コマ数は大学院開講科目を含め５～８コマとする」ことを定めているほか、「海外出

張規程」および「国内留学規程」に基づく、在外研究制度を設けている。本学に着任後 2 年が経過

した専任教員は、同制度への申請が可能となり、長期は申請から 3 年後に 6 ヶ月以上 1 年以内、

短期は申請の翌年に 6 ヶ月未満の期間、国内外において、専門とする研究分野での研究活動を

行うことができる。さらに、給与とは別に当該期間中の旅費、滞在費、研究費が支給され、研究に

専念できる環境が整えられている。 

 

【資料 37】 経営学研究科 経営学専攻 博士後期課程 専用研究室 

 

9.5 研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 

ア．規程の整備 

研究倫理を遵守するとともに、研究活動の不正を防止するための措置として、「大阪経済大学研

究活動に関する行動規範」、「大阪経済大学公的研究費の取扱いに関する規程」および「研究活

動における不正行為への対応等に関する規程」を整備しており、令和 3 年 11 月 19 日には同規程

第 19 条第 2 項にある「研究データの内容、保存期間」について定めた「研究データの保存等に関

するガイドライン」を制定した。このほか、研究費を適正に執行するため、「研究費による購入物品

の検収等ガイドライン」、「科学研究費支出に関する内規」および「普通研究費支出に関する内規」

を定め、研究費の不正使用防止に努めている。あわせて、3 年度ごとに各研究室内で前年度に研

究費により購入した図書、物品の現物調査を実施し、それ以外の年度は教員自身による所在調査

を行い適切に管理されていることを確認している。 

また、令和 3 年 2 月 1 日付で改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン」（文部科学省）に基づき、「研究活動に係る基本方針」および「研究活動に係る不正防止計

画」を見直した。その後、新たに作成した「コンプライアンス教育および啓発活動実施計画」のとお

り、コンプライアンス教育および 4 半期ごとの啓発活動を実施している。 
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9.6 教員および学生における研究倫理確立のための機会等の提供 

ア．コンプライアンス教育及び研究倫理教育の定期的な実施等／研究倫理に関する学内審査機

関の整備 

コンプライアンス教育および研究倫理教育については、毎年、全教員、大学院生および研究活

動に関わる職員を対象に、文部科学省からの 2 つのガイドライン「研究機関における公的研究費

の管理・監査のガイドライン」および「研究活動の不正行為への対応等のガイドライン」に基づき、

外部講師による「研究倫理研修」を実施している。専任教員には 5 年ごとの受講を義務付けており、

受講率は 100％である 。学部の学生に対しては、学内電子掲示板において、同研修の受講を案

内するほか、科学技術振興機構（JST）のホームページに公開されているパンフレット「研究者のみ

なさまへ～責任ある研究活動を目指して～」および本学が独自に作成した教材「はじめての研究

倫理」を掲示し通読を呼びかけており、同教材は入学時のオリエンテーションでも配布している。 

また、科学研究費採択者に対しては、「科研費事務手続き要領説明会」を実施し、科学研究費

の適正な執行手続きの周知および理解を深め、研究倫理に関しては、日本学術振興会の冊子教

材『科学の健全な発展のために-誠実な科学者の心得-』を配付し、同振興会による研究倫理の e-

Learning 教材「eLCoRE」の受講・修了を求めている。 

研究倫理に関する学内審査機関の整備としては、平成 30 年 6 月 8 日に制定した「『人を対象と

する研究』の倫理に関する規程」に基づき、研究コンプライアンス推進委員会のもと、学部ごとに審

査委員会を設置し、適切に運営している。なお、令和 7 年度審査件数は 35 件であった（令和 6 年

度件数：28 件）。 

 

10. 施設・設備等の整備計画 

10.1 校地について 

本研究科は、大阪市東淀川区大隅にある大隅キャンパスに設置する。大隅キャンパスは、本学

の中心キャンパスであり、全学部・研究科により構成され、教室棟に加え、事務・研究棟、図書館お

よび体育館等が設置されており、対象校地面積は 40,048.75 ㎡である。また、阪急京都線の上新

庄駅から徒歩 15 分、大阪メトロ今里筋線瑞光四丁目駅より徒歩 3 分の距離にあり、通学面でも非

常に便利な場所に立地している。 

 

10.2 学生の休息、その他の利用のための適当な空地の整備状況 

大隅キャンパスは大阪市内に立地することから校地面積が十分に確保されているとはいえない

ものの、学生の自習・休息等のための空間や空地を拡張している。 

学生が自習や談話、飲食等を行うことができるフリースペースは、学内各所に 1,175 席分（屋内

760 席分、屋外 415 席分。食堂・カフェを除く）設けている。また、障がい学生とその保護者をサポ

ートするための専用控室を設置している。 

学生の遊戯場として、これまでは卓球場程度しかなかったが、令和 4 年度にバスケットボール等

ができる多目的広場を整備した他、Ｄ館２階デッキにシェードを設置、Ｃ館増築棟にフォレストルー
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フ（ウッドデッキ）を設置するなど学生のための居場所づくりに取り組むとともに、学生所有のノート

パソコンを充電できるスポットを設けるなど、長時間大学にいても学習環境に困らないような取り組

みも行っている。 

 

10.3 校舎等施設の整備計画 

全学部・研究科の授業は大隅キャンパスで実施しており、本研究科経営学専攻博士後期課程

の教育研究も同様に実施する。授業を行う教室については、本研究科経営学専攻博士後期課程

の設置によって新たに整備する必要はなく、既設の教室を利用することとしている。また、9．4 のと

おり、教員の研究室については全員分が既に確保されている。そして、本研究科経営学専攻博士

後期課程に在籍する大学院生についても専用の研究室が利用できるように、教育研究環境を整

備する。なお、その専用の研究室は他の大学院生が共同で利用するフロアに配置しており、静穏

な環境で研究に専念できるようになっている。 

以上により、本研究科を設置した後も、学生の利便性を維持しつつ、教育研究に必要な教室、

施設設備等の整備については継続的に取り組む【資料 37】。 

 

10.4 図書館の整備計画 

図書については、現在、大学全体で電子書籍を含めて約 60 万冊所蔵している（日本図書館協

会令和 7 年調査票）。そのうち法律、経済、企業、経営管理などの社会科学、商業の図書は、約 26

万冊である。 

雑誌に関しては、現在和雑誌 281 タイトル、洋雑誌 106 タイトルを購読、電子ジャーナル 148 タ

イトルを契約している。また Wiley、Taylor＆Francis、Springer といった大手学術雑誌出版社の電子

ジャーナルを契約購読しており、学術雑誌最大手の Elsevier については全ての論文の全文を利用

できるサブスクリプション契約をしている。その他、雑誌論文・新聞記事データベース 20 種類、法律

系データベース 5 種類、経済・企業情報データベース 2 種類を契約しており、買い切りのアーカイ

ブデータベースを 6 種類所蔵している。 

本学に関する図書等の資料については、図書館でかねてより所蔵している経済学の代表的学

術雑誌 American Economic Review, Econometrica 等を創刊号より所蔵している他、Academy of 

Management Review, Academy of Management Journal, Strategic Management Journal といった経

営学分野の主要雑誌も創刊号もしくはかなり古い号より所蔵している。 

今後、本研究科の教育・研究の対象分野である経営学を中心に、図書、雑誌、電子ジャーナル

を更に充実させる予定である。洋書に関しては電子書籍で所蔵する予定にしているが、和書に関

しても電子書籍を中心に選択する予定である。 

図書館は月曜日から土曜日は朝 8 時 45 分から夜 9 時 30 分まで開館しており、授業の前後に

利用できる体制を整えている。閲覧席は 1 階から 3 階まで 879 席を備え、2 階、3 階にデスクトップ

パソコン合計 6 台を設置しているほか、貸出用ノートパソコン合計 30 台、貸出用プロジェクター2 台

を準備し、Wi-Fi も完備している。契約データベースには、学内であればどこからでもアクセスでき、
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一部を除いて VPN 接続が可能であるため、自宅からもアクセス可能である。また一部のデータベ

ース、電子ジャーナルに関しては学認認証システムも導入しており、場所を問わずに利用すること

がより簡便になっている。 

また、図書館 1 階の一部をラーニング・コモンズとし、プレゼンテーションエリアやグループ学習

室は学生への貸出もしており、ディスカッション、プレゼンテーション、ディベート等の練習にも利用

されている。 

 

11. 管理運営 

11.1 研究科委員会の管理運営体制について 

本学大学院は、大阪経済大学大学院学則及び大阪経済大学大学院研究科委員会規程【資料

38】に則って運営が行われる。大学院学則第６条に規定する研究科委員会は、本研究科に所属し

ている専任教員をもって構成し、毎年度設定される研究科委員会日程（8 月は除く）に従って開催

する。研究科委員会の議長は、研究科長があたる。 

なお、本学大学院の教育研究全般に関する諸課題の協議の場としては、学長が招集する大学

院校務協議会が設置され、大学院校務協議会規程【資料 39】に則って運営が行われている。 

本学大学院の管理運営を支援する事務局は、教学・研究推進部教学推進課が担当する。同課

は、本研究科の他に、経済学研究科・経営情報研究科・人間科学研究科の管理運営支援につい

ても担当している。具体的には、大学院校務協議会ならびに研究科委員会に係る事務全般を指し

ている。また、授業運営管理は教務・国際部教務課が担当し、学生の福利厚生、奨学金等につい

ては学生・キャリア支援部学生課が担当している。 

 

【資料 38】 大阪経済大学大学院研究科委員会規程 

【資料 39】 大学院校務協議会規程 

 

11.2 経営学研究科の管理運営方法 

ア．大学院校務協議会 

構成員は、学長、研究科長、研究科長補佐によって構成され、次の事項の協議、連絡調整を行

う。 

(１) 各研究科に共通する議題および審議内容に関する事項。 

(２) 教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長 

が定める事項。 

(３) 学長および研究科長等がつかさどる教育研究に関する事項で、研究科委員会の意見を

聴くことが必要なものとして学長または研究科長等が求める事項。 

(４) 研究科委員会の意見を聴くことが必要なものとして理事会が求める事項。 

(５) 研究科委員会の意見を聴いて、学長または、理事会が決定した事項のうち、研究科委員

会に報告する事項。 

－設置等の趣旨（本文）－33－



 

(６) その他教育研究に関する事項。 

 

イ．研究科委員会 

研究科委員会の構成員は、研究科に所属する専任の教員により構成される。 

 

研究科委員会は、次の事項を審議し、学長に意見を述べるものとする。 

(１) 学生の入学、卒業および課程の修了に関する事項 

(２) 学位の授与に関する事項 

(３) 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、研究科委員会の意見を聴

くことが必要なものとして学長が定める事項 

 

また、上記以外に、学長および研究科長等がつかさどる教育研究に関する次の事項について

審議し、および学長または研究科長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(１) 研究科の機構、組織ならびに制度に関する事項 

(２) 大学院学則ならびに研究科に関する諸規程の制定、改廃に関する事項 

(３) 研究科長の候補者の選任に関する事項 

(４) 研究科長補佐その他研究科教員の人事に関する事項 

(５) 授業および研究指導に関する事項 

(６) 試験および学位論文の審査（学位の授与）に関する事項 

(７) 授業科目の変更に関する事項 

(８) 学生の身分に関する事項 

(９) 奨学金その他学生生活に関する事項 

(10) 学生の賞罰に関する事項 

(11) その他教育研究に関する事項で学長または研究科長等から諮問された事項 

 

ウ．経営学研究科の運営体制 

本研究科の教学面の企画・立案を行う組織として、既存研究科と同様に、研究科長の他に研究

科長補佐（1 名）により構成される研究科執行部を置く。執行部構成員は、本学の教学面での中心

的な議題を取り扱い、研究科委員会に提出する議題の検討や各種会議との連絡・調整を行い、研

究科運営の中核となる。 

 

12. 自己点検・評価 

12.1 自己点検・評価の実施体制  

本学は、建学の精神「自由と融和」、教学理念「人間的実学」および目的の実現に向け、内部質

保証システムを構築し十全に機能させ、恒常的・継続的に教育等の質の保証および向上に取り組

むことを目的として、「大阪経済大学内部質保証システムに関する規程」を定めており、同規程に
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基づき、全学的に自己点検・評価を行っている。  

実施体制としては、学長を委員長とし、全学の教育活動等の改善・向上に関する審議等を行い、

内部質保証を推進する「全学内部質保証推進会議」（以下、「推進会議」という。）を置くとともに、

学長が指名する委員を委員長とし、全学の教育活動等についての全学的な自己点検・評価等を

行う「全学自己点検・自己評価委員会」（以下、「自己点検委員会」という。）を置いている。この体

制のもとで、学部、研究科、センターおよび事務組織等の各組織は、教育活動等の自己点検・評

価を実施し、その結果を自己点検委員会に報告している。また客観的な評価からの質向上を目的

に、外部評価委員会による外部評価も実施している。 

 

12.2 実施方法及び結果の活用  

本学の 100 周年ビジョンである「DAIKEI 2032」に基づき、平成 31 年 4 月から令和 6 年 3 月まで

を「第一次中期計画」、令和 6 年 4 月から令和 11 年 3 月までを「第二次中期計画」として、それぞ

れ 5 ヵ年の計画を立て、4 つのビジョンを具体化していくための様々な施策を定めており、教学分

野の各施策には学長・副学長・学長補佐の中から推進の責任者を割り当てている。さらに、中期計

画を踏まえて単年度ごとに事業計画を定めており、これに沿って、各組織は教育活動等に取り組

んでいる。 

そして、推進会議のもと、各組織は自らが行う取り組みの進捗状況を年度末に自己点検・評価し

ており、学長・副学長・学長補佐がその内容を取りまとめ、自己点検委員会に報告している。これを

踏まえ、自己点検委員会は全学的な観点から自己点検・評価しており、推進会議はその内容に関

して報告を受け、事業計画の見直し等について審議している。また、中期計画に定めた各施策の

進捗状況については、毎年度の事業報告書に掲載し、本学のホームページで公表している。  

 

13. 認証評価 

本学では、公益財団法人大学基準協会が定める大学基準に照らした取り組みの適切性につい

て、各組織が自己点検・評価を行い、自己点検委員会に報告しており、これを踏まえ、自己点検委

員会が全学的な観点から自己点検・評価し、課題等の抽出を行っている。推進会議はその内容に

関して報告を受け、改善・向上に向けた取り組みを審議しており、関連する組織において、課題の

改善に取り組んでいる。  

前回令和 5 年度の認証評価受審時に公益財団法人大学基準協会から付された 1 つの改善課

題については、「推進会議」から、その改善に取り組むことを関連する組織に指示し、毎年対応して

いる。 

  

14. 情報の公表 

本学では学校教育法施行規則第 172 条の２に則り、大学を取り巻く様々なステークホルダーへ

の積極的な情報発信と説明責任を果たすため、本学のホームページの情報公開のページ

（https://www.osaka-ue.ac.jp/profile/information/）にて、以下に示す各種情報を公表している。 
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・大学の教育研究上の目的及び３つのポリシーに関すること 

【教育研究上の基本組織と目的】 

アドミッション・ポリシー 

カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシー 

アセスメント・プラン 

（大学院）アドミッション・ポリシー/カリキュラム・ポリシー/ディプロマ・ポリシー 

経済学研究科｜経営学研究科｜経営情報研究科｜人間科学研究科｜ 

人材養成の目的に関する規程 

大学院の人材養成の目的に関する規程 

 

・教育研究上の基本組織に関すること 

【教育研究上の基本組織と目的】 

組織図 

学部紹介 

大学院紹介 

 

・教育研究実施組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

【教員に関する情報とデータ】 

求める教員像・教員組織の編制方針 

全学の教員組織（学部等） 

教員プロフィール（各教員が有する学位等） 

専任教員一覧 ｜経済学部｜経営学部｜情報社会学部｜人間科学部｜国

際共創学部｜ 

役職者委員長等（教員） 

 

・入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は 

修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

【学生に関する情報とデータ】 

入試関連 学科別募集人員 

入試結果  

在学生関連 学部学科大学院研究科の学生定員及び在籍学生数 

学部の卒業者数と卒業判定(過去 3 年間)  

大学院における学位授与状況 

社会人学生数 
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退学除籍者数一覧（学部学科別/大学院研究科別） 

離学（退学・除籍）状況および留年者数の推移 

学修行動・学習時間について（学部） 

就職関連 就職・進学の状況（過去 3 年間） 

卒業後の進路先の状況(前年度実績)  

就職データ・主な就職先 

 

・授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

【授業科目や単位、卒業の要件に関する情報】 

シラバス（科目ごとの内容や到達目標等記載） 

専攻科目一覧｜経済学部｜経営学部｜情報社会学部｜人間科学部｜国際

共創学部｜ 

各学部履修規程 

履修系統図｜経済学部｜経営学部第１部・第２部｜情報社会学部｜人間科

学部｜国際共創学部｜ 

 

・学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

【授業科目や単位、卒業の要件に関する情報】 

成績評価基準 

年間履修登録単位数の上限と進級、卒業（修了）要件（単位数）【学部】 

年間履修登録単位数の上限と進級、卒業（修了）要件（単位数）（大学院学則

より抜粋） 

 

・校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

【教育研究環境に関する情報】 

教育研究等環境の整備に関する方針 

施設案内 

情報環境 

 

・授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

【給付金および学生支援に関する情報】 

学費について 
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・大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

【給付金および学生支援に関する情報】 

学生支援に関する方針 

奨学金制度 

教育システム 

キャリアサポートシステム 

大経大のサポートシステム 

 

・その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報、学則等各種規

程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、自己点検・評価報告書、

認証評価の結果 等） 

【教育研究上の基本組織と目的】 

大阪経済大学学則 

大阪経済大学大学院学則 

 

【認証評価・外部評価・自己点検】 

認証評価結果および自己点検・評価 

アセスメントレポート(機関レベル) 

 

その他、上記以外にも授業評価アンケートや卒業時アンケートなど、教学の改善のためのデー

タ公開についても積極的に行っている。 

https://www.osaka-ue.ac.jp/education/sctl/disclosure/index.html 

 

また、本学は大学院を設置していることからも、学位論文に係る評価に当たっての基準につい

ては、各研究科を紹介するページからリンクを貼り、確認することができるようになっている。 

 

経済学研究科 https://www.osaka-

ue.ac.jp/education/graduate/keizai/policy.html 

経営学研究科 https://www.osaka-

ue.ac.jp/education/graduate/business/policy.html 

経営情報研究科 https://www.osaka-

ue.ac.jp/education/graduate/jyoho/policy.html 

人間科学研究科 https://www.osaka-

ue.ac.jp/education/graduate/human/policy.html 
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15. 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

15.1 全学的なファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施 

ア．事業内容 

本学では、教育理念に基づく教員に求められる諸活動の資質向上を図るため、ファカルティ・デ

ィベロップメント（以下「FD」という）の推進を目的として、全学ＦＤ委員会を組織し、全学ＦＤ委員会

規程【資料 40】に基づき下記の事業を展開している。 

１）教育活動を改善するための、全学および学部、研究科における施策の検討と実施 

２）研究活動の活性化および社会貢献等の資質向上を図るための、全学および学部、研究科に

おける施策の検討と実施 

３）FD に関わる資料、情報の収集と学内広報 

４）その他 FD に関係する事項 

 

イ．実施体制 

全学ＦＤ委員会は、①副学長が担当する教育・学習支援センターのセンター長、②学長補佐が

担当する教育・学習支援センターの副センター長、③各学部から選出された教員１名、④学長が

指名する教員１名、⑤教学・国際部長、⑥教学・研究推進部長の委員をもって構成する。事務局は、

教務・国際部学習支援課が行っており、本学では事務部長は職員が担っていることから、教職協

働の体制を敷いている。 

 

ウ．実施内容 

授業の内容、方法等の見直しのための研修会を、講義形式だけでなくグループワークを交えた

形式や、事務職員も参加するフォーラム形式で実施している。 

フォーラムおよびグループワークの内容や運営方法は全学 FD 委員会において、議論・審議を

経て決定し、実施要領を定めて教授会・研究科委員会やメール等を通じて専任教職員に周知して

参加を促している。 

 

【資料 40】 全学ＦＤ委員会規程 

 

近年の実施内容としては以下のとおりとなっている。（令和 7 年 12 月 31 日現在） 

実施日 テーマ 参加者数 

令和 6 年 9 月 6 日 Teams や KVC 等の意外に使われていない！？便利な機能に

ついて 
92 

令和６年 9 月 11 日～

9 月 19 日 

授業評価アンケート活用による授業改善策の検討 
83 

令和 6 年 10 月 4 日 高等教育機関における学習支援の現状と課題 62 

令和 6 年 12 月 13 日 生成系 AI の活用と留意点 90 
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令和 7 年 9 月 5 日 Teams や KVC など教育システムの活用について 91 

令和 7 年 9 月 10 日

～9 月 25 日 

授業評価アンケート活用による授業改善策の検討 
89 

 

15.2 経営学研究科における FD の取り組み 

本研究科の FD としては、上述の全学的な FD にも参画し、現行の本研究科修士課程で既に実

施している FD を定期的に企画・実施する。近年では、「ハイフレックス型講義の現状と課題」や「大

学院での授業の事例と課題：社会人と留学生の混合クラスでの取り組み」、「企業にみるリカレント

教育への取り組み」など、そのテーマは多岐に渡っている。今後も教員の意識・能力の向上を目指

していく。 

 

15.3 教育研究活動等の適切かつ効率的な運営を図るための職員研修等（SD 体制） 

事務職員に必要な知識・技能を修得させるとともに、必要な能力及び資質を向上させる研修等

については、狭義のスタッフ・ディベロップメント（SD）として、企画・総務部人事課が主管課となり企

画・実施している。 

本法人では、体系的・段階的・継続的な SD 実施のため、平成 30 年度に「専任職員人材育成ビ

ジョン」を策定し、令和元年度より施行している。「専任職員人材育成ビジョン」では、「目指すべき

人材像」を定め、本法人を支える有為な人材を育成するための「人材育成基本方針」や「行動指針」

を示している。なお、事務職員を対象とした SD としては、以前より以下の研修メニューを用意して

おり、必要に応じてこれらを継続的に実施している（「学校法人大阪経済大学職員研修規程」にて

規定）。 

（１）部署内研修 

①OJT 

②法人外で行われる研修で、所属長が認めるもの 

③その他 

（２）部署外研修 

①全体研修 

②役職別研修 

③職能資格別研修 

④新採用職員研修 

⑤法人外で行われる研修で、企画・総務部長が認めるもの 

⑥その他 

（３）特別研修 

①派遣研修 

②海外研修 

（４）自己啓発研修 
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特に「（２）②役職別研修」については、近年これに加えて「考課者研修」も実施しており、人事考

課を通した人材育成を部署の所属長も適切に行えるよう、その能力・資質の向上に努めているとこ

ろである。また、「(４)自己啓発研修」としては、e-Learning 型の研修契約を外部企業と締結しており、

本法人負担で、自らが必要とする知識・能力を個人ごとに学習できる環境を整えている。今後もさ

らなる活用を目指し、事務職員に働きかけを行っていく。「（２）③職能資格別研修」については、本

学が定める資格基準に照らして事務職員を 6 つの職能資格のいずれかに割り当てを行い、当該

職能資格において定義付けされた能力の維持・向上を図るために、概ね 1 年に 1 回程度、研修を

実施している。開催頻度として、「部署外研修」は現在それぞれのプログラムを年 1 回実施しており、

今後もそれを継続する。「自己啓発研修」は現在上記の e-Learning 型研修を随時実施しており、

今後もそれを継続する。「部署内研修」と「特別研修」は、必要性に則して不定期開催とする。 

なお、「専任職員人材育成ビジョン」や実施した研修については、本学のホームページ上に掲載

し、情報公開に努めている。 

 

※大阪経済大学「SD（Staff Development）の取り組み」 

https://www.osaka-ue.ac.jp/profile/staff_development.html 
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経営学研究科（修士課程）定員充足率（2023 年～2025 年） 

2025 年 2024 年 2023 年 

在籍者数（人） 114 105 88 

収容定員（人） 100 100 100 

定員充足率（％） 1.14 1.05 0.88 

資料01
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報告 

わが国の経営学大学院教育の 

あり方について 

～高度専門職業人教育を中心にして～

平成２９年（２０１７年）５月９日 

日 本 学 術 会 議 

経営学委員会 

経営学大学院教育のあり方検討分科会 

資料02
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３ 経営学大学院教育の使命 

(1) 経営学大学院修了生が修得すべき能力

付録２にあるように、国内の経営学大学院はそれぞれの大学院ごとに様々な努力を重

ねている。しかしながら、産業界を中心とした継続的事業体からは、依然として「国内

の経営学大学院は社会のニーズに応えていない」といった声が聞かれる。分科会では、

まず経営学大学院が涵養している修了生の能力を社会に明示することが第一の責務と

考え、経営学大学院に対するニーズ調査、志願者・修了生の意識調査など様々な分析レ

ポート[4][16][17][18][19]を参考に、経営学大学院の大学院生が修了までに修得すべ

き能力を、以下の五つに整理した。 

① 経営における職能担当者としての高度な専門知識とその活用能力

営利・非営利のあらゆる継続的事業体は、その規模に応じて各種の職能を分化さ

せ、経営企画、総務、組織、人事労務、生産管理、研究開発、マーケティング、会

計、財務、知財など、多様な専門職種を形成している。組織が拡大し、経営活動がグ

ローバル化すると、一つの専門職能においても、広くかつ深い知識が求められる。今

日の経営活動は、学士課程で得た知識だけでは有効に職務を遂行し得ないほど複雑な

レベルに達している。経営学大学院では、世界最先端で競争し得る専門的知識の付与

と同時に、必要に応じて知識を自ら紡ぎ出し、それを活用し現実の経営に役立て、将

来の経営リスクを低減させる実践的な問題解決能力の涵養を目指している。 

 そのために、教員自身も、単に理論のみならず実務を理解し、個々の継続的事業

体の具体的な諸条件を十分に考慮した上で、実践で役立つ解決策を見つけ出す必要が

ある。実務課題を科学的な知識や深い洞察力を用いて解決し、リスクを低減しつつ経

営成果を出すことに重点を置いた教育研究を行うことが、経営学大学院の現代的課題

である。各職能における理論的知識や最先端の知識を紡ぎ出し応用する力を身に付け

させる点が、学士課程の経営学教育と異なる。 

② 継続的事業体全体に配慮した問題解決能力

各専門職能における知識や問題解決方法はそれぞれの専門領域で深く研究され、学

会や学術専門誌を通じて公表されている。しかし、それらの知識や解決手法をそのま

ま他の組織に平行移動的に適応しても、現場の問題が解決されることはほとんどない。

むしろ各事業体には固有の文化や歴史があり、異なる環境に応じた解決方法を見つけ

出す必要がある。そのためには、事業体全体の動向と個々の専門職能の関係を見極め、

事業体全体の視点から個々の職能の貢献を評価し、再調整する必要がある。 

経営学大学院においては、単に個々の専門職能の最適な解決法を見出すのみならず、

その専門職能を包摂する組織全体の観点からも同時に自己点検できる能力を身に付け

させることが、学士課程の経営学教育と根本的に異なる点である。 
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科 学 技 術 基 本 計 画 

平成２８年１月２２日 

閣 議 決 定

資料03
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第１章 基本的考え方 

 

（１）現状認識 

我が国を取り巻く経済・社会は、大きな変革期にある。 

21 世紀に入り、科学技術は大きな進展を遂げてきた。これに加えて、近年、情報通信

技術（ＩＣＴ）の急激な進化により、グローバルな環境において、情報、人、組織、物

流、金融など、あらゆる「もの」が瞬時に結び付き、相互に影響を及ぼし合う新たな状

況が生まれてきている。それにより、既存の産業構造や技術分野の枠にとらわれること

なく、これまでにはない付加価値が生み出されるようになってきており、新しいビジネ

スや市場が生まれ、人々の働き方やライフスタイルにも変化が起こり始めている。 

また、経済・社会の成熟化に伴い、人々の関心が「もの」から「コト」へと変化する

など価値観が多様化してきている。従来のように技術革新の追求にとどまるのではなく、

ユーザーの多様な要望や共感に応える新しい価値やサービスを創出することが求めら

れている。 

グローバル化はますます進み、社会の様々な活動が国境を越えて展開している。企業

は、グローバル市場を見据え世界で積極的に活動を展開する一方で、厳しい国際競争に

さらされている。このような中、世界に広がる様々な知識・技術や優れた人材の能力を

いかに活用するかが、競争力を大きく左右するようになってきている。 

さらに、知のフロンティアの拡大に伴い、知識や技術の全てを個人や一つの組織で生

み出すことが困難となっている。このため、新たな知識や価値の創出に多様な専門性を

持つ人材が結集しチームとして活動することの重要性がますます高まっている。また、

イノベーションを巡るグローバルな競争が激化する中で、企業において、組織外の知識

や技術を積極的に取り込むオープンイノベーションの取組が重要視されるようになっ

ている。それに呼応して、科学研究の進め方もオープンサイエンスが世界的な潮流とな

りつつある。分野・国境を越えて研究成果の共有・相互利用を促進することにより、従

来の枠を超えた知識や価値が創出される可能性が高まっている。 

他方、世界的な規模で急速に広がるネットワーク化は、これまでの社会のルールや

人々の価値観を覆す可能性を有しており、派生するセキュリティ問題への対応、個人情

報の保護等の新たなルール、行動規範作りが不可欠となっている。また、Internet of 

Things（ＩｏＴ）、ロボット、人工知能（ＡＩ）、再生医療、脳科学といった、人間の生

活のみならず人間の在り方そのものにも大きな影響を与える新たな科学技術の進展に

伴い、科学技術と社会との関係を再考することが求められている。 

このような様々な変化は、相互に関連し合い、加速しながら進展している。知識や価

値の創造プロセスは大きく変貌し、それにより、経済・社会の構造が日々大きく変化す

る「大変革時代」とも言うべき時代を迎えている。 

 

また、我が国そして世界が抱える課題は増大し、複雑化している。 

我が国は、エネルギー、資源、食料等の制約、少子高齢化や地域経済社会の疲弊とい

った課題を抱えている。特に、我が国の経済・社会の基盤を支える上で、エネルギーや

資源の安定的かつ安価な供給が重要であることについては、東日本大震災を契機として
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平 成 29 年 7 月
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（超スマート社会）の実現を目指した取組を打ち出している。Society 5.057とは、「サイバー空
間の積極的な利活用を中心とした取組を通して、新しい価値やサービスが次々と創出され、
人々に豊かさをもたらす、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く人類史上5番目の
社会」とされている。少子高齢化が進む我が国において、個人が活き活きと暮らせる豊かな社
会を実現するためには、IoTの普及などにみられるシステム化やネットワーク化の取組を、も
のづくり分野だけでなく、様々な分野に広げ、経済成長や健康長寿社会の形成等につなげるこ
とが重要である。

●Society 5.0では、進展するICTの活用により働き方もスマートに
Society 5.0が実現すると、時間や空間に縛られない働き方が増加し得る。人々はAI、ロボッ

ト等の機械との協調により、それぞれの能力を伸ばし、自分自身にあった働き方を実現するほ
か、仮想現実や拡張現実等のICTを活用した高度なテレワーク58による「働き方のスマート化」
が実現し得る59。

具体的には、決められた就業時間に会社に来て働くワークスタイルが見直され、自宅やカ
フェ等の好きな場所で自分の好きな時間に働くことや、ICT の活用によって、遠隔地にいる
同僚があたかも同じ会議室にいるように働くことができるようになる中、移動を伴わず会合に
参加したり、人とコミュニケーションを取ることが可能となる。

ただし、こうした変化は、人々が時間や空間を問わず「働かされる」ことではない。働いた
時間による評価から、成果による評価に力点が移ることで、不必要な長時間労働はなくなるほ
か、長時間労働の是正に向けた施策が取られるようになると考えられる。

今後、Society 5.0の実現によって、個人が自分の意思で働く場所と時間を選択する、すなわ
ち、自分のライフスタイルを自分で選べるような社会になることが期待される。

●テレワーク導入企業は13％と低いが、今後の活用により生産性向上に期待
それでは、こうした働き方のスマート化に向けて、我が国企業の取組はどの程度進展してい

るのであろうか。以下では、テレワークに焦点を当ててみてみよう。

（57）	政府は、第4次産業革命の技術革新を産業や社会生活に取り入れることで、Society 5.0が実現できるとし
ている（「未来投資戦略2017」を参照）。なお、Society 5.0には、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続
くような新たな社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導していく、との意味合いがある。なお、
Society 5.0と産業革命との対応については次の通り。農耕社会が第1次産業革命（蒸気機関などの動力の活用）
を経て工業社会となり、第2次産業革命（電力・モーターといった動力の革新）と共に工業社会が発展した後、
第3次産業革命（コンピュータによる自動化の進展）によって情報社会に移行した。そして現在、第4次産業革命
（ビッグデータを基にAIが自ら考え最適な行動をとるといった自律的な最適化の実現）が進展することで、
Society 5.0の実現が期待されている。詳細は産業構造審議会（2017）などを参照。

（58）	テレワークの定義について、日本テレワーク学会は「テレワークとは、情報・通信技術の利用により時
間・空間的束縛から解放された多様な就労・作業形態」と定義しているほか、日本テレワーク協会は「テレワー
クとは情報通信技術を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」と定義している。ここでは、総務省
「通信利用動向調査」の定義である「貴社建物から離れたところに居ながら、通信ネットワークを活用することに
より、あたかも貴社建物内で勤務しているような作業環境にある勤務形態のこと。具体的には、社員の作業場所
等により、在宅勤務、サテライトオフィス勤務（本来の勤務地とは別の場所にあるオフィス等で作業する場合）
やモバイルワーク（営業活動などで外出中に作業する場合）と呼ばれるものがこれに当たる。」に従う。

（59）	厚生労働省（2016）や一般社団法人日本経済団体連合会（2016）などを参照。

注
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デジタルスキル標準策定の背景・ねらい

日本企業におけるDX推進の重要性の高まり

• データ活用やデジタル技術の進化により、我が国や諸外国において、データ・デジタル技術を活用した産業構造の変化が起きつつある。 このような変化の中で
企業が競争上の優位性を確立するためには、常に変化する社会や顧客の課題を捉え、デジタルトランスフォーメーション（DX脚注）を実現することが重要。

• 一方で、多くの日本企業は、 DXの取組みにおくれをとっていると考えられる。その大きな要因のひとつとして、DXの素養や専門性を持った人材が不足してい
ることが挙げられる。

DX推進における人材の重要性

• 企業がDXを実現するには、企業全体として変革への受容性を高める必要がある。そのためには、経営層を含め企業に所属する一人ひとりがDXの素養を
持っている状態、すなわちDXに理解・関心を持ち自分事ととしてとらえている状態を実現する必要がある。また、変革への受容性を高めたうえで、実際に企
業がDX戦略を推進するには、関連する専門性をもった人材が活躍することが重要である。

• このため、全員がDX推進を自分事ととらえ、企業全体として変革への受容性を高めるために、全てのビジネスパーソンにDXに関するリテラシーを身につける
必要がある。また、DXを具体的に推進するために、専門性を持った人材の確保・育成が必要である。

脚注 DXの定義 ：企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企
業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること（経済産業省「デジタルガバナンス・コード2.0」（2022年9月改訂） ）

デジタルスキル標準の策定

• 上記のようなDX推進における人材の重要性を踏まえ、個人の学習や企業の人材確保・育成の指針であるデジタルスキル標準を策定する。

• デジタルスキル標準は、ビジネスパーソン全体がDXに関する基礎的な知識やスキル・マインドを身につけるための指針である「DXリテラシー標準」及び
企業がDXを推進する専門性を持った人材を確保・育成するための指針である「DX推進スキル標準」の2種類で構成されている。

✓ DXリテラシー標準：全てのビジネスパーソンが身につけるべき能力・スキルの標準

✓ DX推進スキル標準： DXを推進する人材の役割や習得すべきスキルの標準

• デジタルスキル標準で扱う知識やスキルは、共通的な指標として転用がしやすく、かつ内容理解において特定の産業や職種に関する知識を問わないことを
狙い、可能な限り汎用性を持たせた表現としている。そのため、個々の企業・組織への適用にあたっては、各企業・組織の属する産業や自らの事業の方向
性に合わせた具体化が求められることに留意する必要がある。

• なお、デジタルスキル標準は、関係省庁との連携の下で、様々な民間プレイヤーの関与を得ながら普及・活用に向けて取り組むとともに、ユーザーのフィード
バックを得ながら、継続的な見直しを行っていく。
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第１章 なぜ今、オープンイノベーションなのか 
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第
１
章

基盤を強化させていくことが求められる。政府としても産学官連携体制を強化し2025年（平成

37年）までに大学・研究開発法人等への民間投資を３倍にする方針を示しているが1、民間投資

のうち例えば共同研究費は、増加傾向にあるものの１件当たりの平均額は相変わらず小規模であ

る（本節２．（２）①に後述）。 

大学・研究開発法人ともに組織を挙げて民間投資の増加を図るなど、財務基盤を強化するととも

に、学術研究・基礎研究を主に担う機関として成果創出を維持・強化していくことが必要である。 

③ イノベーションを創出する人材を育成する役割

オープンイノベーションに取り組む上では、高度な知の創出と社会実装を推進するために、専

門性と多様性を持った研究者はもちろんのこと、イノベーション全体を見通し戦略を策定する経

営人材や、迅速かつ小回りの利くベンチャー創出を推進する起業家人材や、研究開発プロジェク

トの企画・管理を担うプログラムマネージャー（ＰＭ）と研究活動全体のマネジメントを主務と

するリサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ2）といった技術移転を担うコーディネーター人材

が必要である。大学・研究開発法人においては、こうしたイノベーションを担う多様な人材のキャ

リアパスと地位の明確化を進めながら人材育成に取り組み、各人が適材適所で能力を発揮できる

環境を創り出す役割を担っている。 

これまで、文部科学省と経済産業省では、産業界で活躍する理工系人材の質的充実・量的確保

に向け、産学協働人財育成円卓会議（平成23～24年度）、理工系人材育成に関する産学官円卓会

議（平成27～28年度）を共同で開催し、産学官の対話の場として産業界で求められている人材の

育成や育成された人材の産業界における活躍の促進方策等について議論してきている。 

また、イノベーションを興すのは人であり、人が組織やセクターを越えて交流することで多様

な知識等が刺激し合い、融合し、そこから新たな価値が創り出される。大学・研究開発法人にお

いては、イノベーションを迅速かつ効果的に実現するため、同一機関に人材をとどめるだけでな

く、大企業、中小・ベンチャー企業といったセクターや組織、分野を超えて人材交流を行い、社

会全体として適材適所の配置による人材の好循環を誘導する役割も担っている。 

文部科学省では、科学技術・学術審議会人材委員会において、知のプロフェッショナルである

博士人材を育成する場である大学院博士課程の動向を念頭に置きつつ、広く活躍する場に焦点を

当て人材の流動化促進に向けた方向性について検討を進めてきている。 

研究開発法人としては、産業技術総合研究所が平成20年度からイノベーションスクールを開講

し、若手研究者を研究所の特別研究員として受け入れ、企業の現場における実践的研修を行い、

企業をはじめ社会の様々な重要な場で即戦力として活躍できる人材を輩出する取組を行っている。

また、科学技術振興機構は、橋渡し機能強化のため、平成27年度より自ら企画を提案し実現する

過程を通してＰＭの能力を育成する実践的なプログラムを実施している。 

大学・研究開発法人はこれまでも、成果の社会還元で大きな役割を果たし、イノベーションも

実現させてきた。しかしながら、今後の大変革時代、スピード重視の時代において、イノベーショ

ンにつなぐ成果を出すためには、確実な基盤強化と同時に従来の受け身のリニアモデル（優れた

成果であれば産業界が実用化する）にとどまらず、社会とビジョンを共有し、基礎から社会実装

1 日本再興戦略2016において「2025年までに大学・国立研究開発法人等に対する企業の投資額をＯＥＣＤ諸国平均の水準を超える現在の３
倍とすることを目指す」としている。 

2 University Research Administrator 
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4

はじめに 

我々は⼤きな時代の岐路に⽴っている。科学技術・イノベーション政策は、今後しばらくはどの国において
も、⼆つの⼤きな⽅向を常に⾒据えながら策定されていくことになるだろう。すなわち、科学技術には、20 世
紀後半から爆発的に拡⼤した⼈間活動に由来する地球規模の危機を克服するための知恵が求められている。
その⼀⽅で、それぞれの国は、グローバルな協調と調和をうたう様々な国際提⾔やコンセプトを競い合いなが
ら、⾃国の競争⼒強化のための国内改⾰と科学技術への未来投資の拡⼤を加速していく。

⼈⼝の指数関数的な増加、巨⼤化する都市環境、⼤量⽣産と⼤量消費に⽀えられたＧＤＰ1の成⻑神話、国
の制約を凌駕しようとするグローバリゼーションの進展など、「グレートアクセラレーション2」とも呼ばれる
これら 20 世紀の遺産が、⼤気中のＣＯ2 やメタンガスの増加、更にプラスチック流出等による海洋汚染を⽣み
出し、異常気象や気候変動、海洋⽣態系への影響といった地球の危機を作り出している。これこそ「⼈新世」
の現出3という仮説が⽰す世界的な課題の認識でもある。また、今や世界は、⽶中対⽴の先鋭化など混迷の度
を深め、我が国の安全保障をめぐる環境も⼀層厳しさを増している。第 6 期科学技術・イノベーション基本計
画（以下「第６期基本計画」という。）で掲げる我が国の科学技術・イノベーション政策は、こうしたグロー
バル課題解決への政策的貢献を企図するものでなければならない。翻って、科学技術・イノベーション政策に
は、国⺠の⼀⼈ひとりにいかなる恩恵をもたらすのかという国内向けの視座も⽋かすことはできない。我が国
は、これまでも少⼦⾼齢化や過疎化の進展といった課題を抱えてきたが、更に近年、深刻化する⾃然災害、科
学技術の国際競争⼒低下など新たな社会的課題に直⾯している。また、若者世代の⾃⼰肯定感の低さなど次代
を担う⼈材に関する課題も浮き彫りになっている。それらを解決するためには、⾃然科学のみならず⼈⽂・社
会科学も含めた多様な「知」の創造と、「総合知」による現存の社会全体の再設計、さらには、これらを担う
⼈材育成が避けては通れない。

グローバル課題への貢献と国内の構造改⾰という両軸を、どのような政策で調和させることができるのか。
第 6 期基本計画に求められているのは、そのための政策的創案である。

その時に我々が⽬指すべきは、第 5 期科学技術基本計画（以下「第５期基本計画」という。）で掲げた「サ
イバー空間4とフィジカル空間を⾼度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両⽴する
⼈間中⼼の社会」である Society 5.0 を現実のものとすることであろう。2015 年の国連サミットで採択された
持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ5）の提案に強く共感しながら、そこに「信頼」や「分かち合い」を重んじる我
が国独特の価値観を重ね、20 世紀の負の遺産を超えた我が国の未来社会像として Society 5.0 を再提⽰する。
社会や⾃然との共⽣のための循環型社会の実現、信頼に基づく市⺠感覚、三⽅よしの社会通念、分かち合いの
共感性、こうした「ソフトパワー」の価値を、信頼性の⾼い科学研究や技術⼒、更には極めて質の⾼い社会デ
ータの存在と結びつけ、我が国の未来社会像として Society 5.0 を世界に問いかける。加えて、このコンセプ
トの提⾔によって、我が国が、この価値観を共有できる国・地域・国際機関等との連携を強め、国際社会にお

1 国内総⽣産（Gross Domestic Product）
2 Steffen, W., Broadgate, W., Deutsch, L., Gaffney, O. & Ludwig, C. The trajectory of the Anthropocene: The Great Acceleration. The

Anthropocene Review 2: 81-98,doi:10.1177/2053019614564785 (2015)
3 2000 年、ノーベル化学賞受賞者である⼤気化学者のパウル・クルッツェンが、⼈類が地球環境に及ぼした影響により、地質年代が 1 万 1700

年前から現在に⾄る「完新世」から新たな地質年代である「⼈新世」に⼊ったと提唱。2021 年２⽉現在においては、国際的な学術団体によ
る正式な承認には⾄っていない。 

4 多様なサービスのサプライチェーンやコミュニティなどが形成される新たな社会領域
5 SDGs : Sustainable Development Goals 
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② 新たな社会を設計し、価値創造の源泉となる「知」の創造
新たな社会を設計し、その社会で新たな価値創造を進めていくためには、多様な「知」が必要である。特に

Society 5.0 への移⾏において、新たな技術を社会で活⽤するにあたり⽣じるＥＬＳＩ24に対応するためには、
俯瞰的な視野で物事を捉える必要があり、⾃然科学のみならず、⼈⽂・社会科学も含めた「総合知」を活⽤で
きる仕組みの構築が求められている。

また、「知」は、⾮連続な変化に対応し、社会課題を解決するイノベーションの創出の源泉である。研究者
の内在的な動機に基づき、新しい現象の発⾒や解明、新概念や価値観の提⽰を⾏うことで、フロンティアを切
り拓いていく必要がある。基礎研究・学術研究をはじめとした多様な研究の蓄積があり、その積み重ねの結果
として、時に独創的な成果が創出され、世界を変えるような新技術や新しい知⾒が⽣まれる。

③ 新たな社会を⽀える⼈材の育成
Society 5.0 時代には、⾃ら課題を発⾒し解決⼿法を模索する、探究的な活動を通じて⾝につく能⼒・資質

が重要となる。世界に新たな価値を⽣み出す⼈材の輩出と、それを実現する教育・⼈材育成システムの実現
が求められる。

急速に社会構造が変化する中、既存の枠組みや従来の延⻑では対応できない課題に取り組む能⼒が求められ
ており、初等中等教育の段階から、好奇⼼に基づいた学びを実現し、課題に⽴ち向かう探究⼒を強化する必要
がある。

また、⼈⽣ 100 年時代が到来しており、かつてない⻑さの⼈⽣において、⼈それぞれが興味・関⼼に応じた
多様な幸せの形を追求するためには、社会⼈になっても多様な学び直しの機会があり、新しい時代に応じたラ
イフスタイルを追求できる環境が必要である。

あわせて、社会としても「知」の循環を促進し、新たな価値の創造につなげ、⼈⽣のどの段階においても、
個⼈の能⼒が最⼤限発揮されることや、複線型のキャリアパスが構築できること、新たなチャレンジができる
ことが可能な環境を構築することが求められる。

加えて、あらゆる情報がオンラインで届けられ、コミュニケーションもＳＮＳなど⾮対⾯かつ匿名で⾏われ
るようになると、触れる情報に偏りが⽣じ、従来のような対⾯を前提とする⼈と⼈のつながりが変化していく
可能性がある。このような社会の変化に適切に対応する情報リテラシーが求められる。

また、直接本物に触れる経験が減少していく中、Ａを含むＳＴＥＡＭ教育25等を通して、直接本物に触れる
経験を積み重ね、感性や感覚を磨いていくことが⼀層重要になる。

（３）Society 5.0 の国内外への発信・共有・連携
今後のポストコロナ時代の世界秩序模索の期間において、我が国が国際社会をリードするために、新たな社

会モデルと価値、そして、それを実現するための戦略を⾔語化し、“Society 5.0”として国内外に具体的に問い
かけていく。

国⺠に向けては、様々なメディアや共創の場等の活⽤により、多様なセクター間の対話と協働を促すなど、
科学技術・イノベーションへの関⼼を不断に⾼めるための情報発信をはじめとする努⼒を継続し、市⺠参画に

24 ＥＬＳＩ：Ethical, Legal and Social Implications/Issues。倫理的・法的・社会的な課題。 
25 Science、 Technology、 Engineering、Art(s)、Mathematics 等の各教科での学習を実社会での問題発⾒・解決に⽣かしていくための教科等

横断的な教育。また、A の範囲をデザインや感性などと狭く捉えるものや、芸術、⽂化、⽣活、経済、法律、政治、倫理等を含めた広い範
囲で定義するものもある。
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Society 5.0
ーともに創造する未来ー 

2018 年 11 月 13 日 
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低コスト化・環境負荷低減を実現すれば、膨大な需要が見込める。 

 日本は、これらの産業を統合した、持続可能な生活を実現するモデルを設計

し、そのプラットフォーム化と標準化を迅速に行うことが重要である。また、

その実現に必要な関連システム22を率先して開発・産業化し、国際標準化を先導

すべきである。 

 このような SDGs の達成に直結する産業を創ることで、世界の社会課題を解

決し、各国の課題解決のパートナーとしての地位を確立する。これは、「Society 

5.0 for SDGs 経済圏」とも言えるエコシステム形成につながり、産業競争力の

みならず、日本の存在価値そのものを持続的に高めることができる。 

・一人ひとりが創造・享受する価値の増大

Society 5.0 では、多様な人々の想像・創造力によって価値が増大し、その

価値が社会で循環する。一人ひとりが創造し、享受する価値を増大することが

欠かせない。 

 とりわけ日本は人口が減少していくため、社会全体で持続的に価値を生み出

し続けるには、生産性の向上（産出／投入＝１人が時間あたりで生み出す価値、

を増大させること）が急務である。日本では、生産性向上というときに投入を

減らす「効率化」の文脈で語られることが多かったが、単に生産効率のみを向

上させるだけでは限界があり、付加価値の総量を増大させることが重要である。

Society 5.0 では、効率化から価値創造への移行が鍵となるため、今後この観

点がさらに重要になる。 

 価値の源泉はあくまで人の想像・創造力であり、生み出した付加価値を人に

分配し、社会に還元することが重要である。その観点から、賃金や所得等のあ

り方を見直し、人への還元を高めることが欠かせない。また、多様化した社会

において、何に価値があるかは、多様である。多様な背景や価値観を持った人々

22 AI を中心としたデジタル技術の活用により「能力の流通」が起きることで、サービスの普及

と持続的向上が可能となる。このようなダイナミックかつ複雑なサービスを可能とするには、

能力の流通を実現する AI 流通システム、AI 間の自律的連動を可能とするスマートコントラク

ト、安全で効率的かつ追跡可能な取引・決済システムなどが必要となる。

－設置等の趣旨（資料）－18－
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（２）人が変わる

 Society 5.0 時代には人の役割が大きく変化する。新しいことに挑戦し、価

値を創造できるような人材の育成が急務である。 

① 求められる人材

 Society 5.0 時代に必要とされる人材像はこれまでとは大きく変化する。定

型業務の多くは AI やロボットに代替可能となるため、中には消滅する職業も

出てくる。しかし、人がやるべきことがなくなることはない。人々は、誰もが

人ならではの想像力や創造力を発揮しながら、AI やデータを駆使して夢を実現

し、より大きな価値を生む業務を行うようになる。先が見通せない時代には、

自分の頭で考え、自ら課題を見つけ、解決策を設計し、AI などを活用してそれ

を現実のものとする力が欠かせない。各分野において領域知識を持つ人材が AI

を応用できる力を身につけることが求められる。また、従来必要とされていた、

ルールや手順を正確に守る人材だけでなく、果敢に新しいことに挑戦し、社会

の仕組みを一から創り直して、設計できるような人材が求められる。AI が普及

し、それを活用していく上では、適切な倫理観も問われる。 

 もう一つの重要な資質は、多様性を持った集団におけるリーダーシップであ

る。日本社会が多様性を増し、SDGs の達成に貢献するためには、多様な背景と

価値観を持つ人々からなるコミュニティーやビジネス上のチームにおいて、リ

ーダーシップを発揮できる人材が重要である。そのような人材は、異なる文化

に対する深い理解と敬意、新しい価値を想像し創造する力など高いリベラルア

－設置等の趣旨（資料）－19－
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Society 5.0 の実現に向けた 

「戦略」と「創発」への転換 

～政府研究開発投資に関する提言～ 

2019 年 4 月 16 日 

資料09
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Ⅰ．はじめに 
 研究開発をめぐっては、諸外国が躍進する一方、日本は停滞し、相対的な地

位が低下しつつある。とりわけ、AI（Artifitial Intelligence：人工知能）、

IoT（Internet of things）、ロボット等のデジタル技術や、バイオテクノロジ

ーをはじめとする最先端技術に関する研究については、米国だけでなく、中国

の存在感が急速に増している。 

 研究開発をおろそかにすれば、わが国の経済・社会の持続可能性が危ぶまれ

る。研究開発によって生み出される技術は、わが国の産業競争力の基盤であり、

これなくしてグローバル競争を戦うことはできない。また、人口減少・少子高

齢化やエネルギー問題など、わが国が抱える諸課題を解決するためにも、研究

開発によって新たな技術を生み出し、それらを社会実装していくことが不可欠

である。国を挙げて研究開発を強化することで、イノベーションを生み出し、

産業競争力を高め、社会課題を解決し、さらに新たに生み出された果実を研究

開発に再投資していく、という好循環を回していく必要がある。 

 経団連は、これまでも政府研究開発投資のあり方について提言を行ってきた。

さらに、2018 年 11 月公表の提言「Society 5.0 -ともに創造する未来-」1の中

で、Society 5.0 のコンセプトを改めて打ち出すとともに、日本がとるべきア

クションプランのひとつとして、研究開発についても今後の方向性を示した。

同提言では以下のように説明している。 

 Society 5.0 は「創造社会」であり、「デジタル革新と多様な人々の想像・創

造力の融合によって、社会の課題を解決し、価値を創造する社会」である。そ

して、Society 5.0 が目指すのは、さまざまな制約から解放され、誰もが、い

つでもどこでも、安心して、自然と共生しながら、価値を生み出す、持続可能

な発展を遂げる社会である。そのため、Society 5.0 は、国連で採択された持

続可能な開発目標（SDGs）の達成にも貢献できる概念である。 

1 経団連「Society 5.0 -ともに創造する未来-」（2018 年 11 月）http://www.keidanren. 

or.jp/policy/2018/095.html 

－設置等の趣旨（資料）－21－

B16004
ハイライト表示



22 

Ⅴ．創発的研究 
１．創発的研究を促進するうえで重要な要素 
 創発的研究は、破壊的イノベーションをもたらすシーズの創出を目指す研究

であるが、このようなシーズを生み出すことを当初から狙い、計画的に研究を

行うことはきわめて困難である。むしろ想定外のところから破壊的イノベーシ

ョンの種が生まれてくることのほうが多い。このように、創発的研究の成果の

予見性を高めることは困難であるが、破壊的イノベーションのシーズが生まれ

てくる確率を高めるうえで、重要な要素が大きく３つある。 

（１）多様性の向上

 もっとも重要なことは、あらゆる観点から見た多様性を高めることである。

人材の多様性という観点からは、外国人をはじめ、女性や若手といった、日本

の研究現場で主流とされてこなかった人々を呼び込むことがあげられる。また、

学問領域の多様性も重要である。わが国は、さまざまな学問分野において、相

当な蓄積があることから、これが途切れないように維持していくことが求めら

得る。 

（２）融合の促進

 ２点目は、多様な個々人や学問領域を、有機的に連携し融合へと向かわせる

ことである。それぞれが交わることなく孤立していては、多様性を高めても、

イノベーションは生まれない。そこで、多様な個々人や異分野・異業種の融合

を促進して、新たなアイディアを創出することが重要である。その一環として、

文理の分断も当然取り除いていく必要がある。大学における部門やプログラム

に関しても、講座制の下、教授、学生が特定の分野を専攻する分野分断の現行

システムから、分野横断型の学位プログラムの編成に変えることが重要である。

また、融合には、異なる人々や組織をオーガナイズする人材が求められること

から、そういった人材の育成や評価が求められる。 

また、アカデミア内での異分野間の融合だけでなく、産学の連携も予期せぬ

－設置等の趣旨（資料）－22－
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Society 5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会 

報告書 

ー  「スキルベースの人材育成」を目指して  ー 

令和７年 5 月 

Society 5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会 

デジタル人材のスキル・学習の在り方ワーキンググループ 

資料10
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⚫ 生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024（2024 年 6 月）

 「生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方」を公表した後も生成 AI が急速に進展し、ソフ

トウェア開発工程の効率化など導入効果が現実のものとなってきていることから、引き続き企業や専門家のヒ

アリングを重ね、ビジネスアーキテクト、デザイナー、データサイエンティスト、ソフトウェアエンジニア、サイバーセキ

ュリティといった DX 推進人材の生成 AI 時代のスキルなどの在り方を示した「生成 AI 時代の DX 推進に必

要な人材・スキルの考え方 2024」を取りまとめた21。 

 この考え方では、生成 AI の業務での活用により、専門領域における知識や技術を補填するようになる中で、

専門人材である DX 推進人材として、創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的思考などのパーソナ

ルスキルやビジネス・デザインスキル、「問いを立てる力」や「仮説を立てる・検証する力」、さらには成果物を

「評価する・選択する力」、また、使いこなすための非構造化データ処理や各種生成 AI モデルの基本的な

知識が求められることを提起するとともに、DX 推進人材の５つの人材像ごとに、生成 AI の活用の可能性

や今後、求められるスキルなどを整理した。 

生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024 （令和 6 年 6 月）＜概要＞ 

～変革のための生成 AI への向き合い方～ 

 その後、2024 年 7 月には、「DX 推進スキル標準」における補記の追加、共通スキル追加などの改訂を実

施した。

21 経済産業省「生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024～変革のための生成 AI への向き合い方～」（2024 年 6 月）

（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/pdf/20240628_2.pdf） 

⚫ 生成AI技術は急速に進展し、国内企業の導入が加速も、本格的な利活用には課題

⚫ 生成AIの利活用を妨げる課題と解決に向けた示唆、生成AI時代のDX推進人材のスキル、政策対応を取りまとめ

（３）生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキル

（１）生成AIの利活用の現在地
➢開発者の貢献や企業の前向きな生成AI導入（国内企業の生成AIの社内利活用・推進は１年前から大きく進展）

➢一方、組織として生成AIの日常業務への組み込み、新サービス創出、これを後押しする経営層の関与が停滞（世界平均より低い）

➢生成AIの業務での活用により知識や技術が補填されるため、DX

推進人材はより創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的

思考などパーソナルスキルやビジネス・デザインスキルが重要となる

➢DX推進人材には「問いを立てる力」や「仮説を立て・検証する力」、

に加えて「評価する・選択する力」が求められる

＜経済産業省における政策対応＞

➢ 「デジタルスキル標準」（DSS）の見直し

（４）生成AIを利活用するための人材・スキルのあり方に関する対応

➢ 「デジタルガバナンス・コード」の見直し ➢AI学習機会の裾野の拡大

➢生成AI時代に求められる継続的な学びの実現に向けた環境整備

（２） 生成AI利活用の課題、解決策と今後

➢組織として生成AIを日常業務に組み込んで利用する取

組や、新たなサービス創出につながる活用、また、これを後

押しするような経営層の関与において停滞

➢利活用を妨げる課題解決に向けた示唆

・生成AIへの理解不足と向き合い方

目的志向のアプローチ、環境整備と実験、答えでなく問いを深める

・経営層の姿勢、関与

経営層自身がビジョン・方針を定め、変革推進人材の役割を定義

・推進人材とスキル

スキルトレンドをデータドリブンに捉え、人材定義・教育・活躍の場作り

・データの整備

全社的なデータマネジメントとデータ「目利き」人材の育成・確保

➢経験機会の喪失と実践的な教育・人材育成

➢開発生産性の革新で、新たなベンダー・ユーザーの契機

求められるスキル

・ビジネスアーキテクト：選択肢から適切なものを判断する選択・評価する力

・デザイナー：独自視点の問題解決能力、顧客体験を追求する姿勢

・データサイエンティスト：利活用スキル（使う、作る、企画）、背景理解・対応ス

キル（技術的理解、技術・倫理・推進の各課題対応）

・ソフトウェアエンジニア：AIスキル（AIツールを使いこなす）、上流スキル（設計・

技術面でビジネス側を牽引）、対人スキル

・サイバーセキュリティ：AI活用の利益とリスク評価、社内管理スキル、

コミュニケーションスキル

－設置等の趣旨（資料）－24－
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2023年1月19日

内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

博士人材のキャリア
（趣旨・概要）

資料11
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本日ご議論いただきたい論点

24

【現状と課題】
• 日本の博士取得者のキャリアの多様化は、産業構造（スタートアップの育成、新市場開拓へ
の取組など）や、雇用慣行（ジョブ型雇用への転換など）、経営戦略（人的資本の経営な
ど）の変革とも密接に関連する。

• 大学院における人材育成においても、専門能力だけでなく産業界との連携によるプログラム
開発や能力の仮視化が求められている。

• 産業界のニーズとアカデミアにおける人材育成のシーズとの間のマッチングが課題であり、
関係府省において産業界における博士課程学生の活用促進、博士学生の支援等の取組が進ん
でいる。

【本日ご議論いただきたい論点】
• 博士人材の活躍に向けて、産学官の各セクターにおける意識の違いを埋めるにはどのように
すべきか、各セクターにどのように行動変容を促していくか。

• 関係府省の取組を踏まえ、今後の施策の実施、将来的な政策の展開に向け、考慮すべき点は
何か。

• 統合イノベーション戦略、次期基本計画等の国レベル戦略の検討に向けた政策課題は何か。

－設置等の趣旨（資料）－26－
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博士人材に関する産学協議会合報告書

博士人材が活躍する社会の実現に向けて

－目指すべき姿と具体的な取り組み－

2026年3月23日

一般社団法人 日本経済団体連合会

中央教育審議会大学分科会大学院部会（第124回）

資料12
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１．高度な専門性、トランスファラブルスキルが複雑な課題解決のキー

我が国は今、社会・経済環境の急速な変化と課題の複雑化に直面しており、社会全体で取り組むテーマは、単一の専門性だけでは解決できない領

域へと広がっている。加えて、グローバルな人材獲得・技術開発競争が激化する中、諸外国では博士人材を中核とした研究開発・イノベーション創

出が加速する一方、我が国では博士人材の活用が十分に進んでおらず、国際競争力の相対的な低下に直面している。こうした状況の下、人口減少の

進む日本が、成長の源泉となる『科学技術立国』を実現し、AI時代の到来の中でもグローバルに価値創造し国際社会で評価され続けるためには、初

等中等段階から育まれた好奇心や探究心を基盤とし、高等教育において培われる高度な専門性に加え、課題の構造を深く理解し、自ら解決策を設計

できる人材の重要性が一段と高まっている。

博士課程で培われる、深い専門知識とそれを俯瞰・統合する力、自律的な探究力、仮説検証に基づく創造力、未知の課題に挑戦し解決へと導く力

は、生成AI・AIエージェント、さらにはフィジカルAIの進展を含む技術革新が進む中で、価値創造の中核を担う能力として、ますます重要性を増し

ている。
２．イノベーションの担い手たる博士人材の育成と活躍促進

これまで、博士人材は学士・修士人材と比較して多くがアカデミ

アに進む傾向にあり、日本企業への就職者数は相対的に少なかった。

その結果、企業においては、博士人材の採用・処遇や育成に関する

議論や実践が十分に蓄積されてきたとは言い難く、アカデミアにお

いても、博士人材が企業や社会の多様な場で活躍することを見据え

た教育が、必ずしも体系的に行われてきたとは言えない。

今後は、博士人材を高度なイノベーション創出や未知の探究であ

るインベンションを担う人材として位置づけ、大学院教育改革を一

層推進するとともに、博士課程を通じて培われる高度な専門性と幅

広いトランスファラブルスキル（汎用的能力）を適切に評価し、

多様な場で活かすための仕組みを整備することが重要である。 

01 今なぜ、博士人材の育成・活躍が求められるのか

人材育成は、大学だけでも、企業だけでも完結しない。大学と企業が協働

し、学びと実践を行き来できる環境をつくることが、社会全体の知の基盤を

強化し、産業や地域の持続的な成長につながる。

本議論を、企業と大学が、これからの時代に必要とされる人材像と育成環

境をともに再設計していくための第一歩と位置付ける。本取りまとめについ

ては、産学協議会合のメンバーが目標に強く賛同し、実現に向けて毎年フォ

ローアップを進めていく。その際、社会情勢や事業環境の変化にも対応でき

るよう、柔軟かつ可変的に運用していける形で取り組みを推進する。

また、産学協議会合のメンバーに限らず、可能な限り多くの経団連会員企

業・大学関係者と力を合わせて進めていきたい。

はじめに

3

３．大学と企業が協働して、学びと実践を行き来できる
環境をつくる
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大学支援フォーラムPEAKS
博士人材の活躍に向けた
産学官連携プラットフォーム
第1回会合進行資料
2025年1月22日10:00～12:00

※本資料の内容の一部および全てについて、無断での複製・転載等などの二次利用を固く禁じます。

PEAKS
Leaders' Forum on 
Promoting the Evolution of Academia for Knowledge Society

資料13
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• 我が国が継続的にイノベーションを創出していくためには、社会課題の解決や新たな価
値創造を先導する能力を持った多様な人材を育成し、産業界とアカデミアを行き来し
ながら活躍することが不可欠である。博士人材は、①特定の分野について高度な専
門的知見を有するとともに、②汎用的能力を身につけ、自ら課題を発見し、その解決
策までを描くことができると認められた人材であり、社会が複雑化し、産業構造の転換
や分野横断的なグローバル課題の解決が求められる中、博士人材を活用してイノベー
ションの創出につなげていくことは世界的な潮流となっている。

PEAKS
Leaders' Forum on 
Promoting the Evolution of Academia for Knowledge Society

• 我が国では、人口当たりの博士号取得者の割合では、他の先進国と比較して相対的
に博士号取得者が少ない状況が続いてきた（表１）。

• そのような中、政府においても、例えば、次世代研究者挑戦的研究プログラム
（SPRING）（2021～）や、大学と企業との協働によるジョブ型研究インターシップ
（2021～）など、様々な取組が行われてきたところであり、2024年度には、博士課程
入学者数は15,744人となり、2年連続で増加している（表2）。

• 一方で、博士人材の育成を強化し、それをイノベーション創出までにつなげていくために
は、個別の企業や大学が、互いにコミュニケーションをとりつつ、自らを変革させるため
の具体的なアクションを起こしていくことが不可欠である。

背景：博士人材活躍に向けてアクションを進める必要性

出典：学校基本調査

（表1）

NISTEP「科学技術指標2023」より抜粋

（表2）博士課程入学者の推移

• 世界の先進国の状況に照らして、日本では、さらに博士人材の育成と活
用を推進し、イノベーションの創出につなげていくことが求められている。

－設置等の趣旨（資料）－30－
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2040年に向けた高等教育のグランドデザイン 

（答申） 

平 成 ３ ０ 年 １ １ 月 ２ ６ 日 

中 央 教 育 審 議 会 
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（高等専門学校） 

高等専門学校は、中学校卒業後の 15 歳の学生を受け入れ、５年一貫の実践的な技術者教

育を行う高等教育機関として、実践的・創造的な技術者の養成に大きく貢献してきた。 

今後は、新たな産業を牽引する人材育成の強化、大学との連携など高専教育の高度化、日

本型高等専門学校制度の海外展開と一体的に我が国の高専教育の国際化を進めていくことに

より、高等専門学校の教育の質を高めていくことが重要である。 

（専門学校） 

専門学校は、社会・産業ニーズに即応しつつ多様な教育を柔軟に展開して、実践的な職業

教育を実施している。高等教育機関全体の中では、大学に次ぐ学生数を受け入れており、地

域密着型の高等教育機関として、地方の道県でも高い進学率となっている。留学生や社会人

の受入れも多く、また、平成26（2014）年度からは、企業等と連携してより実践的な職業教

育に取り組む「職業実践専門課程40」の認定制度が開始され、約３割の学校が取組を進めて

いる。「職業実践専門課程」では、学校関係者評価や、情報公表等が要件として求められてお

り、こうした質保証・向上の取組は、全ての専門学校でも進められていくことが必要である。 

今後は、地域等での産学連携による職業教育機能の強化や留学生の積極的な受入れ、リカ

レント教育にも大きな役割が期待され、地域に必要な高等教育機関として、教育の質を高め

ていくことが重要である。 

２．大学院における特有の検討課題 

大学院は、「創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者等の養成」、「高度な専門的

知識・能力を持つ高度専門職業人の養成」、「確かな教育能力と研究能力を兼ね備えた大学教

員の養成」及び「知識基盤社会を多様に支える高度で知的な素養のある人材の養成」という

四つの人材養成機能41を担っている。高等教育の中でもとりわけ大学院は知識集約型社会に

おける知の生産、価値創造を先導する高度な人材を育成する役割を中心的に担うことが期待

される存在である。 

一方で、現状においては、各大学院が自らの「強み」や「特色」を踏まえて四つの機能を

各々選択し、比重を置いた上で、教育研究を展開しているとは必ずしも言えないという指摘

がある。特に、博士課程（後期）については、大学院のカリキュラムと企業をはじめとする

社会のニーズとの間にギャップが生じているとの指摘もある。 

40 専門学校のうち、企業等と密接に連携して、最新の実務の知識・技術・技能を身につけられる実践的な職業教育に取り組
む学科を文部科学大臣が認定したもの。認定要件は、①修業年限が２年以上、②企業等と連携して教育課程を編成し、演
習・実習等を実施、③総授業時間数が 1,700 時間以上又は総単位数が 62 単位以上、④企業等と連携して教員に対し実務
に関する研修を実施、⑤企業等と連携して学校関係者評価と情報公開を実施。 

41 「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて－」（中央教育審議会答申 平成 17 年９月 5 日） 
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博士人材は、新たな知を創造し、社会にイノベーションをもたらすことができる

重要な存在です。文部科学省では、2024年3月に「博士人材活躍プラン～博士を

とろう～」を取りまとめ、2040年における人口100万人当たりの博士号取得者

数を世界トップレベル（2020年度比約3倍）に引き上げることを目標に、博士人

材の多様なフィールドでの活躍促進に向けた各種取組を進めています。

博士人材の活躍の場を広げていくことは社会の発展にとって極めて重要であり、

大学における学生支援の充実や産学連携による教育研究の高度化、企業における

採用拡大・処遇改善や従業員の博士号取得支援など、関係者の皆様のご協力は欠

かせません。

本ガイドブックを参考に、博士人材の育成・活躍促進に向けた取組を進めてい

ただきますようお願いいたします。

経 済産業省から

文 部科学省から

我が国がこれからも持続的な成長を続けるためには、イノベーションを起こし、

新しい製品・サービスを生み出し、国際市場で競争していくことが必要です。その

ため経済産業省では、「イノベーション・環境局」を2024年７月に設置し、日本全

国でイノベーションの推進を進めています。

イノベーションの源泉は、「人材」です。最先端の科学技術を理解し、社会実装を

リードできる人材が必要です。それは、博士人材にほかなりません。世界各国の企

業が、イノベーションを求めて、博士人材の育成と採用を進めています。人材の採

用や育成が企業価値に直結する時代となっているという認識のもと、世界の潮流

に遅れることなく、日本企業も博士人材の採用と活躍を進めていかなければなり

ません。

本ガイドブックを参考に、博士人材の採用と活躍を進めていただきますよう、お

願いいたします。
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地域における産業界人材育成ニーズの分析
－ の活用を通じた分析－

2020年９月25日

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション）付

参事官（エビデンス担当）

資料16
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データより示唆される内容（技術系及び事務系職種の傾向）

技術系職種における専門知識分野のニーズの傾向を見たところ、
情報、機械、電気分野における学びニーズ、研究ニーズが高い
ことがわかる。また、特に情報分野においては、基礎的な学問
分野における学びニーズが高い一方、人工知能等の先端分野に
おける研究ニーズが高い傾向がみられる。

事務系職種における専門知識分野のニーズは、会計・簿記、
マーケティング、経営組織・戦略等の経営学や法律、経済の分
野において特に高い傾向が見られる。なお、この傾向は、業種
の違いや地域の違いに左右されずに維持されることが確認され
たため、以降の分析においては技術系職種に係る分析結果を示
すこととする。
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人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について 

（審議まとめ） 

令和５年（2023 年）12 月 22 日 

中央教育審議会大学分科会 

資料17
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○ このような中、人文科学・社会科学系大学院においても、高度人材を社会に送り出

す役割を果たしていく必要があるが、前章で示したとおり、

・ 大学院での教育研究の魅力や有用性が十分に学部生に伝わっておらず、人文科

学・社会科学系大学院は、主に研究者や大学教員志望者のための進路と考えられて

いる傾向がいまだに見られる

・ 学位取得までの期間が長く、学生の多様なキャリアパスを支える体系的・組織的

な教育研究の取組が十分とは言えない

・ 修了者のキャリアパスが見えにくく、その能力を生かす社会での多様な活躍の場

と機会が可視化・定着していない

といった現状があり、これらの現状を変えていく改革に早急に取り組まなければなら

ない。 

○ このような課題意識の下、今後の人文科学・社会科学系における大学院教育の改善

に向けて、以下に掲げる方策を積極的に講じていくことが必要である。

２．改革の方向性

○ 我が国が持続的な成長・発展を実現し、国際的な競争力を高めていくためには、知

の生産や価値発見・価値創造を先導する人文科学・社会科学系高度人材の活躍の機会

を増やしていくことが不可欠であり、社会の要請も踏まえつつ 18高い付加価値を生み

出す人材の育成・活躍に向けて、大学院への進学者の増加を目指す必要がある。この

際、大学院への進学者として、学部卒業後すぐに大学院に進学するいわゆるストレー

トマスターのみを想定するのではなく、理工系学生や社会人、留学生を含めた多様な

人材を積極的に受け入れることが求められ、多様なニーズを持った学生に教育研究指

導を行うことができる体制の構築が重要となる。

○ 今後は、このように優秀で多様性に富む学生が大学院に進学し、質の高い教育研究

による人材育成が行われ、修了者の能力や活躍が社会から理解と評価を受け、それに

より更に魅力的な学修環境が整えられ優秀な学生が集まる、という好循環を作り出さ

なければならない。

○ そのためには、

① 人文科学・社会科学系高度人材の能力や活躍の可能性が、産業界等を含む社会と

大学及び学生自身との間で十分に理解・共有されていないという、社会的評価や認

知の不足に関する課題を改善するための取組を進め、大学院修了者のキャリアパス

を開拓・拡充していくこと

② 大学院における人材養成モデルが学生の幅広いキャリアパスを支えるものになっ

ていない、小規模専攻が多く学生の希望テーマに合致する研究指導が十分に行われ

ていないなど、大学院教育体制の持つ課題への改革を進め、学生及び社会により魅

力的で開かれた教育研究環境を作っていくこと

が必要である。 

18  例えば、採用と大学教育に関する産学協議会（経団連と大学のトップが直接対話する枠組みとして、平成 31

（2019）年 1 月に設置）の報告書において、人文科学・社会科学系の「知」の必要性についても述べられている

（2020 年度報告書「ポスト・コロナを見据えた新たな大学教育と産学連携の推進」）。また、分野を問わず多くの優秀

な学生の大学院進学の促進に向けて議論を深めていく必要性について述べられている（2022 年度報告書「産学協働で

取り組む人材育成としての『人への投資』」）。 
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1 

大阪府 
資料 No.204 

令和７年３月 

大阪府内の企業の人材育成・リスキリング 

－製造、建設、運輸、宿泊･飲食の業種を中心に－ 

大阪府商工労働部
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ルの変化への対応やＤＸ・ＧＸなどにかかわるもので、企業のこれらに関係する戦略が前

提のうえで、個人の自主性に委ねられるよりもむしろ組織が主導して行われる学びである。

図表１－１ リスキリングの位置づけ

【意志決定の主体の軸】学習者が自発的に決定

（
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
課
題
の
解
決
）

仕
事
目
的

【
学
習
目
的
の
軸
】

【
学
習
目
的
の
軸
】

趣
味
目
的

（
日
々
の
生
活
を
豊
か
に
送
る
）

【意志決定の主体の軸】所属企業等、他者からの指示で決定

出所：リクルート進学総研主任研究員（社会人領域）乾喜一郎氏による整理をもとに一部加筆更改。

大阪府でもリスキリングの必要性が高まると考えられる。府の生産年齢人口（ ～ 歳）

は、 年からみて 年に８割台に減少し、同年の府内総人口に占める割合は５割台

に低下すると推計されている。府内企業の近年の人材不足割合は、建設業や運輸業では特

に高いが、全産業で ％前後の高止まりで推移しているのに対し、雇用人員を増加する割

合は全産業で ％前後と低く（大阪府景気観測調査各四半期）、その背景は、求める人材

とのマッチングの難しさや経営不透明感に伴う採用控えなどが考えられる。人材不足の解

消では、求人・採用に加え、在職者の人材育成を効果的に進め、効率性、生産性、競争力

を向上させることもポイントになる。企業は、賃上げや生産性向上などの課題に直面して

いるが、経営者と従業員が活発にコミュニケートし、個人と集団の自律性と主体性を引き

出して活かしていくことも課題になる。そうした方向性に寄与するのが、人材育成、特に

リスキリングである。人材投資や企業内労働市場の活性化を進め内部人材の高度化を図る

ことで、企業の主体的な変革と生産性向上の循環を誘発することが求められる。

図表１－２ 大阪府の生産年齢人口（ ～ 歳）の将来推計

総数 人口（ ～ 歳） 構成比 年＝

年（国勢調査実績値） ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％
出所：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５ 年推計）』。

生涯学習

（学習目的を問わない）

・福利厚生

・企業単位での地域活動参加・職業訓練

・企業内訓練

リカレント教育（キャリア課題の解

決をめざした自発的な学び。人事施

策のキャリア自律と親和的）

リスキリング

（企業が自らの

戦略にもとづき

社員に行わせる

学び）※アップ

スキルとは区別
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第１１次⼤阪府職業能⼒開発計画 
（大 阪 産 業 人 材 育 成 計 画 ） 

令和４年３月

大 阪 府
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【計画の策定にあたって】 

（１）趣旨

大阪府では職業能力開発計画に基づき、職業能力開発施策を推進していますが、近年、Ａ

Ｉ・ＩｏＴやビッグデータ等の進化による「第 4 次産業革命」の急速な進展、少子高齢化の
進行による生産年齢人口の減少、人生 100年時代に伴う職業人生の長期化等、雇用環境を取
り巻く社会・経済環境は大きく変化しており、労働者に求められるスキルも高度化・複雑化

しています。

また、SDGｓが掲げる「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて、性別や年齢、障がい
の有無、キャリアや経験等、異なる多様な人材の能力を引き出し、活かしていくことが求め

られています。

さらに、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、私たちの日常生活や世界経済

に甚大な影響を及ぼしています。厳しい雇用状況が続く中、新たな働き方やデジタルトラン

スフォーメーション（以下、「DX」という。）の加速化など、社会システムも大きく変容し
ています。

こうした環境の変化に適切に対応し、今後の職業能力開発施策を推進していくため、大阪

府職業能力開発計画アドバイザリー会議からの意見をいただきながら、新たな職業能力開発

計画である「第 11次大阪府職業能力開発計画（以下、「計画」という。）」をとりまとめま
した。

コロナを乗り越えた先の大阪の未来を見据えつつ、様々な分野・ポジションで活躍する多

様な人材の育成を目指します。

（２）位置づけ

計画は、職業能力開発促進法第 7条に基づき、国の「第 11次職業能力開発基本計画」を踏
まえ、都道府県ごとに定める「職業能力開発計画」として位置づけ、広く府民にお示しする

ものです。

（３）期間

令和 4年度から令和 8年度までの 5か年とします。 
なお、社会経済環境の変化により、計画期間中に新たな取組みが必要となる場合には、必

要に応じて計画の見直しを行います。 

１ 第 11次大阪府職業能力開発計画の策定 
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 ＤＸ人材の育成については、現在、民間教育訓練機関に委託している求職者向けの職業訓

練において、ＡＩプログラマーやデータサイエンティストの養成コース等を実施しています。 

技専校においては、ものづくり分野を中心に、求職者向けとして、ネットワークエンジニ

アやＩＣＴプログラマー等の養成訓練を実施しているほか、在職者向けとして、プログラミ

ング入門からサーバ構築に至る多様な訓練を実施しています。

今後、これらの取組みを拡充するとともに、デジタル技術をはじめ、課題発見力・解決力

や情報収集力、企画提案力等の能力を習得できる訓練を開発していきます。 

 また、より多くの方々が、ものづくり分野のデジタルスキルを習得できるようにするため、

手軽に参加できるオンライン研修等を検討していきます。 

 さらに、大学・企業と連携しながら、就職活動前や就職活動期の学生に対し、企業におけ

るＤＸの重要性やＤＸ人材として活躍することの意義を理解してもらうため、実践的キャリ

ア教育（ＰＢＬ（課題解決型授業）や出前講座、インターンシップ）を一層推進します。

 

〇課題解決型授業（ＰＢＬ） 

…Project Based Learning（プロジェクト・ベースド・ラーニング） 

企業・大学・行政が連携し、それぞれが抱える実践的な課題に対し、学生ならではの主

体的な分析やアイディアの展開によって解決を図る試み。学生自身がその成果のプレゼン

テーションを行う。

〇大阪府インターンシップ事業 

就業体験型…学生が希望する企業において１～５日間程度の実習を行う一般的なインター

ンシップ

業界研究型…学生 10名程度のグループ単位で、大阪府が指定する複数の業種・企業で実習

を行い、企業の魅力や課題を研究し、学生が主体的に企業・業界の課題解決

策を提案 

（3）ＤＸ人材の育成

 新型コロナウイルス感染症の影響等により、デジタル技術が急速に進展しており、企

業においては、規模や業種を問わず、デジタル技術を活用して製品やサービス、ビジネ

スモデルを変革するＤＸの取組みが喫緊の課題となっています。

ＤＸの推進にあたっては、それを支える人材の確保が不可欠となりますが、デジタル

に関する知識やスキルを習得した人材は不足しています。 

このような状況を踏まえ、公共職業訓練において、将来のＤＸを担う人材の育成に取

組むほか、大学・企業と連携して実践的キャリア教育に取組み、離職者や求職者の安定

就職、ＤＸ人材の供給につなげていきます。 

大阪府のＰＢＬ（課題解決型授業）・インターンシップ事業
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大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博士後期課程） カリキュラムマップ 

大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博士後期課程） カリキュラムマップ
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経営学研究科博士学位論文審査基準に関する内規 

（目的）  

第１条 この内規は、経営学研究科における博士学位論文に関する提出要件と審査基準を

定めることを目的とする。 

（博士論文甲の審査基準）  

第 2 条 大学院学則第１０条に定める博士論文は、大学院学則および学位規程に定めるも

ののほか、以下の提出要件と審査基準を満たさなければならない。 

(１) 提出要件

①「大大学院経営学研究科程程了 による博士学位授与申請に関する内規」に定める申請

要件を満たしていること。 

(２) 審査基準

①研究目的が明確で、程題設定が適切になされていること（研究テーマの適切性）。

②当該テーマに関する先行研究についての十分な知見を有し、立論に必要なデータや

資・史料の収集が適切に行われていること（情報収集の適切性）。

③研究の目的を達成するためにとられた方法が、データ、資・史料などの処理・分析・

解釈の仕方も含めて、適切に行われていること。先行研究に対峙し得る発想や着眼点

があり、それらが一定の説得力を有していること（研究方法の適切性）。

④全体の構成も含めて論旨の進め方が一貫しており、当初設定した程題に対応した明確

かつオリジナルな結論が提示されていること（論旨の妥当性）。

⑤文章全体が確かな表現力によって支えられており、要旨・目次・章立て・引用・注・

図版等に関しての体裁が整っていること（論文作成能力）。

⑥上記の基準を満たした上で、当該学問分野における研究を発展させるに足る知見（学

術的価値）が見出せること。また、その点に基づいて申請者が近い将来、自立した研

究者または高度専門職業人として当該分野の中で活躍していく能力および学識が認

められること。

（博士論文乙の審査基準） 

第 3 条 大学院学則第１３条に定める博士論文は、大学院学則および学位規程に定めるも

ののほか、以下の提出要件と審査基準を満たさなければならない。 

(１) 提出要件

①「大大学院経営学研究科論文博士の学位授与申請に関する内規」に定める必要事項を満

たしていること。 

②提出論文を公刊しているか、１年以内に公刊される予定であること。

(２) 審査基準

①研究目的が明確で、程題設定が適切になされていること（研究テーマの適切性）。

②当該テーマに関する先行研究についての十分な知見を有し、立論に必要なデータや
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資・史料の収集が適切に行われていること（情報収集の適切性）。 

③研究の目的を達成するためにとられた方法が、データ、資・史料などの処理・分析・

解釈の仕方も含めて、適切に行われていること。先行研究に対峙し得る発想や着眼点

があり、それらが一定の説得力を有していること（研究方法の適切性）。

④全体の構成も含めて論旨の進め方が一貫しており、当初設定した程題に対応した明

確かつオリジナルな結論が提示されていること（論旨の妥当性）。

⑤文章全体が確かな表現力によって支えられており、要旨・目次・章立て・引用・注・

図版等に関しての体裁が整っていること（論文作成能力）。

⑥上記の基準を満たした上で、当該学問分野における研究を発展させるに足る知見（学

術的価値）が見出せること。また、その点に基づいて申請者が自立した研究者として

当該分野の中で活躍していく能力および学識が認められること。

（改廃）  

第 4条 この内規の改廃は、経営学研究科委員会の意見を聴いて経営学研究科長が行う。 

（附則）  

1 この内規は、2026 年 4 月 24 日に制定し、2027 年 4月 1日から施行する。 
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博士後期課程における修了までのスケジュール表 
学生 指導教員 研究科委員会 

1 
年 
次 

4 月 

9 月 

専門分野の基礎固めと準備 

指導教員と授業や研究の方
針について相談する。 

専攻科目の履修 

指導教員とともに博士論文
の課題を設定し、研究課題
についての調査と解決策の
考察を行う。 

専攻科目の履修 

博士論文執筆に向けて、研
究指導を行う。 
3 年間の研究指導計画を作
成する。 

各自の研究を進めるうえで
必要な理論と手法の整理と
ともに研究分野に関する既
存研究や課題を調査、研究
倫理について指導する。 

指導教員は、博士論文の課
題設定に向けて指導を行う
とともに、研究課題に関す
る調査と解決策の考察につ
いて指導する。 

博士論文として取り組む研
究分野の手法と技術、設定
した課題について指導す
る。 

経営学研究科委員会は、学
生の入学後すみやかに指導
教員を決定する。指導教員
は、出願時の学生の希望に
もとづいて決定する。 
オリエンテーションを開催
し、研究科の概念、カリキ
ュラム、履修方法を説明す
る。

2 
年 
次 

4 月 

9 月 

研究の継続・博士論文作成 

専攻科目の履修 

専攻科目の履修 

設定した課題の解決のため
に必要な手法および研究統
合について指導を行う。 

新たな手法を研究課題に沿
って博士論文作成に向けた
研究計画の立案について指
導する。 
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3 
年 
次 

4 月 

6 月 

10 月 

12 月 

1 月 

研究の継続・博士論文作成 

専攻科目の履修 

指導教員の承認を得て学位
論文計画書等（論文の主題
とその計画書）を提出す
る。 

論文提出期限の 3 か月前ま
でに中間審査を受ける。 

指導教員の承認を得て、博
士学位論文提出資格審査願
い（論文題目、目次、要旨
等）を、博士学論文の内容
が公表済みであること（ま
たは予定であること）を示
す資料、履歴書および履
修・修得科目一覧とともに
提出する。 

博士論文提出 

論文審査と最終試験を受け
る。 

研究課題に沿った問題解決
のための新たな手法の開発
や実践における課題、その
解決策について指導する。
また、論文全体の構成を検
討し、中間報告会に向けて
指導を行う。 

学位論文計画書の執筆を指
導する。 

研究指導Ⅴ、Ⅵの中で、発
見した課題の手法や評価、
検証について指導を行う。
また、博士論文の完成、最
終審査に向けて、問題意
識、論理構成、結論の整合
性・妥当性について検討
し、指導する。 

博士学位論文提出資格審査
願い等の執筆を指導する。 

博士学位論文の審査および
最終試験の審査委員を選出
する。審査委員は指導教授
を主査とし、当該論文に関
連ある授業科目担当の教員
2 名以上を加えるものとす
る。ただし、必要があれば
他の教員を加えることがで
きる。 

博士学位論文提出資格審査
願い等の内容を確認し、承
認の可否を決定する。 

研究科委員会を経て、学長
に提出する。 

（論文審査と最終試験） 
博士論文の審査と最終試験
は、研究科委員会によって
選出された審査委員が行
う。最終試験は、論文審査
の終了後、口頭で行う。た
だし、筆頭試問を併せて行
うことがある。 
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3 月 博士課程の修了および学位
授与 

審査委員は博士論文の審査
および最終試験の結果を研
究科委員会に報告する。 
研究科委員会は、審査委員
からの審査結果報告ならび
に当該学生の単位取得状況
により、博士の学位の授与
について可否を判定し、そ
の結果を学長に報告する。 

学長は学位記を交付して学
位を授与する。 
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大阪経済大学学位規程 

（趣旨） 
第１条 学校教育法および学位規則（昭和 28 年文部省令第９号）の規定に基づき、本学に
おいて授与する学位については、本学学則、本学大学院学則によるほか本規程の定めるとこ
ろによる。 
（学位の種類） 
第２条 本学において授与する学位は学士、修士および博士とする。 
２ 学位を授与する際には、別表Ⅰにより専攻分野の名称を付記するものとする。 
（学位授与の要件） 
第３条 学士の学位は、本学学部を卒業した者に授与する。 
２ 修士の学位は、本学大学院修士課程または博士前期課程を修了した者に授与する。 
３ 博士の学位は、本学大学院博士後期課程を修了した者に授与する。 
４ 前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院の行う博士論文の審査に合格し、
かつ、本学大学院の博士後期課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認され
た者にも授与する事ができる。 
（教授会の審議、決定および報告） 
第４条 学部教授会は、本学に４年以上在学し所定の単位を修得した者に対して、学部卒業
の可否を審議、判定し、卒業を決定する。 
２ 前項の判定は、教授会員の２分の１以上が出席し、出席者の過半数の同意を必要とする。 
３ 学部長は、学部卒業の可否を、速やかに学長に報告するものとする。 
（学位の授与） 
第５条 学長は、前条の報告に基づいて学士の学位を授与する。 
第６条 学士の卒業証書・学位記は別表Ⅱによる。 
（修士の学位授与の申請） 
第７条 修士の学位授与を申請する者は、学位授与申請書に修士学位論文３部を添えて研究
科委員会に申請するものとする。 
２ 修士学位論文の提出期日は、毎年１月３１日または７月３１日とする。ただし、当該期
日が土曜日・日曜日・祝日にあたる場合、直前の平日をもってその期日とみなす。 
３ 修士学位論文とは、修士論文または特定の課題についての研究の成果を指し、詳細は研
究科委員会で定める。 
第８条 修士の学位授与を申請し得る者は、修士課程または博士前期課程の在学者で既に
所定の単位を修得した者、または論文審査終了までに所定の単位を修得し得ると認められ
た者に限る。 
第９条 修士学位論文を提出しようとするときは、論文の題目とその研究計画についてあ
らかじめ指導教授の承認を受けなければならない。 
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（修士学位論文の審査および最終試験） 
第 10 条 研究科委員会は、修士学位論文の審査および最終試験の審査委員を選出する。 
２ 審査委員は指導教授を主査とし、当該論文に関連ある授業科目担当の教員２名以上を
副査として加えるものとする。ただし、必要があれば他の教員を副査に加えることができる。 
３ 前項にかかわらず、臨床心理学専攻において当該研究科委員会が認める場合は、副査 2
名の内 1名を、当該論文に関連ある分野の見識を有する学外者から選定することができる。 
４ 第 2項にかかわらず、研究科委員会の承認があれば、特定の課題についての研究の成果
の審査を主査のみで行うことができる。  
第 11 条 修士学位論文の審査および最終試験は、前条の審査委員が行う。 
２ 最終試験は、学位論文を中心として試問の方法によって行う。 
第 12 条 審査委員は、修士学位論文の審査結果並びに最終試験の結果を、研究科委員会に
報告しなければならない。 
第 13 条 修士学位論文の審査および最終試験は、在学期間中に終了しなければならない。 
（修士学位論文の審議、決定および報告） 
第 14 条 研究科委員会は、審査委員の報告に基づいて修士の学位授与の可否を審議、判定
し、学位授与を決定する。 
２ 前項の判定は、委員の３分の２以上が出席し、出席者の過半数の同意を必要とする。 
３ 研究科長は、修士学位論文の審査結果並びに最終試験の結果を、速やかに学長に報告す
るものとする。 
（学位の授与） 
第 15 条 学長は、前条の報告に基づいて修士の学位を授与する。 
第 16 条 修士の学位記は別表Ⅲによる。 
（博士の学位授与の申請） 
第 17 条 第３条第３項により博士の学位授与を申請する者は、学位授与申請書に学位論文
３部を添えて研究科委員会に申請するものとする。 
２ 博士学位論文を提出しようとするときは、別途定める所定の条件を満たしたうえで、あ
らかじめ指導教授の承認を受けなければならない。 
（博士学位論文の審査および最終試験） 
第 18 条 研究科委員会は、博士学位論文の審査および最終試験の審査委員を選出する。 
２ 審査委員は指導教授を主査とし、当該論文に関連ある授業科目担当の教員２名以上を
加えるものとする。ただし、必要があれば他の教員を加えることができる。 
第 19 条 博士学位論文の審査および最終試験は、前条の審査委員が行う。 
２ 最終試験は、学位論文を中心として試問の方法によって行う。 
第 20 条 審査委員は、博士学位論文の審査結果並びに最終試験の結果を、研究科委員会に
報告しなければならない。 
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（博士学位論文の審議、決定および報告） 
第 21 条 研究科委員会は、審査委員の報告に基づいて博士の学位授与の可否を審議、判定
し、学位授与を決定する。 
２ 前項の判定は、委員の３分の２以上が出席し、出席者の過半数の同意を必要とする。 
３ 研究科長は、博士学位論文審査の要旨および最終試験結果の要旨を速やかに学長に報
告するものとする。 
（学位の授与） 
第 22 条 学長は、前条の報告に基づいて博士の学位を授与する。 
第 23 条 第３条第３項による博士の学位記は別表Ⅳによる。 
（論文提出による博士の学位授与の申請） 
第 24 条 第３条第４項により博士の学位授与を申請する者は、学位授与申請書に学位論文
３部、住民票記載事項証明書、履歴書２部、写真１枚および別に定める学位審査手数料を添
えて、学長に申請するものとする。 
２ 前項の学位授与の申請があったときは、学長は、研究科委員会の議を経てこれを受理し、
研究科委員会に審査を委嘱する。 
（学位審査手数料の免除） 
第 25 条 本学大学院博士課程に５年（修士課程または博士前期課程を修了した者にあって
は、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、
必要な研究指導を受けて退学した者が、退学後３年以内に博士学位論文を提出するときは、
学位審査手数料を免除する。 
２ 前項の学位審査は、第３条３項による学位審査とする。  
（学力の確認） 
第 26 条 第 24 条により博士学位論文を受理したときは、研究科委員会は、当該申請者に
ついて学力の確認を行う。学力の確認は、学位授与申請者が本学大学院博士後期課程を経た
者と同等以上の学力を有するか否かについて口頭試問または筆答試験によって行い、外国語
については２種類を課すことを原則とする。 
（学力の確認の免除） 
第 27 条 研究科委員会が業績、経歴等により学力の確認を行い得ると認めたときは、試問
の全部または一部を免除することができる。 
２ 本学大学院博士後期課程に所定の年限在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究
指導を受けた上で退学したものが、再入学しないで第３条第４項による博士の学位授与を
申請したときは、退学後３年以内に限り、学力の確認を免除することができる。 
（論文審査並びに学位授与） 
第 28 条 第 24 条の定める論文の審査並びに学位の授与については、第 18 条から第 22 条
までの規定を準用する。 
第 29 条 第３条第４項による学位申請者の博士の学位記は別表Ⅴによる。 
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（審査の期間） 
第 30 条 博士学位論文の審査および試験または学力の確認は、原則として申請書を受理し
た日から１年以内に終了するものとする。 
（学位の名称） 
第 31 条 本学において学位を授与された者が、学位の名称を用いるときは、本学名を付記
するものとする。 
（修士論文、博士論文の保存） 
第 32 条 修士学位論文および博士学位論文は、本学図書館に保管する。 
（記録の保存） 
第 33 条 修士および博士の学位を授与したときは、論文審査および試験または学力の確認
の結果の要旨、その他必要事項を記録した学位授与記録簿を作成し、保存するものとする。 
（学位の取消） 
第 34 条 本学において学位を授与された者に次の事実があったときは、学長は、学士につ
いては学部教授会、修士および博士については研究科委員会の議を経て、学位を取消し、学
位記を返付せしめ、その旨を公表する。 
(１) 不正の方法によって学位の授与を受けた事実が判明したとき。
(２) 学位の名誉を汚辱する行為があったとき。
２ 研究科委員会において前項の議決をする場合、構成員の３分の２以上が出席し、出席者
の３分の２以上の同意を必要とする。
（博士論文要旨等の公表）
第 35 条 本学は博士の学位を授与したときは、授与した日から３カ月以内にその論文の内
容の要旨および論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 
第 36 条 博士の学位を授与された者は、授与された日から１年以内にその論文を公表する
ものとする。ただし、学位の授与を受ける前に既に公表したときはこの限りではない。
２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむをえない事由がある場合
には、本学の承認を受けて、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表できる。
この場合は、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。
３ 博士の学位を授与された者が行う前 2 項の規定による公表は、インターネットの利用
により行うものとする。
（学位授与の報告）
第 37 条 本学は博士の学位を授与したときは、学位を授与した日から３カ月以内に別表Ⅵ
の様式による学位授与報告書を文部科学大臣に提出するものとする。
（改廃） 

第 38 条 この規程の改廃は、以下のとおりとする。 
１．学士の学位に関する条項については、教務会議および教授会の意見を聴いて、学長が行
う。 
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２．修士および博士の学位に関する条項については、研究科委員会の意見を聴いて、学長が
行う。 
３．すべての学位に共通する条項については、教務会議、教授会、研究科委員会の意見を聴
いて、学長が行う。 
附 則 
第１条 本規程は、昭和 43 年 4 月 1 日から施行する。 
第２条 本規程は、昭和 61 年 2 月 14 日に改正した。 
第３条 改正規程は、昭和 61年 4月 1 日から施行する。 
第４条 本規程は、平成 4 年 3月 16 日に改正し、同日から施行する。 
第５条 本規程は、1997 年 3月 11 日に改正し、同年 4月 1 日から施行する。 
第６条 本規程は、2003 年 11月 14 日に改正し、2004年 4 月 1日から施行する。 
第７条 本規程は、2007 年 1月 12 日に改正し、同日から施行する。 
第８条 本規程は、2009年 9月 25 日に改正し、同日から施行する。ただし、別表Ⅰ．１．
ビジネス情報学科、ファイナンス学科の改正は、2009 年 3 月 21 日に遡及して適用する。
また、別表Ⅰ．１．の変更に関わらず、経済学部第 2 部経済学科および経営情報学部経営情
報学科の卒業生に授与する学位は、同学部・学科に在籍する学生の卒業まで存続する。 
第９条  本規程は、2011 年 10 月 7 日に改正し、同日から施行する。 
第 10 条  本規程は、2014 年 3 月 10 日に改正し、同日から施行する。 
第 11 条 本規程は、2016 年 2 月 12 日に改正し、同日から施行する。また、別表Ⅰ.１.の
変更に関わらず、経営情報学部ビジネス情報学科およびファイナンス学科の卒業生に授与す
る学位は、同学部・学科に在籍する学生の卒業まで存続する。  
第 12 条 本規程は、2017 年 12 月 15 日に改正し、2018 年 4月 1 日から施行する。  
第 13 条 本規程は、2018 年 6月 26 日に改正し、2018年 5 月 1日に遡って施行する。 
第 14 条 本規程は、2023 年 9月 8日に改正し、2024 年 4月 1日から施行する。 
また、別表Ⅰ.１.の変更に関わらず、経済学部地域政策学科の卒業生に授与する学位は、同
学部・学科に在籍する学生の卒業まで存続する。 
第 15 条 本規程は、2026年 4月 24 日に改正し、2027年 4 月 1日から施行する。 
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３ 博士学位 

研究科 専攻 専攻分野の名称 

経済学研究科 経済学専攻 経済学 

経営学研究科 経営学専攻 経営学 

別表Ⅱ 
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別表Ⅲ 

別表Ⅳ 

－設置等の趣旨（資料）－57－



別表Ⅴ 

別表Ⅵ（用紙の大きさは、日本工業規格Ｂ４）  
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大阪経済大学大学院経営学研究科課程修了による博士学位授与申請に関する内規 

（目的） 
第１条 大阪経済大学学位規程第 17条に基づく課程修了による博士の学位授与申請につい
て、必要な事項を定める。   
（申請時期） 
第２条 前条の博士学位授与申請は、毎年 7 月末日または 1 月末日とする。 
（申請の要件） 
第３条 所定の単位を修得したあるいは習得する見込みがある 3 年次以上の在学生で、以
下の条件を満たす大学院生は、指導教員の承認を得て博士学位論文を提出できる。 
① 後期課程在学中に、博士論文の内容に関連のある論文報告会(中間報告会)を１回行う

ことを義務とする。さらに②～④のいずれかの条件を満たさなければならない。
② 前期課程および後期課程在学中に、博士論文の内容に関連し、申請者を主な著者とす

る査読論文を１本以上公刊すること。
③ 前期課程および後期課程在学中に、博士論文の内容に関連する学会報告を１回以上行

うこと。
④ 博士論文の内容に関連する公刊論文、Working Paper または Discussion Paper の１本

以上の発表およびその論文の報告会（研究報告会）を 1回以上行うこと。研究報告会
については第４条に定める。

２ 前項において、同一内容の報告は原則として 1 回とみなす。 
３ 第３条１項②の査読論文とは，査読者付き論文であることを確認でき，その審査を経て
掲載を許可された論文のことである。  
４ 第３条１項②および③の前期課程には他大学院の博士前期課程あるいは修士課程を含
む。 
第４条 第３条１項④の研究報告会は，指導教員の承認を経て研究科長が随時開催する。研
究報告会は本学の専任教員および大学院生に対して公開する。 
（改 廃） 
第５条 この内規の改廃は、経営学研究科委員会の意見を聴いて経営学研究科長が行う。 
附 則 
1 この内規は、2026年 4 月 24 日に制定し、2027 年 4月 1日から施行する。 
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大阪経済大学研究活動に関する行動規範

2010年3月 4 日大学評議会決定

2015年3月 3 日改正・施行

大阪経済大学（以下「本学」という。）は、 建学精神である「自由と融和」に則り、 深く専門の学芸を教授研

究し、 知的、 道徳的および応用的能力を展開させ、 人間性豊かな実学教育の成果をあげることによって、 社会の

発展に寄与する使命を持つ。

本学は、 日本学術会議声明「科学者の行動規範」（平成18年10月 3 日制定、 平成25年1 月 25 日改訂）に準拠し、

本学において研究活動を行うすべての者、 およびこれを支援するすべての者（以下「研究者等」という。）が遵

守すべき行動規範を以下のとおり定める。

1. 研究者等は、 本学で管理する研究費が、 学生納付金、 公的資金、 その他外部資金によって支えられている

ことを認識し、 その使用および管理にあたり、 研究費ごとに定められた条件、 ルール等を遵守しなければな

らない。

2 研究者等は、 研究活動において、 個人の尊厳および人権を尊重しなければならない。 また、 学生や共同研

究者に対し、 不利益を与えてはならない。

3. 研究者等は、 研究活動において知り得た情報等について守秘義務を厳守し、 消滅・改ざん・漏洩等を防ぐ

ための措置を講じ、 適切な期間保存するように努めなければならない。

4. 研究者等は、 研究成果の発表において、 ねつ造・改ざん・盗用等の不正行為を行わないことはもとより、

不正行為の発生を未然に防止するように努めなければならない。

5. 研究者等は、 利益相反に十分注意を払い、 適切に対応する。

6. 研究者等は、 不正行為が行われようとしている、 あるいは、 行われたことを知った場合には、 それを放置

してはならない。

7. この行動規範の改廃は、 研究コンプライアンス推進委員会の意見を聴いて、 理事長が行う。
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＜研究指導＞ ・研究方法後期特論

・前期研究指導Ⅰ ・論文英語

・前期研究指導Ⅱ ・研究倫理

・前期研究指導Ⅲ ・流通・マーケティング後期特論

・前期研究指導Ⅳ ・心理・組織マネジメント後期特論

＜リテラシー＞ ・会計・ファイナンス後期特論

・リサーチ方法特論 ・ベンチャービジネス後期特論

・経営統計特論 ・コーポレートガバナンス後期特論

・問題発見・問題解決技法 ・組織再編・事業承継税務後期特論

・経営情報特論 ・後期研究指導I

＜経営戦略＞ ・後期研究指導Ⅱ

・経営倫理 ・後期研究指導Ⅲ

・経営戦略特論Ⅰ ・後期研究指導Ⅳ

・経営戦略特論Ⅱ ・後期研究指導Ⅴ

・コンサルティング特論 ・後期研究指導Ⅵ

＜組織マネジメント＞

・経営学概論

・経営組織特論

・経営管理特論

・人的資源管理特論

・企業分析特論

・組織間関係特論

・中小企業経営特論

・リーダーシップ特論

・組織行動心理学特論

・コーポレートガバナンス

・生産管理特論

・組織デザイン特論

・商学概論

・マーケティングリサーチ特論

・マーケティング特論

・マーケティング概論

・流通特論

＜会計＞

・会計学概論

・財務会計特論

・管理会計特論

・原価計算特論

・国際会計特論

・内部統制特論

・監査特論

・公会計特論

＜ファイナンス＞

・経済学概論

・金融証券特論

・行動ファイナンス特論

・事業承継特論

・資産運用特論

・ＩＰＯ特論

・コーポレートファイナンス特論

＜税法＞

所得税法

法人税法

法

科

目

経営学研究科博士前期課程と経営学研究科博士後期課程との関係図

研

究

指

導

科

目

経

営

科

目

共

通

科

目

専

門

科

目

基

礎

科

目
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Society 5.0 に向けた人材育成 

～ 社会が変わる、学びが変わる ～ 

平成 30年 6月 5日 

Society 5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会 

新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース 
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のではなく、あくまでも人間を中心として、一人一人が他者との関わりの中で

「幸せ」や「豊かさ」を追求できる社会であるべきであろう。 

人間の強みとは何か。それは、現実世界を理解し、その状況に応じた意味付け

ができることであろう。AI が人間の能力をはるかに超えていくのではないかと

いう意見もあるが、AIの本質はアルゴリズムであり、少なくとも現在の AIは情

報の「意味」（背景にある現実世界）を理解しているわけではない。AIに目的や

倫理観を与えるのは人間である。アルゴリズムで表現し難い仕事や、高度な判断

や発想を要する仕事などは、AIによる代替可能性が低いと考えられている。 

また、様々な人やモノ、情報が複雑に関係し合っていく中において、板挟みと

向き合って調整することや、想定外の事態に対処すること、自らの行動を考え責

任を持って対応することは、人間の仕事の中でますますその重要性を増すだろ

う。接客や介護のような他者との対話の中で行われる仕事は、AI やロボットに

よってある程度代替されながらも、人間が担うことで、それとは異なる付加価値

が生まれると考えられる。 

AI と人間との関係を対立的にとらえたり、必要以上に不安に思ったりするの

ではなく、むしろ AIを、人間の能力を補助、拡張し、可能性を広げてくれる有

用な道具ととらえるべきであろう。人間は、AI の価値を十分に認識して生活に

生かしていくと同時に、AIがもたらす潜在的な危険性や限界を未然に見いだし、

適切に対処していくことが可能であるし、そうしていくことが不可欠である。 

AI やデータの力を活用することで、自らの強みを更に伸ばし、あるいは弱点

を補いながら新たな地平を切り拓
ひ ら

いていくことがあらゆる分野で可能になる。 

２．Society 5.0 において求められる人材像、学びの在り方 

（１）新たな社会を牽
け ん

引する人材 

Society 5.0 を牽引するための鍵は、技術革新や価値創造の源となる飛躍知

を発見・創造する人材と、それらの成果と社会課題をつなげ、プラットフォーム

をはじめとした新たなビジネスを創造する人材であると考えられる。 

異分野をつなげることでエコシステムを創造するプラットフォーム・ビジネ

スの形態は、巨大な規模を持たなくとも、発想次第で新たな価値を創造すること

ができる。このようなプラットフォームを創造できる人材には、異分野をつなげ

る力と新たな物事にチャレンジするアントレプレナーシップが欠かせない。ま

た、課題解決を指向するエンジニアリング、デザイン的発想に加えて、真理や美

の追究を指向するサイエンス、アート的発想の両方を併せ持つ必要がある。これ

らの資質・能力に加えて、多くの人を巻き込み引っ張っていくための社会的スキ

ルとリーダーシップが不可欠となろう。新たな価値を創造するリーダーであれ

ばこそ、他者を思いやり、多様性を尊重し、持続可能な社会を志向する倫理観、

価値観が一層重要となる。
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Society 5.0において、我が国の強みを十分に活かすには、一握りのスーパー

スターがいるだけでは不十分である。各分野においてものづくりやサービスを

担ってきた人材が、AI やデータの力を最大限活用しながら様々な分野に展開し

ていくことが不可欠となる。他方で、こうした人材は、Society 5.0における社

会の変化に最も影響を受けると考えられる。産業構造の目まぐるしい変化によ

り、必要な能力・スキルが刻々と変わり続ける中で、企業に雇われない自営的就

労を行う労働者には、常にスキルをアップデートし、また新たな分野のスキルを

身に付けられるよう自ら学び続ける力が決定的に重要となる。

文化、芸術、スポーツ等の人間の創造力により生み出し、人々の共感を生み

発展し続けてきた分野は、ますます社会に求められるものとなるだろう。人間が

根源的にもつ力を発揮して新たな価値を創造し、ドラマや感動を生むこれら職

業は、AI やロボティクスによっては決して代替できないものである。むしろ、

先端技術を取り入れ使いこなすことで、新たな地平が切り拓
ひ ら

かれていく。 

（２）共通して求められる力

Society 5.0において我々が経験する変化は、これまでの延長線上にない劇的

な変化であろうが、その中で人間らしく豊かに生きていくために必要な力は、こ

れまで誰も見たことのない特殊な能力では決してない。むしろ、どのような時代

の変化を迎えるとしても、知識・技能、思考力・判断力・表現力をベースとして、

言葉や文化、時間や場所を超えながらも自己の主体性を軸にした学びに向かう

一人一人の能力や人間性が問われることになる。 

 特に、共通して求められる力として、①文章や情報を正確に読み解き、対話す

る力、②科学的に思考・吟味し活用する力、③価値を見つけ生み出す感性と力、

好奇心・探求力が必要であると整理した。 

 まず、知識・技能としての語彙や数的感覚などの学力の基礎に加え、人間の強

みを発揮するための基盤として、文章や情報を正確に理解し、論理的思考を行う

ための読解力や、他者と協働して思考・判断・表現を深める対話力等の社会的ス

キルなど、読み解き対話する力が決定的に重要である。

また、人と機械が複雑かつ高度に関係し合う社会となっていく中、科学的に思

考・吟味し活用する力が不可欠となる。機械を理解し使いこなすためのリテラシ

ーや、その基盤となるサイエンスや数学、分析的・クリティカルに思考する力、

全体をシステムとしてデザインする力がこれまで以上に必要な力となる。 

 加えて、現実世界を意味あるものとして理解し、それを基に新たなものを生み

出していくことは、AIによって代替できない人間ならではの営みであり、AIの

活用分野が爆発的に広がっていく新たな時代においてますます重要となる。自

然体験やホンモノに触れる実体験を通じて醸成される豊かな感性や、多くのア

イデアを生み出す思考の流暢性、感性や知性に基づく独創性と対話を通じて更

に世界を広げる創造力、苦心してモノを作り上げる力、新しいものや変わってい

くものに対する好奇心や探求力、実践から学び自信につなげていく力などが重
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要である。 

（３）Society 5.0における学校

Society 5.0における変化は、我々が受動的に対応するものだけではない。AI

等が本格的に普及していく中で、教育や学びの在り方に変革をもたらすだろう。 

例えば、教育用 AIが発達し普及していくことにより、AIが個人のスタディ・

ログ（学習履歴、学習評価・学習到達度など）や健康状況等の情報を把握・分析

し、一人一人に対応した学習計画や学習コンテンツを提示することや、スタデ

ィ・ログを蓄積していくことで、個人の特性や発達段階に応じた支援や、学習者

と学習の場のマッチングをより高い精度で行うことなどが可能となるだろう。

ただし、子供たちはデータから必ずしも読み取れない多様な可能性を秘めて

いる。データに過度に依存することで、一人一人の成長や変化が正当に評価され

ない等の危険性も指摘されている。一人一人の個性やプライバシー等を大切に

して、ビッグデータの限界や倫理的課題と常に向き合いながら、その活用を図っ

ていくことが重要であろう。 

このような技術の発達を背景として、Society 5.0における学校は、一斉一律

の授業スタイルの限界から抜け出し、読解力等の基盤的学力を確実に習得させ

つつ、個人の進度や能力、関心に応じた学びの場となることが可能となる。また、

同一学年での学習に加えて、学習履歴や学習到達度、学習課題に応じた異年齢・

異学年集団での協働学習も広げていくことができるだろう。 

さらに、学校の教室での学習のみならず、大学（アドバンスト・プレイスメン

ト11など）、研究機関、企業、NPO、教育文化スポーツ施設、農山村の豊かな自然

環境などの地域の様々な教育資源や社会関係資本を活用して、いつでも、どこで

も学ぶことができるようになると予想される。

こうした多様な学びが関連し合うことで更なる学びの発展にもつながるだろ

う。AI やビッグデータ等の先端技術が、学びの質を加速度的に充実するものに

なる世界：Society 5.0における学校（「学び」の時代）が間もなく到来する。 

11 ここでは、我が国において高校生が高校在学中に大学の正規科目を受講し、大学進学後

に大学の単位として認定する取組等を指す（以下同じ。）。 
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大阪経済大学大学院経営学研究科長期履修制度に関する規程 

（目的） 
第１条 この規程は、大阪経済大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第 2条第 2 項
の規定に定める年限(以下「標準修業年限」という。)を越えて一定の期間にわたる計画的な
教育課程の履修(以下「長期履修」という。)に関する取扱いについて必要な事項を定める。 
（対象者） 
第２条 長期履修制度に申請することができる者は、本学大学院経営学研究科の入学選考結
果に基づき合格となった者(在学生を除く。)で、次のいずれかに該当する者とする。 

(1) 職業を有し、就業している者（自営、正規、臨時の雇用形態は問わない）で、著しく
学習時間の制約を受ける者

(2) 家事、育児、長期介護等により著しく学習時間の制約を受ける者
(3) 視覚障害、聴覚障害、肢体不自由その他の障がいを有している者で、標準修業年限で
修了することが困難である者

２ 大阪経済大学大学院の飛び級入試で入学する者は、長期履修制度の対象外とする。 
３ 入院、療養、出産、長期出張、留学等の事由により、一定期間履修できない者は対象と
しない。 
４ 以下留学生については、長期履修制度の対象外とする。 
国費外国人留学生 
私費外国人留学生 

（長期履修期間及び在学年限） 
第 3 条 長期履修を申請し、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を
履修することが認められる期間（以下「長期履修期間」という。）は年度単位とし、次の各
号に掲げるとおりとする。ただし、長期履修期間は、大学院学則第 2条６項に定める在学年
限を超えることはできない。長期履修を許可された者は、これを取り消すことができない。
また、許可された期間を延長することはできない。 

(1) 博士前期課程にあっては３・４年とする。
(2) 博士後期課程にあっては４・５・６年とする。

２ 休学期間は、長期履修期間に算入しない。 
（申請手続） 
第４条 長期履修を申請する者は、次に掲げる書類を出願時に出願書類とともに別に定め
る期日までに研究科長に提出しなければならない。 
長期履修申請書（様式第１号） 
長期履修計画書 

資料32
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（審査および申請の許可） 
第５条 前条で指定された提出書類に基づき、申請者が所属する予定の研究科が審査し研
究科委員会の議を経て、研究科長が許可する。 
２ 研究科においては、前項の許可に当たり、各年次の修得単位の上限を設けることができ
る。 
（授業料その他の学費） 
第 6条 長期履修を許可された学生（以下「長期履修学生」という。）の授業料その他の学費
（以下「授業料等」という。）は、「学費等納付金額に関する規程」に定める。ただし、在学
中に授業料等の改定がある場合は、授業料等を再計算するものとする。 
２ 長期履修学生については、授業料の減免または徴収猶予は行わない。 ただし、学外の奨
学金についてはこの限りではない。 
（長期履修期間の短縮） 
第７条 長期履修期間の短縮を希望する学生は、別に定める期日までに長期履修期間短縮申
請書（様式第２号）を研究科長に提出しなければならない。 
２ 申請書提出時期は、短縮後の 修了予定年次の学期開始前の学期とする。また、短縮を希
望する者は当該申請学期の学費納付後、申請書を提出しなければならない。 
３ 研究科長は、前項の規定による長期履修期間短縮申請書の提出があったときは、研究科
委員会の意見を聴いて、長期履修期間の短縮を許可する。 
４ 長期履修期間の短縮は在学中一回限りとする。 
５ 長期履修期間の短縮が認められた場合、「学費等納付金額に関する規程」により再計算
した授業料等を納めなければならない。 
６ 短縮は短縮後に 1年以上の修業期間がない場合は申請できない。 
（その他） 
第８条 大学院学則及びこの規程に定めるもののほか、長期履修制度に関し必要な事項は、
各研究科において別に定める。 
第９条 この規程の改廃は、研究科委員会の意見を聴いて、学長が決定する。 
（事務の所管） 
第 10 条 この規程に関する事務は、教務課が行う。 
附 則 
この規程は、2026年 4月 24 日に制定し、2027 年 4月 1 日から施行する。なお、この規
程は 2027 年度入学生から適用する。 
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大阪経済大学大学院経営学研究科博士後期課程早期修了に関する規則 

 (趣旨) 
第１条 この規則は、大阪経済大学大学院学則(以下「大学院学則」という。)第 10 条の規
定に基づき経営学研究科博士後期課程(以下「博士後期課程」という。)における早期修了
の取扱いに関し、必要な事項を定める。 
(早期修了の要件)  

第２条 博士後期課程に 1 年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受
けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合格した者であって、優れた研
究業績を上げた者は、博士後期課程の在学期間を短縮し早期修了をすることができる。 

２ 大学院学則第 10 条および前項に規定する「優れた研究業績を上げた者」とは、博士論
文の内容に関連し、申請者を主な著者とする査読付学術論文（全国レベルの査読付学会誌
ないし査読付国際学術雑誌に掲載済みまたは掲載を認められた論文（次条申請の概ね５
年以内に公刊されたものとする）を 1本以上有する者とする。 
(申請手続)  

第３条 早期修了を希望する者は、3 月修了希望者は当該年度の 11 月末日までに、 9月修
了希望者は当該年度の 5 月末日までに、博士論文の内容に関連のある論文報告会(中間報
告会)を終え、主指導教員の承認を得て、経営学研究科長宛てに以下の書類を添えて申請
しなければならない。 
(１) 早期修了申請書
(２) 前条に規定する査読付学術論文各 3部

２ 前項の申請を受理した経営学研究科長は、「早期修了判定委員会」を設置する。 
３ 委員会は３月修了の場合は当該年度の 12 月末日までに、９月修了の場合は当該年度の

6 月末日までに、2 条 2 項に規定する「優れた研究業績」に該当するかの適格性を判断
し、その結果を当該申請者に通知する。 

４ 早期修了判定委員会は以下のとおりとする。 
① 指導教員
② 当該論文に関連ある授業科目担当の教員 2名以上

５ 前項にて早期修了を認められた学生が、早期修了予定学期内に修了要件を満たさなか
った場合、当該早期修了の適格認定は効力を失うものとする。 

（早期修了の判定）  
第４条 研究科委員会は、前条で早期修了の適格認定を受けた学生に対し、３月又は９月
修了の判定時期に、第２条に定める要件の充足の有無を確認し、大阪経済大学学位規程
第 17 条から第 21 条に基づき、早期修了の可否について審議する。 
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２ 前項の場合、早期修了の適格性を認める学生に対しては、経営学研究科委員会の判断に
より、早期修了時期以降の配当授業科目の演習科目について、第 3 条の論文等の成果
をもって修得単位に換算認定することができる。 

（修了の時期）  
第５条 博士後期課程早期修了者の修了時期は、当該研究科在学１年、1.5年、2 年又は 2.5
年後とする。 
(雑則)  

第６条 この規則に定めるもののほか、早期修了の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 
（改廃）  
第７条 本規則の改廃は、経営学研究科委員会の意見を聴いて学長が行う。 

附則 
１ この規則は、令和 8年 4月 24 日に制定し、令和 9年 4 月 1 日から施行する。 
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2027 年度 4 月入学 

大学院入学試験 

経営学研究科  

経営学専攻博士後期課程 

募集要項（案） 

一般入試 

■出願資格

次の各項のいずれかに該当する者。

(１)修士の学位や専門職学位を授与された者、または 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(２)外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または 2027 年 3 月

までに授与される見込みの者

(３)外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当する学位

を授与された者、または 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(４)我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程(文部科学大臣指定外国大

学(大学院 相当)日本校)を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、ま

たは 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(５)国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または 2027 年 3 月

までに授与される見込みの者

(６)大学等を卒業し、大学、研究所等において 2 年以上研究に従事した者で、本学大学院において、

個別入学資格審査により認めた者

(７)本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者

■試験科目

試験科目 内容 

外国語 

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく 

必要な科目を志願票に記入すること 

英和辞典使用不可 

口頭試問 専攻分野に関する論文(修士論文を含む)に基づき行います 

社会人入試 

■出願資格

次の各項のいずれかに該当し、社会人（有職者）としての実務経験が、大学院入学時において２年

以上の者。 

(１)修士の学位や専門職学位を授与された者、または 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(２)外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または 2027 年 3 月
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までに授与される見込みの者 

(３)外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当する学位

を授与された者、または 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(４)我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程(文部科学大臣指定外国大

学(大学院相当)日本校)を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、また

は 2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(５)国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または 2027 年 3 月

までに授与される見込みの者

(６)大学等を卒業し、大学、研究所等において 2 年以上研究に従事した者で、本学大学院において、

個別入学資格審査により認めた者

(７)本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者

■試験科目

試験科目 内容 

口頭試問 専攻分野に関する論文(修士論文を含む)に基づき行います 

外国人留学生入試 

本学大学院外国人留学生入試の出願に際しては、 「出入国管理及び難民認定法」による「留学」の在

留資格を取得または更新できることが条件です。 

■出願資格

次の各項のいずれかに該当する者。 

(１)外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または 2027 年 3 月

までに授与される見込みの者

(２)外国人留学生として日本の大学院において、修士の学位や専門職学位を授与された者、または

2027 年 3 月までに授与される見込みの者

(３)本学大学院において、個別入学資格審査により認めた者

■試験科目

試験科目 内容 

口頭試問 専攻分野に関する論文(修士論文を含む)に基づき行います 
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出入口

経営学研究科経営学専攻博士後期課程専用研究室

書
架

書架

書
架

書
架

書架 書架

書架 書架
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(1) 新設組織の概要

①新設組織の概要（名称、入学定員、収容定員、所在地）

経営学専攻を課程変更し、博士後期課程の設置と併せて、修士課程を博士前期課程とする。 

②新設組織の特色

本研究科修士課程では、経営環境のグローバル化や情報化が進展し、さらに組織のコンプライ

アンスやコーポレートガバナンスなどの社会的責任が増大する状況下で、新しいビジネスの仕組み

を構想し実現できる人材の育成を目標としてきた。Society 5.0（「超スマート社会」）を基盤とするビ

ジネス社会環境の劇的な変化においては、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望に応えると

ともに、価値観に寄り添った新しい価値やサービスの創出が求められる。このような変化に対応し

新しいビジネスの仕組みを構想・構築できる人材を育成するために経営学専攻博士後期課程を設

置し、併せて、修士課程を博士前期課程に変更する。 

新たに設置する本研究科経営学専攻博士後期課程では、経営学分野の戦略、組織、人的資

源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性を深め、現代社会の社会的課題・問題や、

企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる研究者、高度専門職業人を養成する。そこにお

いては、課題・問題の所在を明らかにし、その解決策を策定するためにイノベーション理論、マー

ケティング・リサーチ、ファイナンス、組織行動等の高度な理論と実践的な方法論を修得させ、フィ

ールドワークやアンケート調査等の手法をもって、実際の行政、企業組織等を対象とした事例分析

を行い、その分析に基づいた課題設定と課題解決ができる自立した研究能力と問題解決能力を

修得させることを目的とする。修了後の進路としては、大学等の高等教育機関や、その他の研究機

関等での研究者・教育者ほか、企業、官公庁等の経営（総合）計画、企画部門での業務改善、組

織改革担当、人事部門での人材育成担当等を想定している。 

(2) 人材需要の社会的な動向等

①新設組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析

■経営学を取り巻く市場経済・ビジネス環境の変化に求められている人材

ビジネス社会では、Society 5.0（「超スマート社会」）に向けた技術革新やグローバル化の進展に

対応するために、多様な人材の活躍の促進により、新しいアイディアの創出やイノベーションにつ

なげていくことが期待され、また、一方で、時間や場所などの柔軟性、ワーク・ライフ・バランスの重

視といった働き方のニーズや価値観の多様化が進んでいる。 

 政府の「科学技術・イノベーション基本計画（令和 3 年 3 月 26 日閣議決定）」【資料 01】では、

Society 5.0 を普遍的でグローバルな未来社会像と掲げ、そこにおいては「自然科学のみならず人

新設組織 
入学 

定員 

収容 

定員 

所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻博士後期課程 
2 6 大阪府大阪市東淀川区大隅２丁目２−８ 
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文・社会科学も含めた多様な『知』の創造と、『総合知』による現存の社会全体の再設計、さらには、

これらを担う人材育成が避けては通れない。」と指摘されている。また、一般社団法人日本経済団

体連合会による「Society 5.0 の実現に向けた『戦略』と『創発』への転換」（2019 年）【資料 02】では、

「Society 5.0 は『創造社会』であり、『デジタル革新と多様な人々の想像・創造力の融合によって、

社会の課題を解決し、価値を創造する社会』である」としたうえで、「多様な個々人や異分野・異業

種の融合を促進して、新たなアイディアを創出することが重要である」と指摘している。 

こうした、Society 5.0 を基盤とするビジネス社会においては、たとえば、経済産業省の

「『Society5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会』報告書：スキルベースの人材育成を目指

して 令和 7 年 5 月」【資料 03】では、「DX 推進人材として、創造性の高い役割としてリーダーシッ

プや批判的思考などのパーソナルスキルやビジネス・デザインスキル、『問いを立てる力』や『仮説

を立てる・検証する力』、さらには成果物を『評価する・選択する力』」などがスキルとして求められる

と指摘される。 

 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局の「博士人材のキャリア（趣旨・概要）2023 年 1 月 19

日」【資料 04】においては、「日本の博士取得者のキャリアの多様化は、産業構造（スタートアップの

育成、新市場開拓への取組など）や、雇用慣行（ジョブ型雇用への転換など）、経営戦略（人的資

本の経営など）の変革とも密接に関連する。日本経済団体連合会「中央教育審議会大学分科会

大学院部会（第 124 回）博士人材に関する産学協議会合報告書博士人材が活躍する社会の実現

に向けて－目指すべき姿と具体的な取り組み－（2026 年 3 月 23 日）」は、「今後は、博士人材を高

度なイノベーション創出や未知の探究であるインベンションを担う人材として位置づけ、大学院教

育改革を一層推進するとともに、博士課程を通じて培われる高度な専門性と幅広いトランスファラ

ブルスキル（汎用的能力）を適切に評価し、多様な場で活かすための仕組みを整備することが重

要である」【資料 05】とし、また、内閣府が PEAKS（Forum on Promoting the Evolution of Academia 

for Knowledge Society）のもとに令和 7 年 1 月に新たに設立した「博士人材の活躍に向けた産学官

連携プラットフォーム」【資料 06】では、「我が国が継続的にイノベーションを創出していくためには、

社会課題の解決や新たな価値創造を先導する能力を持った多様な人材を育成し、産業界とアカ

デミアを行き来しながら活躍することが不可欠である。博士人材は、①特定の分野について高度な

専門的知見を有するとともに、②汎用的能力を身につけ、自ら課題を発見し、その解決策までを描

くことができると認められた人材であり、社会が複雑化し、産業構造の転換や分野横断的なグロー

バル課題の解決が求められる中、博士人材を活用してイノベーションの創出につなげていくことは

世界的な潮流となっている。」と述べられている。 

このような背景から、Society 5.0 の実現やイノベーションの創出の理論と実践に関連性を有する

経営学分野を専門とする研究者、高度専門職業人が必要である。そのような人材育成の必要性は

【資料 01】から【資料 06】に加え、中央教育審議会による「2040 年に向けた高等教育のグランドデ

ザイン（答申）平成 30 年 11 月 26 日」【資料 07】でも指摘されており、文部科学省と経済産業省が

作成した「博士人材の民間企業における活躍促進にむけたガイドブック」【資料 08】では、科学技

術が進歩の速度がますます高速化し、複雑化していく中、博士人材の活躍が不可欠であると指摘
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されている。内閣府の「地域における産業界人材育成ニーズの分析 2020年９月 25日」【資料 09】

では、「事務系職種における専門知識分野のニーズは、会計・簿記、マーケティング、経営組織・

戦略等の経営学や法律、経済の分野において特に高い傾向が見られる。なお、この傾向は、業種

の違いや地域の違いに左右されずに維持されることが確認された」との報告がなされており、文部

科学省中央教育審議会大学分科会「人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策に

ついて（審議まとめ）概要令和 5 年 12 月 22 日」【資料 10】に指摘されている通り、価値発見・価値

創造的な視座を提供する社会科学系の人材育成については、その期待が非常に高まってくると予

測される。そのため、価値観が多様化し、価値観に寄り添った新しい価値やサービスの創出が求

められる Society 5.0 を基盤とするビジネス社会においては、市場経済・ビジネス環境の多様化に

応じた経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性

を深め、現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識、解決し、新しい

ビジネスの仕組みを構想・実現できる人材の育成が求められる。 

 

■大阪府の人材需要 

大阪府商工労働部の「大阪府内の企業の人材育成・リスキリング －製造、建設、運輸、宿泊･飲

食の業種を中心に－ 令和 7 年 3 月」【資料 11】では、大阪府の生産年齢人口（15 歳～64 歳）が

2020 年からみて 2035 年に 8 割台の水準に減少することが推計され、企業の人材不足が懸念され

る働き方の変化から、経営環境や経営課題等に対して、人的資本経営の取り組みの一つに位置

付けられるリスキリングの必要性や取り組みの促進可能性が指摘されている。また、大阪府の「第１

１次大阪府職業能力開発計画（大阪産業人材育成計画）令和 4 年 3 月」【資料 12】では、近年、Ａ

Ｉ・ＩｏＴやビッグデータ等の進化による「第 4 次産業革命」の急速な進展、少子高齢化の進行による

生産年齢人口の減少、人生 100 年時代に伴う職業人生の長期化等、雇用環境を取り巻く社会・経

済環境が大きく変化している中で、労働者に求められるスキルとして、課題発見力・解決力や情報

収集力、企画提案力等の能力の必要性が指摘されている。 

 

【資料 01】 「科学技術・イノベーション基本計画（令和 3 年 3 月 26 日閣議決定）」 

【資料 02】 一般社団法人日本経済団体連合会「Society 5.0 の実現に向けた『戦略』と『創発』への

転換」（2019 年） 

【資料 03】 経済産業省「『Society5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会』報告書：スキル 

ベースの人材育成を目指して 令和 7 年 5 月」 

【資料 04】 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局「博士人材のキャリア（趣旨・概要）2023 年 

1 月 19 日」 

【資料 05】 日本経済団体連合会「中央教育審議会大学分科会大学院部会（第 124 回）博士人材 

  に関する産学協議会合報告書博士人材が活躍する社会の実現に向けて－目指すべ 

  き姿と具体的な取り組み－（2026 年 3 月 23 日）」 

【資料 06】 「博士人材の活躍に向けた産学官連携プラットフォーム」 
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【資料 07】 中央教育審議会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）平成 30 年 

11 月 26 日」 

【資料 08】 文部科学省=経済産業省「博士人材の民間企業における活躍促進にむけたガイド 

ブック」 

【資料 09】 「地域における産業界人材育成ニーズの分析 2020 年９月 25 日」 

【資料 10】 文部科学省中央教育審議会大学分科会「人文科学・社会科学系における大学院教育

の振興方策について（審議まとめ）概要令和 5 年 12 月 22 日 」 

【資料 11】 大阪府商工労働部「大阪府内の企業の人材育成・リスキリング －製造、建設、運輸、 

宿泊･飲食の業種を中心に－  令和 7 年 3 月」 

【資料 12】 大阪府「第１１次大阪府職業能力開発計画（大阪産業人材育成計画）令和 4 年 3 月」 

 

②中長期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

本研究科修士課程の在籍者が 22～29 歳の学生や社会人ほか、学び直しの社会人（30 歳～50

歳）であることから【資料 13】、本研究科経営学専攻博士後期課程の入学者は、修士課程を修了し

た 25～29 歳の学生や社会人ほか、学び直しの社会人（30 歳～50 歳）が大半を占めると予想され

る。 

国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」

【資料 14】によれば、大阪府の将来の男女 5 階級別推計人口では、25～29 歳人口は 2025 年が

503，906 人、2030 年が 465，995 人、2035 年が 434，323 人、30～34 歳人口は 2025 年が 480，

017 人、2030年が 494，274人、2035 年が 459，480 人、35～39歳人口は 2025 年が 478，479 人、

2030 年が 472、817 人、2035 年が 487，234 人、40～44 歳人口は 2025 年が 510，661 人、2030 年

が 474，517 人、2035 年が 468，644 人、45～49 歳人口は 2025 年が 582，015 人、2030 年が 504，

964 人、2035年が 469，071人、50～54 歳人口は 2025年が 724，329 人、2030 年が 574，122 人、

2035 年が 497，441 人に推移すると予測されている。大阪府は他の都道府県と比べれば減少の程

度はゆるやかであるが、上記（2）①で述べたとおり、大阪府においては生産年齢人口の減少や企

業の人材不足が懸念されている中、大阪府の産業の維持・発展および企業人材育成に不可欠で

ある、新しいビジネスの仕組みを構想し実現できる人材に対する需要は維持されると考えられる。 

 以上のことから、本研究科経営学専攻博士後期課程は十分に定員が充足できることが見込まれ

る。 

 

【資料 13】 2025 年度大学院経営学研究科修士課程年齢別在籍者数 

【資料 14】 都道府県・市町村別の男女・年齢（5 歳）階級別将来推計人口‐「日本の地域別将来推 

計人（令和 5（2023）年推計）」（2023 年 12 月 23 日 国立社会保障・人口問題研究所） 

 

③新設組織の主な学生募集地域 

本研究科経営学専攻博士後期課程の主な学生募集地域は、大阪府、兵庫県、京都府（近畿地

－学生確保（本文）－5－



域）である。既設の本研究科修士課程の在籍者の大半は、大阪府から通学しており、若干、近郊

の兵庫県や京都府から通学している学生も見受けられる。したがって、主な学生募集地域は大阪

府・兵庫県・京都府とした【資料 15】。 

別紙1【資料16】より、大阪府内の私立大学全体の大学院の定員充足率は令和 5 年度 92.14%、

令和 6 年度 95.04%であり、おおよそ 9 割程度である。この割合は、「学校基本調査（都道府県別

大学院生数）」の大阪府における私立大学大学院生数を、「文部科学省全国大学一覧」の大阪府

に所在する私立大学大学院の収容定員の合計で除したものである。令和 7 年度は「文部科学省

全国大学一覧」が公開されていないため、データなしとした。本研究科経営学専攻博士後期課程

の所属する社会科学系分野の私立大学大学院博士後期課程の定員充足率は、令和 5 年度

31.41%、令和 6 年度 30.73%、令和 7 年度 31.36%であり、3 割程度である。この割合は、日本「私立

学校振興・共済事業団『私立大学・短期大学等入学志願動向』」の主な研究科別の志願者・入学

者動向（大学院）から、博士課程および博士後期課程における社会科学系の入学定員充足率を

引用している。 

 

【資料 15】 2025 年度大学院経営学研究科修士課程在住別在籍者数（留学生を除く） 

【資料 16】 新設組織が置かれる都道府県への入学状況（別紙 1） 

 

（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

■大学院案内・募集要項の配付 

本学大学院では、社会人および大学生、留学生等に対して、研究科の認知度向上を図るべく、

各種広報活動を展開し、学生確保に努めている。具体的な活動としては、研究科の特色、養成す

る人材、授業等について記載した冊子と、募集人員、試験日程、出願資格、アドミッション・ポリシ

ー等を記載した募集要項を作成し、大学院入試説明会における配付および各種学校や進学支援

業者等に送付している【資料 17】。さらに大学院案内および募集要項は、大学ホームページに掲

載し、自由にダウンロードできるようにしている。 

 これらの取り組みの目標は、本学大学院の教育理念や教育目標を広く社会に広報することにより、

入学定員を充足する学生数を確保することである。 

 

■大学院入試説明会の実施 

本学大学院では、秋季・春季・9 月入学入試それぞれの入試実施時期に合わせて、年 3 回の大

学院入試説明会を開催している【資料 18】。なお、2025 年はオンラインと対面との併用での説明会

を開催した。対象は、一般、社会人、留学生、学内生など多岐に亘り、大学院全体の紹介や入試

制度の説明、各研究科の特色、授業、研究内容等について説明している。特に本研究科では、現

役院生と修了生を迎えての座談会を行い、毎回参加者から好評を博している。直近 3 年の大学院
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入試説明会参加者は、2023 年度合計で 162 名、うち既設の本研究科修士課程への参加者は 90

名で、この 90名のうち受験者数は 44名、入学者数は 25名であった。2024年度合計では 205名、

うち既設の本研究科修士課程が 104 名で、この 104 名のうち受験者数は 53 名、入学者数は 27 名

であった。2025 年度合計では 215 名、うち既設の本研究科（修士課程）が 108 名で、この 108 名の

うち受験者数は 43 名、入学者数は 25 名であった【資料 18】【資料 19】。 

 

■資料請求の受付 

本学大学院では、大学ホームページおよび進学情報サイトや情報誌などから、大学院案内・募

集要項の資料請求を受け付け、学生確保に努めている【資料 19】。直近 3 年では、2023 年度は、

既設の経営学研究科修士課程には 353 件の請求があり、うち 57 名が出願し、24 名が入学した。

2024 年度は、393 件の請求があり、うち 63 名が出願、26 名が入学した。2025 年度は、323 件の請

求があり、うち 64 名が出願、34 名が入学した。 

 

■社会人向けの産学連携セミナーの実施 

本研究科が主催する産学連携セミナーを年 5 回開催している【資料 20】。近隣企業の幹部や本

学と関連のある事業者を対象に、身近な経営課題から大学院での学び、本研究科が標榜する「経

営と法の融合」についてなど、幅広くテーマを定め、学生・キャリア支援部社会連携課のメーリング

リストでの案内や本学ホームページでの周知により、社会人大学院への募集活動に繋げている。 

 

■外部機関との連携による大学院入試説明会やブース出展 

本研究科では、毎年、年 2 回（3 月、8 月）、河合塾 KALS 新大阪校と連携して大学院入試説明

会を開催している。また、毎年、11 月に開催される大阪府中小企業診断協会主催の「診断士の日」

のイベントにてブース出展している。 

 

イ 新設組織における取組とその目標 

■学生募集のための PR 活動の方針および戦略、実施計画・目標 

本研究科では、毎年の継続的な入学定員の充足を目標として、本研究科経営学専攻博士後期

課程の学生募集広報のために引き続き専攻の特色、養成する人材像、授業等について記載した

募集要項を作成し、大学院入試説明会における配付および各種学校や進学支援業者等に送付

する計画である。また、これまでと同様に秋季・春季・9 月入学入試それぞれの入試実施時期に合

わせて、年 3回の大学院入試説明会を実施し、引き続き大学院案内および募集要項も大学ホーム

ページに掲載し、自由にダウンロードできるようにする。併せて、PV 動画【資料 21】を大学ホームペ

ージで発信していく。 

【資料 19】に示される既設組織（本研究科修士課程）におけるこれらの取り組みの実績からみた

場合には、受験については 3 割から 4 割程度、入学については 2 割から 3 割程度がこれらの取り

組みに直結している。このことにかんがみ、大学院入試説明会の参加者数として 2名、資料請求者
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数として 3 名を目標とする。 

目標を達成するための取り組みとして、内部外部の進学希望者に対して、入試説明会、産学連

携セミナーの中で、本研究科経営学専攻博士後期課程についての情報提供や修了後のキャリア

の紹介などを行う。また、研究室単位で折に触れて本研究科経営学専攻博士後期課程について

説明し、大学院入試説明会や各種ガイダンスへの参加も促す。併せて、これまで同様、夏季・冬季

の年 2 回の産学連携セミナーや実施や中小企業診断士フェスタ大阪でのブース展示を行っていく

計画である。 

なお、本研究科経営学専攻博士後期課程に係る各種広報活動に関しては、「202７年度設置予

定」である旨明示していく予定である。 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数 

アとイで述べた取り組みと計画により、イに挙げた各取り組みに対する目標人数、【資料 19】に示

す既設組織（本研究科修士課程）における 2 年間の各取り組みの参加者に占める入学者の割合

を分析して、大学院入試説明会の実施により 1 名、資料請求の受付により 1 名、合計 2 名の入学

が見込まれるため、本研究科経営学専攻博士後期課程の入学定員である 2 名は継続的に充足さ

れることが見込まれる。 

 

【資料 17】 大阪経済大学大学院案内および募集要項  

【資料 18】 大学院入試説明会 参加者数（2023 年度、2024 年度、2025 年度） 

【資料 19】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績（別紙 3） 

【資料 20】 大学院産学連携セミナー実績 

【資料 21】 大阪経済大学 大学院 経営学研究科ホームページ掲載 PV 動画 

 

②競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

経営学専攻博士後期課程の競合校として以下を示す。 

所在地 区分 大学院名 研究科名 専攻・課程名 入学定員 

大阪府 私立 追手門学院大学大学院 
経営・経済

研究科 

経営・経済専攻 

博士後期課程 
3 名 

大阪府 私立 関西大学大学院 商学研究科 
商学専攻 

博士課程後期課程 
5 名 

大阪府 私立 近畿大学大学院 商学研究科 
商学専攻 

博士後期課程 
5 名 

 

ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析、優位性 

本研究科経営学専攻博士後期課程の基礎となる本研究科修士課程の在籍者の約 8 割以上が

大阪府内出身であること【資料 15】、また、社会人在学者においては大阪府内のほか、兵庫県、京

都府などの近隣の在住地から大阪市内で勤務する社会人も一部見受けられることから、本研究科
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経営学専攻博士後期課程の学生募集地域を、本学がある大隅キャンパスを中心とする大阪府内

に設定している。 

所在地の類似性の観点から、定員規模の類似性を勘案し大阪府内に所在する大学院をそれぞ

れ選定した。学問分野の類似性の観点から、商学あるいは経済学関係を中心に教育・研究を行っ

ている大学院を選定した。 

競合校と比較したときの優位性として以下の点があげられる。競合校では、流通・国際ビジネス・

ファイナンス・会計・経営を別々に開講している。一方、本研究科経営学専攻博士後期課程では、

授業科目において《流通・マーケティング》、《会計・ファイナンス》というように、関連する学問領域

を複合させることで質の高い学問横断的な教育ができ、併せて、ベンチャービジネス、コーポレート

ガバナンス、組織再編・事業承継といった現代のビジネス社会の課題や潮流に対応した授業科目

を個別に設置することで、幅広い知識と複眼的な思考を涵養し、Society 5.0 時代に対応可能な研

究者、高度専門職業人を養成できる。また、商学あるいは経済学関係の大学院においては専門領

域科目に編成していないリーダーシップ理論等の産業・組織心理学分野の科目を設置いているこ

とから、DX 推進人材として、創造性の高い役割を果たすリーダーシップを養成できる。さらには、

本研究科経営学専攻博士前期課程の基礎となる本研究科修士課程においては、下表の通り、競

合校の修士課程（博士前期課程）と比べて、入学定員（50 名）が 1.4 倍～4.5 倍と多く、過去 3 年

間、定員充足率をほぼ充たしている。 

 

競合校博士課程前期課程（修士課程）定員数 

競合校 入学定員 

追手門学院大学大学院経営・経済研究科経営・経済専攻 博士前期課程 15 名 

関西大学大学院商学研究科商学専攻 博士課程前期課程 35 名 

近畿大学大学院商学研究科商学専攻 博士前期課程 11 名 

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻 修士課程 50 名 

 

 本研究科経営学専攻博士後期課程の 3 年間の学生納付金等は、競合校 3 校全体の平均額程

度であり、多額とはいえない【資料 22】。 

 

【資料 22】 大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程と競合する近隣大学院

研究科の学納金等一覧 

 

イ 競合校の入学志願動向等 

競合校となる大学院の専攻を 3 つ選定した。これら 3 つの専攻の過去 3 年間の入学志願状況

データの定員充足率はおよそ 44％～93％の間であり、平均は 70％程度である【資料 23】。選定し

た競合校の入学定員は 3 名、5 名であるが、競合校の中には入試年度によっては定員充足率が

100％を上回る年度もあり、また、継続的に入学志願者がいることから、商学あるいは経営・経済学
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分野の博士後期課程の需要は高いと考えられる。新設する本研究科経営学専攻博士後期課程は

入学定員を 2 名としており、入学定員を充足することは十分に見込まれる。 

【資料 23】 大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程と競合する近隣大学院

研究科の 3 年間の入試動向 

ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ）

本研究科経営学専攻博士後期課程は、大阪府においては、生産年齢人口（15 歳～64 歳）が

2020年からみて2035年に8割台の水準に減少することが推計され、企業の人材不足が懸念され、

また、Society 5.0 時代においては人の役割が大きく変化し、新しいことに挑戦し、価値を創造でき

るような人材の育成が急務であることから設置するものである。経営に求められる既存の枠組みに

とらわれない市場・ビジネス等の登場による付加価値の多様化やイノベーション創出力への社会的

要求の増大に伴う、高度な専門知識と先進的な諸見識を併せ持ち、新しいビジネスの仕組みを構

想し実現できる人材を育成するため、《流通・マーケティング》、《会計・ファイナンス》、さらにはリー

ダーシップ理論等の産業・組織心理学分野というように、関連する学問領域を複合させることで質

の高い学問の横断的な教育を行い、併せて、ベンチャービジネス、コーポレートガバナンス、組織

再編・事業承継といった現代のビジネス社会の課題や潮流に対応した授業科目を個別に設置す

ることで、幅広い知識と複眼的な思考を涵養し、Society 5.0 時代に対応可能な教育をするという

本専攻の目的は、近隣の競合校にはない特色であり、十分に定員充足できると考えられる。 

エ 学生納付金等の金額設定の理由

既設の本学経済学研究科経済学専攻博士後期課程の学生納付金等とバランスを図るため、 

2025 年度経済学研究科経済学専攻博士後期課程の学生納付金と同額に設定した。 

2027 年度経営学研究科経営学専攻博士後期課程 1 年次生の学生納付金は、入学金 200,000 円

（本学大学院修了生が入学する場合は、入学金は免除）、授業料 530,000 円（年額）、施設設備資

金 140,000 円(年額)、諸会費 1,000 円（年額）とする。初年度学生納付金合計金額は 871,000 円、 

3 年間合計で 2,213,000 円となる【資料 22】。 

 その他、大学院生への経済面から研究奨励への配慮としては、合格者を対象とし年間授業料相

当額の半額の給付、サテライト社会人に対する年間 200,000 円給付、そして私費外国人留学生に

対する減免制度（年間授業料 1/2 減免）がある。なお、既設の修士課程の初年度学生納付金合計

金額は 870,000 円（入学金 200,000 円を含む）で、2 年間合計で 1,540,000 円となり、これは課程

変更し博士前期課程となっても変更はない。 

③先行事例分析

該当なし。
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④学生確保に関するアンケート調査  

本研究科経営学専攻博士後期課程の入学定員を 2 名とする。定員の設定にあたり、第三者機

関を通じて入学意向の確認のためのアンケート調査を実施した。この結果、定員確保の見通しは

十分にあると言える。以下にその概要と結果を示す。 

 

（1） 調査目的 

令和 9 年 4 月に予定している大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課

程）（仮称）の開設に向けて、設置年度の進学対象層に対する大阪経済大学大学院 経営学研究

科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への入学意向を把握することを目的とする。 

（2） 調査対象者 

① 企業の従業員等の社会人 

24 都府県に所在する企業等に勤務する従業員 

② 大阪経済大学大学院の在学生 

経営学研究科 経営学専攻 修士課程 1 年生・2 年生以上 

 

（3） 調査方法 

① 24 都府県に所在する企業等 500 社の採用担当者に採用意向アンケート調査を郵送にて実

施した際に同企業等に勤務する従業員 1 名に対し、入学意向アンケート調査の回答を依頼し

た。アンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）

（仮称）の概要を郵送し、アンケートを実施。回答用紙は一般財団法人日本開発構想研究へ

回答者から直接郵送。 

② 大阪経済大学大学院の在学生に対し、アンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営学

研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の概要を配布し、教室等で直接アンケート用紙

に記入する方法等により実施。回答用紙は大学が取りまとめ、一般財団法人日本開発構想研

究所へ大学から郵送。 

この結果、122 人から有効回答を得た。 

集計結果より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への入

学意向を分析した。 

 

（4） 調査実施期間 

令和 7 年 11 月～令和 7 年 12 月 

 

（5） 有効回収率等 

調査対象者数：595 人 

有効回答者数：122 人 

有効回収率：約 20.5％（有効回答 122 人 ÷ 調査対象 595 人） 
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※大阪経済大学大学院にて設置を構想している経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）

は仮称であるが、その旨の表示を本文中では省略した。 

 

（6） 調査結果のまとめ 

 「（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向について」

より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）へ「入学する」と回答した

者は 28 人いることがわかる。これによって、大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博

士後期課程）の入学定員 2 人に対して 14 倍の入学意向を確保しているといえる。また、「入学す

る」、「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」と回答した者が、合計で 34 人

いることから、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員 2 人

に対して 17 倍の入学意向を示したといえる。 

さらに、下表より、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への

受験意向について」と「（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）へ

の入学意向について」の調査結果をクロス集計したところ、「第一志望として受験する」と回答した

上で、「入学する」と回答した者が 24 人となり、これは大阪経済大学大学院経営学研究科 経営学

専攻（博士後期課程）の入学定員 2 人に対して 12 倍の入学意向を確保しているといえる。 

 

 

 

「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への受験意向につい

て」にて「第一志望として受験する」と回答した 26 人を母数として、「（8）大阪経済大学大学院 経

営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向について」と「（9）大阪経済大学大学院 

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学時期について」の調査結果をクロス集計し

たところ、「開設時（2027 年 4 月）の入学を希望する」と回答した者が 14 人となり、これは大阪経済

大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員 2 人に対して 7 倍の大学院

開設時の入学意向を確保しているといえる。 
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また、「開設時（2027 年 4 月）の入学を希望する」と回答した 14 人について、「（4）対象者（専攻

等）について」の回答状況を踏まえて属性を確認したところ、 

・社会人（大阪経済大学大学院 修了生、他大学の経営学系修士課程 在学中または修了生を

含む）が 2 人 

・大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）1 年生が 5 人 

・大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）2 年生以上が 7 人 

との結果となり、学内外での入学意向が確認できた。 

 

以上の調査結果と、調査対象以外からの入学も考えられることから、大阪経済大学大学院経営

学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員を満たす学生は十分に確保できるものと考え

る。なお、アンケート集計結果の詳細は【資料 24】にまとめられている。 

 

【資料 24】 大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への入学意

向に関するアンケート調査報告（令和7年12月 一般財団法人日本開発構想研究所） 

 

⑤人材需要に関するアンケート調査等 

（1） 調査目的 

令和 9 年 4 月に予定している大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課

程）（仮称）の開設に向けて、大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の就

職が見込まれる企業等の採用担当者にアンケートを実施し、大阪経済大学大学院 経営学研究科 

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了生に対する企業等の採用意向を把握することを目的と

する。 

 

（2） 調査対象者 

大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の就職が見込まれる 24 都府県 
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（宮城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、静岡県、愛知

県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、広島県、山口県、徳島県、香

川県、愛媛県、福岡県）に所在する企業等 500 社の採用担当者にアンケートへの協力を依頼した。 

 

（3） 調査方法 

 大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の就職が見込まれる企業等 500

社の採用担当者にアンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士

後期課程）（仮称）の概要を示したリーフレットを郵送し、アンケート調査を実施した。回答は企業等

から一般財団法人日本開発構想研究所へ直接郵送し、69 件の有効回答を得た。 

集計結果より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修

了生に対する採用意向を分析した。 

 

（4） 調査実施期間 

令和 7 年 11 月～12 月 

 

（5） 有効回収率等 

調査対象数：500 件 

有効回答数：69 件 

有効回収率：約 13.8%（有効回答 69 件÷調査対象 500 件） 

 

※大阪経済大学大学院において設置を構想している経営学研究科 経営学専攻（博士後期課

程）は仮称であるが、本文中ではその旨の表示を省略した。 

 

（6） 調査結果のまとめ 

 大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生に対する将来的な

採用意向人数の集計にあたっては、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博

士後期課程）修了生の採用意向について」の肯定的な回答数と、「（8）大阪経済大学大学院経営

学研究科 経営学専攻（博士後期課程）修了生の採用人数について」の将来的な採用人数の各

選択肢（「1 人」、「2 人」、「3 人以上」、「人数は未確定」※）を乗じ、これを合計し、算出した。 

※「3 人以上」は最低数である「3 人」として計算した。 

「人数は未確定」とは、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）修

了生の採用意向について」において、「採用したい」、「採用を検討したい」と回答し将 

来的な採用意向は示すが、アンケートの時点では将来的な採用人数について確定していないもの

である。したがって、本調査では「人数は未確定」の将来的な採用人数を最低数である「1 人」とし

て計算した。 
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「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）修了生の採用意向に

ついて」において、「採用したい」22 件、「採用を検討したい」32 件の回答を得ている。また、下表よ

り、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生に対する採用意

向人数は「採用したい」のみで合計した場合、28 人分となる。入学定員は 2 人であるため、14 倍の

採用意向を確保できている。 

「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 60 人分となり、これは入

学定員 2 人に対して 30 倍の採用意向を確保できている。 

 以上の調査結果と、今回の調査対象以外への進路も考えられることから、大阪経済大学大学院 

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の進路は十分に確保できるものと考える。

なお、アンケート集計結果の詳細は【資料 25】にまとめられている。 

【資料 25】 大阪経済大学大学院 経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了生に

対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報告（令和 7 年 12 月 一般財団法

人日本開発構想研究所） 

（４）新設組織の定員設定の理由

本研究科経営学専攻博士後期課程の「研究指導科目」担当教員数が 9 名であることを踏まえ、

学部教育と大学院博士前期課程での教育状況と、教育研究の質を担保できる規模を考慮したこと。

また、競合校で年度によっては定員未充足の年度もあること等から、安定的に学生を確保するため、

新設組織の本研究科経営学専攻博士後期課程においては、入学定員を 2 名と設定することとし

た。 

【資料 26】の通り、修士課程については、概ね学生募集が堅調であることから、課程変更し博士

前期課程となっても現在の定員を維持し、今後も学生確保に努めていく。 

【資料 26】 経営学研究科（修士課程）定員充足率（2023 年～2025 年） 
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科学技術・イノベーション基本計画 

令和３年３月２６日 

閣 議 決 定 

資料01

－学生確保（資料）－3－



はじめに 

我々は⼤きな時代の岐路に⽴っている。科学技術・イノベーション政策は、今後しばらくはどの国において
も、⼆つの⼤きな⽅向を常に⾒据えながら策定されていくことになるだろう。すなわち、科学技術には、20 世
紀後半から爆発的に拡⼤した⼈間活動に由来する地球規模の危機を克服するための知恵が求められている。
その⼀⽅で、それぞれの国は、グローバルな協調と調和をうたう様々な国際提⾔やコンセプトを競い合いなが
ら、⾃国の競争⼒強化のための国内改⾰と科学技術への未来投資の拡⼤を加速していく。

⼈⼝の指数関数的な増加、巨⼤化する都市環境、⼤量⽣産と⼤量消費に⽀えられたＧＤＰ1の成⻑神話、国
の制約を凌駕しようとするグローバリゼーションの進展など、「グレートアクセラレーション2」とも呼ばれる
これら 20 世紀の遺産が、⼤気中のＣＯ2 やメタンガスの増加、更にプラスチック流出等による海洋汚染を⽣み
出し、異常気象や気候変動、海洋⽣態系への影響といった地球の危機を作り出している。これこそ「⼈新世」
の現出3という仮説が⽰す世界的な課題の認識でもある。また、今や世界は、⽶中対⽴の先鋭化など混迷の度
を深め、我が国の安全保障をめぐる環境も⼀層厳しさを増している。第 6 期科学技術・イノベーション基本計
画（以下「第６期基本計画」という。）で掲げる我が国の科学技術・イノベーション政策は、こうしたグロー
バル課題解決への政策的貢献を企図するものでなければならない。翻って、科学技術・イノベーション政策に
は、国⺠の⼀⼈ひとりにいかなる恩恵をもたらすのかという国内向けの視座も⽋かすことはできない。我が国
は、これまでも少⼦⾼齢化や過疎化の進展といった課題を抱えてきたが、更に近年、深刻化する⾃然災害、科
学技術の国際競争⼒低下など新たな社会的課題に直⾯している。また、若者世代の⾃⼰肯定感の低さなど次代
を担う⼈材に関する課題も浮き彫りになっている。それらを解決するためには、⾃然科学のみならず⼈⽂・社
会科学も含めた多様な「知」の創造と、「総合知」による現存の社会全体の再設計、さらには、これらを担う
⼈材育成が避けては通れない。

グローバル課題への貢献と国内の構造改⾰という両軸を、どのような政策で調和させることができるのか。
第 6 期基本計画に求められているのは、そのための政策的創案である。

その時に我々が⽬指すべきは、第 5 期科学技術基本計画（以下「第５期基本計画」という。）で掲げた「サ
イバー空間4とフィジカル空間を⾼度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両⽴する
⼈間中⼼の社会」である Society 5.0 を現実のものとすることであろう。2015 年の国連サミットで採択された
持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ5）の提案に強く共感しながら、そこに「信頼」や「分かち合い」を重んじる我
が国独特の価値観を重ね、20 世紀の負の遺産を超えた我が国の未来社会像として Society 5.0 を再提⽰する。
社会や⾃然との共⽣のための循環型社会の実現、信頼に基づく市⺠感覚、三⽅よしの社会通念、分かち合いの
共感性、こうした「ソフトパワー」の価値を、信頼性の⾼い科学研究や技術⼒、更には極めて質の⾼い社会デ
ータの存在と結びつけ、我が国の未来社会像として Society 5.0 を世界に問いかける。加えて、このコンセプ
トの提⾔によって、我が国が、この価値観を共有できる国・地域・国際機関等との連携を強め、国際社会にお

1 国内総⽣産（Gross Domestic Product）
2 Steffen, W., Broadgate, W., Deutsch, L., Gaffney, O. & Ludwig, C. The trajectory of the Anthropocene: The Great Acceleration. The

Anthropocene Review 2: 81-98,doi:10.1177/2053019614564785 (2015)
3 2000 年、ノーベル化学賞受賞者である⼤気化学者のパウル・クルッツェンが、⼈類が地球環境に及ぼした影響により、地質年代が 1 万 1700

年前から現在に⾄る「完新世」から新たな地質年代である「⼈新世」に⼊ったと提唱。2021 年２⽉現在においては、国際的な学術団体によ
る正式な承認には⾄っていない。 

4 多様なサービスのサプライチェーンやコミュニティなどが形成される新たな社会領域
5 SDGs : Sustainable Development Goals 
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Society 5.0 の実現に向けた 

「戦略」と「創発」への転換 

～政府研究開発投資に関する提言～ 

2019 年 4 月 16 日 

資料02
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Ⅰ．はじめに 
 研究開発をめぐっては、諸外国が躍進する一方、日本は停滞し、相対的な地

位が低下しつつある。とりわけ、AI（Artifitial Intelligence：人工知能）、

IoT（Internet of things）、ロボット等のデジタル技術や、バイオテクノロジ

ーをはじめとする最先端技術に関する研究については、米国だけでなく、中国

の存在感が急速に増している。 

 研究開発をおろそかにすれば、わが国の経済・社会の持続可能性が危ぶまれ

る。研究開発によって生み出される技術は、わが国の産業競争力の基盤であり、

これなくしてグローバル競争を戦うことはできない。また、人口減少・少子高

齢化やエネルギー問題など、わが国が抱える諸課題を解決するためにも、研究

開発によって新たな技術を生み出し、それらを社会実装していくことが不可欠

である。国を挙げて研究開発を強化することで、イノベーションを生み出し、

産業競争力を高め、社会課題を解決し、さらに新たに生み出された果実を研究

開発に再投資していく、という好循環を回していく必要がある。 

 経団連は、これまでも政府研究開発投資のあり方について提言を行ってきた。

さらに、2018 年 11 月公表の提言「Society 5.0 -ともに創造する未来-」1の中

で、Society 5.0 のコンセプトを改めて打ち出すとともに、日本がとるべきア

クションプランのひとつとして、研究開発についても今後の方向性を示した。

同提言では以下のように説明している。 

 Society 5.0 は「創造社会」であり、「デジタル革新と多様な人々の想像・創

造力の融合によって、社会の課題を解決し、価値を創造する社会」である。そ

して、Society 5.0 が目指すのは、さまざまな制約から解放され、誰もが、い

つでもどこでも、安心して、自然と共生しながら、価値を生み出す、持続可能

な発展を遂げる社会である。そのため、Society 5.0 は、国連で採択された持

続可能な開発目標（SDGs）の達成にも貢献できる概念である。 

1 経団連「Society 5.0 -ともに創造する未来-」（2018 年 11 月）http://www.keidanren. 

or.jp/policy/2018/095.html 
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Ⅴ．創発的研究 
１．創発的研究を促進するうえで重要な要素 
 創発的研究は、破壊的イノベーションをもたらすシーズの創出を目指す研究

であるが、このようなシーズを生み出すことを当初から狙い、計画的に研究を

行うことはきわめて困難である。むしろ想定外のところから破壊的イノベーシ

ョンの種が生まれてくることのほうが多い。このように、創発的研究の成果の

予見性を高めることは困難であるが、破壊的イノベーションのシーズが生まれ

てくる確率を高めるうえで、重要な要素が大きく３つある。 

（１）多様性の向上

 もっとも重要なことは、あらゆる観点から見た多様性を高めることである。

人材の多様性という観点からは、外国人をはじめ、女性や若手といった、日本

の研究現場で主流とされてこなかった人々を呼び込むことがあげられる。また、

学問領域の多様性も重要である。わが国は、さまざまな学問分野において、相

当な蓄積があることから、これが途切れないように維持していくことが求めら

得る。 

（２）融合の促進

 ２点目は、多様な個々人や学問領域を、有機的に連携し融合へと向かわせる

ことである。それぞれが交わることなく孤立していては、多様性を高めても、

イノベーションは生まれない。そこで、多様な個々人や異分野・異業種の融合

を促進して、新たなアイディアを創出することが重要である。その一環として、

文理の分断も当然取り除いていく必要がある。大学における部門やプログラム

に関しても、講座制の下、教授、学生が特定の分野を専攻する分野分断の現行

システムから、分野横断型の学位プログラムの編成に変えることが重要である。

また、融合には、異なる人々や組織をオーガナイズする人材が求められること

から、そういった人材の育成や評価が求められる。 

また、アカデミア内での異分野間の融合だけでなく、産学の連携も予期せぬ
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Society 5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会 

報告書 

ー  「スキルベースの人材育成」を目指して  ー 

令和７年 5 月 

Society 5.0 時代のデジタル人材育成に関する検討会 

デジタル人材のスキル・学習の在り方ワーキンググループ 

資料03
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⚫ 生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024（2024 年 6 月）

 「生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方」を公表した後も生成 AI が急速に進展し、ソフ

トウェア開発工程の効率化など導入効果が現実のものとなってきていることから、引き続き企業や専門家のヒ

アリングを重ね、ビジネスアーキテクト、デザイナー、データサイエンティスト、ソフトウェアエンジニア、サイバーセキ

ュリティといった DX 推進人材の生成 AI 時代のスキルなどの在り方を示した「生成 AI 時代の DX 推進に必

要な人材・スキルの考え方 2024」を取りまとめた21。 

 この考え方では、生成 AI の業務での活用により、専門領域における知識や技術を補填するようになる中で、

専門人材である DX 推進人材として、創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的思考などのパーソナ

ルスキルやビジネス・デザインスキル、「問いを立てる力」や「仮説を立てる・検証する力」、さらには成果物を

「評価する・選択する力」、また、使いこなすための非構造化データ処理や各種生成 AI モデルの基本的な

知識が求められることを提起するとともに、DX 推進人材の５つの人材像ごとに、生成 AI の活用の可能性

や今後、求められるスキルなどを整理した。 

生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024 （令和 6 年 6 月）＜概要＞ 

～変革のための生成 AI への向き合い方～ 

 その後、2024 年 7 月には、「DX 推進スキル標準」における補記の追加、共通スキル追加などの改訂を実

施した。

21 経済産業省「生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキルの考え方 2024～変革のための生成 AI への向き合い方～」（2024 年 6 月）

（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/pdf/20240628_2.pdf） 

⚫ 生成AI技術は急速に進展し、国内企業の導入が加速も、本格的な利活用には課題

⚫ 生成AIの利活用を妨げる課題と解決に向けた示唆、生成AI時代のDX推進人材のスキル、政策対応を取りまとめ

（３）生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキル

（１）生成AIの利活用の現在地
➢開発者の貢献や企業の前向きな生成AI導入（国内企業の生成AIの社内利活用・推進は１年前から大きく進展）

➢一方、組織として生成AIの日常業務への組み込み、新サービス創出、これを後押しする経営層の関与が停滞（世界平均より低い）

➢生成AIの業務での活用により知識や技術が補填されるため、DX

推進人材はより創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的

思考などパーソナルスキルやビジネス・デザインスキルが重要となる

➢DX推進人材には「問いを立てる力」や「仮説を立て・検証する力」、

に加えて「評価する・選択する力」が求められる

＜経済産業省における政策対応＞

➢ 「デジタルスキル標準」（DSS）の見直し

（４）生成AIを利活用するための人材・スキルのあり方に関する対応

➢ 「デジタルガバナンス・コード」の見直し ➢AI学習機会の裾野の拡大

➢生成AI時代に求められる継続的な学びの実現に向けた環境整備

（２） 生成AI利活用の課題、解決策と今後

➢組織として生成AIを日常業務に組み込んで利用する取

組や、新たなサービス創出につながる活用、また、これを後

押しするような経営層の関与において停滞

➢利活用を妨げる課題解決に向けた示唆

・生成AIへの理解不足と向き合い方

目的志向のアプローチ、環境整備と実験、答えでなく問いを深める

・経営層の姿勢、関与

経営層自身がビジョン・方針を定め、変革推進人材の役割を定義

・推進人材とスキル

スキルトレンドをデータドリブンに捉え、人材定義・教育・活躍の場作り

・データの整備

全社的なデータマネジメントとデータ「目利き」人材の育成・確保

➢経験機会の喪失と実践的な教育・人材育成

➢開発生産性の革新で、新たなベンダー・ユーザーの契機

求められるスキル

・ビジネスアーキテクト：選択肢から適切なものを判断する選択・評価する力

・デザイナー：独自視点の問題解決能力、顧客体験を追求する姿勢

・データサイエンティスト：利活用スキル（使う、作る、企画）、背景理解・対応ス

キル（技術的理解、技術・倫理・推進の各課題対応）

・ソフトウェアエンジニア：AIスキル（AIツールを使いこなす）、上流スキル（設計・

技術面でビジネス側を牽引）、対人スキル

・サイバーセキュリティ：AI活用の利益とリスク評価、社内管理スキル、

コミュニケーションスキル

－学生確保（資料）－9－
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2023年1月19日

内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

博士人材のキャリア
（趣旨・概要）

資料04
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本日ご議論いただきたい論点

24

【現状と課題】
• 日本の博士取得者のキャリアの多様化は、産業構造（スタートアップの育成、新市場開拓へ
の取組など）や、雇用慣行（ジョブ型雇用への転換など）、経営戦略（人的資本の経営な
ど）の変革とも密接に関連する。

• 大学院における人材育成においても、専門能力だけでなく産業界との連携によるプログラム
開発や能力の仮視化が求められている。

• 産業界のニーズとアカデミアにおける人材育成のシーズとの間のマッチングが課題であり、
関係府省において産業界における博士課程学生の活用促進、博士学生の支援等の取組が進ん
でいる。

【本日ご議論いただきたい論点】
• 博士人材の活躍に向けて、産学官の各セクターにおける意識の違いを埋めるにはどのように
すべきか、各セクターにどのように行動変容を促していくか。

• 関係府省の取組を踏まえ、今後の施策の実施、将来的な政策の展開に向け、考慮すべき点は
何か。

• 統合イノベーション戦略、次期基本計画等の国レベル戦略の検討に向けた政策課題は何か。

－学生確保（資料）－11－
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博士人材に関する産学協議会合報告書

博士人材が活躍する社会の実現に向けて

－目指すべき姿と具体的な取り組み－

2026年3月23日

一般社団法人 日本経済団体連合会

中央教育審議会大学分科会大学院部会（第124回）

資料05
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１．高度な専門性、トランスファラブルスキルが複雑な課題解決のキー

我が国は今、社会・経済環境の急速な変化と課題の複雑化に直面しており、社会全体で取り組むテーマは、単一の専門性だけでは解決できない領

域へと広がっている。加えて、グローバルな人材獲得・技術開発競争が激化する中、諸外国では博士人材を中核とした研究開発・イノベーション創

出が加速する一方、我が国では博士人材の活用が十分に進んでおらず、国際競争力の相対的な低下に直面している。こうした状況の下、人口減少の

進む日本が、成長の源泉となる『科学技術立国』を実現し、AI時代の到来の中でもグローバルに価値創造し国際社会で評価され続けるためには、初

等中等段階から育まれた好奇心や探究心を基盤とし、高等教育において培われる高度な専門性に加え、課題の構造を深く理解し、自ら解決策を設計

できる人材の重要性が一段と高まっている。

博士課程で培われる、深い専門知識とそれを俯瞰・統合する力、自律的な探究力、仮説検証に基づく創造力、未知の課題に挑戦し解決へと導く力

は、生成AI・AIエージェント、さらにはフィジカルAIの進展を含む技術革新が進む中で、価値創造の中核を担う能力として、ますます重要性を増し

ている。
２．イノベーションの担い手たる博士人材の育成と活躍促進

これまで、博士人材は学士・修士人材と比較して多くがアカデミ

アに進む傾向にあり、日本企業への就職者数は相対的に少なかった。

その結果、企業においては、博士人材の採用・処遇や育成に関する

議論や実践が十分に蓄積されてきたとは言い難く、アカデミアにお

いても、博士人材が企業や社会の多様な場で活躍することを見据え

た教育が、必ずしも体系的に行われてきたとは言えない。

今後は、博士人材を高度なイノベーション創出や未知の探究であ

るインベンションを担う人材として位置づけ、大学院教育改革を一

層推進するとともに、博士課程を通じて培われる高度な専門性と幅

広いトランスファラブルスキル（汎用的能力）を適切に評価し、

多様な場で活かすための仕組みを整備することが重要である。 

01 今なぜ、博士人材の育成・活躍が求められるのか

人材育成は、大学だけでも、企業だけでも完結しない。大学と企業が協働

し、学びと実践を行き来できる環境をつくることが、社会全体の知の基盤を

強化し、産業や地域の持続的な成長につながる。

本議論を、企業と大学が、これからの時代に必要とされる人材像と育成環

境をともに再設計していくための第一歩と位置付ける。本取りまとめについ

ては、産学協議会合のメンバーが目標に強く賛同し、実現に向けて毎年フォ

ローアップを進めていく。その際、社会情勢や事業環境の変化にも対応でき

るよう、柔軟かつ可変的に運用していける形で取り組みを推進する。

また、産学協議会合のメンバーに限らず、可能な限り多くの経団連会員企

業・大学関係者と力を合わせて進めていきたい。

はじめに

3

３．大学と企業が協働して、学びと実践を行き来できる
環境をつくる

－学生確保（資料）－13－
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大学支援フォーラムPEAKS
博士人材の活躍に向けた
産学官連携プラットフォーム
第1回会合進行資料
2025年1月22日10:00～12:00

※本資料の内容の一部および全てについて、無断での複製・転載等などの二次利用を固く禁じます。

PEAKS
Leaders' Forum on 
Promoting the Evolution of Academia for Knowledge Society
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4

• 我が国が継続的にイノベーションを創出していくためには、社会課題の解決や新たな価
値創造を先導する能力を持った多様な人材を育成し、産業界とアカデミアを行き来し
ながら活躍することが不可欠である。博士人材は、①特定の分野について高度な専
門的知見を有するとともに、②汎用的能力を身につけ、自ら課題を発見し、その解決
策までを描くことができると認められた人材であり、社会が複雑化し、産業構造の転換
や分野横断的なグローバル課題の解決が求められる中、博士人材を活用してイノベー
ションの創出につなげていくことは世界的な潮流となっている。

PEAKS
Leaders' Forum on 
Promoting the Evolution of Academia for Knowledge Society

• 我が国では、人口当たりの博士号取得者の割合では、他の先進国と比較して相対的
に博士号取得者が少ない状況が続いてきた（表１）。

• そのような中、政府においても、例えば、次世代研究者挑戦的研究プログラム
（SPRING）（2021～）や、大学と企業との協働によるジョブ型研究インターシップ
（2021～）など、様々な取組が行われてきたところであり、2024年度には、博士課程
入学者数は15,744人となり、2年連続で増加している（表2）。

• 一方で、博士人材の育成を強化し、それをイノベーション創出までにつなげていくために
は、個別の企業や大学が、互いにコミュニケーションをとりつつ、自らを変革させるため
の具体的なアクションを起こしていくことが不可欠である。

背景：博士人材活躍に向けてアクションを進める必要性

出典：学校基本調査

（表1）

NISTEP「科学技術指標2023」より抜粋

（表2）博士課程入学者の推移

• 世界の先進国の状況に照らして、日本では、さらに博士人材の育成と活
用を推進し、イノベーションの創出につなげていくことが求められている。

－学生確保（資料）－15－
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2040年に向けた高等教育のグランドデザイン 

（答申） 

平 成 ３ ０ 年 １ １ 月 ２ ６ 日 

中 央 教 育 審 議 会 

資料07
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（大学をはじめとした高等教育と社会との関係） 

大学は、教育と研究を一体不可分のものとして人材育成と研究活動を行っており、そのた

めの組織が整備され、ガバナンスが機能し、資源配分が行われることで、「知識の共通基盤」

として社会を支えている。その活動が、現在の社会を支え、また未来の社会を創出するため

に貢献していくことは重要であり、そのためには、教育と研究を通じた活動を社会に発信し、

透明性確保と説明責任を果たしていくことが必要である。 

「学問の自由（Academic Freedom）」及び「大学の自治」とは、大学における学問の研究

とその結果の発表及び教授が自由かつ民主的に行われることを保障するため、教育研究に関

する大学の自主性を尊重する制度と慣行であり、国際的にも高等教育の根幹を支える概念と

なっている。つまり、憲法で保障されている「学問の自由」は大学と教員・研究者に蓄積さ

れた知識に基づいた研究と、その結果の発表と教授の自由であり、「大学の自治」は、これ

らの自由を保障するためのものである。教育研究の自由が保障されていることが、新しい「知」

を生み出し、国力の源泉となる根幹を支えていることを再確認しておく必要がある。実際、

我が国の研究論文の約７割を大学が占めており、また、例えばノーベル賞等の世界的な研究

に関する賞の受賞者は大学の研究者が圧倒的な割合を占めている。これらは、学生と教員を

擁している大学が、自由な発想をその源泉とし、教育研究を一体不可分のものとして人材育

成と研究活動を行っているという仕組みに負うところが大きい。 

その上で、高等教育は、我が国のみならず世界が抱える課題に教育と研究を通じて真摯に

向き合い、新たな社会・経済システム等の提案をしていくこと、その成果を社会に還元する

ことを通じて、社会からの評価と支援を得るという好循環を形成することにより、「知識の共

通基盤」から更に進んで「知と人材の集積拠点」としての機能を継続的に発展させていくこ

とが重要である。その際、知識集約型社会への転換によって、知や情報が経済的な価値の源

泉となることで、知の拠点である大学そのものが産業を支える基盤になることが期待される。 

そのためにも、高等教育システムそのもの、そして、高等教育機関の「建学の精神」や「ミ

ッション」は時代の変化の中で、変わるべきものと変わらないものがあることを高等教育機

関とその構成員が改めて意識し、高等教育機関自らが、「建学の精神」や「ミッション」、教

育研究についての説明責任を果たしていくこと、さらにはその「強み」と「特色」を社会に

分かりやすく発信していくことが重要である。 

（研究力の強化と社会との関係） 

多様で卓越した新しい「知」は、未知のものへ挑戦する全ての学術研究の中で生み出され、

第５期科学技術基本計画等で目指しているイノベーションの創出や科学技術の発展に大きく

資するものであり、学術研究の成果を社会的・経済的価値の創造に結び付け、社会からのニ
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ーズに応えていくことは高等教育の役割の一つである。他方、新興国が成長し先進諸国間で

も国際競争が激しくなる中で、論文数や論文の引用状況から見た日本の地位は相対的に低下

傾向にあり、日本の存在感が薄れてきている。大学の研究力を引き上げるとともに、先端的

な研究を推進することにより、イノベーションを創出していくことが重要である。 

また、高等教育機関における学術研究は、専門化・細分化された分野の中だけで収まらな

い学際的・学融合的な研究が進められるようになっている。知識や技術の全てを個人や一つ

の組織で生み出すことが困難な時代になっており、新たな知識や価値の創出に多様な専門性

を持つ人材が結集し、チームとして活動することの重要性がますます高まっている。学術研

究の成果もまた、社会に還元することを通じて、社会からの評価と支援を得るという好循環

を形成していくことが必要である。 

なお、一概に研究といっても、その成果は多方面にわたる。科学技術との関連や、政策形

成への貢献といった直接的な関係性の強いものだけではなく、例えば、社会発展や世界平和

への貢献の基礎となる知見の集積や、個人の生活や内省につながる知的探求等は、本来、大

学が担うべき重要な社会的な機能である。 

（産業界との協力・連携） 

新卒一括採用や年功序列などのこれまでの雇用慣行を見直す動きが見え始めている中、こ

れらの動きは、高等教育の変化の大きな後押しになる。通年採用導入による、ポテンシャル

採用からジョブ型採用への転換や、大学教育の質と学修成果を活用した採用活動の拡大など

は、産業界が取り組んでいくべき課題である。労働集約型経済から知識集約型経済への転換

を真剣に考えていく際に、高等教育と産業界等との協力関係は欠かせない。経済・社会の発

展をもたらす高等教育の在り方について、人材を育成する側と人材を活用する側で議論と理

解を深めていく必要がある。 

その際、今後更に重要性の増すリカレント教育については、知識の最新化や新たな知識を

学ぶことのみならず、多様な学生が相互に学び合うことを実現するために、産業界の雇用の

在り方、働き方改革と、高等教育が提供する学びのマッチングが必要不可欠である。また、

大学内外の資源を有効活用していくことは重要であり、ガバナンスにおいても、教育研究を

充実する際にも、学外の協力を得ていくための産業界等との協力関係、連携関係を充実して

いく必要がある。 

さらに、大学と社会の接続を考える際には、学修者が自らを社会の一員として自覚し、自

らの学びの社会的意味を理解し、学修の質を向上させる機会としての「インターンシップ」

の充実等が求められる。また、学修者が複数の大学間や企業間、大学と企業の間などを行き

来しながら、時間をかけて複線型にキャリアを形成していくことが可能となるためには、大
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グローバル競争の激化

21世紀になり、AI・量子・半導体・バイオテクノロジーなど新しい科学技術の

社会実装やSDGｓなどの社会課題解決への貢献の要請、グローバル化の進展

など、企業等を取り巻く環境が劇的に変化しています。また我が国は、少子化

が進み、国内市場が縮小するとともに、高度人材も含めた労働力人口の減少

はさらに深刻になります。

そのような中、我が国が国際社会の中で成長を続けるためには、各企業にお

いて、先端科学技術・学術を取り入れ、長期的に生産性を向上させるとともに、

国際市場で競争でき、受け入れられる製品・サービスを生み出していくことが

重要です。更には、根幹となる科学技術・学術を産学協働等を通して発展させ

ることが求められます。

博士人材の活躍が不可欠に

科学技術は、進歩の速度がますます高速化し、複雑化しています。そのため、

一企業で技術力・研究力の強化を進めることは、多大なコストが必要です。そ

こで、自社の技術力・研究力を強化するだけでなく、外部からも知識を取り込

み、内製化していくことが効果的です。

博士人材は、自ら課題を発見・設定し、課題を取り巻く全体像を把握し、解決

まで導く力を大学院教育の中で身に付けています。必要に応じて、世界中のア

カデミアとつながる力を持っています。最新の学術を理解し、知識を内製化し、

事業化を推進することができます。

海外では、博士号取得者数が増加し、企業でも活躍しています。特に研究開

発系企業人では、博士号がキャリア形成と活躍に必要なパスポートとなってい

ます。

韓国 (344人)

英国 (342人)

日本 (126人)

ドイツ (330人)

米国 (286人)

フランス (144人)

中国 (58人)

【人口100万人当たりの博士号取得者数】

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2024」（令和6年8月）をもとに作成

【各国の企業における研究者数の伸び】
（2011年を100とした場合）

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

2
0
11

2
0
12

2
0
13

2
0
14

2
0
15

2
0
16

2
0
17

2
0
18

2
0
19

2
0
20

2
0
21

2
0
22

2
0
23

韓国

中国

米国

ドイツ

フランス

日本

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2
0
00

2
0
02

2
0
04

2
0
06

2
0
08

2
0
10

2
0
12

2
0
14

2
0
16

2
0
18

2
0
20

2
0
22

－学生確保（資料）－20－



地域における産業界人材育成ニーズの分析
－ の活用を通じた分析－

2020年９月25日

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション）付

参事官（エビデンス担当）

資料09
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12

データより示唆される内容（技術系及び事務系職種の傾向）

技術系職種における専門知識分野のニーズの傾向を見たところ、
情報、機械、電気分野における学びニーズ、研究ニーズが高い
ことがわかる。また、特に情報分野においては、基礎的な学問
分野における学びニーズが高い一方、人工知能等の先端分野に
おける研究ニーズが高い傾向がみられる。

事務系職種における専門知識分野のニーズは、会計・簿記、
マーケティング、経営組織・戦略等の経営学や法律、経済の分
野において特に高い傾向が見られる。なお、この傾向は、業種
の違いや地域の違いに左右されずに維持されることが確認され
たため、以降の分析においては技術系職種に係る分析結果を示
すこととする。

－学生確保（資料）－22－
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人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について 

（審議まとめ） 

令和５年（2023 年）12 月 22 日 

中央教育審議会大学分科会 

資料10
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Ⅲ．今後の人文科学・社会科学系大学院の在り方

１．人文科学・社会科学系における大学院教育の振興の意義

○ 気候変動や地政学リスク、社会・思想の分断の顕在化など複雑性を増す国際情勢の

中で、今後急速に総人口の減少と少子高齢化を迎える我が国において、広い視野と異

質なものへの理解、多面的な思考力や判断力などを併せ持ち、新たな社会的知と価値

の創造を担い得る人文科学・社会科学系高度人材の重要性は極めて高い。

○ 人文科学・社会科学には、自然科学の研究成果が生み出すイノベーションを社会の

変革につなげる役割も期待されている。例えば、生成 AI など新たなテクノロジーが

加速度的に進展する中、これらの技術がもたらす倫理的・法制度的・社会的課題

（ELSI: Ethical, Legal and Social Implications）への対応や責任ある研究・イノ

ベーション（RRI: Responsible Research and Innovation）が期待されているように、

新たな科学技術を社会実装する上で直面する諸課題の解決に、人文科学・社会科学の

知見はますます重要となっている 16。

○ さらに、グローバルな市場で戦っている企業や技術革新や DX の荒波にさらされて

いる企業では、このような背景の下、人材獲得に関する考え方が大きく変化してきて

おり、人文科学・社会科学系を含め、特にジョブ型採用への転換が確かな流れとなり

つつある。

しかし他方で、企業の人文科学・社会科学系の人材採用は、まだ全体としては学部

卒の新卒一括採用が中心であり、大学院を修了したことを評価した形での採用は進ん

でいない現状がある。学部を卒業して企業に入り、一から様々な経験を積み重ね、能

力を蓄えていくこれまでの我が国のやり方がかつての日本の強さにつながっていたこ

とも事実ではあるが、これからもその方法だけで通用するのか、その方法で世界と戦

っていけるのか改めて問い直す必要がある 17。 

○ 特に、今後、企業経営者など、グローバル経済の中で解決が容易でない複合的な課

題に対してリーダーシップを取っていく人材には、自らが属する立場の直接利害に加

えて多様な観点からの知識や理解が求められ、異文化を理解し多様な背景を持つ他者

と対話する能力を醸成する人文科学・社会科学の必要性は、一層高まっていると言え

る。

16 令和２年の科学技術基本法改正により、「人文科学のみに係るものを除く」という規定が削除され、人文・社会科学

が科学技術・イノベーション政策の中に明確に位置付けられることになった。科学技術・イノベーション基本計画

（令和３年３月閣議決定）において、人文科学・社会科学の振興が法の対象に加えられた背景として、 

・科学技術・イノベーション政策が、研究開発だけでなく、社会的価値を生み出す政策へと変化してきた中で、これ

からの政策には、一人ひとりの価値、地球規模の価値を問うことが求められているという点が挙げられる。

・今後は人文・社会科学の厚みある「知」の蓄積を図るとともに、自然科学の「知」との融合による、人間や社会の

総合的理解と課題解決に資する「総合知」の創出・活用がますます重要となる。科学技術・イノベーション政策自

体も、人文・社会科学の真価である価値発見的な視座を取り込むことによって、社会へのソリューションを提供す

るものへと進化することが必要である。

とされている。 
17 大学院部会でのヒアリングにおいても以下の事例が示された。 

・社会や人間をこれまで以上に深く理解するとともに、目指したい未来を創造し、ビジョンを示して共感を得ていく

力が重要であるとして、人文科学・社会科学系の専門人材が活躍する機会が増えてくるとの考えから、人文科学・

社会科学系の大学院修了者の人材獲得に注力する方向性を示している企業の事例

（令和４年５月 11日大学院部会（第 106回）における富士通株式会社の御発表より）

・博士人材は最先端の「知」を理解し、自ら課題を設定・解決する独自の構想力を持つことができるよう研さんを積

んでいる人材として、人文科学・社会科学系も含め社員の博士課程への進学を後押しする企業の事例

（令和５年８月 22日大学院部会（第 111回）における株式会社メルカリ mercari R4Dの御発表より）

－学生確保（資料）－24－
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大阪府 
資料 No.204 

令和７年３月 

大阪府内の企業の人材育成・リスキリング 

－製造、建設、運輸、宿泊･飲食の業種を中心に－ 

大阪府商工労働部

資料11
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ルの変化への対応やＤＸ・ＧＸなどにかかわるもので、企業のこれらに関係する戦略が前

提のうえで、個人の自主性に委ねられるよりもむしろ組織が主導して行われる学びである。

図表１－１ リスキリングの位置づけ

【意志決定の主体の軸】学習者が自発的に決定

（
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
課
題
の
解
決
）

仕
事
目
的

【
学
習
目
的
の
軸
】

【
学
習
目
的
の
軸
】

趣
味
目
的

（
日
々
の
生
活
を
豊
か
に
送
る
）

【意志決定の主体の軸】所属企業等、他者からの指示で決定

出所：リクルート進学総研主任研究員（社会人領域）乾喜一郎氏による整理をもとに一部加筆更改。

大阪府でもリスキリングの必要性が高まると考えられる。府の生産年齢人口（ ～ 歳）

は、 年からみて 年に８割台に減少し、同年の府内総人口に占める割合は５割台

に低下すると推計されている。府内企業の近年の人材不足割合は、建設業や運輸業では特

に高いが、全産業で ％前後の高止まりで推移しているのに対し、雇用人員を増加する割

合は全産業で ％前後と低く（大阪府景気観測調査各四半期）、その背景は、求める人材

とのマッチングの難しさや経営不透明感に伴う採用控えなどが考えられる。人材不足の解

消では、求人・採用に加え、在職者の人材育成を効果的に進め、効率性、生産性、競争力

を向上させることもポイントになる。企業は、賃上げや生産性向上などの課題に直面して

いるが、経営者と従業員が活発にコミュニケートし、個人と集団の自律性と主体性を引き

出して活かしていくことも課題になる。そうした方向性に寄与するのが、人材育成、特に

リスキリングである。人材投資や企業内労働市場の活性化を進め内部人材の高度化を図る

ことで、企業の主体的な変革と生産性向上の循環を誘発することが求められる。

図表１－２ 大阪府の生産年齢人口（ ～ 歳）の将来推計

総数 人口（ ～ 歳） 構成比 年＝

年（国勢調査実績値） ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％
出所：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５ 年推計）』。

生涯学習

（学習目的を問わない）

・福利厚生

・企業単位での地域活動参加・職業訓練

・企業内訓練

リカレント教育（キャリア課題の解

決をめざした自発的な学び。人事施

策のキャリア自律と親和的）

リスキリング

（企業が自らの

戦略にもとづき

社員に行わせる

学び）※アップ

スキルとは区別
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第１１次⼤阪府職業能⼒開発計画 
（大 阪 産 業 人 材 育 成 計 画 ） 

令和４年３月

大 阪 府

資料12

－学生確保（資料）－27－



 ＤＸ人材の育成については、現在、民間教育訓練機関に委託している求職者向けの職業訓

練において、ＡＩプログラマーやデータサイエンティストの養成コース等を実施しています。 

技専校においては、ものづくり分野を中心に、求職者向けとして、ネットワークエンジニ

アやＩＣＴプログラマー等の養成訓練を実施しているほか、在職者向けとして、プログラミ

ング入門からサーバ構築に至る多様な訓練を実施しています。

今後、これらの取組みを拡充するとともに、デジタル技術をはじめ、課題発見力・解決力

や情報収集力、企画提案力等の能力を習得できる訓練を開発していきます。 

 また、より多くの方々が、ものづくり分野のデジタルスキルを習得できるようにするため、

手軽に参加できるオンライン研修等を検討していきます。 

 さらに、大学・企業と連携しながら、就職活動前や就職活動期の学生に対し、企業におけ

るＤＸの重要性やＤＸ人材として活躍することの意義を理解してもらうため、実践的キャリ

ア教育（ＰＢＬ（課題解決型授業）や出前講座、インターンシップ）を一層推進します。

（3）ＤＸ人材の育成

 新型コロナウイルス感染症の影響等により、デジタル技術が急速に進展しており、企

業においては、規模や業種を問わず、デジタル技術を活用して製品やサービス、ビジネ

スモデルを変革するＤＸの取組みが喫緊の課題となっています。

ＤＸの推進にあたっては、それを支える人材の確保が不可欠となりますが、デジタル

に関する知識やスキルを習得した人材は不足しています。 

このような状況を踏まえ、公共職業訓練において、将来のＤＸを担う人材の育成に取

組むほか、大学・企業と連携して実践的キャリア教育に取組み、離職者や求職者の安定

就職、ＤＸ人材の供給につなげていきます。 

－学生確保（資料）－28－
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2025年度大学院経営学研究科修士課程年齢別在籍者数
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（出典：「 （大府））都道）県・市町村別の男女・年齢（5 歳）階級別将来推計人口‐ 「日本の地

域別将来推計人（令和 5（2023）年推計）」（2023 年 12 月 23 日 国立社会保障・人口問題研究

所）」） 
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資料 15 

2025年度大学院経営学研究科修士課程在住別
在籍者数（留学生を除く）

－学生確保（資料）－31－



新設組織が置かれる都道府県への入学状況 別紙１

○新設組織が置かれる都道府県の定員充足状況

令和５年度 令和６年度 令和７年度

1 大阪府 92.14% 95.04% データなし

※２校地で教育課程を実施する場合はそれぞれの状況を記載すること。

○新設組織の学問分野（系統区分）の定員充足状況

令和５年度 令和６年度 令和７年度

1 社会科学系 31.41% 30.73% 31.36%

※「系統区分」は日本私立学校振興・共済事業団の「今日の私学財政」の系統区分に従うこと。

新組織所在地
（都道府県等）

充足率

系統区分
充足率

資料16
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大隅キャンパス 周辺図 北浜キャンパス 周辺図

●阪急京都線「上新庄」駅下車　徒歩約15分
●大阪メトロ今里筋線「瑞光四丁目」駅下車　徒歩約2分

2025年6月発行

交通アクセス

〒533-8533 大阪市東淀川区大隅2-2-8　
TEL.06-6328-2431（代表）
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経済学研究科は、経済学の理論と応用を研究し、その深奥を究めて、文化の進展に寄与する人材の育成を目標として
います。
博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、経済学における研究能力あるいは高度の専門性が求められる
職業を担うための卓越した能力を培うことを目標としています。研究コース、税理士養成コース、ベーシックコースを設
け、理論的・応用的研鑚を積みます。
博士後期課程は、経済学について、研究者として自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力およびその基礎
となる豊かな学識を養うことを目標としています。

アドミッション・ポリシー

教育目標

求める大学院生像

税理士をはじめ公務員や教員など
専門職業人として成長

経済学の理論と応用に関する研究を行い、博士後期課程へ進学して自立した研究者と
なることに強い意欲を持った人を求めています。

経済学を基礎としながら、財政学や税法の理論と応用を研究し、広い視野と深い洞察力を身
につけた税理士となることに強い意欲を持った人を求めています。

経済学の理論と応用あるいは国内外の地域政策の理論と応用を研究・調査し、専門知識
を活かした高度専門職業人志望者や生涯学習に強い意欲を持った人を求めています。

経済のスペシャリストとして、大学教員をはじめとする研究職に就く修了生、さら
に税理士や公認会計士を目指す者も多数います。また、留学生の中には、出身
国と日本経済の比較分析を深め、両国の架け橋となるべく研究に励む者も少な
くありません。

一般学生や留学生にとどまらず、職業人の修学ニーズや研究意欲
に応える博士後期課程を設置しています。経済学はもちろん、経営
学や社会学などの基礎を身につけた上で、現実社会に即した課題
解決策について研究を進めることができます。

①研究コース

〈博士前期課程〉

前期課程での研究を土台として、経済学の理論と応用に関するさらに深い研究を通じて独自の研究成果を生み出し、博
士学位を取得することに強い意欲を持った人を求めています。

〈博士後期課程〉

②税理士養成コース

③ベーシックコース

社会人の専門性向上を支援する
博士後期課程を設置

関西でも屈指の歴史と伝統を有する
経済学研究科

1966年に開設された経済学研究科は、50年余にわたり経済学・会計学の分野
で多くの優れた研究者や高度専門職業人を輩出してきました。修了生のうち、税
理士登録者数が97名（2024年4月）を数えることでもその実績を証明しています。

高度な経済理論をはじめ、歴史・思想、政策など、多岐にわたり経済
学のエキスパートを揃えています。さらに、国際関係やICT、法律な
どの教員陣が専門のさらなる深化を支援。学生の目的や希望に即
した指導が特長的です。

理論を実証する多岐にわたる教員陣

基礎科目 統計・計量・情報

政策

理論

歴史

経済調査実習、地域調査実習、インターンシップ

国際経済

法律

調査実習

税法Ⅰ・Ⅱ、税法Ⅲ・Ⅳ、行政法Ⅰ・Ⅱ、労働法Ⅰ・Ⅱ

語学・文献研究

演習 演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
地域

ベーシックA、ベーシックB

経済地理学Ⅰ・Ⅱ、都市政策論Ⅰ・Ⅱ、都市経済論Ⅰ・Ⅱ、
地方自治論Ⅰ・Ⅱ、多文化共生特論Ⅰ・Ⅱ

日本語教育Ⅰ・Ⅱ、外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（日本書）、
外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（仏書）、外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（英書）、
ビジネス中国語Ⅰ・Ⅱ

国際経済論Ⅰ・Ⅱ、ヨーロッパ経済論Ⅰ・Ⅱ、中国経済論Ⅰ・Ⅱ、
アジア経済論Ⅰ・Ⅱ、国際金融論Ⅰ・Ⅱ、開発経済論Ⅰ・Ⅱ、
国際関係論Ⅰ・Ⅱ、国際教育開発論Ⅰ・Ⅱ、アメリカ経済論Ⅰ・Ⅱ

統計学Ⅰ・Ⅱ、計量経済学Ⅰ・Ⅱ、行動経済学、
実験経済学、国民経済計算論Ⅰ・Ⅱ、数学特論Ⅰ・Ⅱ、
機械学習Ⅰ・Ⅱ、社会調査法Ⅰ・Ⅱ

経済理論Ⅰ・Ⅱ、経済理論Ⅲ・Ⅳ、経済理論Ⅴ・Ⅵ、
ミクロ経済学Ⅰ・Ⅱ、マクロ経済学Ⅰ・Ⅱ、経済学史Ⅰ・Ⅱ、
マクロ経済動学Ⅰ・Ⅱ、経済学のための数学Ⅰ・Ⅱ、
ゲーム理論Ⅰ・Ⅱ、現代経済理論Ⅰ・Ⅱ

日本史Ⅰ・Ⅱ、日本経済史Ⅰ・Ⅱ、アジア経済史Ⅰ・Ⅱ、
西洋史Ⅰ・Ⅱ、西洋経済史Ⅰ・Ⅱ、日中交流史Ⅰ・Ⅱ、
社会思想史Ⅰ・Ⅱ

財政学Ⅰ・Ⅱ、財政学Ⅲ・Ⅳ、
公共経済学Ⅰ・Ⅱ、環境経済学Ⅰ・Ⅱ、
金融論Ⅰ・Ⅱ、金融政策論Ⅰ・Ⅱ、金融システム論Ⅰ・Ⅱ、
経済政策Ⅰ・Ⅱ、日本経済論Ⅰ・Ⅱ、産業組織論Ⅰ・Ⅱ、
農業経済論Ⅰ・Ⅱ、社会政策論Ⅰ・Ⅱ、社会保障論Ⅰ・Ⅱ、
労働経済論Ⅰ・Ⅱ、流通経済論Ⅰ・Ⅱ

特殊講義 経済学特殊講義Ⅰ・Ⅱ

研究者としての能力はもちろん、優れた教育

者としての能力開発に取り組むのも本課程の

特長です。先端の学術研究を基盤に、個々の

研究の多様化や学際化、深化に対応。学内外

を通じて研究会の開催や論文発表、著作刊

行を積極的に推進しています。修了生の多く

は、研究者を目指して大学や研究機関に就職

し、経済学の各分野で研究・教育活動を行っ

ています。

博士前期課程

専門性の高い研究環境が選べる3つのコースを設定。

博士後期課程

専門性を更に究め、研究者、
教育者として社会へ。

目指す職業や研究の目的に即して効率的に学べるようにコース制を採用しており、「研究コ
ース」「税理士養成コース」「ベーシックコース」を設けています。全コースで、経済学の基礎
をしっかりと固めるとともに、常に、経済環境の変化に敏感であり、現代社会の経済的諸問
題を理論的、実証的に研究していきます。

経済学の諸領域をカバーする広範なカリキュラムを整備し、明確な課題意識や専門性を育て、修士論文や課題研究の作成に進めるよう構成し

ています。また、修了後の進路選択や難関専門資格の取得に役立つ科目も充実しています。博士後期課程への進学に対応した、学識・能力の

獲得にも応えます。

カリキュラム

経済学の基礎をしっかりと固めるとともに、多彩な学問領域で理論・実証を学びます。

研究コース 博士後期課程を視野に入れ、自立した研究者を育成。
指導教員を中心に、研究科全体の指導体制を準備しています。

税理士
養成コース

税法はもちろんのこと、経済学や財政学の知識に長けた、
高度な実務能力を有する税理士の養成を目指します。

ベーシック
コース

地域政策立案をはじめとした高度専門職業人志望者や
生涯学習に強い意欲を持った人に応えるコースです。

経済学
研究科

2025年度カリキュラム ―博士前期課程―

経済学研究科の特色
税理士試験科目免除  （税法） 対応

標準修業年限を超えて、計画的に教育課程を履修することにより学

位取得を目指します。対象者は、①職業を有している者、②家事、育

児、長期介護などの事情を有する者、③障がいを有している者で、標

準修業年限で修了することが困難である者です。

海外協定校に在籍する大学院生を、本学経済学研究科の正規学生

として受け入れ、双方の大学院で二つの学位を取得するプログラム

です。2025年からは、上海対外経貿大学国際商務外国語学院の大

学院生を受け入れます。

長期履修制度 ダブルディグリープログラム(大学院共同学位プログラム)
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経済学研究科は、経済学の理論と応用を研究し、その深奥を究めて、文化の進展に寄与する人材の育成を目標として
います。
博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、経済学における研究能力あるいは高度の専門性が求められる
職業を担うための卓越した能力を培うことを目標としています。研究コース、税理士養成コース、ベーシックコースを設
け、理論的・応用的研鑚を積みます。
博士後期課程は、経済学について、研究者として自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力およびその基礎
となる豊かな学識を養うことを目標としています。

アドミッション・ポリシー

教育目標

求める大学院生像

税理士をはじめ公務員や教員など
専門職業人として成長

経済学の理論と応用に関する研究を行い、博士後期課程へ進学して自立した研究者と
なることに強い意欲を持った人を求めています。

経済学を基礎としながら、財政学や税法の理論と応用を研究し、広い視野と深い洞察力を身
につけた税理士となることに強い意欲を持った人を求めています。

経済学の理論と応用あるいは国内外の地域政策の理論と応用を研究・調査し、専門知識
を活かした高度専門職業人志望者や生涯学習に強い意欲を持った人を求めています。

経済のスペシャリストとして、大学教員をはじめとする研究職に就く修了生、さら
に税理士や公認会計士を目指す者も多数います。また、留学生の中には、出身
国と日本経済の比較分析を深め、両国の架け橋となるべく研究に励む者も少な
くありません。

一般学生や留学生にとどまらず、職業人の修学ニーズや研究意欲
に応える博士後期課程を設置しています。経済学はもちろん、経営
学や社会学などの基礎を身につけた上で、現実社会に即した課題
解決策について研究を進めることができます。

①研究コース

〈博士前期課程〉

前期課程での研究を土台として、経済学の理論と応用に関するさらに深い研究を通じて独自の研究成果を生み出し、博
士学位を取得することに強い意欲を持った人を求めています。

〈博士後期課程〉

②税理士養成コース

③ベーシックコース

社会人の専門性向上を支援する
博士後期課程を設置

関西でも屈指の歴史と伝統を有する
経済学研究科

1966年に開設された経済学研究科は、50年余にわたり経済学・会計学の分野
で多くの優れた研究者や高度専門職業人を輩出してきました。修了生のうち、税
理士登録者数が97名（2024年4月）を数えることでもその実績を証明しています。

高度な経済理論をはじめ、歴史・思想、政策など、多岐にわたり経済
学のエキスパートを揃えています。さらに、国際関係やICT、法律な
どの教員陣が専門のさらなる深化を支援。学生の目的や希望に即
した指導が特長的です。

理論を実証する多岐にわたる教員陣

基礎科目 統計・計量・情報

政策

理論

歴史

経済調査実習、地域調査実習、インターンシップ

国際経済

法律

調査実習

税法Ⅰ・Ⅱ、税法Ⅲ・Ⅳ、行政法Ⅰ・Ⅱ、労働法Ⅰ・Ⅱ

語学・文献研究

演習 演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
地域

ベーシックA、ベーシックB

経済地理学Ⅰ・Ⅱ、都市政策論Ⅰ・Ⅱ、都市経済論Ⅰ・Ⅱ、
地方自治論Ⅰ・Ⅱ、多文化共生特論Ⅰ・Ⅱ

日本語教育Ⅰ・Ⅱ、外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（日本書）、
外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（仏書）、外国文献研究Ⅰ・Ⅱ（英書）、
ビジネス中国語Ⅰ・Ⅱ

国際経済論Ⅰ・Ⅱ、ヨーロッパ経済論Ⅰ・Ⅱ、中国経済論Ⅰ・Ⅱ、
アジア経済論Ⅰ・Ⅱ、国際金融論Ⅰ・Ⅱ、開発経済論Ⅰ・Ⅱ、
国際関係論Ⅰ・Ⅱ、国際教育開発論Ⅰ・Ⅱ、アメリカ経済論Ⅰ・Ⅱ

統計学Ⅰ・Ⅱ、計量経済学Ⅰ・Ⅱ、行動経済学、
実験経済学、国民経済計算論Ⅰ・Ⅱ、数学特論Ⅰ・Ⅱ、
機械学習Ⅰ・Ⅱ、社会調査法Ⅰ・Ⅱ

経済理論Ⅰ・Ⅱ、経済理論Ⅲ・Ⅳ、経済理論Ⅴ・Ⅵ、
ミクロ経済学Ⅰ・Ⅱ、マクロ経済学Ⅰ・Ⅱ、経済学史Ⅰ・Ⅱ、
マクロ経済動学Ⅰ・Ⅱ、経済学のための数学Ⅰ・Ⅱ、
ゲーム理論Ⅰ・Ⅱ、現代経済理論Ⅰ・Ⅱ

日本史Ⅰ・Ⅱ、日本経済史Ⅰ・Ⅱ、アジア経済史Ⅰ・Ⅱ、
西洋史Ⅰ・Ⅱ、西洋経済史Ⅰ・Ⅱ、日中交流史Ⅰ・Ⅱ、
社会思想史Ⅰ・Ⅱ

財政学Ⅰ・Ⅱ、財政学Ⅲ・Ⅳ、
公共経済学Ⅰ・Ⅱ、環境経済学Ⅰ・Ⅱ、
金融論Ⅰ・Ⅱ、金融政策論Ⅰ・Ⅱ、金融システム論Ⅰ・Ⅱ、
経済政策Ⅰ・Ⅱ、日本経済論Ⅰ・Ⅱ、産業組織論Ⅰ・Ⅱ、
農業経済論Ⅰ・Ⅱ、社会政策論Ⅰ・Ⅱ、社会保障論Ⅰ・Ⅱ、
労働経済論Ⅰ・Ⅱ、流通経済論Ⅰ・Ⅱ

特殊講義 経済学特殊講義Ⅰ・Ⅱ

研究者としての能力はもちろん、優れた教育

者としての能力開発に取り組むのも本課程の

特長です。先端の学術研究を基盤に、個々の

研究の多様化や学際化、深化に対応。学内外

を通じて研究会の開催や論文発表、著作刊

行を積極的に推進しています。修了生の多く

は、研究者を目指して大学や研究機関に就職

し、経済学の各分野で研究・教育活動を行っ

ています。

博士前期課程

専門性の高い研究環境が選べる3つのコースを設定。

博士後期課程

専門性を更に究め、研究者、
教育者として社会へ。

目指す職業や研究の目的に即して効率的に学べるようにコース制を採用しており、「研究コ
ース」「税理士養成コース」「ベーシックコース」を設けています。全コースで、経済学の基礎
をしっかりと固めるとともに、常に、経済環境の変化に敏感であり、現代社会の経済的諸問
題を理論的、実証的に研究していきます。

経済学の諸領域をカバーする広範なカリキュラムを整備し、明確な課題意識や専門性を育て、修士論文や課題研究の作成に進めるよう構成し

ています。また、修了後の進路選択や難関専門資格の取得に役立つ科目も充実しています。博士後期課程への進学に対応した、学識・能力の

獲得にも応えます。

カリキュラム

経済学の基礎をしっかりと固めるとともに、多彩な学問領域で理論・実証を学びます。

研究コース 博士後期課程を視野に入れ、自立した研究者を育成。
指導教員を中心に、研究科全体の指導体制を準備しています。

税理士
養成コース

税法はもちろんのこと、経済学や財政学の知識に長けた、
高度な実務能力を有する税理士の養成を目指します。

ベーシック
コース

地域政策立案をはじめとした高度専門職業人志望者や
生涯学習に強い意欲を持った人に応えるコースです。

経済学
研究科

2025年度カリキュラム ―博士前期課程―

経済学研究科の特色
税理士試験科目免除（税法）対応

標準修業年限を超えて、計画的に教育課程を履修することにより学

位取得を目指します。対象者は、①職業を有している者、②家事、育

児、長期介護などの事情を有する者、③障がいを有している者で、標

準修業年限で修了することが困難である者です。

海外協定校に在籍する大学院生を、本学経済学研究科の正規学生

として受け入れ、双方の大学院で二つの学位を取得するプログラム

です。2025年からは、上海対外経貿大学国際商務外国語学院の大

学院生を受け入れます。

長期履修制度 ダブルディグリープログラム(大学院共同学位プログラム)
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「実務の理論的体系化・学び直し」モデル

経営学
研究科

新しいビジネスの仕組みを構想・実現できる研究者並びに高度職業人を育成するために、次のような意欲と資質を備えた学生を求めています。すな
わち、高い基礎学力を備え、経営およびビジネス法分野の学術研究および実務への関心が高く、本研究科がカリキュラム・ポリシーに定める『経営と
法の融合』を志す者です。経営・ビジネス法分野に関する学士相当程度の基礎知識を有するとともに、研究および論文作成について主体的に真摯
に取り組む意欲が求められます。ビジネスを主導する人材育成を目指して、多様性のある教育・研究環境を構築するために、社会人入試や留学生
入試、入試回数の複数化などの入試制度を通じて、多様な学生を広く国内外・学内外から受け入れる公正かつ適正な選抜を実施します。

アドミッション・ポリシー

求める大学院生像
本研究科が求める大学院生は、上記の方針を理解し、経営と法の両面に精通し新しいマネジメント体
系を構想・実現したいという強い意欲を持った人々です。年齢や職業などは問いません。実際、企業経
営者や管理職などの企業人、税理士や中小企業診断士などの専門職業人、研究者志望などの留学
生や一般学生たちを受け入れています。また、税理士や不動産鑑定士、中小企業診断士の資格取得
を目指す人たちも対象となります。（一定の審査要件がありますが、大卒以外の人にも個別資格審査
による受験を認めています。）

修士課程

経営と法の融合を図る、フィールド・ユニット制

経営学研究科の科目群は、経営分野と法分野の2フィールドを基盤に、11ユニットが整備されています。
経営学が専門でありながら法分野も充実している点は、本研究科の特長のひとつ。
一人ひとりの学ぶ目的に応じて、専門的かつ効率的に履修ができます。また、社会人が多く学ぶ北浜キャンパスの講義も履修可能です。

2025年度カリキュラム

※ 一部の科目は北浜キャンパスで開講します。

▲

履修モデル

マーケティング 商学概論、マーケティングリサーチ特論、マーケティング特論、マーケティング概論、流通特論

会計 会計学概論、財務会計特論、管理会計特論、原価計算特論、国際会計特論、内部統制特論、監査特論、公会計特論

ファイナンス 経済学概論、金融証券特論、行動ファイナンス特論、事業承継特論、資産運用特論（調達と運用のメカニズム）、
ＩＰＯ特論、コーポレートファイナンス特論

経営戦略 経営倫理、イノベーション特論、経営戦略特論Ⅰ・Ⅱ、競争戦略特論、コンサルティング特論、
ビジネス･コーチング特論、ソーシャル・ビジネス特論、サービスマネジメント特論、経営史特論

組織マネジメント 経営学概論、経営組織特論、経営管理特論、人的資源管理特論、企業分析特論、組織間関係特論、
中小企業経営特論、リーダーシップ特論、組織行動心理学特論、中小企業診断特論、中小企業政策特論、
企業診断実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ、コーポレートガバナンス、生産管理特論、組織デザイン特論経営フィールド

税法 所得税法、法人税法、消費税法、相続税法、国際租税法、資産・事業承継税務

公共法 刑事法

社会法 独占禁止法・競争政策、雇用関係法

新領域法 知的財産法、不動産証券化法務、不動産鑑定理論、不動産開発特論

ビジネス法 ビジネス法、民法Ⅰ（総則）、民法Ⅱ（物権法）、民法Ⅲ（契約法）、民法Ⅳ（損害賠償法）、会社法、民法Ⅴ（相続法）、
民事手続法、登記法、信託法

法フィールド

研究指導 研究指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

経営と法を基盤としたバラエティ豊かな科目群の中から、学ぶ目的や目

指すキャリア像に応じて履修科目を選べるように、17の履修モデルを用

意しています。「実務の理論的体系化・学び直し」「ビジネスパーソンの

キャリアアップ・リスキリング」「日本で働きたい留学生」「税理士志望」

などの履修モデルごとに、優先科目と推奨科目を設定。これらを参考に

科目履修することで、経営と法の基礎を固めつつ自身の研究分野に特

化した学びを実現できます。

目指すキャリア像に応じた履修モデルを用意

経営戦略

組織マネジメント

マーケティング

会計

ファイナンス

ビジネス法

税法

社会法

公共法

新領域法

リテラシー

経営フィールド 法フィールド

経営学研究科の特色

「経営と法」「理論と実践」の両面に精通した
高度職業人として成長

ー級の研究者、実務経験豊かな教員陣など各方面の専門家を擁し、
「経営と法の融合」の理念に基づいて新しい経営戦略を提案できる
高度職業人の育成を目指します。講義では、教員の研究活動や社会
貢献活動による経験や学識を、理論面だけでなく事例研究や時事演
習などによって実践的に教授します。

社会人、留学生、学部新卒者など背景や年齢の異なる多様な大学院生間での
交流や議論によって、講義や研究活動が活発に推進されています。修了後にも
研究科の同窓会組織によって関係性は維持され、研究科主催の講演会や研
究会に継続参加できます。

大学院生間の交流による研究環境の
ダイバーシティを推進

2フィールド、11ユニットの科目群と
17の履修モデルで体系的な学修を促進

開講科目を「経営」と「法」の2フィールドと、さらに細分化された11の
ユニットに整理し、興味ある分野を履修しやすくするだけでなく、履修
モデルによって分野横断的な学修も促進しています。

企業経営や個人のライフスタイルの在り方を学ぶことを通じて、理論を経営実
践の現場で活用できる「コンサル型税理士」の育成を目指します。講義では、基
礎理論の教授ほか、より高度で難解な租税事案を用いて、ディスカッションやグ
ループワークでより実践的な力を養います。

「コンサル型税理士」の育成による差別化を図る

教育訓練給付制度 （一般教育訓練給付制度） 指定講座 税理士試験科目免除 （税法または会計学） に対応

優先科目
・競争戦略特論
・人的資源管理特論
・マーケティング特論
・管理会計特論
・会社法　など

推奨科目
・経営倫理
・コンサルティング特論
・流通特論
・コーポレートガバナンス
・ビジネス法 など

リテラシー リサーチ方法特論、経営統計特論、ビジネス英語、専門日本語表現、問題発見・問題解決技法、経営情報特論

その他 インターンシップ、経営特殊講義、ビジネス法特殊講義
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「実務の理論的体系化・学び直し」モデル

経営学
研究科

新しいビジネスの仕組みを構想・実現できる研究者並びに高度職業人を育成するために、次のような意欲と資質を備えた学生を求めています。すな
わち、高い基礎学力を備え、経営およびビジネス法分野の学術研究および実務への関心が高く、本研究科がカリキュラム・ポリシーに定める『経営と
法の融合』を志す者です。経営・ビジネス法分野に関する学士相当程度の基礎知識を有するとともに、研究および論文作成について主体的に真摯
に取り組む意欲が求められます。ビジネスを主導する人材育成を目指して、多様性のある教育・研究環境を構築するために、社会人入試や留学生
入試、入試回数の複数化などの入試制度を通じて、多様な学生を広く国内外・学内外から受け入れる公正かつ適正な選抜を実施します。

アドミッション・ポリシー

求める大学院生像
本研究科が求める大学院生は、上記の方針を理解し、経営と法の両面に精通し新しいマネジメント体
系を構想・実現したいという強い意欲を持った人々です。年齢や職業などは問いません。実際、企業経
営者や管理職などの企業人、税理士や中小企業診断士などの専門職業人、研究者志望などの留学
生や一般学生たちを受け入れています。また、税理士や不動産鑑定士、中小企業診断士の資格取得
を目指す人たちも対象となります。（一定の審査要件がありますが、大卒以外の人にも個別資格審査
による受験を認めています。）

修士課程

経営と法の融合を図る、フィールド・ユニット制

経営学研究科の科目群は、経営分野と法分野の2フィールドを基盤に、11ユニットが整備されています。
経営学が専門でありながら法分野も充実している点は、本研究科の特長のひとつ。
一人ひとりの学ぶ目的に応じて、専門的かつ効率的に履修ができます。また、社会人が多く学ぶ北浜キャンパスの講義も履修可能です。

2025年度カリキュラム

※ 一部の科目は北浜キャンパスで開講します。

▲

履修モデル

マーケティング 商学概論、マーケティングリサーチ特論、マーケティング特論、マーケティング概論、流通特論

会計 会計学概論、財務会計特論、管理会計特論、原価計算特論、国際会計特論、内部統制特論、監査特論、公会計特論

ファイナンス 経済学概論、金融証券特論、行動ファイナンス特論、事業承継特論、資産運用特論（調達と運用のメカニズム）、
ＩＰＯ特論、コーポレートファイナンス特論

経営戦略 経営倫理、イノベーション特論、経営戦略特論Ⅰ・Ⅱ、競争戦略特論、コンサルティング特論、
ビジネス･コーチング特論、ソーシャル・ビジネス特論、サービスマネジメント特論、経営史特論

組織マネジメント 経営学概論、経営組織特論、経営管理特論、人的資源管理特論、企業分析特論、組織間関係特論、
中小企業経営特論、リーダーシップ特論、組織行動心理学特論、中小企業診断特論、中小企業政策特論、
企業診断実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ、コーポレートガバナンス、生産管理特論、組織デザイン特論経営フィールド

税法 所得税法、法人税法、消費税法、相続税法、国際租税法、資産・事業承継税務

公共法 刑事法

社会法 独占禁止法・競争政策、雇用関係法

新領域法 知的財産法、不動産証券化法務、不動産鑑定理論、不動産開発特論

ビジネス法 ビジネス法、民法Ⅰ（総則）、民法Ⅱ（物権法）、民法Ⅲ（契約法）、民法Ⅳ（損害賠償法）、会社法、民法Ⅴ（相続法）、
民事手続法、登記法、信託法

法フィールド

研究指導 研究指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

経営と法を基盤としたバラエティ豊かな科目群の中から、学ぶ目的や目

指すキャリア像に応じて履修科目を選べるように、17の履修モデルを用

意しています。「実務の理論的体系化・学び直し」「ビジネスパーソンの

キャリアアップ・リスキリング」「日本で働きたい留学生」「税理士志望」

などの履修モデルごとに、優先科目と推奨科目を設定。これらを参考に

科目履修することで、経営と法の基礎を固めつつ自身の研究分野に特

化した学びを実現できます。

目指すキャリア像に応じた履修モデルを用意

経営戦略

組織マネジメント

マーケティング

会計

ファイナンス

ビジネス法

税法

社会法

公共法

新領域法

リテラシー

経営フィールド 法フィールド

経営学研究科の特色

「経営と法」「理論と実践」の両面に精通した
高度職業人として成長

ー級の研究者、実務経験豊かな教員陣など各方面の専門家を擁し、
「経営と法の融合」の理念に基づいて新しい経営戦略を提案できる
高度職業人の育成を目指します。講義では、教員の研究活動や社会
貢献活動による経験や学識を、理論面だけでなく事例研究や時事演
習などによって実践的に教授します。

社会人、留学生、学部新卒者など背景や年齢の異なる多様な大学院生間での
交流や議論によって、講義や研究活動が活発に推進されています。修了後にも
研究科の同窓会組織によって関係性は維持され、研究科主催の講演会や研
究会に継続参加できます。

大学院生間の交流による研究環境の
ダイバーシティを推進

2フィールド、11ユニットの科目群と
17の履修モデルで体系的な学修を促進

開講科目を「経営」と「法」の2フィールドと、さらに細分化された11の
ユニットに整理し、興味ある分野を履修しやすくするだけでなく、履修
モデルによって分野横断的な学修も促進しています。

企業経営や個人のライフスタイルの在り方を学ぶことを通じて、理論を経営実
践の現場で活用できる「コンサル型税理士」の育成を目指します。講義では、基
礎理論の教授ほか、より高度で難解な租税事案を用いて、ディスカッションやグ
ループワークでより実践的な力を養います。

「コンサル型税理士」の育成による差別化を図る

教育訓練給付制度（一般教育訓練給付制度）指定講座 税理士試験科目免除（税法または会計学）に対応

優先科目
・競争戦略特論
・人的資源管理特論
・マーケティング特論
・管理会計特論
・会社法　など

推奨科目
・経営倫理
・コンサルティング特論
・流通特論
・コーポレートガバナンス
・ビジネス法　など

リテラシー リサーチ方法特論、経営統計特論、ビジネス英語、専門日本語表現、問題発見・問題解決技法、経営情報特論

その他 インターンシップ、経営特殊講義、ビジネス法特殊講義

87 経営学研究科
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ビジネスのエキスパートによる実践型教育で
社会人の学ぶ意欲に応えます
北浜キャンパスは、本学と実業界の連携により生まれた社会人向けの実践
教育の場です。北浜・大阪証券取引所ビル内という好立地を生かし、「社会
人大学院」を教育の柱に据え、さらに一般向けの各種講座を定期的に開
講。本学専任教員による学術教育と、実務家講師による実践理論の融合に
より、高度な専門知識とノウハウを備えたビジネスリーダーとして活躍できる
人材の育成に取り組んでいます。

■実践的なカリキュラム ■特 長

※北浜キャンパスでの取り組みは、社会から高い評価を受けており、
　大隅キャンパスの学部教育にも大いに活かされています。

第一線で活躍する企業人や専門家を実務家講師として招聘。
最新のテーマを取り上げるとともに、事例研究やグループワーク、
ディスカッションを交えた実務的、実践的なカリキュラム群が特色です。
カリキュラムについては、各研究科（P.8,12）をご覧ください。

▲

企業で活躍する専門家を学外講師として多数招聘

▲

講義は平日夜間1コマ、土曜日2コマを開講

▲

さまざまな経験や目的意識を持つ人々との交流環境

※ 講師の所属などは開講時のものです。

■履修計画例（1年次に授業科目をすべて履修する場合）

修了に必要な単位数／経営学研究科：32単位（研究指導8単位、授業科目24単位）
経営情報研究科：30単位（研究指導8単位、授業科目22単位） ・女性企業家のマネジメント分析

―ジェンダーロールの視点からの考察と実証―

・従業員満足度の位置づけ ―働きやすさと働きがいの関係性の一考察―

・支給形態の多様化と法人税法における役員退職給与課税のあり方
  ―租税回避防止の視点を踏まえて―

・法人税法22条の2における問題点
  ―権利の確定時期と履行義務の充足のタイミングを中心として―

経
営
学
研
究
科

・画像からの文書生成による類似画像検索システムの開発

・わが国の減損会計についての研究
―有形固定資産における減損処理と会計思考の整合性を巡る問題を中心として―

・日本の中小企業における人的資源管理に関する考察

・退職給付に関する会計基準の再検討
―予測給付債務（PBO）の負債概念からみる妥当性―

経
営
情
報
研
究
科

月
火
水
木
金
土1
土2

授業

授業

授業
授業

授業

授業

授業
授業

授業

授業

授業

授業

研究指導

春Ⅰ 春Ⅱ 秋Ⅰ 秋Ⅱ

〈月曜～金曜〉18：30～21：30　〈土1〉9：00～12：00　〈土2〉13：00～16：00

〈 1年次 〉

月
火
水
木
金
土1
土2

研究指導

春Ⅰ 春Ⅱ 秋Ⅰ 秋Ⅱ
〈 2年次 〉

春Ⅰ（4月～5月）・春Ⅱ（6月～7月）・秋Ⅰ（10月～11月）・秋Ⅱ（12月～1月）
※夏期集中、冬期集中講義もあり。 詳細は大学院Web 大学院時間割をご確認ください。

1年間を4つの期間に分けて開講（クォーター制）

※1科目2単位
※授業科目は2年間に分けて受講可能。 研究指導の時間割は指導教員によって異なります。

■修士学位論文のテーマ（一部抜粋）

平日夜間、 週末を利用した授業設計で多忙な社会人に対応
社会人学生に配慮し、平日夜間と土曜日に開講。2年間での修了を目指します。
異業種間の交流も魅力の一つであり、新たなビジネスに発展するケースもあります。

社会人大学院 （経営学研究科、経営情報研究科）

実力派経営者の生の声から、経営哲学・理論を学ぶ
経済評論家である岡田晃氏（本学特命教授）をコーディネーターに迎え、各界から実力派経営者を招聘し、
オムニバス形式で展開します。経営者自身の経験に裏打ちされた経営哲学・理論を学ぶチャンスです。

北浜・実践経営塾
2024年度開講テーマ一覧

北浜
キャンパス

北浜キャンパス

北浜キャンパスの特色

独自の奨励金制度を設け、
ビジネスパーソンを支援

向学心のあるビジネスパーソンを支援するため「ビジネスパ
ーソン学業奨励金」を設けています。経営学研究科、経営情
報研究科サテライトコース（北浜社会人入試）で合格した入
学者が対象。1年次は資格審査および入学試験成績、2年
次は学業成績の上位者より選考します。

仕事のリズムを崩さず、平日夜間と土曜日に開講

講義は、社会人が通いやすい時間帯に設定しています。平日夜間（18：30～21：30）、土曜日に
は2コマ（9：00～16：00）を開講。平日夜間と土曜日のみの受講で、学位取得が可能です。

実務家を教員に招き、実践的理論を修得
各業界のリーダーや公認会計士など、第一線で活躍する実務家が
講義を展開。他の大学院では学ぶことができない、現場の経験に基
づいた独自の実践スキルを教授します。

開講時間

18：30～21：30平 日

土曜日 9：00～16：00

1.現在の勤務先または職種に5年以上継続して勤務している

2.現在の勤務・職種の経験をもとに北浜社会人大学院での修
学により現在の職業に関わる能力の向上が見込める

受給資格

給付額 採用実績年額20万円を2年間 15名（2024年度）

※制度が改定される場合がありますのでご了承ください。

実務家の講師派遣

即戦力の人材育成

産学連携

大阪経済大学
北浜キャンパス 実業界

中小企業経営をテーマにした
多彩な授業を実施しています

多くの大学院では、大企業を題材に教育を行っている場合が多いですが、大企業と中小企業では抱え
る課題も異なるため、大企業での理論がそのまま中小企業の課題解決につながるとは限りません。その
点、北浜キャンパスの社会人大学院では、中小企業をテーマにした授業を数多く開講しています。中小
企業の悩みとしてよく挙がる事業承継をテーマにした授業や、中小企業会計に特化した授業など、中
小企業の実態に即した授業は、どれも実際の業務に活かせる知識が数多く詰まっています。

カリキュラムは、基礎知識の修学を目的とする「共通科目」と専
門性をより高める「専攻科目」で構成されます。専攻科目は、経
営学研究科、経営情報研究科の科目を相互履修することが
でき、経営戦略、マーケティング、アカウンティング、ファイナン
スなど経営に関する幅広い領域の知識を学びます。

専攻科目の相互履修により、
幅広い領域の知識を身につける

下記の条件をすべて満たす者

衰退する産業を生き抜くための「ひろげる」事業開拓
2024/11/12（火）

講師：大西 里枝氏（株式会社大西常商店 代表取締役）

2

日本発の技術でダイヤモンドの世界を変える
2024/10/22（火）

講師：藤森 直治氏（株式会社イーディーピー 代表取締役 社長）

1

世界シェアNo.1 日本の強みをいかす ～中小企業三代目の挫折と挑戦～
2024/12/10（火）

講師：福井 洋氏（株式会社福井製作所 代表取締役）

3

成長をうむ「非合理的」な組織開発について～どうやって多様性を強みに変えるか～
2025/1/21（火）

講師：竹内 香予子氏（平安伸銅工業株式会社 代表取締役）

4

2019 北浜キャンパス
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ビジネスのエキスパートによる実践型教育で
社会人の学ぶ意欲に応えます
北浜キャンパスは、本学と実業界の連携により生まれた社会人向けの実践
教育の場です。北浜・大阪証券取引所ビル内という好立地を生かし、「社会
人大学院」を教育の柱に据え、さらに一般向けの各種講座を定期的に開
講。本学専任教員による学術教育と、実務家講師による実践理論の融合に
より、高度な専門知識とノウハウを備えたビジネスリーダーとして活躍できる
人材の育成に取り組んでいます。

■実践的なカリキュラム ■特 長

※北浜キャンパスでの取り組みは、社会から高い評価を受けており、
大隅キャンパスの学部教育にも大いに活かされています。

第一線で活躍する企業人や専門家を実務家講師として招聘。
最新のテーマを取り上げるとともに、事例研究やグループワーク、
ディスカッションを交えた実務的、実践的なカリキュラム群が特色です。
カリキュラムについては、各研究科（P.8,12）をご覧ください。

▲

企業で活躍する専門家を学外講師として多数招聘

▲

講義は平日夜間1コマ、土曜日2コマを開講

▲

さまざまな経験や目的意識を持つ人々との交流環境

※ 講師の所属などは開講時のものです。

■履修計画例（1年次に授業科目をすべて履修する場合）

修了に必要な単位数／経営学研究科：32単位（研究指導8単位、授業科目24単位）
経営情報研究科：30単位（研究指導8単位、授業科目22単位） ・女性企業家のマネジメント分析

  ―ジェンダーロールの視点からの考察と実証―

・従業員満足度の位置づけ ―働きやすさと働きがいの関係性の一考察―

・支給形態の多様化と法人税法における役員退職給与課税のあり方
  ―租税回避防止の視点を踏まえて―

・法人税法22条の2における問題点
  ―権利の確定時期と履行義務の充足のタイミングを中心として―

経
営
学
研
究
科

・画像からの文書生成による類似画像検索システムの開発

・わが国の減損会計についての研究
  ―有形固定資産における減損処理と会計思考の整合性を巡る問題を中心として―

・日本の中小企業における人的資源管理に関する考察

・退職給付に関する会計基準の再検討
  ―予測給付債務（PBO）の負債概念からみる妥当性―

経
営
情
報
研
究
科

月
火
水
木
金
土1
土2

授業

授業

授業
授業

授業

授業

授業
授業

授業

授業

授業

授業

研究指導

春Ⅰ 春Ⅱ 秋Ⅰ 秋Ⅱ

〈月曜～金曜〉18：30～21：30　〈土1〉9：00～12：00　〈土2〉13：00～16：00

〈 1年次 〉

月
火
水
木
金
土1
土2

研究指導

春Ⅰ 春Ⅱ 秋Ⅰ 秋Ⅱ
〈 2年次 〉

春Ⅰ（4月～5月） ・春Ⅱ（6月～7月） ・秋Ⅰ（10月～11月） ・秋Ⅱ（12月～1月）
※夏期集中、冬期集中講義もあり。 詳細は大学院Web 大学院時間割をご確認ください。

1年間を4つの期間に分けて開講（クォーター制）

※1科目2単位
※授業科目は2年間に分けて受講可能。 研究指導の時間割は指導教員によって異なります。

■修士学位論文のテーマ（一部抜粋）

平日夜間、 週末を利用した授業設計で多忙な社会人に対応
社会人学生に配慮し、平日夜間と土曜日に開講。2年間での修了を目指します。
異業種間の交流も魅力の一つであり、新たなビジネスに発展するケースもあります。

社会人大学院 （経営学研究科、経営情報研究科）

実力派経営者の生の声から、経営哲学・理論を学ぶ
経済評論家である岡田晃氏（本学特命教授）をコーディネーターに迎え、各界から実力派経営者を招聘し、
オムニバス形式で展開します。経営者自身の経験に裏打ちされた経営哲学・理論を学ぶチャンスです。

北浜・実践経営塾
2024年度開講テーマ一覧

北浜
キャンパス

北浜キャンパス

北浜キャンパスの特色

独自の奨励金制度を設け、
ビジネスパーソンを支援

向学心のあるビジネスパーソンを支援するため「ビジネスパ
ーソン学業奨励金」を設けています。経営学研究科、経営情
報研究科サテライトコース（北浜社会人入試）で合格した入
学者が対象。1年次は資格審査および入学試験成績、2年
次は学業成績の上位者より選考します。

仕事のリズムを崩さず、平日夜間と土曜日に開講

講義は、社会人が通いやすい時間帯に設定しています。平日夜間（18：30～21：30）、土曜日に
は2コマ（9：00～16：00）を開講。平日夜間と土曜日のみの受講で、学位取得が可能です。

実務家を教員に招き、実践的理論を修得
各業界のリーダーや公認会計士など、第一線で活躍する実務家が
講義を展開。他の大学院では学ぶことができない、現場の経験に基
づいた独自の実践スキルを教授します。

開講時間

18：30～21：30平 日

土曜日 9：00～16：00

1.現在の勤務先または職種に5年以上継続して勤務している

2.現在の勤務・職種の経験をもとに北浜社会人大学院での修
学により現在の職業に関わる能力の向上が見込める

受給資格

給付額 採用実績年額20万円を2年間 15名（2024年度）

※制度が改定される場合がありますのでご了承ください。

実務家の講師派遣

即戦力の人材育成

産学連携

大阪経済大学
北浜キャンパス 実業界

中小企業経営をテーマにした
多彩な授業を実施しています

多くの大学院では、大企業を題材に教育を行っている場合が多いですが、大企業と中小企業では抱え
る課題も異なるため、大企業での理論がそのまま中小企業の課題解決につながるとは限りません。その
点、北浜キャンパスの社会人大学院では、中小企業をテーマにした授業を数多く開講しています。中小
企業の悩みとしてよく挙がる事業承継をテーマにした授業や、中小企業会計に特化した授業など、中
小企業の実態に即した授業は、どれも実際の業務に活かせる知識が数多く詰まっています。

カリキュラムは、基礎知識の修学を目的とする「共通科目」と専
門性をより高める「専攻科目」で構成されます。専攻科目は、経
営学研究科、経営情報研究科の科目を相互履修することが
でき、経営戦略、マーケティング、アカウンティング、ファイナン
スなど経営に関する幅広い領域の知識を学びます。

専攻科目の相互履修により、
幅広い領域の知識を身につける

下記の条件をすべて満たす者

衰退する産業を生き抜くための「ひろげる」事業開拓
2024/11/12（火）

講師：大西 里枝氏（株式会社大西常商店 代表取締役）

2

日本発の技術でダイヤモンドの世界を変える
2024/10/22（火）

講師：藤森 直治氏（株式会社イーディーピー 代表取締役 社長）

1

世界シェアNo.1 日本の強みをいかす ～中小企業三代目の挫折と挑戦～
2024/12/10（火）

講師：福井 洋氏（株式会社福井製作所 代表取締役）

3

成長をうむ「非合理的」な組織開発について ～どうやって多様性を強みに変えるか～
2025/1/21（火）

講師：竹内 香予子氏（平安伸銅工業株式会社 代表取締役） 

4

2019 北浜キャンパス

大阪経済大学_大学院案内／P19-20
1
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2025年度4月入学

大学院入学試験
経済学研究科

募集要項

DAIKEI 2025

※本要項の内容に変更が生じた場合、本学入試情報サイトでお知らせしますので、併せてご確認ください。

－学生確保（資料）－37－



出願手続

出願時の注意事項

検定料
受験および就学上の配慮について

出願書類記入上の注意
（志願票等記入見本）

試験当日の注意
受験上の注意

合格発表
入学手続

入学時納付金納付後の
入学辞退について
入学金、学費および諸会費
(委託徴収金)
奨学金制度 

入試情報開示について
志願者の個人情報保護について

経済学研究科　経済学専攻
3つのポリシー

本学への道順

募集人員・試験日程
試験時間・配点

個別入学資格審査について

選考方法
博士前期課程
一般入試
（研究コース・税理士養成コース・
ベーシックコース）

学内特別入試
（研究コース・税理士養成コース）

飛び級入試（春季のみ）
（研究コース・税理士養成コース）

社会人入試
（研究コース・ベーシックコース）

外国人留学生入試
（研究コース・ベーシックコース）

博士後期課程
一般入試 
社会人入試

外国人留学生入試
博士後期課程　早期修了について

1

CONTENTS
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募集人員・試験日程

出
　

願

受
　
　
験

合
格
後

入
試
概
要

そ
の
他

試験時間・配点

・科目免除対象の場合を除き、実施する試験科目のうちいずれか1つでも受験しなかった場合は、合否判定の対
象となりません。

・受験科目数に応じ、総点を調整して判定します。

※飛び級入試の第1次試験合格者に対し書類審査を行います。

※募集人員は、2025年度入学の全入試制度を合計したもの

研 究 科

経済学研究科

試 験 日専攻・課程
経 済 学 専 攻
博 士 前 期 課 程

経 済 学 専 攻
博 士 後 期 課 程

募集人員

10名

5名

※

100点

100点

100点

100点

100点

100点

100点

100点

博士前期課程
入試種別 配点試験科目 試験時間

【研究】専門科目
【税理士養成、ベーシック】小論文

【研究】外国語
【税理士養成】専門科目

口頭試問

【税理士養成】小論文

口頭試問

【研究】専門科目
【ベーシック】小論文

口頭試問

口頭試問

一般入試

飛び級入試（春季のみ）
（1次試験）※

学内特別入試

外国人留学生入試

社会人入試

9：30～10：30（60分）

11：00～12：00（60分）

【ベーシック】11：30～
【研究、税理士養成】13：30～

9：30～10：30（60分）

【研究】9：30～
【税理士養成】13：30～

9：30～10：30（60分）

11：30～

9：30～

100点

100点

100点

博士後期課程

外国語

口頭試問

口頭試問

一般入試

社会人入試
外国人留学生入試

9：30～11：30（120分）

口頭試問のみ　 9：30～
筆記試験受験者13：30～

9：30～

試験場

本学　大隅キャンパス
（試験会場は当日掲示します）

入試種別 配点試験科目 試験時間

【秋季】
2024年9月21日（土）

【春季】
2025年2月15日（土）

－学生確保（資料）－39－
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他

個別入学資格審査について

制度の概要
大学院における「個別入学資格審査」とは、本学大学院において、日本の大学を卒業した者（博士後期課程を希
望する場合は、修士の学位または専門職学位を有する者）と同等以上の学力があるかどうかを認定する審査で
す。認定された者は本学大学院に出願することができます。

対象者
〈博士前期課程〉一般入試、社会人入試における出願資格（1）～（8）または、外国人留学生入試における出願

資格（1）・（2）に記載された要件に該当しない者で、2025年4月1日までに22歳に達する者
〈博士後期課程〉一般入試、社会人入試における出願資格（1）～（5）または、外国人留学生入試における出願

資格（1）・（2）に記載された要件に該当しない者で、2025年4月1日までに24歳（社会人入
試希望の場合は30歳）に達する者

申請期間
【秋季】2024年  6月24日（月）～  7月  4日（木）［締切日必着］
【春季】2024年11月11日（月）～11月21日（木）［締切日必着］
必要に応じ面接を課す場合があります。

提出書類
①～④は、所定の用紙を下記の本学入試情報サイトの
「入試情報・学費▶大学院入試」からダウンロードしてください。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/admissions/graduate/
①個別入学資格審査 申請書
②個別入学資格審査 自己推薦書
③個別入学資格審査 志望理由書
④個別入学資格審査 研究計画書
⑤最終学校成績証明書および卒業証明書【原本】（申請時の情報が正しく記載されたものに限ります。）
・日本語・英語・中国語以外の言語で記載されている場合は、各々の日本語訳もしくは英語訳を添付してください。
・申請時に本学大学院研究生として在籍している者は、提出を免除します。
・提出書類で原本が1部しかなく、再取得が不可能な場合は、原本から正しく複製されたもの（certified copy）
であることの証明を受けた後、提出してください。

・中国の大学を卒業した場合、「卒業証明書」および「成績証明書」を提出する代わりに、中国教育部のホーム
ページ（https://www.chsi.com.cn/）または、CHSI中国学歴・学籍認証センター日本代理機構が発行する
「学歴認証報告書」「成績認証報告書」による提出も認めます。発行には一定時間を要しますので、十分な時間
の余裕を持って申し込んでください。

⑥返信用封筒（市販の長形3号封筒の宛先に返信先住所を記入し、344円分の切手※を貼ってください。）
※郵便料金が改定された場合は【封書定形料金（25g以内）＋速達料金】

申請方法
市販の封筒を使用し、提出書類一式をすべて揃え、「速達 簡易書留」で郵送してください。
【送付先】〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8　大阪経済大学　入試部 宛

結果通知
秋季は2024年7月下旬、春季は2024年12月上旬に、提出された返信用封筒を使って通知します。

－学生確保（資料）－40－
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選考方法

出
　

願

受
　
　
験

合
格
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入
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概
要

そ
の
他

専 門 科 目

外 国 語

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
・英語受験者には、英和辞典を試験当日に貸与します

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容

小 論 文

専 門 科 目

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
・税理士試験科目1科目以上合格の場合は免除する
免除を希望する場合は、合格証明書の写しを出願時に提出すること

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること

試験科目 内　　容

■出願資格
次の各項のいずれかに該当する者。
（1）日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（2）大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者
（3）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（4）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修することにより当該国の16年の課程を修了した者、また

は2025年3月までに修了見込みの者
（5）我が国において、文部科学大臣が外国の大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者、または

2025年3月までに修了見込みの者
（6）文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であること。その他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）を文部科学大臣が定める日以後に修了した者、または2025年3月までに修
了見込みの者

（7）旧制学校等を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第1号～第4号、昭和30年文部省告示第39号第1号）
（8）防衛大学校、海上保安大学校、気象大学校など、各省大学校を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第5

号～第12号、昭和30年文部省告示第39号第2号）、または2025年3月までに修了見込みの者
（9）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目
〈研究コース〉

〈税理士養成コース〉

小 論 文

口 頭 試 問

試験科目 内　　容
〈ベーシックコース〉

時事問題を出題します

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

ベーシックコースは、入学後指導教員による演習を受講し課題研究レポートを提出する必要があります。（原則とし
て本コースから博士後期課程への進学はできません。博士後期課程への進学を希望する場合は、入学後1年以上経
過したのちに指導教員の承諾を得て研究コースにコースを変更すると共に修士論文を執筆する必要があります）

一般入試

博士前期課程

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

－学生確保（資料）－41－
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口 頭 試 問 志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います
試験科目 内　　容

学内特別入試　
■出願資格
次の（1）～（4）の条件をすべて満たしている者。
（1）本学4年次（7セメスター以上）に在籍し、2025年3月までに卒業見込みの者
（2）3年次（6セメスター）修了までに、卒業必要単位100単位以上（外国語については卒業に必要な単位すべて）

を修得済みの者※1

（3）演習担当教員またはそれに準ずる教員から推薦された者
（4）下記（a）（b）いずれか一つを満たしている者
（a）（2）の卒業必要単位のうち、高得点の科目順に100単位を選び、その平均点が80 点以上であること※2

（b）下記のア～ケのうち、いずれか一つに該当する者（キ・ク・ケはいずれも2022年4月以降に受験したもの）
ア. 税理士試験の1科目以上合格者　イ. 日本商工会議所簿記検定1級合格者　ウ. 法学検定2級以上
合格者　エ. ビジネス実務法務検定2級以上合格者　オ. 実用英語技能検定準1級以上合格者　カ. 国
際連合公用語英語検定試験B級以上合格者　キ. TOEIC（Test of English for International 
Communication）のスコアが600点以上の者　ク. TOEFL（Test of English as a Foreign 
Language）のスコアがiBT 61点（PBT 500点、CBT 173点）以上の者　ケ. 経済学検定試験「ERE」
または「EREミクロ・マクロ」の成績がB+以上の者

※1 「卒業必要単位100 単位」には、編入学等のため含めないと到達できない場合に限り、単位認定科目を含めることができます。
※2 平均点算出の際は単位認定科目を除きます。

■試験科目
〈研究コース〉

小 論 文

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容
〈税理士養成コース〉

－学生確保（資料）－42－
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専 門 科 目

外 国 語

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
・英語受験者には、英和辞典を試験当日に貸与します

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容

飛び級入試（春季のみ）
■出願資格
次の（1）（2）の条件をすべて満たしている者。
（1）学部3年次（本学学部生は6セメスター）に在籍している者。ただし、休学期間は在学期間に含みません。ま

た、在学留学制度により他大学に在学した期間は在学期間とみなします。
（2）2年次（本学学部生は4セメスター）修了時に、所属する大学の学部における「卒業に必要な最低修得単位数」

の6割以上※を修得し、かつその平均点が85点以上またはその85％以上が「優」の評価を得ていること
※編入学等のため修得単位が「卒業に必要な最低修得単位数」の6割に満たない場合に限り、単位認定科目を含めることがで
きます。その場合、平均点および割合は、その科目を除いて算出します。

■試験科目
【第1次試験】
〈研究コース〉

注意事項
合格者は、2025年3月31日までに所属する大学の退学手続きを執ってください。また、大学は「中途退学」となり
ますので、大学卒業を要件としている資格試験等を受験できない場合があります。

小 論 文

専 門 科 目

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
・税理士試験科目1科目以上合格の場合は免除する
免除を希望する場合は、合格証明書の写しを出願時に提出すること
志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容
〈税理士養成コース〉

第1次試験合格発表　P.16参照

最終（第2次試験）合格発表　P.16参照

【第2次試験】
第1次試験合格者に対し書類審査を行います。
3年次（本学学部生は6セメスター）修了時に、在学する大学の所属学部における「卒業に必要な最低修得単位
数」の9割以上（外国語については卒業に必要な単位すべて）を修得し、かつ成績が優秀である者を最終合格者と
します。

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること

－学生確保（資料）－43－
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口 頭 試 問 志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書および職務経歴書
に基づき行います

試験科目 内　　容

■出願資格
次の各項のいずれかに該当し、社会人（有職者）としての実務経験が大学院入学時において2年以上の者。ただ
し、専修免許状取得志望者については、以下の条件のほか、中学校「社会」、高等学校「地理歴史、公民、商業」いず
れかの一種免許状を所持していることが必要です。

（1）日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（2）大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者
（3）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（4）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修することにより当該国の16年の課程を修了した者、また

は2025年3月までに修了見込みの者
（5）我が国において、文部科学大臣が外国の大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者、または

2025年3月までに修了見込みの者
（6）文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であること。その他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）を文部科学大臣が定める日以後に修了した者、または2025年3月までに修
了見込みの者

（7）旧制学校等を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第1号～第4号、昭和30年文部省告示第39号第1号）
（8）防衛大学校、海上保安大学校、気象大学校など、各省大学校を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第5

号～第12号、昭和30年文部省告示第39号第2号）、または2025年3月までに修了見込みの者
（9）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目
〈研究コース〉〈ベーシックコース〉

ベーシックコースは、入学後指導教員による演習を受講し課題研究レポートを提出する必要があります。（原則とし
て本コースから博士後期課程への進学はできません。博士後期課程への進学を希望する場合は、入学後1年以上経
過したのちに指導教員の承諾を得て研究コースにコースを変更すると共に修士論文を執筆する必要があります）

社会人入試 
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外国人留学生入試 
本学大学院外国人留学生入試の出願に際しては、「出入国管理及び難民認定法」による「留学」の在留資格を取
得または更新できることが条件です。

■出願資格
次の（1）～（3）のいずれかに該当し、かつ（4）の（a）（b）（c）のいずれかを提出できる者。
（1）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（2）外国人留学生として日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（3）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
（4）（a）日本の4年制大学の卒業証明書または卒業見込証明書
（b）2022年4月以降に受験した日本語能力試験、日本留学試験（日本語）、日本語検定、実用日本語検定のい

ずれかの成績通知書（証明書）または認定書のコピー
（c）本学所定の日本語能力認定書に日本語学校等の機関で志願者の日本語能力に関する証明を受けたもの

※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■海外からの受験
（1）海外在住者の受験は4月入学入試（秋季）のみとします。
（2）本学では志願者に対し発行できるものは受験票のみとなります。受験票以外の書面は発行できません。
（3）本学が発行する受験票や合否通知等の送付先は、日本国内の住所のみとします。
（4）出願手続後、受験のための短期査証が取得できなかった場合でも、検定料はお返ししません。事前に査証取

得に関する要件を充分確認してください。
（5）出願書類「住民票の写し」「在留カードの両面コピー」を「パスポートのコピー（氏名、番号、査証内容の記載お

よび写真の貼ってあるすべてのページのコピー）」に代えて提出することができます。
（6）出願書類に不備があり、出願期間中に提出が間に合わない場合は受理できません。
（7）出願書類に虚偽の記載がある場合には、入学を取り消すことがあります。

■試験科目　試験は原則日本語で行いますが、英語での受験を認める場合があります。
〈研究コース〉

専 門 科 目

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容

小 論 文

口 頭 試 問

試験科目 内　　容
〈ベーシックコース〉

時事問題を出題します

志望する指導教員の専門・関連分野に関する口頭試問を研究計画書に基づき行います

ベーシックコースは、入学後指導教員による演習を受講し課題研究レポートを提出する必要があります。（原則とし
て本コースから博士後期課程への進学はできません。博士後期課程への進学を希望する場合は、入学後1年以上経
過したのちに指導教員の承諾を得て研究コースにコースを変更すると共に修士論文を執筆する必要があります）

－学生確保（資料）－45－
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外 国 語

口 頭 試 問

志望する指導教員の「入試ガイドライン」に基づく
・必要な科目を志願票に記入すること
・英和辞典使用不可
専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき行います

試験科目 内　　容

■出願資格
次の各項のいずれかに該当する者。
（1）修士の学位や専門職学位を授与された者、または2025年3月までに授与される見込みの者
（2）外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月までに授与さ

れる見込みの者
（3）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与され

た者、または2025年3月までに授与される見込みの者
（4）我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指定外国大学（大学院

相当）日本校）を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月まで
に授与される見込みの者

（5）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月までに授与
される見込みの者

（6）大学等を卒業し、大学、研究所等において2年以上研究に従事した者で、本学大学院において、個別入学資格
審査※により認めた者

（7）本学大学院において、個別入学資格審査※により認めた者
※P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目

口 頭 試 問 専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき行います

試験科目 内　　容

社会人入試

一般入試

博士後期課程　早期修了については、P.10をご参照ください。

■出願資格
入学時満30歳以上であり、以下の各項のいずれかに該当する者。
（1）修士の学位や専門職学位を授与された者、または2025年3月までに授与される見込みの者
（2）外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月までに授与さ

れる見込みの者
（3）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与され

た者、または2025年3月までに授与される見込みの者
（4）我が国において、外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指定外国大学（大学院

相当）日本校）を修了し、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月まで
に授与される見込みの者

（5）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月までに授与
される見込みの者

（6）大学等を卒業し、大学、研究所等において2年以上研究に従事した者で、本学大学院において、個別入学資格
審査※により認めた者

（7）本学大学院において、個別入学資格審査※により認めた者
※P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目

－学生確保（資料）－46－
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外国人留学生入試
本学大学院外国人留学生入試の出願に際しては、「出入国管理及び難民認定法」による「留学」の在留資格を取
得または更新できることが条件です。

■出願資格
次の各項のいずれかに該当する者。
（1）外国において、修士の学位や専門職学位に相当する学位を授与された者、または2025年3月までに授与さ

れる見込みの者
（2）外国人留学生として日本の大学院において、修士の学位や専門職学位を授与された者、または2025年3月

までに授与される見込みの者
（3）本学大学院において、個別入学資格審査※により認めた者
※P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■海外からの受験
（1）海外在住者の受験は4月入学入試（秋季）のみとします。
（2）本学では志願者に対し発行できるものは受験票のみとなります。受験票以外の書面は発行できません。
（3）本学が発行する受験票や合否通知等の送付先は、日本国内の住所のみとします。
（4）出願手続後、受験のための短期査証が取得できなかった場合でも、検定料はお返ししません。事前に査証取

得に関する要件を充分確認してください。
（5）出願書類「住民票の写し」「在留カードの両面コピー」を「パスポートのコピー（氏名、番号、査証内容の記載お

よび写真の貼ってあるすべてのページのコピー）」に代えて提出することができます。
（6）出願書類に不備があり、出願期間中に提出が間に合わない場合は受理できません。
（7）出願書類に虚偽の記載がある場合には、入学を取り消すことがあります。

■試験科目

 博士後期課程　早期修了について
博士後期課程の標準修業年限は3年ですが、特に優れた研究業績を既に有する場合は、在学期間を最短1年で
博士号（課程博士）を取得できる場合があります。（ただし、博士前期課程もしくは修士課程を2年未満で修了した
場合など、最短が1年ではない場合があります）
この制度の利用を前提に受験を希望する志願者は、一般入試、社会人入試、外国人留学生入試とも出願する前
に、指導を希望する教員に必ず連絡を取った上で相談してください。

口 頭 試 問 専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づき行います

試験科目 内　　容

－学生確保（資料）－47－
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出 願 書 類

提 出 書 類 注 意 事 項 一般
飛び級

学内
特別 社会人 留学生 社会人 留学生一般

◎：提出必須　○該当者のみ提出要

本学所定の用紙を使用してください。
必要に応じ、裏面も忘れずに記入すること。
1枚

●出願前3カ月以内に撮影
   （白黒・カラーいずれでもOK）
●正面・上半身脱帽で、背景は無地で撮影
●裏面に氏名を記入して、写真票に貼り付け

出身大学が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
出身大学が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
（飛び級入試志願者は、3年次在学証明書）
出身大学院が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
出身大学院が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
本学所定の用紙（手書不可、日本語で作成すること）
外国人留学生入試出願者のみ英語も可とする
試験科目の免除がある場合または学内特別入試の出願資格
（4）（b）で出願する場合に提出すること
下記のいずれかを提出すること
（日本の4年制大学卒業（見込）生は不要）
①日本語能力試験、日本留学試験（日本語）、日本語検定、実用
日本語検定のいずれかの成績通知書（証明書）または認定
書のコピー（2022年4月以降に受験したもの）

②本学所定の日本語能力認定書（日本語学校等の機関におい
て日本語能力に関する証明を受けたもの）

本学所定の用紙（学内特別入試に出願する場合）
本学所定の用紙（手書不可、日本語で作成すること）
専修免許状取得希望者のみ
専修免許の取得を希望する科目の一種免許状のコピーもしく
は取得見込証明書を提出してください。
日本に在住している外国人は提出してください。在留資格、在留期
間、在留カードの番号の記載のあるもの。出願前1年以内に発行さ
れたもので、出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
日本に在住している外国人は提出してください。裏面に記載が
ない場合も、必ず両面のコピーを提出してください。
個別入学資格審査により出願を許可された場合は、本学から
送付した通知書のコピーを提出してください。
専門分野に関する論文（修士論文を含む）またはその写しおよび
日本語による同論文の要旨（4,000字程度）を提出してくださ
い。論文および要旨の返却を希望する場合は、その旨を記入し
たメモを同封してください。合格発表後、郵送にて返却します。

3cm

4cm

1

2

3

4

5

6

7

8
9

10

11

12

13

14

【秋季】2024年8月19日（月）～8月29日（木）　締切日必着
【春季】2025年1月  6日（月）～1月16日（木）　締切日必着
郵送に限ります。 同封の出願用封筒にて速達 簡易書留で送付してください。
〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8　大阪経済大学　入試部

【使用不可のもの】
・ 個人を特定しづらいもの（目に髪がかかっている、顔が小さい等）
・ 不鮮明なもの　・ プリントアウトした写真を撮影したもの

志願票

写真票

成績・単位修得
証明書（学部）

卒業（見込）
証明書（学部）

成績・単位修得
証明書（修士課程）
修士学位取得
（見込）証明書

研究計画書

資格証明書の
コピー

日本語能力を
証明する証明書

推薦書
職務経歴書

教員免許状（一種）

住民票の写し
（コピー不可）

在留カードの
両面コピー
個別入学資格審査
認定通知書のコピー

論文および要旨

入学が許可された場合、この写真を
学生証や教務情報等に使用します。

博士前期 博士後期

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

○

◎

○

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

◎

◎

○
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出願時の注意事項

（1）本学が指定する出願書類以外の書類を提出された場合、本学で処分します。予めご了承ください。
（2）記載内容に虚偽の内容がある場合は、入学を取り消すことがあります。
（3）受験票は、志願者数が確定し、準備が整い次第、本学から志願票に記載されている書類送付先住所に発送

いたします。試験日の前日までに受験票が届かない場合は入試部までお問い合わせください。
（4）試験終了後の受験票未着に対するお問い合わせには一切応じません。
（5）旧姓名で発行された証明書がある場合は、志願票の旧姓欄にも記入してください。
（6）国内外を問わず他大学院等に在籍し同時に本学研究科に在籍する、いわゆる二重学籍はできません。

12

出
　

願

受
　
　
験

合
格
後

入
試
概
要

そ
の
他

■ 提出書類1・5について
出願時に指導教員を選択する際は、下記の本学入試情報サイトの「入試情報・学費▶大学院入試」から
各研究科の「入試ガイドライン」で最新の情報を確認した上で記入してください。
本学入試情報サイト　https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/admissions/graduate/

■ 提出書類3・4について
・ 日本語・英語・中国語以外の言語で記載されている場合は、各々の日本語訳もしくは英語訳を添付してください。
・ 出願時に本学大学院研究生として在籍している者は、提出を免除します。
・ 提出書類で原本が1部しかなく、再取得が不可能な場合は、原本から正しく複製されたもの（certified copy）であること
の証明を受けた後、提出してください。

・ 中国の大学を卒業した場合、「卒業証明書」および「成績証明書」を提出する代わりに、中国教育部のホームページ
（https://www.chsi.com.cn/）または、CHSI中国学歴・学籍認証センター日本代理機構が発行する「学歴認証報告書」
「成績認証報告書」による提出も認めます。発行には一定時間を要しますので、十分な時間の余裕を持って申し込んでくだ
さい。

・ 本学卒業・修了（見込）生は入学金が免除されますので、本学卒業・修了（見込）証明書を出願時に提出してください。
■ 提出書類5・7-②・8・9について
本学入試情報サイトの「入試情報・学費▶大学院入試」からダウンロードしてください。

－学生確保（資料）－49－



受験および就学上の配慮について

■疾病・負傷や身体機能等の障がいのため、受験時および入学後の就学に配慮を必要とされる場合

原則として出願する1カ月前までに
入試部へご相談ください。

申請書（本学所定様式）と診断書等を提出いただき、記
載内容と障がい等の程度に応じて配慮内容を決定し通
知いたします。

※事前に施設や配慮内容等の確認が必要な場合、本学にお越しいただくことがありますので、ご承知おきください。
※出願後の不慮の事故等による負傷・急な疾病等で受験時に配慮を希望する場合は至急入試部に申し出てください。
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検定料

検 定 料 35,000円（いったん納付された検定料は、返還いたしません。）

納 付 期 間

納 付 方 法

納付方法
①検定料の納入は、本学所定の振込依頼書（志願票用紙と一連）を使用し、金融機関窓口で
手続きしてください（ATMおよびインターネットによる振込みならびに郵便局（ゆうちょ
銀行）からの振込みはできません。また、農協等で一部取り扱えない所もあります）。
※三井住友銀行（本・支店）窓口で振込む場合は振込手数料が無料となります。

②検定料振込後、志願票・領収書を受取り、所定の欄に取扱銀行収納印が押印されている
か確認してください。
③領収書は切り離して各自が保管してください。
④やむを得ずATMで振込む場合は、次の4点を承諾の上、手続きしてください。
●振込手数料は振込者の負担となります。
●振込依頼人名欄には「整理番号（志願票に記載）」に続けて「志願者本人名」を入力して
ください。
●「利用明細書のコピー」を、出願書類に同封してください（原本は本人保管）。
●納付期間内に本学口座必着のこと。

※海外からの送金について（期間内本学口座必着）
海外から送金する場合は、日本における銀行の手数料を加算して、下記の口座に日本円
で35,000 円（検定料）が入金されるように送金してください。
金額に不足があれば受理できません。送金小切手は取り扱いできません。

受取人宛通知事項には、志願者氏名を必ず記入してください。
Please make sure to write the applicant 's name in the Message to 
Payee field.

Bank SUMITOMO MITSUI BANKING CORPORATION

Branch TENROKU BRANCH

Branch Address 6-4-20, Tenjimbashi, Kita-ku, Osaka-shi, Osaka,
 530-0041, Japan

Account Name OSAKA UNIVERSITY OF ECONOMICS

Account Number 286800

Swift Code SMBC JP JT

【秋季】2024年8月19日（月）～8月29日（木）（期間内本学口座必着）
【春季】2025年1月  6日（月）～1月16日（木）（期間内本学口座必着）　

－学生確保（資料）－50－
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氏名

〈写真裏面〉

出願書類記入上の注意（志願票等記入見本）

●書類送付先住所
（日本国内）
受験票や合否通知等を郵送
する際の宛先を記入してくだ
さい。

●出願する課程等
出願する課程・入試区分・コースを
○で囲んでください。

●写真
写真裏面に
氏名を記入
し、写真貼
付欄に貼り
付けてくだ
さい。

振込後、領収書
は切り離して
各自が保管し
てください。

●免除
科目免除があ
る場合○で囲
んでください。

黒色ボールペンではっきりと記入してください（消せるボールペンの使用は不可）。

王 静

王 静

WANG J I N G

WANG JING

WANG JING

大阪市東淀川区大隅 2 ―  2 ―  8 ―  A― 301
大隅マンション

大阪市東淀川区大隅 2 ―  2 ―  8 ―  A― 301
大隅マンション

2 0 0 2

5 3 3

5 3 3 - 8 5 3 3

06 6 3 2 8 2 4 3 1

5 2 3
ワン

中国

ジン

ワン ジン

ワン

○○○小学校

○○○初級中学

○○○高級中学

ジン

0 6 6 3 2 8 2 4 3 1

表面

裏面

8 19

WANG J I N G

中国・北京

中国・北京

中国・北京

中国・北京

6

3

3

4

16

2008 4 2014 3

2014 4 2017 3

2017 4

2020 4

2020 3

2024 3

2024 3

●在留資格（留学生のみ）
「留学」の在留資格を取得また
は更新できることが条件です。

小学校から最終出身学校まで
の学歴を時系列に詳しく記入
してください。

●在留期間満了日
（留学生のみ）
在留カードおよび住民票の写
しに記載されている在留期間
満了日を記入してください。

16年に満たな
い場合、個別
入学資格審査
で認定を受け
てください。

●受験する試験科目
募集要項の指示にしたがって
受験する試験科目を記入して
ください。

●志望する指導教員名
募集要項の指示にしたがって
志望する指導教員名を記入し
てください。

（留学生のみ）
合格発表までに在留期間
満了日を迎える予定で、
現在、在留期間更新中の
場合は、　（チェック）を入
れてください。

○○大学
○○University

8 5 3 3

表面 注１に該当する場合は必ず記入してください。

－学生確保（資料）－51－



試験時間を繰り下げて実施することがあります。
この場合、遅刻限度を超えた時間であっても受験を認める場合がありま
す。速やかに試験場へ向かい、監督者の指示に従ってください。
なお、受験されなかった場合の特別な措置や入学検定料の返還および追
試験・再試験は行いません。
公共交通機関を利用してください。
試験場に駐車場はありませんので、自家用車での送迎はご遠慮願います。
また、渋滞、事故等による遅刻は一切配慮いたしません。

本学の判断により試験時間を繰り下げて実施することがあります。
ただし、その際発生した受験者の負担費用、その他個人的損害について、
本学はその責任を一切負いません。

本学入試情報サイトで行います。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/

特別な対応はいたしません。
（生活騒音の例）
雨・風・雷の音、交通騒音、緊急車両のサイレン、工事の音、試験室内の空調・照明
の発する音、動物の鳴き声、監督者による試験実施に必要な指示・説明・巡回・打合
せ等の際生じる音、他の受験者・監督者の発する音（くしゃみ、咳、鼻をすする音）等

受験上の注意

（注意）大学周辺の路上および上新庄駅、瑞光四丁目駅付近等で合否連絡を取扱う者や下宿案内のパンフレット
およびビラ等を配布している者は、大学とは一切関係ありませんので注意してください。また最寄り駅か
ら大学入り口付近までの間のトラブルには十分注意してください。

試験当日の注意

大規模な遅延、運休等が発生
した場合

試験場への交通手段

自然災害（大雪、地震、台風、
洪水等）、火災、停電、その他
本学の責によらない不可抗力
による事故等が発生した場合
試験時間の繰り下げ等変更
が生じる際の本学から受験者
への連絡

試験時間中の生活騒音に対
する対応

天候不良等による交通機関への影響に留意し、余裕を持って試験場にお越しください。

試験室では監督者の指示に従ってください。
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必ず持参してください。
試験当日は試験開始の20分前までに試験室へ入室してください。
試験開始時刻より30分以上遅刻した場合は受験できません。
試験室では机上に受験番号札を置いています。
指定された席に着き、受験票は受験番号札の手前に提示してください。
受験票、黒鉛筆（シャープペンシル可）、プラスチック製の消しゴム、鉛筆削り（電動式・
大型のもの・ナイフ類を除く）、時計（計時機能だけのもの）、その他本学が認めたもの。
これら以外の所持品はかばんに入れて足元に置いてください。
禁止します。
これらを時計として使用することはできません。
試験室に入る前に必ずアラーム等の設定を解除し電源を切ってかばんに入
れておいてください。
計時機能のみのものに限ります。
時報、アラーム等音の出る設定は解除しておいてください。
計時以外の機能のついたものや機能の有無が判別しづらいもの、また音の
出るものやストップウォッチ、キッチンタイマー等の場合は、試験終了まで
入試本部で保管することがあります。

受験票
試験室への入室
遅刻限度

試験座席

試験時間中に机上に置ける
もの

携帯電話、スマートフォン、
腕時計型端末等の通信機器、
音の出る機器の使用

時計の使用

監督者の指示に違反、または以下のような行為が認められた場合は直ちに
試験の中止を命じ、全試験を無効とします。また、警察に被害届を提出する
場合があります。
（１） 替玉受験
（２） 机上に置けるもの以外（カンニングペーパー、教科書、辞書、参考書、電卓・

電子辞書等の電子機器類、携帯電話・スマートフォン等の通信機器）の使用
（３） 答案の交換、他人の答案ののぞき見やそれを補助する機器の使用等
（４） 試験を妨害する、他の受験者に迷惑をかける行為をすること等

不正行為に該当する行為

－学生確保（資料）－52－



合格発表

入学手続

合格者は次の入学手続を行ってください。入学手続を完了した者に入学を許可します。

【秋季】2024年10月9日（水）　10：00
【春季】2025年  3月5日（水）　10：00
【飛び級入試（春季のみ）】1次試験2025年3月5日（水）　10：00

2次試験2025年3月7日（金）　郵送のみ
通知書は合格・不合格いずれの場合も合格発表当日に、志願票に記載
されている書類送付先住所へ速達便で発送します。
地域によって到着が異なることがありますので、ご了承ください。
本学入試情報サイトに合格者の受験番号を発表します（合格発表日
時より2日間）。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/
特に発表日当日はサイトにつながりにくい場合があります。
その際はしばらく時間をおいてアクセスしてください。
大学内での掲示は行いません。
一切応じません。

合格発表日時

通知書の発送

本学入試情報サイトによる
合格者の受験番号発表

合否に関する電話での問い合わせ
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【秋季】2024年10月9日（水）～１1月 5日（火）［本学口座必着］
【春季】2025年  3月5日（水）～  3月１９日（水）［本学口座必着］
【飛び級入試（春季のみ）】2025年3月7日（金）～3月１９日（水）［本学口座必着］

・合格者には、合格通知書および入学に必要な書類を送付します。記載事項に
従って指定された期日（2025年3月19日）までに提出してください。

・合格者で入学手続をしていたとしても、2025年3月31日までに卒業（修了）
できない者は、入学を取り消します。

・受験時に卒業（修了）見込の条件で入学を許可された者は、卒業（修了）証明
書の提出が必要です。

・外国人留学生入試合格者は、入学に際しては身元保証書（※）が必要になります。

※身元保証書
・出願時に身元保証人は必要ありませんが、入学手続時には必要となります。
・身元保証人は、原則として独立して生計を営む者で、優先順位は次のとおりです。
① 日本に在住する親またはその他の親族
② 日本に在住しない親またはその他の親族
③ ①、②ともにいない場合に限り、日本に在住する知人等

＊身元保証人は、入学手続時に身元保証書及び住民票の提出が必要です。身元
保証人が日本国内に在住していない場合は、保証人の住所、氏名が記載され
た公的機関が発行する証明書が必要です（例：中国の場合…居民戸口簿）。
＊日本在住の身元保証人を得られず、本国在住の父母を保証人にする場合は、
緊急時の連絡先として、本国の父母に連絡することができる日本在住の連絡
人が必要です。

〔日本在住の連絡人について〕
・出願時に連絡人は必要ありませんが、入学手続時には必要となります。
（1）連絡人は、在学中、留学生本人に諸問題が発生した場合は、大学と連絡を

取り合うこと。
（2）連絡人は、大学から要請がある場合には、留学生本人への連絡等適切に

対応すること。
＊連絡人は、日本に在住する兄弟姉妹、配偶者又はその他の親族、友人、知人
等で、日本語能力が十分あり、社会人として独立して生計を営む者。
＊留学生および学生は、保証人、連絡人になれません。

入学金、学費および諸会費
（委託徴収金）の納付期間

入学に必要な書類

－学生確保（資料）－53－



下記本学所定の手続きを行った者に限り、入学金を除く納付金を返還します。

入学金、学費および諸会費(委託徵収金)

入学時納付金納付後の入学辞退について

対 象

入学辞退届の提出期限

本学所定の「入学辞退届」を提出した者。
「入学辞退届」は、『入学に必要な書類』（冊子)に綴り込んであります。

2025年3月31日（消印有効）

重 要

2025年度入学金、学費および諸会費(委託徵収金)は下表の通りです。

奨学金制度

大学院経済学研究科奨学金

年　額 春学期 秋学期

授 業 料

施 設 設 備 資 金

計

大阪経大学会費

入  学  金

合 　計

200,000

530,000

140,000

670,000

1,000

871,000

200,000

265,000

70,000

335,000

1,000

536,000

̶ 

265,000

70,000

335,000

̶ 

335,000

学　費

諸会費
（委託徴収金）

 (単位:円)

社会人入試での入学者を除く全学生

各学年最大2名

1学期授業料相当額（秋学期に給付）

奨学金統一試験の成績に基づき選考（3月下旬に実施）

学生部 奨学金係　TEL 06-6328-2431（代表）

対 象 者

採 用 人 数

給 付 額

採 用 選 考

担 　 　 当
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（1）本学卒業生、本学大学院修了生および飛び級入試合格者で本学3年次在籍者が入学する場合は、入学金が
免除されます。

（2）私費外国人留学生には授業料減免を願い出ることができる制度があります（認定基準があります）。
詳細は、国際部へお問い合わせください。

－学生確保（資料）－54－



入試情報開示について
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本学では受験者本人（代理人不可）から請求があれば、当入学試験の成績を開示します。
ただし、過年度（2024年度以前）の開示は行いません。

受験者本人に限ります（代理人による申請は受け付けません）

①科目別の得点、および総点
②合格最低点

開示請求があったものについて、2週間以内に郵送で成績開示書を交付します

2025年4月2日(水)～4月25日(金)

入試部窓口へ持参または郵送【締切日消印有効】
窓口受付は、原則として平日9:00～17:00（窓口休業日を除く）

①入学試験成績開示申請書
(本学所定様式　本学入試情報サイトよりダウンロードしてください)
②本学入学試験の受験票＜コピーは不可＞
受験票を紛失した場合は、受け付けることができません
お預かりした受験票は成績開示書を送付する際に同封します
③460円分切手
返信用として【封書定形料金(25g以内)+簡易書留料金】分の切手を用意してください
④受験者本人であることを証明する公的書類のコピー
(学生証・健康保険証・免許証・住民票の写し等)

〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8
大阪経済大学　入試部
TEL 06-6328-2431(代表)

申 請 資 格

開 示 内 容

開 示 方 法

申 請 期 間

申 請 方 法

申請に
必要な書類

書類送付先・
問 合 せ 先

志願者の個人情報保護について

出願における同意事項について
●大阪経済大学では「個人情報の保護に関する法律」に基づき、出願に際し志願者から提供された個人情報を以
下のように利用し、適切に管理いたします。
（1）入学試験実施に係わる連絡
（2）該当者への合否通知並びに入学手続きのための資料発送
（3）学生生活を開始するにあたり大学が必要と判断した事項に関する情報提供
（4）教育改善のための調査・研究、および個人を特定しない入試統計データ
ただし、上記の一部について、大学の指定した業者に委託することがあります。この場合も、大阪経済大学と同
様、個人情報保護に充分な体制を整えた委託会社を選定し、上記以外の目的には利用いたしません。

◆以下は、志願票氏名欄への記入をもって「同意した」ものとし、個人情報保護法を遵守し利用いたします。
（1）志願票提出に際し、記入不備または本学では判断できない状況があり、著しく本人が不利益を被ると予想

され、本人に連絡がつかない時に、本人に通知することなく出身学校等に連絡をとること
（2）今後の入試制度の展開のため、志願者が本学に提供した情報を、個人を特定できない形にして、事前に通

知することなく、本学の判断により利用すること
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経済学研究科　経済学専攻　3つのポリシー
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出

願

受

験

合
格
後

入
試
概
要

そ
の
他

　博士前期課程
Ⅰ ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）
研究コース、税理士養成コース、ベーシックコースから

なり、修了に必要な要件※を満たし、修士論文あるいは課題
研究レポートの審査および最終試問試験に合格し、以下の
要件を満たした者に、修士（経済学）の学位を授与します。
●研究コースにあっては、経済学あるいは地域政策の専
門知識を備え（DP1）、研究に必要な分析能力を身に
つけている（DP2）。
●税理士養成コースにあっては、財政学や税法の専門知
識を活かし（DP1）、税理士として社会に貢献できる
（DP2）。
●ベーシックコースにあっては、経済学あるいは地域政
策の専門知識を活かし（DP1）、高度専門職業人として
社会に貢献できる（DP2）。

※修了に必要な要件：32単位以上（内、演習8単位）の単位修
得、かつ一定の研究成果（修士論文または課題研究レポート）
の提出が必要。

Ⅱ カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）
［教育課程編成の方針］
研究、税理士養成、ベーシックのいずれのコースにお
いても、学生が目指す職業や研究の目的に即して、専門
知識を効率的に学べるように、経済学基礎、理論、歴史、
政策、統計・計量・情報、国際経済、法律、語学・文献調査、
経済調査実習、地域調査実習の諸領域をカバーするカリ
キュラムを提供します。また、それら専門知識を基礎と
し、指導教員による、入学から修了までの一貫した論文指
導を通じて、質の高い修士論文等に結実するよう教育課
程を編成しています。
［教育課程実施の方針］
授業科目は少人数で履修できる体制を整えます。演習
科目では、基本的な研究方法から個々の学生の研究テー
マの設定ならびに論文執筆まで、マンツーマンのきめ細か
な指導を行います。2年次生は、それまでの研究成果を
秋学期に開催される「中間報告会」において発表する機会
をもち、研究指導教員以外の教員からも助言を受けます。
［教育評価の方針］
修得すべき知識、技能、能力に関しては、修士論文また
課題研究レポートの研究成果の審査により評価します。

Ⅲ アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針）
［求める大学院生像］
●研究コースにあっては、経済学の理論と応用に関する
研究を行い、博士後期課程へ進学して自立した研究者
となることに強い意欲を持った人を求めています。
●税理士養成コースにあっては、経済学を基礎としなが
ら、財政学や税法の理論と応用を研究し、広い視野と
深い洞察力を身につけた税理士となることに強い意
欲をもった人を求めています。
●ベーシックコースにあっては、経済学の理論と応用あ
るいは国内外の地域政策の理論と応用を研究・調査
し、専門知識を活かした高度専門職業人志望者や生涯
学習に強い意欲をもった人を求めています。

［求める能力・知識と判定方法］
経済分野における課題に対して論理的に考察し、自身

の考えを口頭と文章によって的確に表現する思考力と表
現力を求めています。

以上の思考力と表現力に加え、研究コースにあって
は、志望する指導教員が求める専門知識と外国語能力が
求められます。税理士養成コースにおいては、財政学や
税法の専門知識が求められます。
入学希望者が持つそれら能力や知識の水準の判定

は、専門科目、外国語、小論文などの筆記試験と、研究計
画書に基づく口頭試験により行います。

　博士後期課程
Ⅰ ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）
修了に必要な要件※を満たし、博士論文の審査および

最終試験に合格し、経済学あるいは地域政策の最高度の
専門知識を備え（DP1）、研究者として自立して活動でき
る研究能力を体得し（DP2）、自らが有する学識を教授す
る能力を有した者に（DP3）、博士（経済学）の学位を授与
します。
※修了に必要な要件：
課程博士（甲）の場合、20単位以上（内、演習12単位）の単位
修得、かつ博士論文の提出が必要。
論文博士（乙）の場合、博士論文の提出に加え、提出論文が公刊
されていること（または1年以内に公刊予定であること）が必要。

Ⅱ カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）
［教育課程編成の方針］
博士後期課程（博士課程）では、専攻分野について研
究者として自立して研究活動を行うために必要な高度な
研究能力と、その基礎となる豊かな学識とその学識を教
授する能力を養うことを目指し、理論、歴史、政策、地域、
統計、国際経済、法律、文献研究の諸領域をカバーするカ
リキュラムを提供します。また、それら専門知識を基礎と
し、指導教員による、入学から修了までの一貫した論文指
導を通じて、質の高い博士論文等に結実するよう教育課
程を編成しています。
［教育課程実施の方針］
授業科目は少人数で履修できる体制を整えます。演習
科目では、基本的な研究方法から個々の学生の研究テー
マの設定ならびに論文執筆まで、マンツーマンのきめ細
かな指導を行います。また、博士論文の内容に関連のあ
る論文報告会を、適宜行い研究指導教員以外の教員か
らも助言を受けます。
［教育評価の方針］
修得すべき知識、技能、能力に関しては、博士論文の審
査、および、公刊論文やWorkingPaper（Discussion
Paper）の刊行、学会報告等による研究成果の公表によ
り評価します。

Ⅲ アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針）
［求める大学院生像］
前期課程での研究を土台として、経済学の理論と応用

に関するさらに深い研究を通じて独自の研究成果を生
み出し、博士学位を取得することに強い意欲をもった人
を求めています。
［求める能力・知識と判定方法］
経済学に関する総合的かつ高度な知識と、専門分野に

おける優れた問題発見、分析などの研究能力および論文
作成能力を求めています。
入学希望者が持つそれら能力や知識の水準の判定

は、専攻分野に関する論文（修士論文を含む）に基づく口

－学生確保（資料）－56－
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＊乗り換えの時間は含んでいません。
＊実際にお越しになる際は、事前にご自身でもお調べください。
＊本学に駐車場はありません。公共交通機関をご利用ください。

大阪シティバス 約40分

大阪メトロ 約8分 大阪メトロ 約20分

大阪メトロ 約4分

大阪メトロ・阪急 約24分

阪急 約3分

阪急 約10分

阪急 約17分

徒歩 約2分

徒歩 約15分

大阪シティバス 約3分
「大阪経大前」下車すぐ

「大阪経大前」「大阪経大正門」下車すぐ

大阪メトロ 約29分

〒533-8533 大阪市東淀川区大隅2-2-8
TEL.06-6328-2431（代）　TEL.06-6328-2003（入試部直通）
https://www.osaka-ue.ac.jp/

ACCESS アクセス（本学への道順）

至京
都

479号線

至新大
阪

至大
阪梅
田

至今里

関西スーパー

JA

歯科

至
京
都
河
原
町
阪
急
京
都
線

至
井
高
野

大
阪
メ
ト
ロ
今
里
筋
線

駅
庄
新
上

マクドナルド

駅
目
丁
四
光
瑞

東海道
新幹線

大阪経済大学大阪経済大学

だいどう豊里駅

淀
川
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上新庄駅前
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大桐二丁目
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イズミヤ

大阪シティバス
上新庄駅北口

大阪シティバス
大阪経大前

大阪シティバス
大阪経大前

なか卯 かみしん
プラザ

70周年記念館
（フレアホール）

瑞光センター 瑞光センター 

大阪シティバス
大阪経大正門

上新庄駅から徒歩15分
瑞光四丁目駅から徒歩2分

N
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2025年度4月入学

大学院入学試験
経営学研究科

募集要項

DAIKEI 2025

※本要項の内容に変更が生じた場合、本学入試情報サイトでお知らせしますので、併せてご確認ください。
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専攻・課程

経営学専攻
修 士 課 程

2

募集人員・試験日程

出
　

願

受
　
　
験

合
格
後

入
試
概
要

そ
の
他

試験時間・配点

試験科目のうちいずれか1つでも受験しなかった場合は、合否判定の対象となりません。

※学内飛び級入試の第1次試験合格者に対し書類審査を行います。 

各50点

100点

100点

100点

100点

100点

100点

100点

税法ゼミ以外を志望する者
入試種別 配点試験科目 試験時間

専門科目（2科目）

口頭試問

専門科目（1科目）

口頭試問

口頭試問

専門科目（1科目）

外国語

口頭試問

学内飛び級入試(春季のみ）
(1次試験）※

一般入試

学内特別入試、社会人入試

サテライトコース
（北浜社会人入試）

外国人留学生入試

学内飛び級入試(春季のみ）
(1次試験）※

一般入試

学内特別入試

サテライトコース
（北浜社会人入試）

  9：20～10：50（90分）

13：30～

  9：20～10：05（45分）

11：30～

  9：30～

  9：20～10：50（90分）

11：20～12：50（90分）

13：30～

※学内飛び級入試の第1次試験合格者に対し書類審査を行います。

各50点

100点

100点

100点

100点

100点

税法ゼミを志望する者
入試種別 配　点試験科目 試験時間

専門科目（2科目）

専門科目（1科目）

小論文

専門科目（1科目）

外国語

口頭試問１日目のすべての
入試種別

  9：20～10：50（90分）

  9：20～10：05（45分）

  9：20～10：50（90分）

  9：20～10：50（90分）

11：20～12：50（90分）

9：30～

外国人留学生入試

１日目

2日目

○税法ゼミの指導教員は入学ガイダンス前に決定します。入試における基礎的な法的思考能力（考察力、文章表
現力、論理的思考力など）をみて、税法以外の法律系担当教員の研究指導を受けていただく場合があります。

研 究 科

経営学研究科

試 験 日専攻・課程 募集人員

50名

試験場

本学
大隅キャンパス
（試験会場は当日
掲示します）

【税法ゼミ以外】
2024年9月21日（土）

【税法ゼミ】※2
2024年9月21日（土）・22日（日）

【税法ゼミ以外】
2025年2月15日（土）

【税法ゼミ】※2
2025年2月15日（土）・16日（日）

※1 時 期

秋 季

春 季

※1 募集人員は、2025年度入学の全入試制度を合計したもの
※2 税法ゼミ志望者は2日間受験すること

－学生確保（資料）－60－
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個別入学資格審査について

制度の概要
大学院における「個別入学資格審査」とは、本学大学院において、日本の大学を卒業した者と同等以上の学力が
あるかどうかを認定する審査です。認定された者は本学大学院に出願することができます。

対象者
一般入試、社会人入試、サテライトコース（北浜社会人入試）における出願資格（1）～（8）、または外国人留学生
入試における出願資格（1）（2）に記載された要件に該当しない者で、2025年4月1日までに22歳に達する者。
ただし、サテライトコース（北浜社会人入試）の受験を希望する者は、大学院入学時において社会人（有職者）とし
ての実務経験が4年以上かつ2025年4月1日までに24歳に達する者。

申請期間
【秋季】2024年  6月24日（月）～  7月  4日（木）［締切日必着］
【春季】2024年11月11日（月）～11月21日（木）［締切日必着］
必要に応じ面接を課す場合があります。

提出書類
①～④は、所定の用紙を下記の本学入試情報サイトの
「入試情報・学費▶大学院入試」からダウンロードしてください。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/admissions/graduate/
①個別入学資格審査 申請書
②個別入学資格審査 自己推薦書
大学を卒業した者と同等以上の学力があると本研究科が判断するために必要な事実を記述してください。枚数
に制限はありません。必要な事実には、実務経験で培った技術や過去の業績、研究歴やその業績、取得資格等を
含みます。なお、参考となる資料があれば併せて提出してください。ただし、提出された資料は返却できません。

③個別入学資格審査 志望理由書
④個別入学資格審査 研究計画書
⑤最終学校成績証明書および卒業証明書【原本】（申請時の情報が正しく記載されたものに限ります。）
・日本語・英語・中国語以外の言語で記載されている場合は、各々の日本語訳もしくは英語訳を添付してください。
・申請時に本学大学院研究生として在籍している者は、提出を免除します。
・提出書類で原本が1部しかなく、再取得が不可能な場合は、原本から正しく複製されたもの（certified copy）
であることの証明を受けた後、提出してください。

・中国の大学を卒業した場合、「卒業証明書」および「成績証明書」を提出する代わりに、中国教育部のホーム
ページ（https://www.chsi.com.cn/）または、CHSI中国学歴・学籍認証センター日本代理機構が発行する
「学歴認証報告書」「成績認証報告書」による提出も認めます。発行には一定時間を要しますので、十分な時間
の余裕を持って申し込んでください。

⑥返信用封筒（市販の長形3号封筒の宛先に返信先住所を記入し、344円分の切手※を貼ってください。）
※郵便料金が改定された場合は【封書定形料金（25g以内）＋速達料金】

申請方法
市販の封筒を使用し、提出書類一式をすべて揃え、「速達 簡易書留」で郵送してください。
【送付先】〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8　大阪経済大学　入試部 宛

結果通知
秋季は2024年7月下旬、春季は2024年12月上旬に、提出された返信用封筒を使って通知します。
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口 頭 試 問 研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容

一般入試
■出願資格
次の各項のいずれかに該当する者。
（1）日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（2）大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者
（3）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（4）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修することにより当該国の16年の課程を修了した者、また

は2025年3月までに修了見込みの者
（5）我が国において、文部科学大臣が外国の大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者、または

2025年3月までに修了見込みの者
（6）文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であること。その他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）を文部科学大臣が定める日以後に修了した者、または2025年3月までに修
了見込みの者

（7）旧制学校等を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第1号～第4号、昭和30年文部省告示第39号第1号）
（8）防衛大学校、海上保安大学校、気象大学校など、各省大学校を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第5

号～第12号、昭和30年文部省告示第39号第2号）、または2025年3月までに修了見込みの者
（9）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目

経営学、会計学、商学、民法、商法・会社法、税法※、英語から2科目選択
・選択した科目を志願票に記入すること
・英語受験者には、英和辞典を試験当日貸与します

※税法ゼミを志望する者は、専門科目「税法」を必ず受験すること｡
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口 頭 試 問 研究計画書に基づき行います
試験科目 内　　容

小 論 文

口 頭 試 問

専門分野に関する問題を出題

研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容
税法ゼミを志望する者

学内特別入試　
■出願資格
次の（1）（2）の条件をすべて満たしている者。
（1）本学4年次（7セメスター以上）に在籍し、2025年3月までに卒業見込みの者
（2）3年次修了（6セメスター修了）までに、卒業必要単位90単位以上を修得し、下記（a）（b）（c）のいずれかを満

たしている者※1

（a）上記の卒業必要単位のうち、高得点の科目順に90単位を選び、その平均点が75点以上であること※2

（b）下記のうち、いずれか1つに該当する者
ア. 中小企業診断士1次試験合格者
イ. リテールマーケティング（販売士）検定1級の4科目以上の合格者
ウ. 税理士試験の1科目以上の合格者
エ. 日本商工会議所簿記検定1級合格者
オ. 実用英語技能検定準1級以上合格者
カ. 国際連合公用語英語検定Ｂ級以上合格者
キ. TOEIC（Test of English for International Communication）のスコアが730点以上の者
ク. TOEFL（Test of English as a Foreign Language）のスコアがiBT79点（PBT550点、
CBT213点）以上の者

ケ. 法学検定2級以上合格者
コ. ビジネス実務法務検定2級以上合格者
サ. 宅地建物取引主任者試験合格者

（c）演習担当教員または学部長から推薦された者
※1 「卒業必要単位90単位」には、編入学等のため含めないと到達できない場合に限り、単位認定科目を含めることができます。
※2 平均点算出の際は単位認定科目を除きます。

■試験科目
税法ゼミ以外を志望する者

－学生確保（資料）－63－



6

出

　
願

受
　
　
験

合
格
後

入
試
概
要

そ
の
他

専 門 科 目

口 頭 試 問

経営学、会計学、商学、民法、商法・会社法、税法※から1科目選択
・選択した科目を志願票に記入すること

研究計画書に基づき行います

試験科目 内　　容

注意事項
合格者は、2025年3月31日までに本学（学部）の退学手続きを執ってください。また、大学は「中途退学」となり
ますので、大学卒業を要件としている資格試験等を受験できない場合があります。

第1次試験合格発表　P.15参照

最終（第2次試験）合格発表　P.15参照

【第2次試験】
第1次試験合格者に対し書類審査を行います。
3年次（6セメスター）修了時に、 所属学部における「卒業に必要な修得単位数」が112単位以上であり、かつ成績
が優秀である者を最終合格者とします。

※税法ゼミを志望する者は、専門科目「税法」を必ず受験すること｡

学内飛び級入試（春季のみ）
■出願資格
次の（1）（2）の条件をすべて満たしている者。
（1）本学3年次（6セメスター）に在籍している者。ただし、休学期間は在学期間に含みません。また、在学留学制

度により他大学に在学した期間は在学期間とみなします｡
（2）3年次春学期（5セメスター）修了時に、所属学部における卒業に必要な修得単位100単位以上※を修得し、か

つその平均点が80点以上の者（ただし、修得単位数が100単位をこえる場合には高得点の科目の順に100
単位を選び、その平均点をとる。）

※編入学等のため修得単位が「卒業に必要な修得単位100単位」に到達できない場合に限り、単位認定科目を含めることがで
きます。その場合平均点は、その科目を除いて算出します。

■試験科目
【第1次試験】
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口 頭 試 問 研究計画書・職務経歴書に基づき行います

試験科目 内　　容

税法ゼミを志望する者は、社会人入試には出願できません。
税法ゼミを志望する場合は、「一般入試」・「学内特別入試」・「学内飛び級入試」・「サテライトコース（北浜社会人
入試）」・「外国人留学生入試」のいずれかに出願してください。

■出願資格
次の各項のいずれかに該当し、社会人（有職者）としての実務経験が大学院入学時において2年以上の者。
（1）日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（2）大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者
（3）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（4）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修することにより当該国の16年の課程を修了した者、また

は2025年3月までに修了見込みの者
（5）我が国において、文部科学大臣が外国の大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者、または

2025年3月までに修了見込みの者
（6）文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であること。その他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）を文部科学大臣が定める日以後に修了した者、または2025年3月までに修
了見込みの者

（7）旧制学校等を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第1号～第4号、昭和30年文部省告示第39号第1号）
（8）防衛大学校、海上保安大学校、気象大学校など、各省大学校を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第5

号～第12号、昭和30年文部省告示第39号第2号）、または2025年3月までに修了見込みの者
（9）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目

社会人入試 
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口 頭 試 問 研究計画書・職務経歴書に基づき行います

試験科目 内　　容

小 論 文

口 頭 試 問

専門分野に関する問題を出題

研究計画書・職務経歴書に基づき行います

試験科目 内　　容
税法ゼミを志望する者

・サテライトコース（北浜社会人入試）は企業経営者や管理職などの企業人、税理士や中小企業診断士などの専
門職業人など、働きながら学ぶことを目的としたコースです。

・講義は主に北浜キャンパスで開講されます。
・サテライトコース（北浜社会人入試）は、一般社会人入試と指定企業推薦入試（春季のみ）に分かれます。

■出願資格
次の各項のいずれかに該当し、社会人（有職者）としての実務経験が大学院入学時において2年以上の者。
（1）日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（2）大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者
（3）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（4）外国の学校が行う通信教育を我が国において履修することにより当該国の16年の課程を修了した者、また

は2025年3月までに修了見込みの者
（5）我が国において、文部科学大臣が外国の大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者、または

2025年3月までに修了見込みの者
（6）文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であること。その他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）を文部科学大臣が定める日以後に修了した者、または2025年3月までに修
了見込みの者

（7）旧制学校等を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第1号～第4号、昭和30年文部省告示第39号第1号）
（8）防衛大学校、海上保安大学校、気象大学校など、各省大学校を修了した者（昭和28年文部省告示第5号第5

号～第12号、昭和30年文部省告示第39号第2号）、または2025年3月までに修了見込みの者
（9）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■試験科目
税法ゼミ以外を志望する者

サテライトコース（北浜社会人入試） 
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外  国  語

口 頭 試 問

日本語
・試験当日、国語辞典を貸与します

試験科目 内　　容

経営学、会計学、商学、民法、商法・会社法、税法※から1科目選択
・選択した科目を志願票に記入すること

外国人留学生入試
本学大学院外国人留学生入試の出願に際しては、「出入国管理及び難民認定法」による「留学」の在留資格を取
得または更新できることが条件です。

■出願資格
次の（1）～（3）のいずれかに該当する者。
（1）外国において、学校教育における16年の課程※1を修了した者、または2025年3月までに修了見込みの者
（2）外国人留学生として日本の大学を卒業した者、または2025年3月までに卒業見込みの者
（3）本学大学院において、個別入学資格審査※2により認めた者
※1 本学では高等教育自学考試は16年の課程に含めません。個別入学資格審査で認定を受けてください。
※2 P.3「個別入学資格審査について」をご覧ください。

■海外からの受験
（1）海外在住者の受験は4月入学入試（秋季）のみとします。
（2）本学では志願者に対し発行できるものは受験票のみとなります。受験票以外の書面は発行できません。
（3）本学が発行する受験票や合否通知等の送付先は、日本国内の住所のみとします。
（4）出願手続後、受験のための短期査証が取得できなかった場合でも、検定料はお返ししません。事前に査証取

得に関する要件を充分確認してください。
（5）出願書類「住民票の写し」「在留カードの両面コピー」を「パスポートのコピー（氏名、番号、査証内容の記載お

よび写真の貼ってあるすべてのページのコピー）」に代えて提出することができます。
（6）出願書類に不備があり、出願期間中に提出が間に合わない場合は受理できません。
（7）出願書類に虚偽の記載がある場合には、入学を取り消すことがあります。

■試験科目　試験はすべて日本語で行います。

研究計画書に基づき行います

※税法ゼミを志望する者は専門科目「税法」を必ず受験すること｡
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出 願 書 類

提 出 書 類 注 意 事 項 学内
特別 社会人 留学生 社会人

（一般）

サテライト
指定
企業

◎：提出必須　○該当者のみ提出要

本学所定の用紙を使用してください。
必要に応じ、裏面も忘れずに記入すること。

1枚

●出願前3カ月以内に撮影
  （白黒・カラーいずれでもOK）
●正面・上半身脱帽で、背景は無地で撮影
●裏面に氏名を記入して、写真票に貼り付け

出身大学が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。

出身大学が作成したもの【原本】
出願時の情報が正しく記載されたものに限ります。
（学内飛び級入試志願者は、3年次在学証明書）

本学所定の用紙（手書不可、日本語で作成すること）
外国人留学生入試出願者のみ英語も可とする

学内特別入試の出願資格（2）（b）で出願する場合に提出
すること

学内特別入試の出願資格（2）（c）、または指定企業推薦
入試で出願する場合、本学所定の用紙で提出すること

本学所定の用紙（手書不可、日本語で作成すること）

専修免許状取得希望者のみ
専修免許の取得を希望する科目の一種免許状のコピーもしく
は取得見込証明書を提出してください。

日本に在住している外国人は提出してください。在留資格、在
留期間、在留カードの番号の記載のあるもの。出願前1年以内
に発行されたもので、出願時の情報が正しく記載されたものに
限ります。

日本に在住している外国人は提出してください。裏面に記載が
ない場合も、必ず両面のコピーを提出してください。

個別入学資格審査により出願を許可された場合は、本学から
送付した通知書のコピーを提出してください。
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【秋季】2024年8月19日（月）～8月29日（木）　締切日必着
【春季】2025年1月  6日（月）～1月16日（木）　締切日必着

郵送に限ります。 同封の出願用封筒にて速達 簡易書留で送付してください。

〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8　大阪経済大学　入試部

【使用不可のもの】
・ 個人を特定しづらいもの（目に髪がかかっている、顔が小さい等）
・ 不鮮明なもの　・ プリントアウトした写真を撮影したもの

入学が許可された場合、この写真を
学生証や教務情報等に使用します。

一般
飛び級

志願票

写真票

成績・単位修得
証明書（学部）

卒業（見込）
証明書（学部）

研究計画書

資格証明書の
コピー

推薦書

職務経歴書

教員免許状（一種）

住民票の写し
（コピー不可）

在留カードの
両面コピー

個別入学資格審査
認定通知書のコピー

次のページへ➡
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出願時の注意事項

（1）本学が指定する出願書類以外の書類を提出された場合、本学で処分します。予めご了承ください。
（2）記載内容に虚偽の内容がある場合は、入学を取り消すことがあります。
（3）受験票は、志願者数が確定し、準備が整い次第、本学から志願票に記載されている書類送付先住所に発送

いたします。試験日の前日までに受験票が届かない場合は入試部までお問い合わせください。
（4）試験終了後の受験票未着に対するお問い合わせには一切応じません。
（5）旧姓名で発行された証明書がある場合は、志願票の旧姓欄にも記入してください。
（6）国内外を問わず他大学院等に在籍し同時に本学研究科に在籍する、いわゆる二重学籍はできません。
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■ 提出書類1・4について
出願時に指導教員を選択する際は、下記の本学入試情報サイトの「入試情報・学費▶大学院入試」から
各研究科の「入試ガイドライン」で最新の情報を確認した上で記入してください。
本学入試情報サイト　https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/admissions/graduate/

■ 提出書類3について
・ 日本語・英語・中国語以外の言語で記載されている場合は、各々の日本語訳もしくは英語訳を添付してください。
・ 出願時に本学大学院研究生として在籍している者は、提出を免除します。
・ 提出書類で原本が1部しかなく、再取得が不可能な場合は、原本から正しく複製されたもの（certified copy）であること
の証明を受けた後、提出してください。

・ 中国の大学を卒業した場合、「卒業証明書」および「成績証明書」を提出する代わりに、中国教育部のホームページ
（https://www.chsi.com.cn/）または、CHSI中国学歴・学籍認証センター日本代理機構が発行する「学歴認証報告書」
「成績認証報告書」による提出も認めます。発行には一定時間を要しますので、十分な時間の余裕を持って申し込んでくだ
さい。

・ 本学卒業・修了（見込）生は入学金が免除されますので、本学卒業・修了（見込）証明書を出願時に提出してください。
■ 提出書類4・6・7について
本学入試情報サイトの「入試情報・学費▶大学院入試」からダウンロードしてください。

－学生確保（資料）－69－



受験および就学上の配慮について

■疾病・負傷や身体機能等の障がいのため、受験時および入学後の就学に配慮を必要とされる場合

原則として出願する1カ月前までに
入試部へご相談ください。

申請書（本学所定様式）と診断書等を提出いただき、記
載内容と障がい等の程度に応じて配慮内容を決定し通
知いたします。

※事前に施設や配慮内容等の確認が必要な場合、本学にお越しいただくことがありますので、ご承知おきください。
※出願後の不慮の事故等による負傷・急な疾病等で受験時に配慮を希望する場合は至急入試部に申し出てください。
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検定料

検 定 料 35,000円（いったん納付された検定料は、返還いたしません。）

納 付 期 間

納 付 方 法

納付方法
①検定料の納入は、本学所定の振込依頼書（志願票用紙と一連）を使用し、金融機関窓口で
手続きしてください（ATMおよびインターネットによる振込みならびに郵便局（ゆうちょ
銀行）からの振込みはできません。また、農協等で一部取り扱えない所もあります）。
※三井住友銀行（本・支店）窓口で振込む場合は振込手数料が無料となります。

②検定料振込後、志願票・領収書を受取り、所定の欄に取扱銀行収納印が押印されている
か確認してください。
③領収書は切り離して各自が保管してください。
④やむを得ずATMで振込む場合は、次の4点を承諾の上、手続きしてください。
●振込手数料は振込者の負担となります。
●振込依頼人名欄には「整理番号（志願票に記載）」に続けて「志願者本人名」を入力して
ください。
●「利用明細書のコピー」を、出願書類に同封してください（原本は本人保管）。
●納付期間内に本学口座必着のこと。

※海外からの送金について（期間内本学口座必着）
海外から送金する場合は、日本における銀行の手数料を加算して、下記の口座に日本円
で35,000 円（検定料）が入金されるように送金してください。
金額に不足があれば受理できません。送金小切手は取り扱いできません。

受取人宛通知事項には、志願者氏名を必ず記入してください。
Please make sure to write the applicant 's name in the Message to 
Payee field.

Bank SUMITOMO MITSUI BANKING CORPORATION

Branch TENROKU BRANCH

Branch Address 6-4-20, Tenjimbashi, Kita-ku, Osaka-shi, Osaka,
 530-0041, Japan

Account Name OSAKA UNIVERSITY OF ECONOMICS

Account Number 286800

Swift Code SMBC JP JT

【秋季】2024年8月19日（月）～8月29日（木）（期間内本学口座必着）
【春季】2025年1月  6日（月）～1月16日（木）（期間内本学口座必着）　

－学生確保（資料）－70－
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氏名

〈写真裏面〉

出願書類記入上の注意（志願票等記入見本）

●書類送付先住所
（日本国内）
受験票や合否通知等を郵送
する際の宛先を記入してくだ
さい。

●出願する入学試験区分
出願する入試区分を○で囲ん
でください。

●写真
写真裏面に
氏名を記入
し、写真貼
付欄に貼り
付けてくだ
さい。

振込後、領収書
は切り離して
各自が保管し
てください。

黒色ボールペンではっきりと記入してください（消せるボールペンの使用は不可）。

王 静

王 静

WANG J I N G

WANG JING

WANG JING

大阪市東淀川区大隅 2 ―  2 ―  8 ―  A― 301
大隅マンション

大阪市東淀川区大隅 2 ―  2 ―  8 ―  A― 301
大隅マンション

2 0 0 2

5 3 3

5 3 3 - 8 5 3 3

06 6 3 2 8 2 4 3 1

5 2 3
ワン

中国

ジン

ワン ジン

ワン

○○○小学校

○○○初級中学

○○○高級中学

ジン

0 6 6 3 2 8 2 4 3 1

表面

裏面

8 19

WANG J I N G

中国・北京

中国・北京

中国・北京

中国・北京

6

3

3

4

16

2008 4 2014 3

2014 4 2017 3

2017 4

2020 4

2020 3

2024 3

2024 3

●在留資格（留学生のみ）
「留学」の在留資格を取得また
は更新できることが条件です。

小学校から最終出身学校まで
の学歴を時系列に詳しく記入
してください。

●在留期間満了日
（留学生のみ）
在留カードおよび住民票の写
しに記載されている在留期間
満了日を記入してください。

16年に満たな
い場合、個別
入学資格審査
で認定を受け
てください。

●受験する専門科目
募集要項の指示にしたがって
受験する専門科目を記入して
ください。

●志望する指導教員名
募集要項の指示にしたがって
志望する指導教員名を記入し
てください。

（留学生のみ）
合格発表までに在留期間
満了日を迎える予定で、
現在、在留期間更新中の
場合は、　（チェック）を入
れてください。

○○大学
○○University

8 5 3 3

表面 注１に該当する場合は必ず記入してください。

－学生確保（資料）－71－



試験時間を繰り下げて実施することがあります。
この場合、遅刻限度を超えた時間であっても受験を認める場合がありま
す。速やかに試験場へ向かい、監督者の指示に従ってください。
なお、受験されなかった場合の特別な措置や入学検定料の返還および追
試験・再試験は行いません。
公共交通機関を利用してください。
試験場に駐車場はありませんので、自家用車での送迎はご遠慮願います。
また、渋滞、事故等による遅刻は一切配慮いたしません。

本学の判断により試験時間を繰り下げて実施することがあります。
ただし、その際発生した受験者の負担費用、その他個人的損害について、
本学はその責任を一切負いません。

本学入試情報サイトで行います。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/

特別な対応はいたしません。
（生活騒音の例）
雨・風・雷の音、交通騒音、緊急車両のサイレン、工事の音、試験室内の空調・照明
の発する音、動物の鳴き声、監督者による試験実施に必要な指示・説明・巡回・打合
せ等の際生じる音、他の受験者・監督者の発する音（くしゃみ、咳、鼻をすする音）等

受験上の注意

（注意）大学周辺の路上および上新庄駅、瑞光四丁目駅付近等で合否連絡を取扱う者や下宿案内のパンフレット
およびビラ等を配布している者は、大学とは一切関係ありませんので注意してください。また最寄り駅か
ら大学入り口付近までの間のトラブルには十分注意してください。

試験当日の注意

大規模な遅延、運休等が発生
した場合

試験場への交通手段

自然災害（大雪、地震、台風、
洪水等）、火災、停電、その他
本学の責によらない不可抗力
による事故等が発生した場合
試験時間の繰り下げ等変更
が生じる際の本学から受験者
への連絡

試験時間中の生活騒音に対
する対応

必ず持参してください。
試験当日は試験開始の20分前までに試験室へ入室してください。
試験開始時刻より30分以上遅刻した場合は受験できません。
試験室では机上に受験番号札を置いています。
指定された席に着き、受験票は受験番号札の手前に提示してください。
受験票、黒鉛筆（シャープペンシル可）、プラスチック製の消しゴム、鉛筆削り（電動式・
大型のもの・ナイフ類を除く）、時計（計時機能だけのもの）、その他本学が認めたもの。
これら以外の所持品はかばんに入れて足元に置いてください。
禁止します。
これらを時計として使用することはできません。
試験室に入る前に必ずアラーム等の設定を解除し電源を切ってかばんに入
れておいてください。
計時機能のみのものに限ります。
時報、アラーム等音の出る設定は解除しておいてください。
計時以外の機能のついたものや機能の有無が判別しづらいもの、また音の
出るものやストップウォッチ、キッチンタイマー等の場合は、試験終了まで
入試本部で保管することがあります。

受験票
試験室への入室
遅刻限度

試験座席

試験時間中に机上に置ける
もの

携帯電話、スマートフォン、
腕時計型端末等の通信機器、
音の出る機器の使用

時計の使用

天候不良等による交通機関への影響に留意し、余裕を持って試験場にお越しください。

試験室では監督者の指示に従ってください。
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監督者の指示に違反、または以下のような行為が認められた場合は直ちに
試験の中止を命じ、全試験を無効とします。また、警察に被害届を提出する
場合があります。
（１） 替玉受験
（２） 机上に置けるもの以外（カンニングペーパー、教科書、辞書、参考書、電卓・

電子辞書等の電子機器類、携帯電話・スマートフォン等の通信機器）の使用
（３） 答案の交換、他人の答案ののぞき見やそれを補助する機器の使用等
（４） 試験を妨害する、他の受験者に迷惑をかける行為をすること等

不正行為に該当する行為

－学生確保（資料）－72－



合格発表

入学手続

合格者は次の入学手続を行ってください。入学手続を完了した者に入学を許可します。

【秋季】2024年10月9日（水）　10：00
【春季】2025年  3月5日（水）　10：00
【飛び級入試（春季のみ）】1次試験2025年3月5日（水）　10：00

2次試験2025年3月7日（金）　郵送のみ
通知書は合格・不合格いずれの場合も合格発表当日に、志願票に記載
されている書類送付先住所へ速達便で発送します。
地域によって到着が異なることがありますので、ご了承ください。
本学入試情報サイトに合格者の受験番号を発表します（合格発表日
時より2日間）。
https://www.osaka-ue.ac.jp/entrance/
特に発表日当日はサイトにつながりにくい場合があります。
その際はしばらく時間をおいてアクセスしてください。
大学内での掲示は行いません。
一切応じません。

合格発表日時

通知書の発送

本学入試情報サイトによる
合格者の受験番号発表

合否に関する電話での問い合わせ

【秋季】2024年10月9日（水）～１1月 5日（火）［本学口座必着］
【春季】2025年  3月5日（水）～  3月１９日（水）［本学口座必着］
【飛び級入試（春季のみ）】2025年3月7日（金）～3月１９日（水）［本学口座必着］

・合格者には、合格通知書および入学に必要な書類を送付します。記載事項に
従って指定された期日（2025年3月19日）までに提出してください。

・合格者で入学手続をしていたとしても、2025年3月31日までに卒業（修了）
できない者は、入学を取り消します。

・受験時に卒業（修了）見込の条件で入学を許可された者は、卒業（修了）証明
書の提出が必要です。

・外国人留学生入試合格者は、入学に際しては身元保証書（※）が必要になります。

※身元保証書
・出願時に身元保証人は必要ありませんが、入学手続時には必要となります。
・身元保証人は、原則として独立して生計を営む者で、優先順位は次のとおりです。
① 日本に在住する親またはその他の親族
② 日本に在住しない親またはその他の親族
③ ①、②ともにいない場合に限り、日本に在住する知人等

＊身元保証人は、入学手続時に身元保証書及び住民票の提出が必要です。身元
保証人が日本国内に在住していない場合は、保証人の住所、氏名が記載され
た公的機関が発行する証明書が必要です（例：中国の場合…居民戸口簿）。
＊日本在住の身元保証人を得られず、本国在住の父母を保証人にする場合は、
緊急時の連絡先として、本国の父母に連絡することができる日本在住の連絡
人が必要です。

〔日本在住の連絡人について〕
・出願時に連絡人は必要ありませんが、入学手続時には必要となります。
（1）連絡人は、在学中、留学生本人に諸問題が発生した場合は、大学と連絡を

取り合うこと。
（2）連絡人は、大学から要請がある場合には、留学生本人への連絡等適切に

対応すること。
＊連絡人は、日本に在住する兄弟姉妹、配偶者又はその他の親族、友人、知人
等で、日本語能力が十分あり、社会人として独立して生計を営む者。
＊留学生および学生は、保証人、連絡人になれません。

入学金、学費および諸会費
（委託徴収金）の納付期間

入学に必要な書類
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下記本学所定の手続きを行った者に限り、入学金を除く納付金を返還します。

入学金、学費および諸会費(委託徵収金)

入学時納付金納付後の入学辞退について

対 象

入学辞退届の提出期限

本学所定の「入学辞退届」を提出した者。
「入学辞退届」は、『入学に必要な書類』（冊子)に綴り込んであります。

2025年3月31日（消印有効）

重 要

2025年度入学金、学費および諸会費(委託徵収金)は下表の通りです。

奨学金制度

大学院経営学研究科奨学金

年　額 春学期 秋学期

授 業 料

施 設 設 備 資 金

計

大阪経大学会費

入  学  金

合 　計

200,000

530,000

140,000

670,000

1,000

871,000

200,000

265,000

70,000

335,000

1,000

536,000

̶ 

265,000

70,000

335,000

̶ 

335,000

学　費

諸会費
（委託徴収金）

 (単位:円)

（1）本学卒業生、本学大学院修了生および学内飛び級入試合格者が入学する場合は、入学金が免除されます。
（2）私費外国人留学生には授業料減免を願い出ることができる制度があります（認定基準があります）。

詳細は、国際部へお問い合わせください。

対 象 者

採 用 人 数

給 付 額

採 用 選 考

標準修了年限内に在学している者
・サテライトコース（北浜社会人入試）は除く

各学年最大2名

1学期授業料相当額（秋学期に給付）

入学成績および学業成績上位者より選考

ビジネスパーソン学業奨励金

対 象 者

採 用 人 数

給 付 額

採 用 選 考

サテライトコース（北浜社会人入試）での入学者
・現職または同じ職種を申請時点で5年間継続している者

各学年最大20名

年額20万円（秋学期に給付）

入学後に申請した者のうち、入試成績および学業成績上位者より選考
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担当：学生部 奨学金係　TEL：06-6328-2431（代表）

－学生確保（資料）－74－



入試情報開示について

本学では受験者本人（代理人不可）から請求があれば、当入学試験の成績を開示します。
ただし、過年度（2024年度以前）の開示は行いません。

受験者本人に限ります（代理人による申請は受け付けません）

①科目別の得点、および総点
②合格最低点

開示請求があったものについて、2週間以内に郵送で成績開示書を交付します

2025年4月2日(水)～4月25日(金)

入試部窓口へ持参または郵送【締切日消印有効】
窓口受付は、原則として平日9:00～17:00（窓口休業日を除く）

①入学試験成績開示申請書
(本学所定様式　本学入試情報サイトよりダウンロードしてください)
②本学入学試験の受験票＜コピーは不可＞
受験票を紛失した場合は、受け付けることができません
お預かりした受験票は成績開示書を送付する際に同封します
③460円分切手
返信用として【封書定形料金(25g以内)+簡易書留料金】分の切手を用意してください
④受験者本人であることを証明する公的書類のコピー
(学生証・健康保険証・免許証・住民票の写し等)

〒533-8533　大阪市東淀川区大隅2-2-8
大阪経済大学　入試部
TEL 06-6328-2431(代表)

申 請 資 格

開 示 内 容

開 示 方 法

申 請 期 間

申 請 方 法

申請に
必要な書類

書類送付先・
問 合 せ 先
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志願者の個人情報保護について

出願における同意事項について
●大阪経済大学では「個人情報の保護に関する法律」に基づき、出願に際し志願者から提供された個人情報を以
下のように利用し、適切に管理いたします。
（1）入学試験実施に係わる連絡
（2）該当者への合否通知並びに入学手続きのための資料発送
（3）学生生活を開始するにあたり大学が必要と判断した事項に関する情報提供
（4）教育改善のための調査・研究、および個人を特定しない入試統計データ
ただし、上記の一部について、大学の指定した業者に委託することがあります。この場合も、大阪経済大学と同
様、個人情報保護に充分な体制を整えた委託会社を選定し、上記以外の目的には利用いたしません。

◆以下は、志願票氏名欄への記入をもって「同意した」ものとし、個人情報保護法を遵守し利用いたします。
（1）志願票提出に際し、記入不備または本学では判断できない状況があり、著しく本人が不利益を被ると予想

され、本人に連絡がつかない時に、本人に通知することなく出身学校等に連絡をとること
（2）今後の入試制度の展開のため、志願者が本学に提供した情報を、個人を特定できない形にして、事前に通

知することなく、本学の判断により利用すること

－学生確保（資料）－75－
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Ⅰ ディプロマ・ポリシー
（学位授与の方針）
本研究科では、『経営と法の融合』を中心に、グローバル思考で新しいビジネスの仕組みを構想・実現できる人
材の育成を目標としています。この目標を踏まえ、修了に必要な要件を満たした者に修士（経営学）の学位を授与
します。
学術的および実務的成果を探求することを目指すことから、学術的な研究成果を要求する修士論文に代えて実務
的成果を求める特定課題研究による学位授与申請も認めています。特定課題研究とは、主に高度専門職業人を目指
す学生が、実務的な特定の課題についての研究成果をまとめたものです。また、審査の客観性・透明性の確保や研
究水準の向上を図る観点から、本学教員や院生が参加可能な「中間報告会」および「最終試問試験」での報告と討論
を義務づけています。
※修了に必要な要件：32単位以上（内、研究指導8単位）の単位修得、かつ一定の研究成果（修士論文または課題研究レポー
ト）の提出が必要。

Ⅱ カリキュラム・ポリシー
（教育課程編成・実施の方針）
経営学研究科修士課程では、『経営と法の融合』を学際的に教授することによって、新しいビジネスの仕組みを
構想し実現できる人材の育成を目標としています。経営環境のグローバル化や情報化が進展しさらに組織のコン
プライアンスやコーポレートガバナンスなどの社会的責任が増大する状況下で、経営と法の両面に精通し、新し
いマネジメント体系を具現化できる専門性の高い研究者・職業人そして企業人が求められています。時代の要請
に応えるために、本研究科では、企業の社会的責任を根底にした革新的経営を追求する企業家精神を涵養し、学
術理論の教授とともにケーススタディやグループワークなどを通じて、人材養成の目的に即した実践的能力を育
成します。実社会に通じる専門性を追求するために、経営と法の2つのフィールドに分かれた11の科目ユニットを
編成し、研究ならびに論文作成に係る「MBA型教育」を展開しています。

（学習成果の評価について）
（1）知識・技能の修得に関しては、修士学位論文の審査、各講義科目の成績評価、研究指導教員による個別評価

を組み合わせて把握する。
（2）思考力・判断力・表現力等の能力の評価に関しては、研究指導教員による指導と評価によって把握する。
（3）主体的に学びに取り組む態度に関しては、研究指導教員および履修科目担当教員による指導と評価によって

把握する。

Ⅲ アドミッション・ポリシー
（入学者受け入れ方針）
新しいビジネスの仕組みを構想・実現できる研究者並びに高度職業人を育成するために、次のような意欲と資
質を備えた学生を求めています。すなわち、高い基礎学力を備え、経営およびビジネス法分野の学術研究および
実務への関心が高く、本研究科がカリキュラム・ポリシーに定める『経営と法の融合』を志す者です。経営・ビジネ
ス法分野に関する学士相当程度の基礎知識を有するとともに、研究および論文作成について主体的に真摯に取
り組む意欲が求められます。ビジネスを主導する人材育成を目指して、多様性のある教育・研究環境を構築する
ために、社会人入試や留学生入試、入試回数の複数化などの入試制度を通じて、多様な学生を広く国内外・学内
外から受け入れる公正かつ適正な選抜を実施します。

［求める大学院生像］
本研究科が求める大学院生は、上記の方針を理解し、経営と法の両面に精通し新しいマネジメント体系を構想・
実現したいという強い意欲を持った人々です。年齢や職業などは問いません。実際、企業経営者や管理職などの
企業人、税理士や中小企業診断士などの専門職業人、研究者志望などの留学生や一般学生たちを受け入れてい
ます。また、税理士や不動産鑑定士、中小企業診断士の資格取得を目指す人たちも対象となります。（一定の審査
要件がありますが、大卒以外の人にも個別資格審査による受験を認めています。）

経営学研究科　経営学専攻　3つのポリシー

－学生確保（資料）－76－
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＊乗り換えの時間は含んでいません。
＊実際にお越しになる際は、事前にご自身でもお調べください。
＊本学に駐車場はありません。公共交通機関をご利用ください。

大阪シティバス 約40分

大阪メトロ 約8分 大阪メトロ 約20分

大阪メトロ 約4分

大阪メトロ・阪急 約24分

阪急 約3分

阪急 約10分

阪急 約17分

徒歩 約2分

徒歩 約15分

大阪シティバス 約3分
「大阪経大前」下車すぐ

「大阪経大前」「大阪経大正門」下車すぐ

大阪メトロ 約29分

〒533-8533 大阪市東淀川区大隅2-2-8
TEL.06-6328-2431（代）　TEL.06-6328-2003（入試部直通）
https://www.osaka-ue.ac.jp/

ACCESS アクセス（本学への道順）
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N
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実施年月日 全体参加者数 経営学研究科

2025年12月6日（土） 113名 69名

2025年7月12日（土） 90名 33名

2025年5月24日（土） 12名 6名

2025年度合計 215名 108名

実施年月日 全体参加者数 経営学研究科

2024年12月7日（土） 83名 50名

2024年7月13日（土） 114名 47名

2024年5月2日（木） 8名 7名

2024年度合計 205名 104名

実施年月日 全体参加者数 経営学研究科

2023年12月9日（土） 79名 56名

2023年7月8日（土） 77名 32名

2023年4月27日（木） 6名 2名

2023年度合計 162名 90名

大阪経済大学　大学院入試説明会　参加者数

資料18

※2023年度経営学研究科（修士課程）受験者数：44名、入学者数：25名

－学生確保（資料）－78－



既設学科等の学生募集のためのPR活動の過去の実績 別紙３

①募集を行った学科等名称及び取組の名称： 大阪経済大学大学院経営学専攻（修士課程）　大学院入試説明会

R6年度
入学者入試

R7年度
入学者入試

取組概要と入学者数等に関する分析

参加者等総数(a) 104人 108人

うち受験対象者数(b) 83人 87人

うち受験者数(c) 53人 43人

うち入学者数(d) 27人 25人

（受験率 c/b） 63.9% 49.4%

（入学率 d/b） 32.5% 28.7%

②募集を行った学科等名称及び取組の名称： 大阪経済大学大学院経営学専攻（修士課程）　資料請求

R6年度
入学者入試

R7年度
入学者入試

取組概要と入学者数等に関する分析

参加者等総数(a) 393人 323人

うち受験対象者数(b) 314人 258人

うち受験者数(c) 63人 64人

うち入学者数(d) 26人 34人

（受験率 c/b） 20.1% 24.8%

（入学率 d/b） 8.3% 13.2%

①取組概要
受験希望者を対象として入試日程、出願資格、試験科目などを説明、研究科の特
色や求める人材の紹介、在学生や修了生との座談会を実施。
R6年度入試対象（R5開催）：計３回開催（5/2.7/13.12/7）
R7年度入試対象（R6開催）：計３回開催（5/24.7/12.12/6）

②過去の取組実績を踏まえた新設組織の入学者数の見込みに関する分析
参加者へのアンケートによると、当該年度への出願を検討しているのは8割程度
であるため、説明会の参加者数に応じた出願が見込まれる。

①取組概要
大学公式WEBサイトに資料請求フォームから希望する研究科の募集要項を入手で
きる。また、閲覧の利便性を高めるため、同WEBサイトに募集要項のPDFファイル
を掲載している。

②過去の取組実績を踏まえた新設組織の入学者数の見込みに関する分析
博士後期課程は経済学研究科にて開設しているが、年間1～2名の出願実績がある
ため、経営学研究科においても同様と見込まれる。

資料19
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◇入試渉外活動

【説明会等】 

入 試 説 明 会

（学内会場） 

3回 【大学院入試説明会】 

■9月入学入試（外国人留学生対象）

5月 2日(木) 13：00～15：30 (E52、E54)

■4月入学入試【秋季】（全入試種別対象）

7月 13日(土) 10：00～14：30 (D33・D館 6階教室、A33教室)

■4月入学入試【春季】（全入試種別対象）

12月 7日(土) 10：00～15：00 (E館 4・5階教室、A21教室)

セミナー（学

内会場）

5回 【経営学研究科】 

■北浜夏季セミナー

8月 5日（土）13:30～16:00（北浜キャンパス）

テーマ：社会人の学び直しへのご招待～経営と法の融合の理論と実践～

［第 1部］会社経営における会社法などの最前線を知る 

講師：池島 真策（経営学研究科 教授） 

［第 2部］韓国のユニコン企業の最前線 ～ファッション ECの MUSINSA

の事例を中心に～ 

講師：白 寅秀（経営学研究科 教授） 

■第 1 回中小企業経営産学連携学術セミナー ～大学院での「学び」・「学

び直し」の道標～

12月 17日（日）14:00～16:00（北浜キャンパス） 

テーマ：大阪経済大学ＯＢと語る起業家への道と成功の条件

［第 1部］私が２５歳で起業に至った理由 

講師：齋藤 千明氏（ティヨル株式会社 代表取締役社長、

本学経営学部卒業生） 

［第 2部］独立 1 年目が大学院で学ぶ意義 

講師：三宅 真司氏（株式会社 3plus 代表取締役、中小企業

診断士、本学経営学研究科修了生） 

［第 3部］質疑応答・デスカッション 

■第 2 回中小企業経営産学連携学術セミナー ～大学院での「学び」・「学

び直し」の道標～

1月 27日（土）13:30～15:40（北浜キャンパス） 

テーマ：企業経営支援を語り合う 中小企業診断士×事業者様

［第 1部］今日からできる目標達成の技術 

講師：数本 優氏（中小企業診断士） 

［第 2部］中小企業が考えるこれからのコンサルタント像 

講師：高山 太一氏（有限会社 髙建 専務） 

［第 3部］質疑応答・デスカッション 

■第 1 回北浜冬季セミナー 「社会人や留学生の大学院での学びへの道し

るべ ～経営と法の融合の理論と実践～」 

12月 9日（土）14:30～15:40（北浜キャンパス） 

テーマ：シニア起業家の挑戦 —リタイアからの起業—

講師：吉野 忠男（経営学研究科 教授） 

■第 2 回北浜冬季セミナー 「社会人や留学生の大学院での学びへの道し

るべ ～経営と法の融合の理論と実践～」 

12月 23日（土）13:30～16:00（北浜キャンパス） 

テーマ：使用者責任の概要 －雇用主が従業員の行為の責任を負うワケ—

講師：三木 千穂（経営学研究科 准教授） 

資料20
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説明会（学外

会場） 

8回 ■【心理系大学院進学フェア in大阪】（有限会社ジーベック）

7月 6日(土) （内容）ブース参加

■【河合塾 KALS、経営学研究科コラボイベント】（河合塾 KALS新大阪校）

8月 25日（日） （内容）税法務プログラムプレゼン、個別相談

3月 22日（土） （内容）税法務プログラムプレゼン、個別相談

■【甲南大学 公認心理師養成大学院説明会】

3月 26日（水） オンライン参加（内容）研究科紹介、質疑応答

■学部合同留学生イベント

①5月 28日（火）梅田スカイビル（アクセスネクステージ）

②5月 30日（木）KITENA新大阪（ライセンスアカデミー）

③5月 31日（金）グランキューブ大阪（さんぽう）

④6月 12日（水）天王寺区民センター（ライセンスアカデミー）

「2025 年度大学院入試の総括」より抜粋 

－学生確保（資料）－81－



大阪経済大学大学院 経営学研究科 ホームページ掲載 PV

資料21

－学生確保（資料）－82－



大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程と 

競合する近隣大学院研究科の学納金等一覧

資料22

－学生確保（資料）－83－



大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程と
競合する近隣大学院研究科の3年間の入試動向

競合校
2023年度
入学者数

2024年度
入学者数

2025年度
入学者数

3年間の入学定員
充足率の平均

追手門学院大学大学院
経営・経済研究科
経営・経済専攻
博士後期課程（入学定員：3名）

1名

（入学定員充足率
33.3％）

2名

（入学定員充足
率66.6％）

1名

（入学定員充足率
33.3％）

44.4％

関西大学大学院
商学研究科商学専攻
博士課程後期課程（入学定員：5名）

5名

（入学定員充足
率100％）

1名

（入学定員充足
率20％）

5名

（入学定員充足率
100％）

73.3％

近畿大学大学院
商学研究科商学専攻
博士後期課程（入学定員：5名）

6名

（入学定員充足
率120％）

4名

（入学定員充足
率80％）

4名

（入学定員充足率
80％）

93.3％

近隣大学院研究科の3年間の入学定員充足率の平均： 70.3％

資料23

－学生確保（資料）－84－



大阪経済大学大学院 経営学研究科 

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への 

入学意向に関するアンケート調査報告 

令和７年１２月 

一般財団法人 日本開発構想研究所 

資料24

－学生確保（資料）－85－



大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への 

入学意向に関するアンケート調査報告 

１．調査概要

（1） 調査目的

令和 9 年 4 月に予定している大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期

課程）（仮称）の開設に向けて、設置年度の進学対象層に対する大阪経済大学大学院 経営

学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）への入学意向を把握することを目的とする。

（2） 調査対象者

① 企業の従業員等の社会人

24都府県に所在する企業等に勤務する従業員

② 大阪経済大学大学院の在学生

経営学研究科 経営学専攻 修士課程 1 年生・2 年生以上

（3） 調査方法

① 24 都府県に所在する企業等 500 社の採用担当者に採用意向アンケート調査を郵送に

て実施した際に同企業等に勤務する従業員 1 名に対し、入学意向アンケート調査の回

答を依頼した。アンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻

（博士後期課程）（仮称）の概要を郵送し、アンケートを実施。回答用紙は一般財団

法人日本開発構想研究所へ回答者から直接郵送。

② 大阪経済大学大学院の在学生に対し、アンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営

学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の概要を配布し、教室等で直接アンケ

ート用紙に記入する方法等により実施。回答用紙は大学が取りまとめ、一般財団法人

日本開発構想研究所へ大学から郵送。

この結果、122 人から有効回答を得た。 
集計結果より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）へ

の入学意向を分析した。

（4） 調査実施期間

令和 7 年 11 月～令和 7 年 12 月

（5） 有効回収率等

調査対象者数：595 人

有効回答者数：122 人

有効回収率：約 20.5％（有効回答者 122 人 ÷ 調査対象者 595 人） 

※大阪経済大学大学院にて設置を構想している経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）は

仮称であるが、その旨の表示を本文中では省略した。

－学生確保（資料）－86－



２．調査結果

（1）性別について 
性別について調査した結果、回答者122人のうち、「男性」が66人（54.1%）、「女性」が55

人（45.1%）、「回答しない」が 1 人（0.8％）の順になっている。 

 
 
 

（2）年齢について 
年齢について調査した結果、回答者 122 人のうち、「30 歳代」が 51 人（41.8%）と最も多

く、次いで「20歳代」49人（40.2%）、「40歳代」15人（12.3%）、「50歳以上」7人（5.7%）

の順になっている。

 
 
 
 

男性
54.1%女性

45.1%

回答しない
0.8%

無回答
0.0%

性別
N = 122性別

№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 男性 66   54.1   
2 女性 55   45.1   
3 回答しない 1  0.8  

無回答 0  0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 122  100  

10歳代
0.0%

20歳代
40.2%

30歳代
41.8%

40歳代
12.3%

50歳以上
5.7%

無回答
0.0%

年齢
N = 122

年齢
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 10歳代 0  0.0  
2 20歳代 49   40.2   
3 30歳代 51   41.8   
4 40歳代 15   12.3   
5 50歳以上 7  5.7  

無回答 0  0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 122  100  

－学生確保（資料）－87－



（3）現住所について 
現住所について調査した結果、回答者 122 人のうち、1.0%以上の割合を占めたものを挙げ

ると、「大阪府」が 86 人（70.5%）と最も多く、次いで「兵庫県」15 人（12.3%）、「東京都」

8 人（6.6%）、「神奈川県」4 人（3.3%）、「埼玉県」3 人（2.5%）、「千葉県」2 人（1.6%）、「京

都府」2 人（1.6%）の順になっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼玉県
2.5% 千葉県

1.6%

東京都
6.6%

神奈川県
3.3%

静岡県
0.8%

愛知県
0.8%

京都府
1.6%

大阪府
70.5%

兵庫県
12.3%

その他
0.0%

無回答
0.0%

現住所

N = 122

宮城県：0.0％
栃木県：0.0％
新潟県：0.0％
石川県：0.0％
福井県：0.0％
三重県：0.0％
滋賀県：0.0％
奈良県：0.0％
和歌山県：0.0％
広島県：0.0％
山口県：0.0％
徳島県：0.0％
香川県：0.0％
愛媛県：0.0％
福岡県：0.0％

現住所
№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%
1 宮城県 0     0.0    15 大阪府 86   70.5   
2 栃木県 0     0.0    16 兵庫県 15   12.3   
3 埼玉県 3     2.5    17 奈良県 0      0.0  
4 千葉県 2     1.6    18 和歌山県 0      0.0  
5 東京都 8     6.6    19 広島県 0      0.0  
6 神奈川県 4     3.3    20 山口県 0      0.0  
7 新潟県 0     0.0    21 徳島県 0      0.0  
8 石川県 0     0.0    22 香川県 0      0.0  
9 福井県 0     0.0    23 愛媛県 0      0.0  
10 静岡県 1     0.8    24 福岡県 0      0.0  
11 愛知県 1     0.8    25 その他 0      0.0  
12 三重県 0     0.0    無回答 0      0.0  
13 滋賀県 0     0.0    N （％ﾍﾞｰｽ） 122    100    
14 京都府 2     1.6    

－学生確保（資料）－88－



（4）対象者（専攻等）について 
対象者について調査した結果、回答者 122 人のうち、「大阪経済大学大学院 経営学研究科 

経営学専攻（修士課程）2年生以上」が45人（36.9%）と最も多く、次いで「大阪経済大学大

学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）1 年生」35 人（28.7%）、「社会人（大学院修士課

程を修了しておらず、在学もしていない方）」25 人（20.5%）、「社会人（大阪経済大学大学院 
修了生、他大学の経営学系修士課程 在学中または修了生を含む）」13 人（10.7%）、「その他」

3 人（2.5%）の順になっている。 ※「無回答」1 人（0.8%） 

 
 
 
 
 
 

対象者（専攻等）
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会人（大学院修士課程を修了しておらず、在学もしていない方） 25     20.5   
2 社会人（大阪経済大学大学院 修了生、他大学の経営学系修士課程 在学中または修了生を含む） 13     10.7   
3 大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）1年生 35     28.7   
4 大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）2年生以上 45     36.9   
5 その他 3    2.5  

無回答 1    0.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 122   100    

社会人

（大学院修士課程を修了しておらず、

在学もしていない方）
20.5%

社会人

（大阪経済大学大学院 修了生、

他大学の経営学系修士課程

在学中または修了生を含む）
10.7%

大阪経済大学大学院

経営学研究科

経営学専攻（修士課程）1年生
28.7%

大阪経済大学大学院

経営学研究科

経営学専攻

（修士課程）2年生以上
36.9%

その他
2.5%

無回答
0.8%

対象者（専攻等）

N = 122

－学生確保（資料）－89－



（5）進学を希望する設置主体について（複数回答） 
進学を希望する設置主体について調査した結果、回答者 122 人のうち、「国立」が 90 人

（73.8%）と最も多く、次いで「私立」88 人（72.1%）、「公立」76 人（62.3%）の順になって

いる。 ※「無回答」18 人（14.8%） 

 

88 

76 

90 

18 

私立

公立

国立

無回答

進学を希望する設置主体（複数回答）

N = 122

進学を希望する設置主体（複数回答）
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 私立 88   72.1   
2 公立 76   62.3   
3 国立 90   73.8   

無回答 18   14.8   
N （％ﾍﾞｰｽ） 122  100  

－学生確保（資料）－90－



（6）興味のある学問系統について（複数回答） 
「（5）進学を希望する設置主体について（複数回答）」において「私立」と回答した 88 人

に、興味のある学問系統について調査した。

その結果、「社会科学（経済学、経営学、商学、社会学、法学、政治学など）」が 82 人

（93.2%）と最も多く、次いで「人文科学（文学、外国語、史学、哲学、心理学など）」39 人

（44.3%）、「芸術学（美術、音楽など）」15 人（17.0%）、「理学、工学、情報学、農学」14 人

（15.9%）、「教育学、保育学」6 人（6.8%）、「家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学な

ど）」6 人（6.8%）、「スポーツ・健康・体育学関係」6 人（6.8%）、「医学、歯学、薬学、獣医

学」3 人（3.4%）、「保健衛生学（看護学、リハビリテーション学、臨床検査学、診療放射線学

など）」2 人（2.3%）の順になっている。 ※「無回答」1 人（1.1%） 

興味のある学問系統（複数回答）
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会科学（経済学、経営学、商学、社会学、法学、政治学など） 82               93.2            
2 人文科学（文学、外国語、史学、哲学、心理学など） 39               44.3            
3 教育学、保育学 6  6.8  
4 理学、工学、情報学、農学 14               15.9            
5 医学、⻭学、薬学、獣医学 3  3.4  
6 保健衛生学（看護学、リハビリテーション学、臨床検査学、診療放射線学など） 2  2.3  
7 家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など） 6  6.8  
8 芸術学（美術、音楽など） 15               17.0            
9 スポーツ・健康・体育学関係 6  6.8  

無回答 1  1.1  
N （％ﾍﾞｰｽ） 88               100             

82 

39 

6 

14 

3 

2 

6 

15 

6 

1 

社会科学（経済学、経営学、商学、社会学、法学、政治学など）

人文科学（文学、外国語、史学、哲学、心理学など）

教育学、保育学

理学、工学、情報学、農学

医学、⻭学、薬学、獣医学

保健衛生学（看護学、リハビリテーション学、臨床検査学、診療放射線学など）

家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など）

芸術学（美術、音楽など）

スポーツ・健康・体育学関係

無回答

興味のある学問系統（複数回答）

N = 88

－学生確保（資料）－91－



（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への受験意向について 
「（6）興味のある学問系統について（複数回答）」において「社会科学（経済学、経営学、

商学、社会学、法学、政治学など）」と回答した 82 人に、大阪経済大学大学院 経営学研究科 
経営学専攻（博士後期課程）への受験意向について調査した。

その結果、「受験しない」が 47 人（57.3%）と最も多く、次いで「第一志望として受験する」

26 人（31.7%）、「第二志望として受験する」8 人（9.8%）、「第三志望以降として受験する」1
人（1.2%）の順になっている。 
なお、「第一志望として受験する」、「第二志望として受験する」、「第三志望以降として受験

する」の肯定的な回答を合計すると、35 人（42.7%）となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向について 
「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への受験意向につ

いて」において、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への受験意

向を示した 35 人に、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）を受験

し、合格した場合の入学意向について調査した。

その結果、「入学する」が 28 人（80.0%）と最も多く、「志望順位が上位の他の志望校が不

合格の場合に入学する」6 人（17.1%）、「入学しない」1 人（2.9%）の順になっている。 
なお、「入学する」、「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」の肯定的な

回答を合計すると、34 人（97.1%）となっている。 

 

 
  

第一志望として受験する
31.7%

第二志望として受験する
9.8%

第三志望以降として受験する
1.2%

受験しない
57.3%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院 経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への受験意向
N = 82

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）への受験意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 第一志望として受験する 26   31.7    
2 第二志望として受験する 8   9.8  
3 第三志望以降として受験する 1   1.2  
4 受験しない 47   57.3    

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 82   100  

入学する
80.0%

志望順位が上位の他の志望校が

不合格の場合に入学する
17.1%

入学しない
2.9%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院 経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への入学意向
N = 35

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）への入学意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 入学する 28   80.0    

志望順位が上位の他の志望校が
不合格の場合に入学する

3 入学しない 1   2.9  
無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 35   100  

2 6   17.1   
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（9）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学時期について 
「（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向につ

いて」において、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意

向を示した 34 人に、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入

学する時期について調査した。

その結果、「開設時（2027 年 4 月）の入学を希望する」が 16 人（47.1%）と最も多く、「将

来的に入学を希望する」10 人（29.4%）、「開設されてから 2～5 年後の入学を希望する」8 人

（23.5%）、の順になっている。 

大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学時期
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 開設時（2027年4月）の入学を希望する 16   47.1  
2 開設されてから2〜5年後の入学を希望する 8  23.5  
3 将来的に入学を希望する 10   29.4  

無回答 0  0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 34   100   

開設時（2027年4月）の

入学を希望する
47.1%

開設されてから2～5年後の

入学を希望する
23.5%

将来的に入学を希望する
29.4%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院 経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への入学時期
N = 34
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３．調査結果のまとめ

「（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向につ

いて」より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）へ「入学する」

と回答した者は 28 人いることがわかる。これによって、大阪経済大学大学院 経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）の入学定員 2 人に対して 14 倍の入学意向を確保しているといえ

る。

また、「入学する」、「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」と回答した

者が、合計で 34 人いることから、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期

課程）の入学定員 2 人に対して 17 倍の入学意向を示したといえる。 

さらに、下表より、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）

への受験意向について」と「（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期

課程）への入学意向について」の調査結果をクロス集計したところ、「第一志望として受験す

る」と回答した上で、「入学する」と回答した者が 24 人となり、これは大阪経済大学大学院

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員 2人に対して 12倍の入学意向を確保し

ているといえる。

 受験意向 ×入学意向

上段:度数
下段:％

合計
第一志望として

受験する
第二志望として

受験する
第三志望以降として

受験する

35   26   8   1   

100.0   74.3  22.9  2.9   

28   24   4   0   

100.0   85.7  14.3  -  

6   1   4   1   

100.0   16.7  66.7  16.7  

1   1   0   0   

100.0   100.0   -  -  

0   -  -  0   

-  -  -  -  

受験意向

入学意向

全体

入学する

志望順位が上位の他の志望校が
不合格の場合に入学する

入学しない

無回答
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「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への受験意向につ

いて」にて「第一志望として受験する」と回答した26人を母数として、「（8）大阪経済大学大

学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学意向について」と「（9）大阪経済

大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学時期について」の調査結果を

クロス集計したところ、「開設時（2027 年 4 月）の入学を希望する」と回答した者が 14 人と

なり、これは大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員 2 人

に対して 7 倍の大学院開設時の入学意向を確保しているといえる。 

また、「開設時（2027 年 4 月）の入学を希望する」と回答した 14 人について、「（4）対象者

（専攻等）について」の回答状況を踏まえて属性を確認したところ、

・社会人（大阪経済大学大学院 修了生、他大学の経営学系修士課程 在学中または修了生を含む）が 2 人

・大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）1 年生が 5 人

・大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）2 年生以上が 7 人

との結果となり、学内外での入学意向が確認できた。

以上の調査結果と、調査対象以外からの入学も考えられることから、大阪経済大学大学院 

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の入学定員を満たす学生は十分に確保できるもの

と考える。

受験意向（第一志望）×入学意向 ×入学時期

上段:度数
下段:％

合計 入学する
志望順位が上位の

他の志望校が不合格
の場合に入学する

入学しない

26 24 1         1           

100.0      92.3 3.8 3.8  

14 14 0         0           

100.0      100.0        - -

3        3        0         0           

100.0      100.0        - -

9        7        1         1           

100.0      77.8 11.1 11.1 

入学時期

全体

開設時（2027年4月）の入学を
希望する

開設されてから2～5年後の入学を
希望する

将来的に入学を希望する

入学意向
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計画概要
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※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。

１．修士課程程度の経営学分野の知識・理解と基礎的研究能力を備えている人。
２．自らの専門性を深め、現代社会や企業等の組織内の課題・問題を認識し解決する意欲と、

創造的な探究心を持つ人。
３．本課程を通して、研究者、教育者及び高度専門職業人として、多様な価値観を尊重しつつ

地域・社会に貢献する姿勢を有している人。

アドミッション・ポリシー

経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性を深め、
現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる研究者、高度
専門職業人を養成します。

養成する人材像

Society 5.0を基盤とするビジネス社会においては、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望に
応えるとともに、価値観に寄り添った新しい価値やサービスの創出が求められています。このよ
うな価値創造のニーズや社会構造の変化に伴い、市場経済・ビジネス環境も多様化しており、社
会課題の解決を担う高度な人材の育成が重要となっています。大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）では、こうした社会的要請に応えるべく、新しいビジネスの仕組み
を構想・実現できる人材を育成し、社会の持続的発展に貢献することを理念としています。

設置の理念

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）（仮称）

2027年4月開設予定 入学定員２名（予定）

※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。
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※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。

類似する近隣大学院（博士後期課程）一覧

注1）各大学情報については、大学ホームページより転載。
注2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にしてください。
注3）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻 （博士後期課程）（仮称）の学費は予定であり、変更する場合があります。

アクセス

所在地 区分 大学名 研究科 専攻
入学
定員

入学金 授業料
施設設
備費等

諸会費
初年度
合計

大阪府 私立 追手門学院大学大学院 経営・経済研究科
経営・経済専攻
博士後期課程

3 100,000 500,000 100,000 20,000 720,000

大阪府 私立 関西大学大学院 商学研究科
商学専攻

博士課程後期課程
5 130,000 729,000 10,000 869,000

大阪府 私立 近畿大学大学院 商学研究科
商学専攻

博士後期課程
5 200,000 700,000 900,000

大阪府 私立 大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻

博士後期課程（仮称）
2

（予定）
200,000 530,000 140,000 1,000 871,000

⦿開設研究科  大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）（仮称）
⦿設 置 場 所  大阪市東淀川区大隅2-2-8 大阪経済大学大隅キャンパス
⦿開 設 時 期  2027年4月（予定）
⦿入 学 定 員  2 名（予定）
⦿取 得 学 位  博士（経営学）

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）構想概要01.

カリキュラム

研
究
指
導
科
目

・研究方法後期特論
・論文英語
・研究倫理

・流通・マーケティング後期特論
・組織行動心理学後期特論
・会計・ファイナンス後期特論
・ベンチャービジネス後期特論
・コーポレートガバナンス後期特論
・組織再編・事業承継税務後期特論

専
門
科
目

・後期研究指導Ⅰ
・後期研究指導Ⅱ
・後期研究指導Ⅲ
・後期研究指導Ⅳ
・後期研究指導Ⅴ
・後期研究指導Ⅵ

基
盤
科
目

02.

・企業、官公庁等の経営（総合）計画、企画部門での業務改善、組織改革担当、人事部門での人材育成担当等
・大学等の高等教育機関や、その他の研究機関等での研究者・教育者

想定される修了後の進路03.

04.

05.

※¹科目によっては、サテライトキャンパスである北浜キャンパス（大阪市中央区北浜1-8-16（大阪証券取引所ビル3階））での開講となる場合があります。

1 2大隅キャンパス 北浜キャンパス※¹

〈問い合わせ先〉大阪経済大学 教学・研究推進部 教学推進課

TEL：06-6328-2431（代）e-mail：kyogaku@osaka-ue.ac.jp
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調査票
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単純集計表
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男性
54.1%女性

45.1%

回答しない
0.8%

無回答
0.0%

性別
N = 122性別

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 男性 66 54.1         

2 女性 55 45.1         

3 回答しない 1 0.8 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 122          100          

10歳代
0.0%

20歳代
40.2%

30歳代
41.8%

40歳代
12.3%

50歳以上
5.7%

無回答
0.0%

年齢
N = 122

年齢

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 10歳代 0 0.0 

2 20歳代 49 40.2         

3 30歳代 51 41.8         

4 40歳代 15 12.3         

5 50歳以上 7 5.7 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 122          100          
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埼玉県
2.5% 千葉県

1.6%

東京都
6.6%

神奈川県
3.3%

静岡県
0.8%

愛知県
0.8%

京都府
1.6%

大阪府
70.5%

兵庫県
12.3%

その他
0.0%

無回答
0.0%

現住所

N = 122

宮城県：0.0％

栃木県：0.0％

新潟県：0.0％

石川県：0.0％

福井県：0.0％

三重県：0.0％

滋賀県：0.0％

奈良県：0.0％

和歌山県：0.0％

広島県：0.0％

山口県：0.0％

徳島県：0.0％

香川県：0.0％

愛媛県：0.0％

福岡県：0.0％

現住所

№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%

1 宮城県 0 0.0 15 大阪府 86 70.5 

2 栃木県 0 0.0 16 兵庫県 15 12.3 

3 埼玉県 3 2.5 17 奈良県 0 0.0 

4 千葉県 2 1.6 18 和歌山県 0 0.0 

5 東京都 8 6.6 19 広島県 0 0.0 

6 神奈川県 4 3.3 20 山口県 0 0.0 

7 新潟県 0 0.0 21 徳島県 0 0.0 

8 石川県 0 0.0 22 香川県 0 0.0 

9 福井県 0 0.0 23 愛媛県 0 0.0 

10 静岡県 1 0.8 24 福岡県 0 0.0 

11 愛知県 1 0.8 25 その他 0 0.0 

12 三重県 0 0.0 無回答 0 0.0 

13 滋賀県 0 0.0 N （％ﾍﾞｰｽ） 122 100 

14 京都府 2 1.6 
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対象者（専攻等）

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 社会人（大学院修士課程を修了しておらず、在学もしていない方） 25 20.5 

2 社会人（大阪経済大学大学院 修了生、他大学の経営学系修士課程 在学中または修了生を含む） 13 10.7 

3 大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）1年生 35 28.7 

4 大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（修士課程）2年生以上 45 36.9 

5 その他 3 2.5 

無回答 1 0.8 

N （％ﾍﾞｰｽ） 122 100 

社会人

（大学院修士課程を修了しておらず、

在学もしていない方）
20.5%

社会人

（大阪経済大学大学院修了生、

他大学の経営学系修士課程

在学中または修了生を含む）
10.7%

大阪経済大学大学院

経営学研究科

経営学専攻（修士課程）1年生
28.7%

大阪経済大学大学院

経営学研究科

経営学専攻

（修士課程）2年生以上
36.9%

その他
2.5%

無回答
0.8%

対象者（専攻等）

N = 122
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88 

76 

90 

18 

私立

公立

国立

無回答

進学を希望する設置主体（複数回答）

N = 122

進学を希望する設置主体（複数回答）

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 私立 88 72.1         

2 公立 76 62.3         

3 国立 90 73.8         

無回答 18 14.8         

N （％ﾍﾞｰｽ） 122          100          
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興味のある学問系統（複数回答）

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 社会科学（経済学、経営学、商学、社会学、法学、政治学など） 82 93.2 

2 人文科学（文学、外国語、史学、哲学、心理学など） 39 44.3 

3 教育学、保育学 6 6.8 

4 理学、工学、情報学、農学 14 15.9 

5 医学、歯学、薬学、獣医学 3 3.4 

6 保健衛生学（看護学、リハビリテーション学、臨床検査学、診療放射線学など） 2 2.3 

7 家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など） 6 6.8 

8 芸術学（美術、音楽など） 15 17.0 

9 スポーツ・健康・体育学関係 6 6.8 

無回答 1 1.1 

N （％ﾍﾞｰｽ） 88 100 

82 

39 

6 

14 

3 

2 

6 

15 

6 

1 

社会科学（経済学、経営学、商学、社会学、法学、政治学など）

人文科学（文学、外国語、史学、哲学、心理学など）

教育学、保育学

理学、工学、情報学、農学

医学、歯学、薬学、獣医学

保健衛生学（看護学、リハビリテーション学、臨床検査学、診療放射線学など）

家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など）

芸術学（美術、音楽など）

スポーツ・健康・体育学関係

無回答

興味のある学問系統（複数回答）

N = 88
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第一志望として受験する
31.7%

第二志望として受験する
9.8%

第三志望以降として受験する
1.2%

受験しない
57.3%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への受験意向
N = 82

大阪経済大学大学院 経営学研究科

 経営学専攻（博士後期課程）への受験意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 第一志望として受験する 26         31.7     

2 第二志望として受験する 8 9.8        

3 第三志望以降として受験する 1 1.2        

4 受験しない 47         57.3     

無回答 0 0.0        

N （％ﾍﾞｰｽ） 82         100      

入学する
80.0%

志望順位が上位の他の志望校が

不合格の場合に入学する
17.1%

入学しない
2.9%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への入学意向
N = 35

大阪経済大学大学院 経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への入学意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 入学する 28         80.0     

志望順位が上位の他の志望校が

不合格の場合に入学する

3 入学しない 1 2.9        

無回答 0 0.0        

N （％ﾍﾞｰｽ） 35         100      

2 6           17.1     
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大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への入学時期

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 開設時（2027年4月）の入学を希望する 16 47.1 

2 開設されてから2～5年後の入学を希望する 8 23.5 

3 将来的に入学を希望する 10 29.4 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 34 100 

開設時（2027年4月）の

入学を希望する
47.1%

開設されてから2～5年後の

入学を希望する
23.5%

将来的に入学を希望する
29.4%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）への入学時期
N = 34

－学生確保（資料）－109－



大阪経済大学大学院 経営学研究科 

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了生に対する 

企業等の採用意向に関するアンケート調査報告 

令和７年１２月 

一般財団法人 日本開発構想研究所 

資料25

－学生確保（資料）－110－



大阪経済大学大学院 経営学研究科 

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了生に対する 

企業等の採用意向に関するアンケート調査報告 

１．調査概要 

（1） 調査目的

令和 9 年 4 月に予定している大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課

程）（仮称）の開設に向けて、大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の

就職が見込まれる企業等の採用担当者にアンケートを実施し、大阪経済大学大学院 経営学研

究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了生に対する企業等の採用意向を把握すること

を目的とする。 

（2） 調査対象

大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の就職が見込まれる 24 都府県

（宮城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、広島県、山口県、徳

島県、香川県、愛媛県、福岡県）に所在する企業等500社の採用担当者にアンケートへの協力

を依頼した。 

（3） 調査方法

大阪経済大学大学院修了生の採用実績のある企業等、修了生の就職が見込まれる企業等 500

社の採用担当者にアンケート用紙及び大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後

期課程）（仮称）の概要を示したリーフレットを郵送し、アンケート調査を実施した。回答は

企業等から一般財団法人日本開発構想研究所へ直接郵送し、69件の有効回答を得た。 

集計結果より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）（仮称）の

修了生に対する採用意向を分析した。 

（4） 調査実施期間

令和 7年 11月～12月 

（5） 有効回収率等

調査対象数：500件 

有効回答数：69件 

有効回収率：約 13.8%（有効回答者 69件÷調査対象者 500件） 

※大阪経済大学大学院において設置を構想している経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）

は仮称であるが、本文中ではその旨の表示を省略した。

－学生確保（資料）－111－



２．調査結果 

（1）事業所の種別について 

事業所の種別について調査した結果、回答のあった企業等 69 件のうち、「本社」が 66 件

（95.7%）と最も多く、次いで「支社」3件（4.3%）の順になっている。 

 

 

本社
95.7%

支社
4.3%

単独事業所
0.0%

無回答
0.0%

事業所の種別
N = 69事業所の種別

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 本社 66 95.7         

2 支社 3 4.3 

3 単独事業所 0 0.0 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100          

－学生確保（資料）－112－



（2）事業所の所在地について 

事業所の所在地について調査した結果、回答のあった企業等 69 件のうち、「東京都」が 28

件（40.6%）と最も多く、次いで「大阪府」21件（30.4%）、「愛知県」5件（7.2%）、「神奈川

県」2 件（2.9%）、「京都府」2 件（2.9%）、「兵庫県」2 件（2.9%）、「静岡県」1 件（1.4%）、

「徳島県」1件（1.4%）、「その他」」1件（1.4%）の順になっている。 

※「無回答」6件（8.7%）

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の所在地

№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%

1 宮城県 0 0.0 15 大阪府 21 30.4 

2 栃木県 0 0.0 16 兵庫県 2 2.9 

3 埼玉県 0 0.0 17 奈良県 0 0.0 

4 千葉県 0 0.0 18 和歌山県 0 0.0 

5 東京都 28 40.6 19 広島県 0 0.0 

6 神奈川県 2 2.9 20 山口県 0 0.0 

7 新潟県 0 0.0 21 徳島県 1 1.4 

8 石川県 0 0.0 22 香川県 0 0.0 

9 福井県 0 0.0 23 愛媛県 0 0.0 

10 静岡県 1 1.4 24 福岡県 0 0.0 

11 愛知県 5 7.2 25 その他 1 1.4 

12 三重県 0 0.0 無回答 6 8.7 

13 滋賀県 0 0.0 N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100 

14 京都府 2 2.9 

宮城県
0.0% 栃木県

0.0%

埼玉県
0.0%

千葉県
0.0%

東京都
40.6%

神奈川県
2.9%

新潟県
0.0%

石川県
0.0%

福井県
0.0%

静岡県
1.4%

愛知県
7.2%

三重県
0.0%

滋賀県
0.0%

京都府
2.9%

大阪府
30.4%

兵庫県
2.9%

奈良県
0.0%

和歌山県
0.0%

広島県
0.0%

山口県
0.0%

徳島県
1.4%

香川県
0.0%

愛媛県
0.0%

福岡県
0.0%

その他
1.4%

無回答
8.7%

事業所の所在地
N = 69
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（3）事業所の業種について 

事業所の業種について調査した結果、回答のあった企業等 69 件のうち、「製造業」が 26 件

（37.7%）と最も多く、次いで「卸売業・小売業」15 件（21.7%）、「情報通信業」8 件

（11.6%）、「金融業・保険業」5 件（7.2%）、「建設業」3 件（4.3%）、「運輸業・郵便業」3 件

（4.3%）、「不動産業・物品賃貸業」3 件（4.3%）、「サービス業（他に分類されないもの）」2

件（2.9%）、「電気・ガス・熱供給・水道業」1 件（1.4%）、「学術研究・専門技術サービス業」

1 件（1.4%）、「公務（他に分類されるものを除く）」1 件（1.4%）、「その他」1 件（1.4%）の

順になっている。 

 

 

 

 

 

 

事業所の業種

№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%

1 農業・林業 0 0.0          12 学術研究・専門技術サービス業 1 1.4          

2 漁業 0 0.0          13 宿泊業・飲食サービス業 0 0.0          

3 鉱業・採石業・砂利採取業 0 0.0          14 生活関連サービス業・娯楽業 0 0.0          

4 建設業 3 4.3          15 教育・学習支援業 0 0.0          

5 製造業 26 37.7        16 医療・福祉 0 0.0          

6 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1.4          17 複合サービス業 0 0.0          

7 情報通信業 8 11.6        18 サービス業（他に分類されないもの） 2 2.9          

8 運輸業・郵便業 3 4.3          19 公務（他に分類されるものを除く） 1 1.4          

9 卸売業・小売業 15 21.7        20 その他 1 1.4          

10 金融業・保険業 5 7.2          無回答 0 0.0          

11 不動産業・物品賃貸業 3 4.3          N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100         

建設業
4.3%

製造業
37.7%

電気・ガス・熱供給・水道業
1.4%

情報通信業
11.6%

運輸業・郵便業
4.3%

卸売業・小売業
21.7%

金融業・保険業
7.2%

不動産業・物品賃貸業
4.3%

学術研究・専門技術サービス業
1.4%

サービス業（他に分類されないもの）
2.9%

公務（他に分類されるものを除く）
1.4%

その他
1.4%

無回答
0.0%

事業所の業種
N = 69

農業・林業：0.0％

漁業：0.0%

鉱業・採石業・砂利採取業：0.0％

宿泊業・飲食サービス業：0.0％

生活関連サービス業・娯楽業：0.0％

教育・学習支援業：0.0％

医療・福祉：0.0％

複合サービス業：0.0％
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（4）今年度（令和 7年 4月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数について 

今年度（令和 7年 4月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数について調査した

結果、回答のあった企業等 69件のうち、「今年度は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用

していない（過去には採用した実績がある）」が 30 件（43.5%）と最も多く、次いで「今年度

は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用していない（過去には採用した実績がない）」18

件（26.1%）、「1 人～4 人」14 件（20.3%）、「5 人～9 人」3 件（4.3%）、「10 人以上」2 件

（2.9%）、「わからない」2件（2.9%）の順になっている。 

 

 

 

今年度（令和７年４月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1人～4人 14 20.3        

2 5人～9人 3 4.3          

3 10人以上 2 2.9          

4 今年度は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用していない（過去には採用した実績がある） 30 43.5        

5 今年度は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用していない（過去にも採用した実績がない） 18 26.1        

6 わからない 2 2.9          

無回答 0 0.0          

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100         

1人～4人
20.3%

5人～9人
4.3%

10人以上
2.9%

今年度は大学院（博士後期課程）修了の

人材を採用していない

（過去には採用した実績がある）
43.5%

今年度は大学院（博士後期課程）修了の

人材を採用していない

（過去にも採用した実績がない）
26.1%

わからない
2.9%

無回答
0.0%

今年度（令和７年４月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数
N = 69
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（5）今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針について 

今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針について調査した結果、回答のあった企業

等 69件のうち、「毎年ではないが、ある程度は安定的に採用していくと思う」が 26件（37.7 

%）と最も多く、次いで「できれば、毎年安定的に採用していくと思う」13 件（18.8%）、

「増員が必要になった場合に、採用を考える」12 件（17.4%）、「毎年、安定的に採用してい

くと思う」10 件（14.5%）、「当面、採用は行わないと思う」7 件（10.1%）、「欠員が出た場合

に、採用を考える」1件（1.4%）の順になっている。 

なお、「当面、採用は行わないと思う」（7 件）を除いた肯定的な回答を合計すると、62 件

（89.9%）となっている。 

今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 毎年、安定的に採用していくと思う 10 14.5 

2 できれば、毎年安定的に採用していくと思う 13 18.8 

3 毎年ではないが、ある程度は安定的に採用していくと思う 26 37.7 

4 増員が必要になった場合に、採用を考える 12 17.4 

5 欠員が出た場合に、採用を考える 1 1.4 

6 当面、採用は行わないと思う 7 10.1 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100 

毎年、安定的に

採用していくと思う
14.5%

できれば、

毎年安定的に採用していくと思う
18.8%

毎年ではないが、

ある程度は安定的に採用していくと思う
37.7%

増員が必要になった場合に、

採用を考える
17.4%

欠員が出た場合に、

採用を考える
1.4%

当面、採用は行わないと思う
10.1%

無回答
0.0%

今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針
N = 69
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（6）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の社会的必要性につい

て 

「（5）今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針について」において肯定的な採用

意向を示した企業等 62 件に対して、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後

期課程）の社会的必要性について調査した。 

その結果、「社会的必要性が高い分野である」が 32 件（51.6%）と最も多く、次いで「ある

程度、社会的必要性を感じる」26件（41.9%）、「あまり必要性を感じない」4件（6.5%）の順

になっている。 

なお、「社会的必要性が高い分野である」、「ある程度、社会的必要性を感じる」の肯定的な

回答を合計すると、58件（93.5%）となっている。 

社会的必要性が高い分野である
51.6%

ある程度、社会的必要性を感じる
41.9%

あまり必要性を感じない
6.5%

必要性はない
0.0%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）の

社会的必要性
N = 62

大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の社会的必要性

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 社会的必要性が高い分野である 32 51.6 

2 ある程度、社会的必要性を感じる 26 41.9 

3 あまり必要性を感じない 4 6.5 

4 必要性はない 0 0.0 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 62 100 
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（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向に

ついて 

「（6）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の社会的必要性に

ついて」において肯定的な回答をした企業等 58件に対して、大阪経済大学大学院 経営学研究

科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向について調査した。 

その結果、「採用を検討したい」が32件（55.2%）と最も多く、次いで「採用したい」22件

（37.9％）、「採用は考えない」4件（6.9%）の順になっている。 

なお、「採用したい」、「採用を検討したい」の肯定的な回答を合計すると、54 件（93.1%）

となっている。 

 

 

 

（8）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用人数に

ついて 

「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向

について」において肯定的な採用意向を示した企業等 54件に対して、大阪経済大学大学院 経

営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の将来的な採用人数について調査した。 

その結果、「人数は未確定」が 38件（70.4%）と最も多く、次いで「1人」11件（20.4%）、

「3人以上」3件（5.6%）、「2人」1件（1.9%）の順になっている。 

※「無回答」1件（1.9%）

 

 

 

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 採用したい 22 37.9         

2 採用を検討したい 32 55.2         

3 採用は考えない 4 6.9 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 58 100          

採用したい
37.9%

採用を検討したい
55.2%

採用は考えない
6.9%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向
N = 58

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用人数

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1人 11 20.4         

2 2人 1 1.9 

3 3人以上 3 5.6 

4 人数は未確定 38 70.4         

無回答 1 1.9 

N （％ﾍﾞｰｽ） 54 100          

1人
20.4%

2人
1.9%

3人以上
5.6%

人数は未確定
70.4%

無回答
1.9%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻

（博士後期課程）の修了生の採用人数

N = 54
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（9）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への従業員の入学奨励

について 

 「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意

向について」において肯定的な採用意向を示した企業等 54 件に対して、大阪経済大学大学院 

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）への従業員の入学奨励について調査した。 

 その結果、「わからない」が 26件（48.1%）と最も多く、次いで「条件が合えば勧める」18

件（33.3%）、「積極的に勧める」9件（16.7%）の順になっている。 

※「無回答」1件（1.9%）

  

積極的に勧める
16.7%

一応勧める
0.0%

条件が合えば勧める
33.3%

わからない
48.1%

勧めない
0.0%

その他
0.0%

無回答
1.9%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻

（博士後期課程）への従業員の入学奨励
N = 54

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）への従業員の入学奨励

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 積極的に勧める 9 16.7         

2 一応勧める 0 0.0 

3 条件が合えば勧める 18 33.3         

4 わからない 26 48.1         

5 勧めない 0 0.0 

6 その他 0 0.0 

無回答 1 1.9 

N （％ﾍﾞｰｽ） 54 100          
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３．調査結果のまとめ 

大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生に対する将来的な

採用意向人数の集計にあたっては、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博

士後期課程）の修了生の採用意向について」の肯定的な回答数と、「（8）大阪経済大学大学院 

経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用人数について」の将来的な採用人

数の各選択肢（「1人」、「2 人」、「3人以上」、「人数は未確定」※）を乗じ、これを合計し、算

出した。 

※「3人以上」は最低数である「3人」として計算した。

「人数は未確定」とは、「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課

程）の修了生の採用意向について」において、「採用したい」、「採用を検討したい」と回答し

将来的な採用意向は示すが、アンケートの時点では将来的な採用人数について確定していない

ものである。したがって、本調査では「人数は未確定」の将来的な採用人数を最低数である

「1人」として計算した。 

「（7）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意

向について」において、「採用したい」22件、「採用を検討したい」32件の回答を得ている。 

また、下表より、大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生

に対する採用意向人数は「採用したい」のみで合計した場合、28 人分となる。入学定員は 2

人であるため、14倍の採用意向を確保できている。 

「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 60 人分となり、こ

れは入学定員 2人に対して 30倍の採用意向を確保できている。 

 

 

以上の調査結果と、今回の調査対象以外への進路も考えられることから、大阪経済大学大学

院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の進路は十分に確保できるものと考え

る。 

大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）＜採用意向×採用人数＞

　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 6 (a) (A)×(a) 6   1人(A) 11 (a) (A)×(a) 11 

2人(B) -  (b) (B)×(b) -    2人(B) 1 (b) (B)×(b) 2 

3人(C) 3 (c) (C)×(c) 9   3人(C) 3 (c) (C)×(c) 9 

人数は未確定(D) 13 (d) (D)×(d) 13  人数は未確定(D) 38 (d) (D)×(d) 38 

無回答 1 無回答 1 

28 人 60 人

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

「採用したい」

のみ
合計

「採用したい」

「採用を検討した
い」の合計

合計

合計採用意向 合計採用意向
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計画概要
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※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。

１．修士課程程度の経営学分野の知識・理解と基礎的研究能力を備えている人。
２．自らの専門性を深め、現代社会や企業等の組織内の課題・問題を認識し解決する意欲と、

創造的な探究心を持つ人。
３．本課程を通して、研究者、教育者及び高度専門職業人として、多様な価値観を尊重しつつ

地域・社会に貢献する姿勢を有している人。

アドミッション・ポリシー

経営学分野の戦略、組織、人的資源、流通、心理、租税等の学識を備えて、自らの専門性を深め、
現代社会の社会的課題・問題や、企業等の組織内の課題・問題を認識し解決できる研究者、高度
専門職業人を養成します。

養成する人材像

Society 5.0を基盤とするビジネス社会においては、価値観が多様化し、ユーザーの多様な要望に
応えるとともに、価値観に寄り添った新しい価値やサービスの創出が求められています。このよ
うな価値創造のニーズや社会構造の変化に伴い、市場経済・ビジネス環境も多様化しており、社
会課題の解決を担う高度な人材の育成が重要となっています。大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）では、こうした社会的要請に応えるべく、新しいビジネスの仕組み
を構想・実現できる人材を育成し、社会の持続的発展に貢献することを理念としています。

設置の理念

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）（仮称）

2027年4月開設予定 入学定員２名（予定）

※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。
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※設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります。

類似する近隣大学院（博士後期課程）一覧

注1）各大学情報については、大学ホームページより転載。
注2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にしてください。
注3）大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻 （博士後期課程）（仮称）の学費は予定であり、変更する場合があります。

アクセス

所在地 区分 大学名 研究科 専攻
入学
定員

入学金 授業料
施設設
備費等

諸会費
初年度
合計

大阪府 私立 追手門学院大学大学院 経営・経済研究科
経営・経済専攻
博士後期課程

3 100,000 500,000 100,000 20,000 720,000

大阪府 私立 関西大学大学院 商学研究科
商学専攻

博士課程後期課程
5 130,000 729,000 10,000 869,000

大阪府 私立 近畿大学大学院 商学研究科
商学専攻

博士後期課程
5 200,000 700,000 900,000

大阪府 私立 大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻

博士後期課程（仮称）
2

（予定）
200,000 530,000 140,000 1,000 871,000

⦿開設研究科  大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）（仮称）
⦿設 置 場 所  大阪市東淀川区大隅2-2-8 大阪経済大学大隅キャンパス
⦿開 設 時 期  2027年4月（予定）
⦿入 学 定 員  2 名（予定）
⦿取 得 学 位  博士（経営学）

経営学専攻（博士後期課程）（仮称）構想概要01.

カリキュラム

研
究
指
導
科
目

・研究方法後期特論
・論文英語
・研究倫理

・流通・マーケティング後期特論
・組織行動心理学後期特論
・会計・ファイナンス後期特論
・ベンチャービジネス後期特論
・コーポレートガバナンス後期特論
・組織再編・事業承継税務後期特論

専
門
科
目

・後期研究指導Ⅰ
・後期研究指導Ⅱ
・後期研究指導Ⅲ
・後期研究指導Ⅳ
・後期研究指導Ⅴ
・後期研究指導Ⅵ

基
盤
科
目

02.

・企業、官公庁等の経営（総合）計画、企画部門での業務改善、組織改革担当、人事部門での人材育成担当等
・大学等の高等教育機関や、その他の研究機関等での研究者・教育者

想定される修了後の進路03.

04.

05.

※¹科目によっては、サテライトキャンパスである北浜キャンパス（大阪市中央区北浜1-8-16（大阪証券取引所ビル3階））での開講となる場合があります。

1 2大隅キャンパス 北浜キャンパス※¹

〈問い合わせ先〉大阪経済大学 教学・研究推進部 教学推進課

TEL：06-6328-2431（代）e-mail：kyogaku@osaka-ue.ac.jp
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調査票
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単純集計表

－学生確保（資料）－127－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本社
95.7%

支社
4.3%

単独事業所
0.0%

無回答
0.0%

事業所の種別
N = 69事業所の種別

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 本社 66 95.7         

2 支社 3 4.3 

3 単独事業所 0 0.0 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100          

事業所の所在地

№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%

1 宮城県 0 0.0 15 大阪府 21 30.4 

2 栃木県 0 0.0 16 兵庫県 2 2.9 

3 埼玉県 0 0.0 17 奈良県 0 0.0 

4 千葉県 0 0.0 18 和歌山県 0 0.0 

5 東京都 28 40.6 19 広島県 0 0.0 

6 神奈川県 2 2.9 20 山口県 0 0.0 

7 新潟県 0 0.0 21 徳島県 1 1.4 

8 石川県 0 0.0 22 香川県 0 0.0 

9 福井県 0 0.0 23 愛媛県 0 0.0 

10 静岡県 1 1.4 24 福岡県 0 0.0 

11 愛知県 5 7.2 25 その他 1 1.4 

12 三重県 0 0.0 無回答 6 8.7 

13 滋賀県 0 0.0 N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100 

14 京都府 2 2.9 

宮城県
0.0% 栃木県

0.0%

埼玉県
0.0%

千葉県
0.0%

東京都
40.6%

神奈川県
2.9%

新潟県
0.0%

石川県
0.0%

福井県
0.0%

静岡県
1.4%

愛知県
7.2%

三重県
0.0%

滋賀県
0.0%

京都府
2.9%

大阪府
30.4%

兵庫県
2.9%

奈良県
0.0%

和歌山県
0.0%

広島県
0.0%

山口県
0.0%

徳島県
1.4%

香川県
0.0%

愛媛県
0.0%

福岡県
0.0%

その他
1.4%

無回答
8.7%

事業所の所在地
N = 69
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事業所の業種

№ カテゴリ 件数 (全体)% № カテゴリ 件数 (全体)%

1 農業・林業 0 0.0          12 学術研究・専門技術サービス業 1 1.4          

2 漁業 0 0.0          13 宿泊業・飲食サービス業 0 0.0          

3 鉱業・採石業・砂利採取業 0 0.0          14 生活関連サービス業・娯楽業 0 0.0          

4 建設業 3 4.3          15 教育・学習支援業 0 0.0          

5 製造業 26 37.7        16 医療・福祉 0 0.0          

6 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1.4          17 複合サービス業 0 0.0          

7 情報通信業 8 11.6        18 サービス業（他に分類されないもの） 2 2.9          

8 運輸業・郵便業 3 4.3          19 公務（他に分類されるものを除く） 1 1.4          

9 卸売業・小売業 15 21.7        20 その他 1 1.4          

10 金融業・保険業 5 7.2          無回答 0 0.0          

11 不動産業・物品賃貸業 3 4.3          N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100         

建設業
4.3%

製造業
37.7%

電気・ガス・熱供給・水道業
1.4%

情報通信業
11.6%

運輸業・郵便業
4.3%

卸売業・小売業
21.7%

金融業・保険業
7.2%

不動産業・物品賃貸業
4.3%

学術研究・専門技術サービス業
1.4%

サービス業（他に分類されないもの）
2.9%

公務（他に分類されるものを除く）
1.4%

その他
1.4%

無回答
0.0%

事業所の業種
N = 69

農業・林業：0.0％

漁業：0.0%

鉱業・採石業・砂利採取業：0.0％

宿泊業・飲食サービス業：0.0％

生活関連サービス業・娯楽業：0.0％

教育・学習支援業：0.0％

医療・福祉：0.0％

複合サービス業：0.0％
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今年度（令和７年４月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1人～4人 14 20.3        

2 5人～9人 3 4.3          

3 10人以上 2 2.9          

4 今年度は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用していない（過去には採用した実績がある） 30 43.5        

5 今年度は大学院（博士後期課程）修了の人材を採用していない（過去にも採用した実績がない） 18 26.1        

6 わからない 2 2.9          

無回答 0 0.0          

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100         

1人～4人
20.3%

5人～9人
4.3%

10人以上
2.9%

今年度は大学院（博士後期課程）修了の

人材を採用していない

（過去には採用した実績がある）
43.5%

今年度は大学院（博士後期課程）修了の

人材を採用していない

（過去にも採用した実績がない）
26.1%

わからない
2.9%

無回答
0.0%

今年度（令和７年４月入社）の大学院（博士後期課程）修了生の採用人数
N = 69
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今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 毎年、安定的に採用していくと思う 10 14.5 

2 できれば、毎年安定的に採用していくと思う 13 18.8 

3 毎年ではないが、ある程度は安定的に採用していくと思う 26 37.7 

4 増員が必要になった場合に、採用を考える 12 17.4 

5 欠員が出た場合に、採用を考える 1 1.4 

6 当面、採用は行わないと思う 7 10.1 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 69 100 

毎年、安定的に

採用していくと思う
14.5%

できれば、

毎年安定的に採用していくと思う
18.8%

毎年ではないが、

ある程度は安定的に採用していくと思う
37.7%

増員が必要になった場合に、

採用を考える
17.4%

欠員が出た場合に、

採用を考える
1.4%

当面、採用は行わないと思う
10.1%

無回答
0.0%

今後の大学院（博士後期課程）修了生の採用方針
N = 69
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社会的必要性が高い分野である
51.6%

ある程度、社会的必要性を感じる
41.9%

あまり必要性を感じない
6.5%

必要性はない
0.0%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）の

社会的必要性
N = 62

大阪経済大学大学院 経営学研究科 経営学専攻（博士後期課程）の社会的必要性

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 社会的必要性が高い分野である 32 51.6 

2 ある程度、社会的必要性を感じる 26 41.9 

3 あまり必要性を感じない 4 6.5 

4 必要性はない 0 0.0 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 62 100 

－学生確保（資料）－132－



 
大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 採用したい 22 37.9         

2 採用を検討したい 32 55.2         

3 採用は考えない 4 6.9 

無回答 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 58 100          

採用したい
37.9%

採用を検討したい
55.2%

採用は考えない
6.9%

無回答
0.0%

大阪経済大学大学院経営学研究科

経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用意向
N = 58

大阪経済大学大学院 経営学研究科
 経営学専攻（博士後期課程）の修了生の採用人数

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1人 11 20.4         

2 2人 1 1.9 

3 3人以上 3 5.6 

4 人数は未確定 38 70.4         

無回答 1 1.9 

N （％ﾍﾞｰｽ） 54 100          

1人
20.4%

2人
1.9%

3人以上
5.6%

人数は未確定
70.4%

無回答
1.9%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻

（博士後期課程）の修了生の採用人数

N = 54

積極的に勧める
16.7%

一応勧める
0.0%

条件が合えば勧める
33.3%

わからない
48.1%

勧めない
0.0%

その他
0.0%

無回答
1.9%

大阪経済大学大学院経営学研究科経営学専攻

（博士後期課程）への従業員の入学奨励
N = 54

大阪経済大学大学院 経営学研究科
経営学専攻（博士後期課程）への従業員の入学奨励

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 積極的に勧める 9 16.7         

2 一応勧める 0 0.0 

3 条件が合えば勧める 18 33.3         

4 わからない 26 48.1         

5 勧めない 0 0.0 

6 その他 0 0.0 

無回答 1 1.9 

N （％ﾍﾞｰｽ） 54 100          

－学生確保（資料）－133－



経営学研究科（修士課程）定員充足率（2023 年～2025 年） 

2025 年 2024 年 2023 年 

在籍者数（人） 114 105 88 

収容定員（人） 100 100 100 

定員充足率（％） 1.14 1.05 0.88 

資料26

－学生確保（資料）－134－



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

－ 学長
ﾔﾏﾓﾄ   ｼｭﾝｲﾁﾛｳ

山本　俊一郎
＜令和７年４月＞

博士（理学）
大阪経済大学　学長

（令和7.4～令和10.3）

現　職
（就任年月）

別記様式第３号（その１）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 名 簿

学 長 又 は 校 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有

学位等
月額基本給
（千円）

－教員名簿－1－



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

1 専
教授

（研究科
長）

コガ　ケイサク

古賀　敬作

＜令和9年4月＞

博士（国際経済法
学）

組織再編・事業承継税務後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平26.4）
4日

2 専 教授

イガタ　コウジ

井形　浩治

＜令和9年4月＞

商学修士　※

コーポレートガバナンス後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平19.4）
4日

3 専 教授

オオモリ　コウゾウ

大森　孝造

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

会計・ファイナンス後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

1
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平28.4）
4日

4 専 教授

カナイ　タケノリ

金井　猛徳

＜令和9年4月＞

博士（緑地環境科
学）

研究方法後期特論 1前 0.5 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令5.4）

4日

5 専 教授

タカハラ　リュウジ

高原　龍二

＜令和9年4月＞

博士（人間科学）

研究方法後期特論
組織行動心理学後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1前
1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

0.5
1
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平24.10）
4日

6 専 教授

タナカ　ケンゴ

田中　健吾

＜令和9年4月＞

博士（文学）

組織行動心理学後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

1
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平18.4）
4日

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

－教員名簿－2－



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

7 専 教授

ペック　インス

白　寅秀

＜令和9年4月＞

博士（商学）

流通・マーケティング後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

1
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（令3.4）
4日

8 専 教授

ヨシノ　タダオ

吉野　忠男

＜令和9年4月＞

修士（経営学）
修士（法学）

研究方法後期特論
ベンチャービジネス後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1前
1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

0.5
2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平20.4）
4日

9 専 准教授

イナオカ　ヒロユキ

稲岡　大志

＜令和9年4月＞

博士（学術）

研究倫理
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平31.4）
4日

10 専 准教授

オカダ　カナ

岡田　華奈

＜令和9年9月＞

博士（経営学） 会計・ファイナンス後期特論 1後 1 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（平31.4）

4日

11 専 准教授

ハガ　マヨミ

芳賀　麻誉美

＜令和9年4月＞

博士（学術）

研究方法後期特論
流通・マーケティング後期特論
後期研究指導Ⅰ
後期研究指導Ⅱ
後期研究指導Ⅲ
後期研究指導Ⅳ
後期研究指導Ⅴ
後期研究指導Ⅵ

1前
1後
1前
1後
2前
2後
3前
3後

0.5
1
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平29.4）
4日

12 専 准教授

マルチュケ　ダービッド

Marutschke David

＜令和9年4月＞

Ph. D. in
Japanese Studies
from Tuebingen
University in
Germany

論文英語 1前 1 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令3.4）

4日

－教員名簿－3－



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

13 専 講師

フクダ　ケイゾウ

福田　圭三

＜令和9年4月＞

修士（文学）※ 論文英語 1前 1 1
大阪経済大学　経営学研究科

講師
（平27.4）

4日

－教員名簿－4－



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

1 専
教授

（研究科
長）

コガ　ケイサク

古賀　敬作

＜令和9年4月＞

博士（国際経済法
学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
インターンシップ
所得税法
法人税法

1前
1後
2前
2後
2前
1前
1前

2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平26.4）
4日

2 専 教授

イガタ　コウジ

井形　浩治

＜令和9年4月＞

商学修士　※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営学概論

1前
1後
2前
2後
1前後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平19.4）
4日

3 専 教授

イケシマ　シンサク

池島　真策

＜令和9年4月＞

修士（法学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
会社法

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平19.4）
4日

4 専 教授

イトウ　ヒロユキ

伊藤　博之

＜令和9年4月＞

博士（経営学） 経営学概論 1前後 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令2.4）

4日

5 専 教授

エシマ　ヨシヒロ

江島　由裕

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
中小企業経営特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平17.4）
4日

6 専 教授

オオモリ　コウゾウ

大森　孝造

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
金融証券特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平28.4）
4日

7 専 教授

カナイ　タケノリ

金井　猛徳

＜令和9年4月＞

博士（緑地環境科
学）

経営情報特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令5.4）

4日

8 専 教授

クリキ　トシアキ

栗城　利明

＜令和9年4月＞

修士（法学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
独占禁止法・競争政策

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平18.4）
4日

9 専 教授

コウ　ズイコウ

高　瑞紅

＜令和9年4月＞

博士（商学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
組織間関係特論

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平30.4）
4日

10 専 教授

サトウ　メグム

佐藤　愛

＜令和9年4月＞

博士（経済学） コーポレートファイナンス特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令5.9）

4日

11 専 教授

タカハラ　リュウジ

高原　龍二 

＜令和9年4月＞

博士（人間科学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
リーダーシップ特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平24.10）
4日

12 専 教授

タナカ　ケンゴ

田中　健吾

＜令和9年4月＞

博士（文学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
組織行動心理学特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平18.4）
4日

13 専 教授

ハシタニ　ソウイチ

橋谷　聡一

＜令和9年4月＞

修士（不動産学）
※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
民法Ⅱ

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平24.4）
4日

14 専 教授

ハヤシダ　オサム

林田　修

＜令和9年4月＞

経済学修士 ※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営戦略特論Ⅰ

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平2.6）
4日

15 専 教授

ヒョウドウ（イノウエ）　ワカコ

兵頭（井上）　和花子

＜令和9年4月＞

博士（経営学） 公会計特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令6.4）

4日

16 専 教授

フクシマ　コウタロウ

福嶋　幸太郎

＜令和9年4月＞

博士（経済学） 管理会計特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

教授
（令5.4）

4日

17 専 教授

ペック　インス

白　寅秀

＜令和9年4月＞

博士（商学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
流通特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（令3.4）
4日

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数
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フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

18 専 教授

ホンマ　トシミチ

本間　利通

＜令和9年4月＞

修士（経済学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営組織特論

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平23.10）
4日

19 専 教授

マジマ　ヒロアキ

眞島　宏明

＜令和9年4月＞

法学士

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
知的財産法

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平24.10）
4日

20 専 教授

ヤノ　リョウタ

矢野　良太

＜令和9年4月＞

修士（社会学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
人的資源管理特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（令和4.4）
4日

21 専 教授

ヨシノ　タダオ

吉野　忠男

＜令和9年4月＞

修士（経営学）
修士（法学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営戦略特論Ⅱ
コンサルティング特論

1前
1後
2前
2後
2前
1後

2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
教授

（平20.4）
4日

22 専 准教授

イトウ　マサユキ

伊藤　正之

＜令和9年4月＞

経済学修士　※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
行動ファイナンス特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平4.4）
4日

23 専 准教授

イナオカ　ヒロユキ

稲岡　大志

＜令和9年4月＞

博士（学術）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営倫理

1前
1後
2前
2後
1前後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平31.4）
4日

24 専 准教授

オカダ　カナ

岡田　華奈

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
原価計算特論

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平31.4）
4日

25 専 准教授

オキノ　コウジ

沖野　光二

＜令和9年4月＞

修士（経営情報科
学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
財務会計特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平31.4）
4日

26 専 准教授

オチ　ミキヒト

越智　幹仁

＜令和9年4月＞

博士（法学）
法務博士(専門職)

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
ビジネス法

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令1.9）
4日

27 専 准教授

オミ　ユウスケ

尾身　祐介

＜令和9年4月＞

修士（商学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
企業分析特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平25.10）
4日

28 専 准教授

カナイ　ケンイチロウ

金井　憲一郎

＜令和9年4月＞

博士（法学） 民法Ⅰ 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令5.4）

4日

29 専 准教授

クロダ　ナオキ

黒田　尚樹

＜令和9年4月＞

修士（法学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
民法Ⅲ

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平17.4）
4日

30 専 准教授

コダマ　シュウヘイ

兒玉　州平

＜令和9年9月＞

博士（文学） 経営史特論 1後 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令5.4）

4日

31 専 准教授

シノトウ　リョウコ

篠藤　涼子

＜令和9年4月＞

博士（経営学） 監査特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令5.4）

4日

32 専 准教授

チン　ジュンフ

陳　俊甫

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
サービスマネジメント特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令5.4）
4日

33 専 准教授

ツジ　ショウコ

辻　晶子

＜令和9年4月＞

博士（文学） 専門日本語表現 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令2.4）

4日
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フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

34 専 准教授

トダ　ノブトシ

戸田　信聡

＜令和9年4月＞

博士（経営学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営管理特論

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令4.4）
4日

35 専 准教授

トヤマ　アキラ

外山　明

＜令和9年9月＞

博士（学術） 生産管理特論 1後 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（平30.4）

4日

36 専 准教授

ハガ　マヨミ

芳賀　麻誉美

＜令和9年4月＞

博士（学術）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
マーケティングリサーチ特論

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平29.4）
4日

37 専 准教授

フナコシ　タエ

船越　多枝

＜令和9年4月＞

博士（経営学） 組織デザイン特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

准教授
（令和5.4）

4日

38 専 准教授

マルチュケ　ダービッド

Marutschke David

＜令和9年4月＞

Ph. D. in
Japanese Studies
from Tuebingen
University in
Germany

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
マーケティング特論

1前
1後
2前
2後
1後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令3.4）
4日

39 専 准教授

ミキ　チホ

三木　千穂

＜令和9年4月＞

修士（法学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
民法Ⅳ

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令4.4）
4日

40 専 准教授

ヤマモト　ナオキ

山本　直毅

＜令和9年4月＞

博士（法学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
消費税法

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（令5.4）
4日

41 専 准教授

ヨジョウ　ホクト

四條　北斗

＜令和9年4月＞

博士（法学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
刑事法

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
准教授

（平26.10）
4日

42 専 講師

ナカムラ　ノブタカ

中村　信隆

＜令和9年4月＞

博士（哲学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
経営倫理

1前
1後
2前
2後
1前後

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
講師

（令4.4）
4日

43 専 講師

フクダ　ケイゾウ

福田　圭三

＜令和9年4月＞

修士（文学）※

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
ビジネス英語

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

大阪経済大学　経営学研究科
講師

（平27.4）
4日

44 専 講師

ミズノ　ミウヤ

水野　未宙也

＜令和9年4月＞

修士（商学） 競争戦略特論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

講師
（令2.4）

4日

45 専 講師

ムラモト　アキトシ

村本　顕理

＜令和9年4月＞

博士（経済学） 経済学概論 1前 2 1
大阪経済大学　経営学研究科

講師
（令2.4）

4日

46 その他 講師

アキ　マツロウ

秋　松郎

＜令和10年9月＞

高等学校卒
企業診断実習Ⅱ
企業診断実習Ⅵ

2前
2後

1
1

1
1

株式会社アクションプラン
代表取締役
（平26.3）

47 その他 講師

イシバシ　ケンイチ

石橋　研一

＜令和9年4月＞

学士（経済学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
中小企業診断特論
企業診断実習Ⅰ
企業診断実習Ⅴ

1前
1後
2前
2後
1前
2前
2後

2
2
2
2
2
1
1

1
1
1
1
1
1
1

石橋経営会計事務所
所長

（平18.8）

48 その他 講師

イチタカ　リュウジ

一高　龍司

＜令和9年9月＞

博士（経営学） 相続税法 1後 2 1

関西学院大学
法学部
教授

（平22.4）
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フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

49 その他 講師

ウメザワ（オカモト）　アヤ

梅澤（岡本）　彩

＜令和9年4月＞

修士（国際公共政
策）

民法Ⅴ 1前 2 1

熊本大学大学院
人文社会研究部

教授
（平24.4）

50 その他 講師

オオタ　カズキ

太田　一樹

＜令和9年4月＞

博士（経営学） マーケティング概論 1前 2 1

大阪商業大学
総合経営学部

教授
（令2.4）

51 その他 講師

オカノ　ユタカ

岡野　豊

＜令和10年4月＞

学士（経済学） ＩＰＯ特論　※ 2前 0.5 1

株式会社東京証券取引所
上場推進部

課長
（平25.7）

52 その他 講師

カタヤマ　ナオコ

片山　直子

＜令和9年4月＞

博士（経済学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ

1前
1後
2前
2後

2
2
2
2

1
1
1
1

和歌山大学
経済学部

教授
（平24.4）

53 その他 講師

カナヤマ　トモアキ

金山　知明

＜令和9年9月＞

博士（マネジメン
ト）

国際租税法 1後 2 1

滋賀大学
経済学部

講師
（令6.4）

54 その他 講師

キシモト　ユウジロウ

岸本  雄次郎

＜令和9年9月＞

博士（法学） 不動産証券化法務 1後 2 1

立命館大学
法政基盤研究センター

客員研究員
（令4.4）

55 その他 講師

コシムラ　ソウジロウ

越村　惣次郎

＜令和9年9月＞

学士（商学） 中小企業政策特論 1後 2 1
大阪産業経済リサーチセンター

主任研究員
（令5.4）

56 その他 講師

コニシ　ツトム

小西　敦

＜令和10年4月＞

学士（経済学） ＩＰＯ特論　※ 2前 0.5 1

株式会社東京証券取引所
上場推進部

課長
（平30.4）

57 その他 講師

サトウ　レイカ

佐藤　礼華

＜令和9年9月＞

PhD in Design <
中国>

不動産開発特論 1後 2 1

大阪電気通信大学
総合情報学部

准教授
（平15.4）

58 その他 講師

シオツ　タツヒト

塩津　立人

＜令和9年9月＞

学士（法学） 雇用関係法 1後 2 1
北浜法律事務所

パートナー
（平25.7）

59 その他 講師

シバ　ユカ

柴　由花

＜令和9年4月＞

博士（国際経済法
学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ
資産・事業承継税務

1前
1後
2前
2後
1前

2
2
2
2
2

1
1
1
1
1

椙山女学園大学
現代マネジメント学部

教授
（平31.4）

60 その他 講師

タムラ　ミツル

田村　満

＜令和10年4月＞

学士（経済学） ＩＰＯ特論　※ 2前 0.5 1

株式会社東京証券取引所
上場推進部

課長
（平31.4）

61 その他 講師

ツルサカ　タカエ

鶴坂　貴恵

＜令和9年4月＞

商学修士 商学概論 1前 2 1

摂南大学
経営学部

教授
（平26.4）

62 その他 講師

テツダ　ヨシト

鉄田　義人

＜令和9年4月＞

経営修士 資産運用特論 1前 2 1
日興リサーチセンター

取締役社長
（令7.4）

63 その他 講師

ナカザワ　ミオコ

中澤　未生子

＜令和9年9月＞

修士（法学）
修士（経営学）

事業承継特論 1後 2 1
エマーブル経営法律事務所

代表
（平29.4）

－教員名簿－8－



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

別記様式第３号（その２の２）

（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

教 員 の 氏 名 等

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

調書
番号

教員
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）

担当授業科目
の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講 数

現　職
（就任年月）

申請に係る研
究科等の職務
に 従 事 す る
週当たり平均
日 数

64 その他 講師

パク　テフン

朴　泰勲

＜令和9年9月＞

博士（経済学） リサーチ方法特論 1後 2 1

関西大学
商学部
教授

（平28.4）

65 その他 講師

ハセガワ　ヒロシ

長谷川　裕

＜令和9年9月＞

学士（法学） 信託法 1後 2 1
長谷川綜合法律事務所

（平30.4）

66 その他 講師

ハマダ　ヒロシ

濱田　洋

＜令和9年4月＞

博士（法学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ

1前
1後
2前
2後

2
2
2
2

1
1
1
1

兵庫県立大学
国際商経学部

准教授
（平22.10）

67 その他 講師

ハヤシ　コウイチ

林　幸一

＜令和9年4月＞

博士（経済学）

研究指導Ⅰ
研究指導Ⅱ
研究指導Ⅲ
研究指導Ⅳ

1前
1後
2前
2後

2
2
2
2

1
1
1
1

熊本学園大学大学院
会計専門職研究科

特任教授
（令6.4）

68 その他 講師

ハヤシ　ヒデオ

林　英生

＜令和10年4月＞

学士（商学） ＩＰＯ特論　※ 2前 0.5 1

株式会社大阪取引所
金融リテラシーサポート部

課長
（令6.7）

69 その他 講師

ヒサトミ　ケンジ

久富　健治

＜令和9年9月＞

博士（経営学） コーポレートガバナンス 1後 2 1

武庫川女子大学
健康・スポーツ科学部

教授
（平31.4）

70 その他 講師

ホッタ　カツミ

堀田　勝己

＜令和9年4月＞

学士（経済学） 不動産鑑定理論 1前 2 1
堀田鑑定工学研究所

（平12.9）

71 その他 講師

ユキマチ　ミワ

行待　三輪

＜令和9年9月＞

博士（経営学） 国際会計特論 1後 2 1

京都産業大学
経営学部

教授
（平23.4）

72 その他 講師

ヨコヤマ　タケシ

横山　武史

＜令和10年9月＞

学士（経済学）
企業診断実習Ⅲ
企業診断実習Ⅴ

2後
2後

1
1

1
1

横山中小企業診断士事務所
（平7.4）

73 その他 講師

ヨシガキ　ミノル

吉垣　実

＜令和9年9月＞

博士（法学） 民事手続法 1後 2 1

愛知大学
法学部
教授

（平24.4）

74 その他 講師

ワダ　ツトム

和田　努

＜令和9年4月＞

短期大学卒 登記法 1前 2 1
アクアス司法書士・行政書士事務所

代表
（平17.9）

－教員名簿－9－



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 1人 2人 3人 人 人 6人

修 士 人 人 人 人 人 1人 1人 2人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 2人 1人 1人 人 人 4人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 1人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 3人 3人 4人 人 人 10人

修 士 人 人 人 人 1人 1人 1人 3人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

准 教 授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況

教 授

経営学研究科経営学専攻（博士後期課程）

講 師

助 教

合 計

－教員名簿－10－



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 1人 5人 4人 1人 1人 12人

修 士 人 人 1人 2人 2人 1人 2人 8人

学 士 人 人 人 人 人 1人 人 1人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 8人 4人 2人 1人 人 15人

修 士 人 人 人 3人 1人 1人 人 5人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 2人 人 人 人 人 2人

修 士 人 人 1人 人 1人 人 人 2人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 11人 9人 6人 2人 1人 29人

修 士 人 人 2人 5人 4人 2人 2人 15人

学 士 人 人 人 人 人 1人 人 1人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

准 教 授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況

教 授

経営学研究科経営学専攻（博士前期課程）

講 師

助 教

合 計

－教員名簿－11－
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